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略語 正式 訳語、＜説明＞
AELTA Alberta Ethnic Language Teacher's Association アルバータ継承語教師会
ALP Academic Language Proficiency 教科学習言語能力
B&B委員会 the Royal Commission on Bilingual and Biculturalism 二言語・二文化主義勅命委員会
BICS Basic Interpersonal Communicative Skills 生活言語能力
CALP Cognitive/Academic Language Proficiency 学習言語能力
CBE Calgary Board of Education カルガリー市教育委員会
CBP Chinese/Mandarin Bilingual Program 中国語バイリンガルプログラム
CCSD Calgary Catholic School District カルガリーカソリック教育委員会
CEFR
Common European Framework of Reference for
Languages
ヨーロッパ言語共通参照枠
CF Conversational Fluency 会話の流暢度
CMA Census Metropolitan Area 国勢調査エリア
CUP the common underlying proficiency model 共有基底言語能力モデル
DLS Discrete Language Skills 弁別的言語能力
ECBEA Edmonton Chinese Bilingual Education Association エスニック・コミュニティ、保護者団体
ECKA Edmonton Chinese Kindergarten Association エドモントン中文幼稚園協会
ECS Edmonton Catholic Schools エドモントンカソッリク教育委員会
EPSB Edmonton Public School Board エドモントン市公立学校教育委員会
ERP English Regular Program 英語レギュラープログラム
EV Ethnolinguistic Vitality 言語集団のバイタリティ（活力）
FLES Foreign Language in the Elementary School ―
IHLA International and Heritage Languages Association アルバータ北部国際語・継承語協会
INLC Individual Network of Linguistic Contacts 2言語接触ネットワーク
LA Language Arts ＜日本の国語科に相当＞
NAHLA Northern Alberta Heritage Language Association アルバータ北部継承語協会
NCB Non Chinese Background 中国語背景のない
PLAR Prior Learning Assessment and Recognition ―
SAHLA Southern Alberta Heritage Language Association アルバータ南部継承語協会
SUP the separate underlying proficiency model 分離基底言語能力モデル
TW Taiwan 台湾
WNCP
Western and Northern Canadian Protocol for
Collaboration in Education
西部北部カナダ教育共同協定
WCP
Western Canadian Protocol for Collaboration
in Basic Education
西部カナダ基本教育共同協定
補習校 補習授業校 ―
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本研究の背景と用語の定義 
1.1. 本研究の背景と目的 
文明の発達とテクノロジーの目覚しい進化により世界がますますグローバル化してお
り、国境を超えた人の移動と国際的な情報通信が日常のものとなっている。21 世紀を迎え
た今、世界各国で第一言語に加えて第二言語、第三言語の学習の重要性が唱えられている。
一方で、第一言語の獲得期に親の国境を超えた移動に伴って異言語・異文化環境に入るこ
とを強いられる子どもの数が急増している。また、国際結婚家庭も増え、生まれた時から
家庭で二言語、二文化を持つ子どもなど、子どもの言語的・文化的背景の多様化が進んで
いる。 
 こういった状況から考えると 21 世紀の学校における言語教育の課題は、国の公用語が
母語である家庭の子どもに対しては学齢期に第一言語に加えて第二、第三言語を加えてや
ることであり、また言語的・文化的背景の多様な子どもに対しては受け入れ体制を整えて
排他的にならず、子どもが学校に持ち込む言語や文化を尊重し学齢期に伸ばしてやること
である。つまり両者に共通することは、子どもがそれぞれ学校に持ち込む資質を活かした
人材づくりをめざすことだといえる。 
 とはいっても、小学校や中学校の教育が公教育である限り、学校が自由に言語的・文化
的に多様な教育を行うというわけにはいかず、国の政策が関わることになる。言語的、文
化的多様性受け入れ（多文化共生）、とりわけ移住者子弟のことばの取り扱いに関しては、
国の言語政策、教育政策が深く関わってくる。我が国日本の場合、カナダ、アメリカ、オ
ーストラリアなどの移民国家とは異なり、公立の小学校や中学校に外国人児童生徒が多く
流入してくるようになったのは 1990 年の「出入国管理および難民認定法」［以下、入管法］
の改正以降のことである。それまでは日本の小中学校で外国人児童生徒を受け入れるとい
うこと自体を公教育がイメージしていなかったといっても過言ではないであろう。さらに
は、入管法改正の目的に問題が潜在しており、日本政府の実質上の「外国人労働力の受け
入れ」という態度が国内の外国籍住民への市民サービスやその子弟の教育などに混乱を招
いている。海外からの労働者はビザの取得に際しステータス（種別）こそあるものの、ど
のような労働力を優先的に迎えるのかなどの優先順位も明確な基準もない。中島（2010）
によれば、毎年 30～35 万人以上の移民を受け入れているカナダでは、移住者の受入方法
は点数制で 4 枠から成り、教育歴と技術を持つ者に優先権が与えられるという。こういっ
た状況は移住者の質をより高いものに維持するという点において日本のやり方とは一線を
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画するものである。結果的に現状では草の根の労働力として出稼ぎに日本へ渡ってきた移
住者がほとんどであり、その家庭環境を考えると、親と共に来日した子どもが経済的、教
育的に極めて恵まれない環境に置かれているということは推察するに難しくない。こうし
た言語的にも、文化的にも、家庭環境においてもハンディを背負わされる子どもたちが受
け入れ態勢の整っていない学校へ入ってくれば、現場が多様な背景の児童に対応しきれず、
困難を極めた状態になってしまう。子どもが母語を失うと、親子のコミュニケーションが
できなくなり、アイデンティティが揺れ、学力不振につながって、学校を中退してしまう
というような事態が起こるのである。 
 移民大国の中で、とりわけカナダは 1960 年代から約 50 数年に渡り移住者子弟のことば
の問題を国の政策として扱ってきた数少ない国の 1 つであり、社会において言語的マイノ
リティの子どもたちに対する親のことばの教育を「継承語教育（Heritage Language 
Education）」と呼んできた。現在に至っては、隣国アメリカをはじめ多くの国でこの用語
が用いられるようになり、日本でも 2003 年頃から「継承語」「継承語教育」という用語が
一般的になりつつある（鈴木 2006）。世界で様々な継承語教育が行われるようになる中で、
カナダの特筆すべき特徴は、継承語プログラムの対象が 4 歳～14 歳となっている点であり、
言語形成上の重要な時期を認識し、政府が支援を行ってきたことである（鈴木 2010）。本
論は、鈴木（2006）の「カナダの継承語教育―学習言語としての継承語運用力獲得をめざ
して―」（修士学位論文）において論じたカナダの日系子弟に対する継承日本語教育の歴史
的変遷、これまでの成果と問題が出発点となっている。 
本研究の目的は、世界各国で問題となる言語的マイノリティ児童（移民児童生徒、日本
では外国人児童生徒）のことばと学力の習得にどのような対処ができるか、教育支援のあ
り方をカナダのユニークな取り組みを通してバイリンガル教育の立場から追究することで
ある。カナダアルバータ州エドモントン市の国際語バイリンガルプログラム
（International Bilingual Program）は、公立学校教育の中で長期的に継承語、現地語の
二言語を授業言語として使用し、維持・伸長させる「公立学校正課型」継承語プログラム
であり、他に類を見ないユニークな継承語教育の形態であるが（鈴木 2006, カミンズ 1997, 
Wu 2002）、未だ実態が明らかでない部分が多い。そのため、鈴木（2006）をはじめとす
るこれまでの先行研究をふまえて、「公立学校正課型」という継承語教育のあり方について
エドモントン市の国際語バイリンガルプログラムの実態分析を通し、考察を行う。 
公立小学校において言語的マイノリティ児童の母語を授業言語として教育するという
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教育支援は世界的に希少であり（Skutnabb-Kangus 1984, Corson 1999）、日本を含めボ
ーダレス社会のモデルとなり得る可能性がある。学校教育全体を通して二言語を育てるこ
とは、言語的マイノリティ児童のダブルリミテッド（母語、第二言語とも低迷）を阻止す
ることにもなり（中島 2007）、また、このような取り組みから得られた知見は日本語教育、
英語教育、バイリンガル教育に広く役立つものだといえよう。 
 
1.2. 「言語的マイノリティ児童」と「継承語」の定義 
初めに、本論のタイトルにある「言語的マイノリティ」とは何かを定義する必要がある。
スクトナブ=カンガス（2004）は「マイノリティ言語（少数派言語）」をつぎのように定義
している。 
 
1 国の中で他の集団よりも人数が少なく、その構成員が民族的、宗教的、言語的
特徴を持っており、その集団の文化、伝統、宗教、言語を暗黙のうちにであれ守
ろうという意思によって成り立っている集団の言語 
（スクトナブ=カンガス 2004, p.181） 
 
本研究ではスクトナブ=カンガス（2004）の定義に従い、社会における「マイノリティ言
語」を親のことばとして背景に持っている学齢期の子どもを言語的マイノリティ児童と呼
ぶ。そして、その親のことばが「継承語」にあたる。 
 前節で述べたように「継承語」の概念は、英語圏から日本に入ってきたものである。英
語で書かれたこの分野の研究論文や学術書をみると、heritage language, ethnic language, 
immigrant language, ancestral language などが使われているが、近年では heritage 
language が最も一般化されてきた（中島 2001）。一方、日本語で書かれたバイリンガリ
ズムや多文化主義関連の専門書を見てみると、継承語、継承言語、遺産言語、移民言語な
ど様々な用語が英語の訳語として当てられており、その解釈も様々で、概念の整理が必要
な分野であることがわかる。 
 「継承語」の概念を「継承語」の対語となる「現地語」と関連づけて具体的に考えてみ
ると、例えば、日本国内で生まれ、両親ともに日本語母語話者であり、学齢期を日本で過
ごして、大人になってから外国語を習得しようとする人には、継承語や現地語という概念
を用いる必要がない。しかし、日本で生まれたものの、学齢期に言語環境の異なる外国へ
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移動した子どもや、国際結婚家庭の子ども、そして移民の二世・三世など居住国の公用語
とは異なる言語をエスニックルーツとして背景に持つ子どもたちのことばについて考える
とき母語と外国語、もしくは第一言語と第二言語だけでは説明がつかなくなる。どうして
も継承語と現地語という弁別が必要になるのである。 
 一般に、第二言語習得研究などの分野においては、「生まれてはじめて覚えたことば（多
くの場合は親から教わったことば）」を母語と呼ぶが、上述のような家庭内で使用される言
語と社会で使用される言語が異なる環境に育つ子どもの場合は、生まれてはじめて覚えた
ことばや親の母語が必ずしも子どもの母語とは呼べない状況が生じる。学齢期に現地語を
使用して学習をするようになると、ことばの力関係は、親のことばが“弱く”、現地語が“強
く”なるからである。そのような状況になったときの親のことばは母語とは呼べないし、
かといってアイデンティティ形成に影響を与える親のことばを外国語と呼ぶこともできな
い。そこで、「現地語」に対し「継承語」、つまり中島（1988b）が定義する「親から受け
継いだ言語・文化」という概念でもって異言語・異文化背景を持つ子どものことばについ
て理解する必要が出てくる。「継承語」と「現地語」はそれぞれ１つとは限らず、国際結婚
家庭の子どもは両親の言語が「継承語」になるし、居住する社会が多言語環境であれば、
複数の言語が「現地語」になり得る。 
 「継承語」という訳語を日本で初めて用いた中島（1988b）はカミンズ・ダネシ（2005）
の「カナダの継承語教育その後―本書の解説にかえて」の中で「継承語」という訳語を再
考し、以下の 4 点を指摘している。 
 
1) 「継承語」は母語・母文化が危険にさらされるマイノリティ言語の子どものみ
が必要とするもので、母語が社会のマイノリティ言語であるために社会の主要
言語で教科学習を余儀なくされる子どもが対象となる。 
2) 継承語教育は、異言語環境で親のことば、文化を育てる教育である。 
3) 「母（国）語教育」「母語保持教育」ではなく、「継承語」「継承語教育」を用い
る理由は、親の母語が子どもの母語とは言えない状況が異言語環境では生じる
からである。 
4) 「（親から）継承（した）言語（・文化）」という意味でやはり継承語が適語で
ある。 
（中島 2005, pp.156-158） 
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本研究における「継承語」「継承語教育」は中島（2005b）の定義に従う。年少者の言語習
得について考える際には、言語習得そのものだけでなく認知面の発達や人格形成など様々
な要因との兼ね合いの中で「ことば」について考えていくことが重要である。子どもにと
って「継承語」はアイデンティティの形成に影響を与えることばであることから、本論で
は言語面にだけフォーカスする「第一言語」「第二言語」ではなく、「継承語」「現地語」と
いう概念で捉えていくことが最も的確だと考えている。 
また、Cummins and Danesi（1990）は、親のことばは親子のコミュニケーションに不
可欠なものであり、親との交流の質がことばの発達、人格形成、情緒安定、第二言語の獲
得に多大な影響を及ぼすものであるから、継承語を現地語と同時に伸ばすことが教育的に
大きな意味を持つと述べている。よって、本論における継承語教育は現地語に加えて継承
語も同時に伸ばすというバイリンガル教育の一形態を意味するものとする。 
 
1.3. 本論文の構成 
第 1 章は本研究の背景と目的について記述し、また本論の題目にある「言語的マイノリ
ティ」と「継承語」の定義を行った。 
 第 2 章はカナダの継承語教育について、国の言語政策を歴史的に概観した上で、州ごと
に異なる取り組みについて整理する。また、21 世紀の現代社会で継承語教育を意義づけた
「国際語」と「言語資源」の理念について解説する。加えて、本研究の出発点であるカナ
ダの日系人子弟に対する継承日本語教育について概観する。 
 第 3 章は Cummins の多岐に渡るバイリンガル教育の理論をはじめ、本研究の基盤にな
るバイリンガリズム、バイリンガル教育に関する理論的背景と先行研究を概観する。また、
カナダでは学校教育の中で新しい取り組みが行われた際、プログラム評価研究を教育委員
会が行うのが通例であり、本研究と関連のある教育委員会主導のプログラム評価の報告に
ついて概観する。 
 第 4 章は本研究の研究課題を提示する。とりわけ研究課題 1 のエドモントン市公立学校
教育委員会の「国際語（中国語）バイリンガルプログラム」の実態解明を目的とする 4 つ
の課題（(1)～(4)）について、その調査方法とその分析方法について述べる。 
 第 5 章は課題(1)を扱う。エドモントン市における中国系エスニック・マイノリティの活
力を地理的（人的）、政治的、経済的、文化的の 4 つの観点から分析し、また家庭、学校、
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社会での児童の言語接触について明らかにする。 
 第 6 章は課題(2)である。児童が二言語・二言語学習に対してどのような理解・心的態度
を持っているか、質問紙調査を通して分析する。そして、児童の二言語および二言語の学
習に対する理解・心的態度を方向づける教育員会、学校、エスニック・コミュニティ、保
護者の教育的サポートについてインタビュー調査を通して明らかにする。 
 第 7 章は課題(3)である。児童の言語能力について英語・中国語の二言語による作文テス
トを行い、その成果を「書く力」の観点ごとに分析する。また、アルバータ州統一テスト
の結果を用いて児童の学力（教科学習の成果）についても分析する。 
 第 8 章は課題(4)である。課題(1)～(3)をふまえて、児童の二言語および二言語の学習に
対する理解、心的態度と作文力の関係、また作文力と学力の関係を包括的に分析する。 
 第 9 章は、研究課題 2 である。研究課題 1 の国際語バイリンガルプログラムの分析をふ
まえて、「公立学校正課型」継承語プログラムの実態について総括し、「公立学校正課型」
継承語教育の利点と問題点を考察する。そして同時に改善すべき点について提言を行う。 
最終的に研究課題 1、2 をふまえ、カナダを含めボーダレス社会が共通に抱える言語的
マイノリティ児童生徒教育のあり方について考え、とりわけ教科学習言語力の育成の観点
から教育的提言を行う。 
章末において、本研究の残された課題と今後の展望について記述する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7 
 
第2章 カナダの継承語教育におけるこれまでの取り組み 
2.1. 言語政策と継承語教育の歴史的概観 
本節では、言語的マイノリティに対する言語教育がカナダ国内でどのように扱われ、そ
してどう位置づけられてきたかをカナダの言語政策を通して概観する。 
 Duff（2008）は、カナダが国をあげてマイノリティの問題に取り組むようになった背景
には、公用語の一つとなっているフランス語（フランス系カナダ人）の歴史的経緯がある
と述べている。圧倒的多数のイギリス系カナダ人にとってフランス系カナダ人は最も規模
の大きいマイノリティであり、フランス系民族による二つの公用語の保護と助長というカ
ナダの二元性（duality）に加える形で、1960 年代以降に英語・フランス語以外の移住者
が持ち込む言語に対しても目が向けられるようになり、連邦政府、州政府によってそれぞ
れ支援が行われるようになった。また、別なるマイノリティである先住民たち（First 
Nations）に対しても、カナダ政府は教育の自治権を保障しており、「先住民言語プログラ
ム」の運営を先住民団体に委ねたり、1999 年には「教育改革基金」を設置して先住民言語
プログラムの助成を行っている（カミンズ・ダネシ 2005）。 
 
2.1.1. 1960 年代から 1970 年代の言語政策 
カナダには法律で定められた公用語が二つ存在するが、英仏二言語の枠内では、フラン
ス系カナダ人（カナダ東部のケベック州に集住）はマイノリティであり、マジョリティで
あるイギリス系カナダ人が連邦政府レベルの政治において強い影響力を持っていた。 
第二次世界大戦後の経済ブームが、産業化の遅れたケベック州にも波及し始め、1960
年のルサージュ・ケベック自由党政権の成立を契機に、教育上・社会上の諸改革が一挙に
進展し始めた。そして、最初はケベック内部の旧体制に向けられていた改革の矛先が、や
がて英語系カナダを象徴する連邦政府に向かい始めた。この頃、ケベック州ではカナダ国
家からの分離や独立の気運が高まっており、カナダ連邦政府はこの問題に対処すべく、フ
ランス系カナダ人の不満を調査し、カナダの二大建国民族相互の関係を正常化する道を探
るという目的で、1963 年に the Royal Commission on Bilingual and Biculturalism（二
言語・二文化主義勅命委員会）［以下、B&B 委員会］）を設置した（日本カナダ学会 1997）。
同委員会は 1965 年 2 月に『予備報告書』を刊行し、当時のカナダが直面していた政治的
危機を分析し、この危機を乗り切るには二大民族間の平等を促す変革が急務であると提言
している。この『予備報告書』そして、あとに続く『報告書』が生んだ重要な成果を受け、
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1969 年、二言語の平等を保障する「公用語法」が制定されたのである。 
一方、1966 年に刊行された『報告書』には、二言語主義、二文化主義の実態を調査する
ということに加え、エスニック・マイノリティのカナダ人に関する記述がある。この記述
を受け、“他の民族”、とりわけアルバータ州を中心とするウクライナ系カナダ人は、多文
化主義こそカナダ人のアイデンティティの中心に据えられるべきものであると強く主張し
たという（田村 1992）。そして、B&B 委員会はウクライナ系カナダ人の意見を受け入れ、
1971 年 10 月 8 日、トルードー首相によって「二言語主義の枠内における多文化主義
（Multiculturalism within a Bilingual Framework）」政策を宣言するに至った。この政
策は、公用語は英語とフランス語の二つだが、公式の文化は存在せず、どの民族グループ
の文化も他の民族グループの文化に対して優位に立つことはないというものである（カミ
ンズ・ダネシ 2005, p.38）。B&B 委員会は、『報告書』第 4 巻の中で言語の多様性がカナ
ダ全体にとっていかに重要かについて以下のように記している。 
 
出生や祖先の違いによる異言語、異文化の存在は、カナダを限りなく豊かにする
ものであり、決して失ってはならないものである。多数派文化は少数派文化の影
響を受けてこそ栄える。言語の多様性がカナダの利点であり、その多様性によっ
て計り知れない恩恵を被ることは疑う余地がない。 
（カミンズ・ダネシ 2005, pp.33-34.） 
 
同委員会は、カナダの言語資源を開発して活用すべく、いろいろな方策を検討するように
教育者達に勧告した。しかし、この時点では継承語の振興がフランス語と英語を犠牲にし
てまでなされるべきではないという警告も発していた。 
トルードー首相による多文化主義政策の宣言が皮切りとなって、政治・経済の中心地で
あるオンタリオ州トロント市を中心に継承語論争1が始まった。これは 15 年間に渡る教育
問題に発展したという（カミンズ・ダネシ 2005, p.8）。なぜなら、本当の多文化主義をめ
                                                   
1 イタリア政府がカナダの公教育の中でイタリア語の継承語教育を行おうとしたことが発
端となった。オンタリオ州の継承語教育には①「週末プログラム」②「放課後プログラム
（5 時限の授業後）」③「授業時間内プログラム（30 分延長して通常の授業内に組み込む）
の 3 形態がある。トロント教育委員会は 1982 年 5 月 5 日に③の形態で初等学校の正規授
業を 1 日 30 分延長し、正規時間内に継承語プログラムを組み込む決定を行った。これに
対し、トロント教員連絡協議会は翌年に調停を申し入れ、“基本職務に戻ろう”という方針
のもと教師が課外活動の指導をボイコットするという事件が起こるまでに至った（カミン
ズ・ダネシ 2005, pp.45-58）。 
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ざすのであれば、移民がカナダへ持ち込んだ言語や文化も公的支援の対象となるべきであ
ったが、そうはならなかったからである。カミンズ・ダネシはこの状況を、多文化主義と
多言語主義との間にある「ぬぐいきれないあいまいさ2」が存在していたとしている。カナ
ダ国内において継承語教育に対する論争は言語政策者を含む政治家や識者だけでなく、一
般市民の間でも巻き起こった。多文化主義政策が打ち出されたものの、70 年代は 60 年代
からの同化主義の傾向が依然として強く、継承語教育が一つの言語教育として効果が上が
るかどうかという次元の議論では全くなく、それを遥かに超越したもので、カナダ人とし
てのアイデンティティをめぐる闘いであった。イギリス系カナダ人を中心とした多くのカ
ナダ国民は、移民が持ち込んだ言語を教育することは、移民がいつまでたってもカナダ社
会に同化出来ず、カナダ人としてのアイデンティティが育たない。また、財政圧迫の折に
カナダ国民の税金を使って継承語教育を支援するのはとんでもないことであると考えたの
である。 
 こういった歴史の潮流の中で、連邦政府は多文化主義と多言語主義に対する政治的立場
を明らかにするため、二つの大規模な全国調査を委託し、それがこれまでの白人中心の歴
史に大きな転機を与える力となった。その全国調査の一つは『非公用語の研究
（Non-Official Language Study）』（O’Bryan, Reitz and Kuplowska, 1976）、もう一つは
マイノリティ言語保持に対する『マジョリティ（カナダ人）の態度の研究（Majority 
Attitude Study）』（Berry, Kalin and Taylor, 1977）である。 
『非公用語の研究』によると、調査の対象となった 10 の言語グループの多くが子ども
に継承語を教えることに既に取り組んでおり、もし母語継承を目的とするのであれば、ど
うしても公的な支援が必要だと感じていることが明らかになった。また、世代間において
急速に継承語が失われつつあることも証明され、実際、継承語の喪失が職業上の差別や教
育の機会均等よりもはるかに深刻な問題として各言語グループに受け止められていること
も分かった。O’Bryan らは「言語的マイノリティグループが継承語を公立学校、特に小学
                                                   
2 B&B 委員会は、カナダの言語資源を開発し、活用すべく、いろいろな方策を検討するよ
うに教育者たちに勧告したが、同時に継承語の振興がフランス語と英語を犠牲にしてまで
なされるべきではないという警告も発していたという。つまり、多文化主義と非公用語の
振興との関係が不明瞭であった。マイノリティ言語グループは、言語抜きの“文化”は抜
け殻同様であるから、多文化主義には何らかの形の多言語主義が含まれるべきであると主
張したのに対し、英語、フランス語以外のマイノリティ言語の振興は民族間の壁を作るこ
とになるため、逆に多文化主義のアンチテーゼになってしまうという危惧の声もあったと
いう（カミンズ・ダネシ 2005, p.34）。 
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校のカリキュラムに取り入れて継承語を使って教育を行うことを、非常に強く、明確に支
持している」（O’Bryan, Reitz and Kuplowska, 1976 p.176）と言っている。 
『マジョリティ（カナダ人）の態度の研究』では、イギリス系カナダ人もフランス系カ
ナダ人も文化的多様性という概念に対して、ある程度前向きの態度をもっていることが明
らかになった。しかしそれは、民族祭やコミュニティセンターなど、形で示すことができ
る文化的多様性であり、学校で継承語を教えたり、テレビやラジオの放送で継承語を使っ
たりするようなことへの支持ではなかった。事実、継承語教育と継承語放送番組に関して
は、わずかではあるが反対する声もあった。 
 
2.1.2. 1980 年代から 1990 年代の言語政策 
『マジョリティ（カナダ人）の態度の研究』は、この先、世論が継承語教育、とりわけ
通常の学校内の継承語教育に対して政府が援助すべきかどうかという点で意見が分かれる
と予見していた。その後、まさにその予見どおりになっていったのであるが、その一方で、
調査後から 1990 年までの約 10 年間で継承語教育はカナダの大部分の地域に、急速に拡大
していった。連邦政府レベルでは 1988 年に多文化主義法が制定され、多文化主義政策の
初期において識者達が指摘した多文化主義と多言語主義との間にある「ぬぐいきれないあ
いまいさ」はまだ存在していたものの、変革のペースは緩やかながら、連邦政府レベル、
州政府レベルで継承語プログラムが確実に定着していった。 
一方で、カミンズ・ダネシは、言語的マジョリティのイギリス系カナダ人は、言語的マ
イノリティグループに対して、彼らの言語と文化を捨て、目立たず、声も立てずに同化す
ること、もしくは現在の言語的・文化的状況や政治権力構造にまったく影響を与えること
なく、「ひっそりと」自分達の責任で言語や文化を維持していくことの二つの選択肢しか与
えてこなかったと指摘している。しかし、1990 年頃になりカナダの出生率が低下し、それ
に伴う移民の増加が避けられないことから、今後ますます言語的多様性が増し、それに比
例してイギリス系カナダ人の支配が弱まることになり、カナダ社会の人口構成が急速に変
化することによって、1980 年頃からの 10 年間トロント教育委員会内で繰り返されてきた
ような「われわれ」と「彼ら」の間の相対的な力のバランスをめぐる対立がエスカレート
する可能性があると述べている。 
ここで着眼したいのは、「われわれ」と「彼ら」という対立意識である。このような認識
がイギリス系カナダ人を中心とする継承語教育反対論者の中で続く限り、本当の多文化主
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義・多言語主義の実現はあり得ないのである。こういった「われわれ」と「彼ら」という
立場からの反対論に対応し、そして反対論者達を説得し得る概念として、1980 年代後半に
Cummins が継承語教育と結びつけたのが、カナダ国内に存在するマイノリティ言語全て
を「言語資源」として意義づけることであった。この「言語資源」の意義づけが、1990
年代以降から現在に至るまでの言語政策、そして継承語教育に未来と希望を与えたのであ
る。「言語資源」という理念によるマイノリティ言語の意義づけについての詳細は、2.3.に
て述べる。 
 
2.2. 州ごとに異なるカナダの継承語教育 
カナダの継承語教育の歴史的変遷を見ると、1970 年代が「立ち上がり期」、1980 年代が
「急増期」、1990 年代以降が「停滞期」といわれている（中島 1999）。本節では、連邦政
府、およびオンタリオ州、ブリティッシュ・コロンビア州、ケベック州、そしてアルバー
タ州、マニトバ州、サスカチュワン州の中西部 3 州、がどのように継承語と向き合ってき
たのかを整理する。 
 カナダ大西洋沿岸ニューブランズウィック州、ノバスコシア州、ニューファンドランド
州、プリンスエドワードアイランド州）の 4 つの州では、1986/87 年でおよそ 1500 人の
児童生徒が連邦政府支援の民間継承語学校で学んでいたが、州政府の援助はなく、学校で
継承語の授業は行われていなかった（カミンズ・ダネシ 2005）。そのため、本論では詳細
について取り挙げない。 
 
2.2.1. 連邦政府 
2.2.1.で述べたように、カナダは 1867 年にイギリスの自治領になり、それ以降イギリス
系民族が政治的、経済的な主導権を握ってきた。1960 年代に入り経済や産業の発展に伴い
ケベック州を中心としたフランス系民族の間で独立気運が高まると（「静かな革命（La 
Revolution tranquil1e）」と呼ばれる）、国家統合をめざす連邦政府は 1963 年に B&B 委
員会を設置した。同委員会のフランス系民族の地位向上に関する報告書の内容を受けて、
1969 年に連邦政府は英語とフランス語を連邦議会・政府の公用語とする「公用語法」を成
立させた。しかしながら、英仏語以外の言語を持つ民族、とりわけウクライナ系カナダ人
は強く不満を訴え、B&B 委員会は 1970 年に「英仏系以外の民族（カナダ人）の文化的貢
献（The Contributions of Other Ethnic Groups）」というタイトルの報告書第 4 巻を発刊
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した。この報告書の内容を考慮した上で、トルードー首相が 1971 年に「英語・フランス
語の二言語枠内における多文化主義」政策を発表した。 
1972 年には、英仏系以外のカナダ人もカナダ国家の形成に貢献すると政策上位置づけら
れ、多文化主義政策担当大臣の任命とともに、政府機関として連邦政府多文化局
（Multicultural Directorate）が設置された。この後に、先に述べた二つの大規模な全国
調査、『非公用語の研究（Non-Official Language Study）』（O’Bryan, Reitz and Kuplowska, 
1976）と『マジョリティ（カナダ人）の態度の研究（Majority Attitude Study）』（Berry, 
Kalin and Taylor, 1977）が連邦政府の主導で行われたのである。『非公用語の研究』の中
で、調査の対象となった 10 の言語グループの多くが子どもに継承語を教えることに取り
組んでおり、母語継承を目的とするのであれば、公的な支援が必要だという調査結果を受
けて、連邦政府多文化局は 1977 年に多文化促進プログラムを設置し、コミュニティ運営
の民間継承語学校（プログラム）に対して運営資金の 10%を補助する支援を開始した。 
カミンズ・ダネシ（2000）によると、その後の 10 年間、継承語教育への支援は連邦政
府、州政府の両方で徐々に拡大されていったという。1982 年、トルードー首相のもとにカ
ナダ憲法が成立し、第 23 条によって少数言語教育権が定められた。1983 年には連邦政府
の主導により首都オタワで継承語研究者会議を開催し、2 年後の 1985 年にはオンタリオ
教育大学院に国立継承語リソースユニットが設置された。1988 年、連邦政府は多文化主義
政策を「多文化主義法」として法制化した。また、1990 年までに大型基金によって継承語
教育のカリキュラム開発や教員養成、研修などを行うカナダ継承語研究所（Canadian 
Heritage Language Institute）をアルバータ州のエドモントン市に設立するという法案も
可決された。1977 年に多文化促進プログラムが開始されて以来、コミュニティ運営の継承
語学校の在籍者数は増え続け、1989 年 9 月にカナダ継承語研究所の設立発表と同時に行
われたジェリー・ウェイナー多文化主義担当大臣の報告によると、全国の継承語学校で学
ぶ児童生徒数は 12 万 9000 人、継承語の数は 60 言語に及ぶというものであった。 
勢いに乗りつつある継承語教育への支援であったが、財政悪化により 13 年間続いた連
邦政府からコミュニティ運営の継承語学校への支援は 1990 年に停止された。さらに、エ
ドモントン市に設立予定であったカナダ継承語研究所の設立も頓挫し、最終的に設置は取
り止めになった。90 年代に入ったこの年、連邦政府の援助が打ち切られたことによって、
カナダの継承語教育は長い停滞期に入っていったのである。 
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2.2.2. オンタリオ州 
カミンズ・ダネシ（2000）によれば、オンタリオ州トロント市において継承語論争の発
端となったのは、1972 年にトロント教育委員会の教師アンソニー・グランドがイタリア語
と英語のバイリンガルプログラムを提唱したことにあったという（Lind 1974, Grande 
1975）。これはカナダの公教育の中でイタリア政府の出資によって行うというものであっ
た。Lind によると、グランドが初めて同年 4 月に提案したときには、トロント教育委員会
のニューカナディアン（新移民）委員会は「卒倒せんばかりに驚いた」という。結局、教
育委員会は一年後にその修正案を受け入れ、現行の学校運営法の下で何が出来るかオンタ
リオ州教育省と交渉を重ねた結果、初めてイタリア語使用の幼稚園バイリンガルプログラ
ムを誕生させた。このプログラムは、現地語の英語を習得するまで暫定的に継承語を使用
して学習するという移行型バイリンガルプログラム（transitional program）として運営
された。また同時に、教育委員会は中国系とギリシャ系児童生徒のためのプログラムも承
認したという。 
1974 年 5 月、トロント教育委員会は多文化プログラムに関する概念や教育プログラム
について調べるために「多文化プログラム作業部会（Work Group on Multicultural 
Programs）」を発足させた。当時、オンタリオ州の教育法では、公立小中学校における授
業言語を公用語である英語とフランス語に限定していたが、多文化プログラム作業部会は、
公用語以外の言語を外国語として教えたり、教科学習の媒介語として使ったりすることが
出来るように、トロント教育委員会がオンタリオ教育省に対し州教育法改正の要求を答申
した（トロント教育委員会 1975）。さらに、“バイカルチュラル・バイリンガル”プログラ
ムや移行型バイリンガルプログラムの継続と拡張、さらに第三言語として継承語を中等教
育の単位認定科目にするという要望に対して、教育省は前向きに検討すべきであると勧告
した。しかしながら、その後、一部の住民からの猛反対により最終報告書では、革新的と
見られる部分が削除されてしまった。また、教育省が教育法を改正することを強く拒否し
たことで、多文化プログラム作業部会は継承語教育に関連した勧告を取り下げてしまった
のである。 
 連邦政府の多文化主義政策の流れを受けて、1977 年にはオンタリオ州の多文化主義政策
の一貫として継承語プログラム（Heritage Language Program）が発表された。これは、
初等学校の正規授業時間外で行われるものであり、初年度の 19977/78 年度には 42 の教育
委員会が 5 万人以上の児童生徒のために 30 言語、2000 のクラスを設け、100 万～150 万
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ドルの予算が見積もられていたが、実際の経費は合計約 500 万ドルに達したという（カミ
ンズ・ダネシ 2000）。 
 1980 年 6 月、トロント教育委員会は第三言語教育の問題をすべて多文化プログラム作
業部会に一任した。作業部会は住民との話し合いを重ね、中西部 3 州のウクライナ語バイ
リンガルプログラムの視察を行うなどを経て 1982 年 3 月に最終報告書を提出した。その
報告書の中で、可能ならば授業時間を延長して継承語プログラムを正規の教育の一部に組
み込んでいくべきこと、また、長期的戦略として継承語を使ったバイリンガル、トライリ
ンガルプログラムの実施に向けて努力すべく、それを可能にする法律の改正のために教育
委員会が州教育省に圧力を加えるべきだという勧告を行った（カミンズ・ダネシ  2000）。
これが引き金となり、世論を二分する激烈な論争が起こったという。エスニック・コミュ
ニティの大多数は作業部会の提案を強く支持したが、反対したのはイギリス系カナダ人で
あった。また、トロント教員連絡協議会（Toronto Teacher ’s Federations）も、学校は既
に手一杯でそのようなことをしている余裕はないとし猛反対をしていた。それにもかかわ
らず、1982 年 5 月 5 日、トロント教育委員会が初等学校の正規授業を 1 日 30 分延長し、
正規時間内に継承語プログラムを開講する統合型プログラム（integrated program）を導
入する決定を行った。翌年の 1983 年には、トロント教員連絡協議会が調停を申し入れ、“基
本職務に戻ろう”という方針のもと教師が課外活動の指導をボイコットするという事件が
起こった。このように、トロントでは継承語論争が益々過熱していったのである。 
1987 年 6 月 8 日、オンタリオ州教育省は『行動への提案－オンタリオ州継承語プログ
ラム（Proposals for Action: Ontario’s Heritage Languages Program）』という小冊子を
刊行し、継承語プログラムの強化プランとして、教育委員会は学区域の 25 人以上の児童
生徒の親から要求があった場合は継承語プログラムを実施しなければならないこと、カリ
キュラムを開発すること、教材その他を配布すること、教員の研修を行なうこと、研究調
査への支援を行なうことの 5 つの施策を策定した。しかしながら、その中に授業時間内に
継承語で教科が教えられるようにオンタリオ教育法を改正するという提案はなかったとい
う。オンタリオ州教育省は教育委員会に継承語プログラムを実施することを義務付けてお
り、これは事実上トロント市の北部に位置するスカーボロ地区の教育委員会に向けられた
ものであったという。その理由はスカーボロ地区の教育委員会が言語的マイノリティコミ
ュニティからの強い圧力にもかかわらず、頑なに継承語プログラムの導入を拒んできたか
らだとされている。 
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1989 年、オンタリオ州教育省は『継承語のカリキュラムガイドライン（A Curriculum 
Guideline for Heritage Languages）』を発刊し、教育省管轄下の学校ばかりでなく、民間
の週末継承語プログラムにも普及させるなどの支援を行った。 
その後、連邦政府が継承語プログラムへの支援を停止した翌年の 1994 年に「継承語
（heritage languages）」の名称を「国際語（international languages）」に変更している。
トロント教育委員会が一連の論争から生まれた「継承語」という用語に向けられる感情的
な反応を和らげるという意図で、「継承語」の名称を「国際語」に変更した。名称変更によ
って、マイノリティの子どもだけでなく、すべてのカナダ国民の子弟を対象とする語学教
育の一環となった。「国際語」という用語については後の節で詳述する。 
中島（2010）によると、現在のトロント市教育委員会管轄下の「国際語（international 
languages）」教育は、言語数は 50 に上り、様々な言語のプログラムが 557 も開かれてい
る。最も言語数が多いのは中国語であり、広東語が 72、北京語（簡体字）が 72、北京語・
台湾語（繁体字）が 12 である。次がスペイン語で 58、タミル語 51、アラビア語 30、ベ
トナム語 25、ウルドゥ語 24 という順になっている。このように多くの言語プログラムが
トロント地区全域にわたって提供されているが、このうち日本語プログラムは公立学校管
轄が 1 つ、民間の週末型が 6 つとなっている。 
1995 年からは民間の継承語学校で学習してきた語学力に対し、審査・テストをして合格
すれば高校の単位を与えるというプログラム「 Prior Learning Assessment and 
Recognition［以下、PLAR］」がオンタリオ州で実施されている。PLAR を申請し単位取
得を希望する学習者は、教育委員会によって年に 1 度開催されるオリエンテーションに参
加した後、現地校より継承語学校での学習内容の審査を受けるための申請書を受け取り、
約 6 週間以内に書類を揃えた上で現地校に提出する。その後、学習内容がオンタリオ州の
カリキュラムの内容に適合しているかどうか書類審査を受け、テストを受け合格すると単
位が取得できるという（カナダ日本語教育振興会 2005）。 
1989 年にオンタリオ州政府が設定した教育委員会に継承語プログラムの実施義務が発
生する最低 25 人という条件は 2008 年に 23 人に引き下げられている（児玉 2012）。 
 
2.2.3. ブリティッシュ・コロンビア州 
BC 州では 1986-87 年の時点で、140 の連邦政府支援の民間継承語学校で 14,950 人もの
児童生徒が継承語を学んでおり、言語数は 26 に上っていた。一方、オンタリオ州では同
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年 91,110 人の児童生徒が学んでおり、その言語の数は 58 言語に上ったという（カミンズ・
ダネシ 2005）。この数字を見れば、両者の規模がいかに異なっているかを見てとれる。
Benyon and Toohey（1991）によれば、1988-89 年の BC 州の継承語学習者数は約 17,000
人に上っており、放課後型、週末型のプログラムを含めて 31 言語になっていたという。
州政府は課外の継承語プログラムに直接的な財政支援はしなかったものの、オンタリオ州
とは異なり、学校教育法で公用語以外の言語を授業言語として使ったり、教科として学ん
だりすることを禁止してはいなかった。そのため、1983 年にはロシア系住民の多い学区で
ロシア語／英語のバイリンガルプログラムが幼稚園レベルからスタートし、1987 年からは
小学校の 1 年生から 3 年生の授業の 50%をロシア語で行っている（Schaarschmidt 1998）。 
1993 年には州の多文化主義法（Multicultural Act）を制定し、その翌年の 1994 年に英
語以外の言語教育に関する言語教育政策（Language Education Policy）を導入した。BC
州はアジアの玄関口であり、また継承語学習者の多い州でありながら、州政府が継承語へ
の施策を打ち出したのは 1990 年代の半ばであり、継承語論争にまで発展したオンタリオ
州とはまったく状況が異なっている。1995 年に発表された言語教育政策における継承語の
扱いについても、Reeder, Hasebe, and Thomas（1997）は 3 つの苦言を呈している。第 1
に、継承語と第二言語の境界を不鮮明にし、既存のコースやプログラムを弱体化させたと
いうこと。第 2 に、第二言語教育の開始年齢を中学から小学校 5 年に引き下げたものの、
十分な教員研修もなく、また教師にも児童生徒にも適切といえる教材や資料がないので、
小学校レベルで適切な指導ができるか不明であること。第 3 に、地域の学区によってどの
言語のプログラムを設置するかを決定することになったが、条件として全教員が BC 州の
教員免許を持っていなければならないとされたため、開講できる言語が限られてしまうこ
と。以上の 3 点である。しかし、継承語学習者にとってはデメリットばかりではなく、メ
リットとしては、民間継承語学校や学校内プログラムの継承語学習者に対して、州の統一
テストに合格すれば高校の外国語の単位を与えるという制度が設けられ、継承語の学習が
価値づけされたことである。 
BC 州政府は新環太平洋構想のもと経済的に影響力のある環太平洋言語のプログラムの
設置を奨励し、課外の継承語学校には直接的な財政援助をしなかった。そのため、上記の
方針を打ち出した 1990 年代当初から移民の持ち込んだ言語を継承語（heritage languages）
としてではなく、国際語（international languages）として扱ってきた州だともいえる。 
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2.2.4. 中西部 3 州 
中西部 3 州の中でとりわけ移民が多いのはアルバータ州である。なぜなら、アルバータ
州には巨大なオイルサンドがあり、石油産業で栄えた州だからである。州政府機関の集中
する州都エドモントン市が北部に位置し、ビジネス都市のカルガリー市が南部にある。エ
ドモントン市は人口 82 万人程度、カルガリー市は人口 110 万人程度の都市である。 
 
2.2.4.1. アルバータ州 
継承語教育に対してどの州にも先駆けて動いたのはアルバータ州であった。1971 年の
「多文化主義政策」の発表と同年にアルバータ州は教育法を改正し、アルバータ州教育省
の管轄下にある公立学校3（public school, catholic school）は、英仏語以外の言語を授業
言語として使用することが可能となった。この教育法の改正には、アルバータ州の人口構
成に関係があり、ウクライナ系カナダ人を中心としたコミュニティ団体と、政府行政機関
との緊密な関係があったからだという（田村 1992）。また、これにはアルバータ州の言語
教育における歴史的経緯も関係している（Alberta Learning 1997）。アルバータがカナダ
連邦の州に参入する以前の 1901 年、当時のアルバータは法律で英語以外の言語を授業言
語として使用することを認めていた。しかし、1913 年にそれが禁止されバイリンガル教育
が事実上できなくなっていたのである。こういった過去の経緯があり、連邦国家が多文化
主義へ向かおうという一連の流れの中でウクライナ系カナダ人を中心とした言語的マイノ
リティグループが州政府に働きかけ、英仏語以外の言語を公立学校で授業言語とすること
ができるようになったのである。 
1974 年、アルバータ州エドモントン市の公立学校（Edmonton Public School Board［以
下、EPSB］と Edmonton Catholic Schools［以下、ECS］の各々において）で英語／継
承語（ウクライナ語）のバイリンガルプログラムがパイロットプログラムとして開始され
た。以後、英語／継承語のバイリンガルプログラムはオルタナティブ・プログラム4の 1
つとして EPSB 管轄ではヘブライ語（1975 年）、ドイツ語（1978 年）、アラビア語（1983
                                                   
3 アルバータ州の公立学校には public school と catholic school の 2 種類があり、public 
school は一般的な公立学校、catholic school（カソリック教育委員会管轄学校）は宗教の
理念に基づいた教育を行う公立学校である。 
4 オルタナティブ・プログラムとは、従来の一般的な教育プログラムとは異なるものであ
り、サイエンスプログラム（理系教科重点）や芸術プログラムなど多岐に渡る教育の選択
肢となるものである。 
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年）、中国語（1983 年）、スペイン語（2001 年）が開設され、ECS 管轄ではポーランド語
（1984 年）、スペイン語（2001）が開設された。また、継承語とはやや扱いが異なるが、
先住民の言語であるクリー語バイリンガルプログラムも EPSB、ECS の両方で開設されて
いる。 
1988 年、アルバータ州では公用語以外の言語の教育を正式に制度化する『アルバータ州
の言語教育政策（Language Education Policy for Alberta-Edmonton Bill C-93）』を発表
した。 
 
アルバータ州教育省は英語とフランス語以外の言語を習得、または維持したいと
望む児童生徒には、パーシャル・イマージョン（バイリンガル）プログラムや第
二言語の教科（Second Language Courses）として学習する機会を提供する。 
       （Alberta Education, 1988 筆者訳） 
 
この頃がちょうど先に述べた連邦政府の大型基金によってエドモントン市にカナダ継承
語研究所（Canadian Heritage Languages Institute）の設置計画が持ち上がっていた時期
である。1990 年までに設立予定だったカナダ継承語研究所の計画は実現せず、連邦政府の
継承語への支援が停止された。しかしながら、アルバータ州ではその後も継承語に対する
支援は継続され、同年、エドモントン市の単科大学 Grant McEwan Community College
（公立）に継承語教師養成課程（2 年制）が開設されている。 
 1993 年、グローバリゼーション時代における基礎教育の改善と教育水準維持・向上の方
策の検討を趣旨とし、州と州の間の連携で共通カリキュラム作りを目指して、アルバータ
州を含む 4 州と 1 準州（後にさらに 1 準州が参加）の間で西部カナダ基本教育共同協定
（Western Canadian Protocol for Collaboration in Basic Education［以下、WCP］）が
締結された（児玉 2009）。1999 年にはアルバータ州を中心にマニトバ州、サスカチュワ
ン州の 3 州で西部カナダ基本教育共同協定のもと『バイリンガル教育課程カリキュラム―
幼稚園～高校 3 年（The Common Curriculum Framework for Bilingual Programming in 
International Languages-Kindergarten to Grade 12）』が作成された。アルバータ州、マ
ニトバ州、サスカチュワン州の 3 州で行われているバイリンガルプログラムではこのカリ
キュラムが運用されている。筆者がエドモントン市で行ったウクライナ語バイリンガルプ
ログラムの教員インタビューでは、あるウクライナ語担任教員の話によると、1974 年にパ
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イロットで始まったウクライナ語プログラムの経験と成果の蓄積がこの共通カリキュラム
には凝縮されており、EPSB はこれを基に中国語などのカリキュラムを開発しているとの
ことであった。 
1995 年、アルバータ州の多文化主義委員会（Alberta Multiculturalism Commission）
がコミュニティ運営の継承語プログラムへの援助を打ち切り、翌年解散している。これに
より、連邦政府、州政府からの支援がストップしたことによってコミュニティなど民間運
営の継承語プログラムは停滞期に入ることになるが、1993 年に締結された西部カナダ基本
教育共同協定（WCP）による共通カリキュラム作りの中で、アルバータ州政府の提案によ
り「継承語」という用語を「国際語（international languages）」に名称変更したことに
より（児玉 2012）、公立学校での国際語（継承語）プログラムは停滞を免れている。1998
年にはアルバータ州南部のカルガリー市の教育委員会（Calgary Board of Education）が
中国語（1998）、スペイン語（2001）、ドイツ語（2002）のバイリンガルプログラムを管
轄下の公立学校で開始している（鈴木 2006）。 
 現在、アルバータ州で開講されている国際語バイリンガルプログラム設置校数と開講言
語は次項の表 2-1 に示すとおりである。 
網掛けになっている言語は、エスニック・コミュニティをベースとした継承語教育では
ない。スペイン語は International Spanish Academy と呼ばれ、スペイン政府の支援によ
るスペイン語普及を目的としたプログラムの一部である。EPSB 管轄の ASL とは、
American Sign Language（アメリカ手話）［以下、ASL］のことであり、1955 年に開校
した Alberta School for the Deaf（アルバータ聾学校（小中高））が 1995 年に EPSB に運
営を移管している。EPSB は ASL プログラムを他言語の国際語バイリンガルプログラムと
同様にオルタナティブプログラム（選択プログラム）の 1 つとして扱っている。 
 このように、アルバータ州では公立学校の正課内における継承語バイリンガルプログラ
ムが存在するということもあり、オンタリオ州の放課後継承語プログラムなどのような形
態は見られない。よって、課外で継承語を学習するにはコミュニティ運営の週末継承語学
校へ行くことになる。民間の継承語教育は 1970 年代後半に隆盛期を迎え、1978 年にはア
ルバータ継承語教師会（Alberta Ethnic Language Teacher ’s Association［以下、AELTA］）
が発足、アルバータ継承語教師会（AELTA）は 1985 年にアルバータ北部継承語協会
（Northern Alberta Heritage Language Association［以下、NAHLA］）をエドモントン
市に、アルバータ南部継承語協会（Southern Alberta Heritage Language Association［以
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下、SAHLA］）をカルガリー市に設置した。NAHLA（現名称は International and Heritage 
Languages Association［以下、IHLA）、SAHLA は現在でも民間の継承語教育を全面的に
支援している。しかし、1990 年代には連邦政府からも州政府からも財政支援を打ち切られ
てしまい、週末継承語学校を運営するコミュニティは非常に厳しい経営状態を強いられて
いる。 
 
表 2-1 国際語バイリンガルプログラム設置校数と開講言語一覧 
EPSB 
（エドモントン） 
開始期 
小
学
校 
中
学
校 
高
等
学
校 
ECS 
（エドモントン） 
開
始
期 
小
学
校 
中
学
校 
高
等
学
校 
中国語 1983 5 4 3 ポーランド語 1984 1 1 
ドイツ語 1978 3 1 1 ウクライナ語 1974 2 1 1 
ウクライナ語 1974 1 1 1 スペイン語 2001 4 2 1 
アラビア語 1983 2 1 1 
  
ヘブライ語 1975 1 1 0 
スペイン語 2001 2 1 0 
ASL 1995* 1 1 1 
CBE 
(カルガリー) 
開始期 
小
学
校 
中
学
校 
高
等
学
校 
CCSD 
(カルガリー) 
開
始
期 
小
学
校 
中
学
校 
高
等
学
校 
中国語 1998 2 1 0 スペイン語 2001 4 3 1 
ドイツ語 2002 1 0 0 
  
スペイン語 2001 4 3 1 
各教育委員会ウェブサイトを参照（2013 年 6 月現在） 
EPSB = Edmonton Public School Borad 
ECS = Edmonton Catholic Schools  
CBE = Calgary Board of Education 
CCSD = Calgary Catholic School District 
 ASL の開始期にある*印は、1995 年に EPSB に運営が移管した年を意味する。 
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2.2.4.2. マニトバ州、サスカチュワン州 
児玉（2012）によると、マニトバ州では 1897 年に示されたローリエ・グリーンウェイ
協定により、一定の条件を満たせば、公立学校で英語とフランス語のバイリンガル教育が
認められることになり、同時に東欧からの移民が話すドイツ語やウクライナ語などのマイ
ノリティ言語と英語のバイリンガル教育も認められたという。しかし、アルバータ州と同
様に、1916 年に教育省の設置に伴い公立学校での授業言語は英語に限られた。1969 年、
フランス語イマ―ジョンプログラムが公立学校に設置されることになり、この際にウクラ
イナ系住民が州政府に働きかけ、10 年後の 1979 年にマイノリティ言語を用いたバイリン
ガル教育を認める教育法改正が実現したという。ウクライナ語（1980 年）、ドイツ語（1981
年）、ヘブライ語（1982 年）のバイリンガルプログラムが開設されている。 
1993 年にマニトバ州教育省は『マニトバ継承語教育政策（Policy for Heritage Language 
Instruction）』（Manitoba Education and Training 1993）を発表し、教育行政における継
承語教育への責任とコミットメントを明確化している。 
 サスカチュワン州ではマニトバ州より 1 年早い 1978 年に教育法を改正し、英仏語以外
の言語を授業言語として使用することを可能としている。1974 年から 1990 年にかけてサ
スカチュワン州ではコミュニティ運営の継承語学校に補助金が出されていた（Duff 2008）。
しかし、教材不足、ボランティア教師のトレーニング機会の欠如、マルチレベルクラス運
営、教師確保、学習者のモチベーションの低さなどが問題点として指摘されている。 
 1994 年にサスカチュワン州政府は『サスカチュワン継承語教育政策（Heritage 
Language Education: A policy Document）』（Government of Saskatchewan 1994）を発
表した。 
 
学校および課外で継承語を習得、維持、伸張させたいと望む児童生徒には学習機
会を提供する。  （Government of Saskatchewan 1994）筆者訳 
 
 中西部 3 州の中でも、マニトバ州やサスカチュワン州はアルバータ州に比べると継承語
プログラムの数や言語数は少ないが、明確な方針を打ち出して公立学校教育の中で支援を
行っている。1993 年にはマニトバ州、サスカチュワン州の両州ともに西部カナダ基本教育
共同協定（WCP）を締結し、共通カリキュラム作りに参加している。 
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2.2.5. ケベック州 
ケベック州はカナダにおいて唯一のフランス語圏であり、1974 年に州独自の「公用語法
（フランス語を唯一の公用語とする）」を制定している。 
1977 年に継承語教育プロジェクト[以下、PELO]として継承語・継承文化教育プログラ
ム[以下、PELCO]が始まった。PELCO は継承語を年間約 100 時間教えるプログラムであ
る。最初はフランス語の公立学校でのみ実施されていたが、1982 年以降は英語の公立学校
でも実施されるようになった。1986 年から 1987 年にかけて 4924 人の児童生徒がこのプ
ログラムで学んでおり、言語数は 12 だったという。PELCO がコミュニティ運営の継承語
プログラムよりも有利な点が政府の公文書でいくつか指摘されており、州政府や教育委員
会のサポートがあるため教育の質が向上したこと、教育省によって単位として認定される
こと、継承語授業の目的や内容がケベック州の事情と結びついており通常の学校カリキュ
ラムに統合されていること、実際のプログラムの開発、教育実践にもマイノリティグルー
プの人々が参加して重要な役割を果たしていることなどである（カミンズ・ダネシ  2005）。 
 コミュニティ運営の継承語プログラムは PLE と呼ばれ、ケベック州政府はプログラム
の総運営費の約 1 割を支援した。また、ケベック州では教育省認可の継承語プログラムに
登録すれば、高校の外国語の単位が取得できるようになっており、1986 年時点でギリシャ
語、ポーランド語、ドイツ語、アルメニア語、スワヒリ語、スペイン語、韓国語、中国語、
イタリア語、イディッシュ語、ユダヤ語の言語・文化プログラムなど 11 のプログラムが
認可されていたという（カナダ民族文化委員会 1988）。 
 
2.3. 継承語教育の停滞と「国際語」への理念転換 
1993 年、オンタリオ州政府は「継承語」「継承語教育」と呼ぶことをやめ、「国際語」「国
際語教育」と用語を変更すると発表をした。これによって、これまでの継承語プログラム
が小学校の外国語教育の一部に組み込まれたのである。用語変更の理由として、オンタリ
オ州政府は以下の 3 つの理由を挙げている（オンタリオ教育省、1993 年 11 月 22 日）。 
 
(1)この政策は言語学習の本質的価値に焦点をあてようとするものであり、プログ
ラムがある特定のヘリテッジの子どものためのものと解釈される傾向をなく
すため。 
(2)名称を変えることによって「ヘリテッジ(文化遺産)」よりも「コトバ」を強調
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し、自分の属するヘリテッジ集団と関係なく、すべての子どもがプログラムに
参加することを奨励するため。 
(3)現行の高校レベルの国際語（international languages）との連携5を取りやす
くするため。 
（カミンズ・ダネシ 2005, p163） 
 
この用語変更によって、内容自体が変わったわけではない。用語変更によるプラス面と
しては、(1)に書かれているように、エスニック・マイノリティの子弟だけを対象としてい
るというようなマイノリティと結び付けられたマイナスのイメージを払拭することができ
たこと。それから、(2)のように、イギリス系カナダ人やフランス系カナダ人に、自分達に
はヘリテッジがないというようなステレオタイプを持たせず、幅広く門戸を開いている「国
際語」を誰もが学習することが出来るようになったこと。そして、最後は(3)の高校レベル
との連携である。しかし、プラス面ばかりではなくマイナス面もあり、州によって状況は
異なるが、まず大きいのは民間運営のプログラムも含めた「継承語」に対し援助がなくな
ってしまったことである。国際語教育の枠組みにおいては、言語的マイノリティの子ども
たちの言語問題に特化できず、対処や改善が遅くなってしまうこと、また、多様な人種、
年齢、レベルの学習者がプログラムに参加するため、レベル差がありすぎてしまい、教室
運営が大変になったということが挙げられる。言語的マイノリティの子どもの継承語保持
に教室環境が向かなくなったということがいえる。 
 用語変更をいち早く打ち出したのはオンタリオ州であるが、2.2.4.1.でも述べたように中
西部 3 州においても 1993 年に締結された西部カナダ基本教育共同協定（WCP）による共
通カリキュラム作りの中で、「継承語」を「国際語」と用語を変えて位置づけを見直してい
る。 
 Tavares（2000）はカナダ全体における「継承語」から「国際語」への理念の転換は、
多文化主義に関係する州の言語政策の変化とともに改正されてきた教育政策にグローバリ
ゼーションの視点を加えたものだと述べている。 
 
                                                   
5 継承語教育が 4 歳～14 歳（Grade 8）までであり、高校レベルの国際語教育（外国語教
育）が Grade 10～Grade 12 であったため、Grade 9 が抜けてしまうという問題を持って
いた。 
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2.4. 言語政策における「言語資源」の理念 
 Paulston（1980）は、国におけるバイリンガル教育を理論的に解釈するための 2 つの枠
組み、平衡パラダイム（equilibrium paradigm）と対立パラダイム（conflict paradigm）
6を示した上で、マイノリティ言語・文化を背景に持つ子どもたちの継承語が保持できるか
どうかは移住した国の受け入れ政策が鍵であると述べ、子どもの母語保持、継承語習得に
おけるホスト社会の言語政策の重要性について指摘している。 
 同じく 80 年代半ば頃、アメリカにおいて移住者が持ち込む言語に新しい意義づけがさ
れるようになった。Ruiz（1984）は、公用語以外のマイノリティ言語も、国の「言語資源
（language as resource）」であり、将来、国家の経済力を高めるような社会資源になると
唱え、これを皮切りにアメリカでは言語の多様性に対するプラスの価値づけが政策者たち
の間で論じられるようになった。この「言語資源」という理念は、多文化主義をめざすカ
ナダやオーストラリアにもすぐ波及していった（Cummins & Danesi 1990; Lo Bianco 
2000）。 
 継承語教育の分野において「言語的マイノリティの持つ言語は国の言語資源である」と
いう考え方は、ホスト国の言語政策の中で「継承語教育」に充てられる予算を生み出すと
いう意味で重要な意義づけであり、様々な形態の継承語教育に財政支援が行われたり、公
教育の中で継承語プログラムを行ったりするという政策はこの理念なしには成しえなかっ
たと考えられる。 
 カミンズ・ダネシ（2005）は、「言語資源」の概念について次のように述べている。 
 
マイノリティグループの文化と言語は、もし保持すべき資源、価値ある資源、
社会の基盤となりうる資源というとらえ方をするならば、認知面でも、態度の
うえでも国が目指す文化的、言語的柔軟性、技量、洗練された人材の育成に直
接役立つものとなる。言い換えるならば、言語的、文化的多様性を社会資源と
みることによって、少なくとも原則としては、カナダやオーストラリアを含め
多くの国々の継承語論争で典型的な“われわれ（マジョリティ）”と“彼ら（マイ
                                                   
6 平衡パラダイムとは、社会制度を形成している様々な要因が比較的調和し合いながら互
いに作用しあっている社会的構造の状態を示しており、また対立パラダイムとはその逆で、
複雑な社会内の不平等な権力集団間では対立は自然に起こり得るとされており、社会的構
造の中にある権力の差が対立を生んでいる状態を示している。言語的マイノリティのバイ
リンガル教育を可能にするためには社会の平衡を維持しなければならないとされている。  
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ノリティ）”の対立を克服することができるのである。 
     カミンズ・ダネシ（2005, p.6） 
 
言語政策で継承語教育が外国語教育と異なる点は、常にマジョリティ社会との関連の中
で捉えられ、不景気で財政が苦しくなったり、他の部分で教育予算が多くかかったりする
と真っ先に支援が打ち切られてしまうという現実がある。しかし、カミンズ・ダネシ（2005）
が述べているように、“われわれ”と“彼ら”の対立をなくし、マジョリティ、マイノリティ
に関わらず多様性を認め、全ての人々が持つ言語や文化は国の資源であると捉えてこそ、
本当の意味での多文化社会が実現できるというのである。 
 オーストラリアでは「国家の言語政策 NPL（National Policy on Languages）」の作成
者である Lo Bianco が「言語資源」の概念について以下のような見解を述べている。 
 
「国の資源としての言語という考え方（the idea of language as a resource）」
は、言語の多様性は個人やコミュニティだけでなく、国（社会）の財産となると
いう立場であり、「権利としての言語 language（multilingualism） is a right」
というマジョリティ社会から言語の多様性への容認を得るという立場とは異な
る。      Lo Bianco（2000, p.105） 
 
言語的マイノリティがマジョリティ社会に向けて「言語権」のような権利を主張する立
場と異なり、社会にとってマイノリティが持つ言語や文化は国の資源であると捉えること
で多文化社会を目指せるというものである。 
 関口（2003）は、1980 年代に入るまでに行われてきた「問題としての言語（language as 
problem）」「権利としての言語（language as right）」という政策と Ruiz（1984）が唱え
た「言語資源」の理念に基づく政策をバイリンガル教育と関連づけている。次項の表 2-2
は関口（2003）を参照し、さらに加筆修正してまとめたものである。 
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表 2-2 3 つの言語観と 3 つのバイリンガル教育モデル 
(1)「解決すべき問題としての言語」（language-as-problem）観に基づいた 
  「移行型」（transitional） 
言語的マイノリティの子どもが、社会のマジョリティ言語（公用語）を十分に使えないと
いう言語習得上の「問題」を解決するため、一時的に二言語を使用するバイリンガル教育。
暫定的に子どもの母語を使用して教育を行うが、子どもがバイリンガルになることを想定
していない。 
(2)「権利としての言語」（language-as-right）観に基づいた 
  「母語維持型」（maintenance） 
言語的マイノリティの子どもが、社会のマジョリティ言語（公用語）を獲得しながら、同
時に、「母語を学ぶこと」と「母語で学ぶこと」が教育の機会均等上の「権利」として保
障されるという考えに基づくバイリンガル教育 
(3)「資源としての言語（言語資源）」（language-as-resource）観に基づいた 
  「多言語・多文化充実型」（enrichment） 
言語的マイノリティの子どもの母語・母文化は、個人ばかりでなくコミュニティ社会や国
にとっても有益な言語資源・文化資源であるとみなす言語観に基づくバイリンガル教育 
 
関口はアメリカの言語政策について、規範理念の時代推移としては(1)から(3)へ向かって
いるが、現実には「英語化」を目指した「移行型バイリンガル教育」が一般的な形態だと
述べている。 
しかしながら、80 年代以降は多文化主義政策を掲げ多文化社会の先進国ともいえるカナ
ダやオーストラリアでは、「言語資源」の理念で移住者子弟が持ち込む言語・文化に価値づ
けがされてきた。この理念は移住者子弟のことばの教育、特に本研究が対象とするカナダ
中西部 3 州のバイリンガルプログラムのような公教育学校の中で言語的マイノリティ児童
のことばを教えるという点では重要な意味を持つ理念だといえる。 
 
2.5. 日系人の子どもに対する継承語としての日本語教育 
日系人の子どもに対する継承語としての日本語教育［以下、継承日本語教育］には 100
年以上の歴史がある。 
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福井（2003）によると、1898 年（明治 31 年）、日本とペルー国間の通商条約の改定に
より、当時の室田義文駐メキシコ公使がペルー兼任公使に任命され、日本人の移民をペル
ーへ移住させることについて調査研究を行い、その報告書が日本政府へ提出されたという。
また、この報告書をもとに当時移民を取り扱っていた森岡商会が田中貞吉をペルーに派遣
し、ペルー国内の農場主と日本人農業労働者の雇用について契約を取り付け、農業労働者
の渡航について日本政府から許可を得たのだという。この契約と政府の許可により、1899
年 2 月（明治 32 年）に 790 名の日本人がペルーに渡航したことが南米各地への移住の始
まりとされている。 
また、19 世紀初頭、ブラジルのサンパウロ政府は労働力不足のため外国人移民を積極的
に誘致しており、日本の外交官の仲介の下、日本政府とサンパウロ政府で移住に関する契
約が交わされ、国策としてのブラジル移住が開始された。それまでの移住は男性中心の単
身赴任であったのに対し、ブラジル移住は家族移住であった点が特徴だったという。1908
年に笠戸丸による第 1 回ブラジル移住が始まり、781 名がサンパウロ州のコーヒー農園に
入植した。 
日本人労働者の南米移住とともに開始された現地の継承日本語教育は、学校教育以外の
教育機関、つまり日系団体や日系人が経営する日本語教室で行われることが特徴で、南米
では日系の団体が中心となって取り組んできた歴史がある（中元 2005）。国際交流基金の
2003 年度の調査では、南米各国の日本語教育の概況は表 2-3 のとおりである。 
 
表 2-3 南米各国の日本語教育の概況 
国名 
総数（うち学校教育以外の数） 
機関数 学習者数 教師数 
ブラジル 382 (327) 19,744 (15,041) 1,126 (996) 
アルゼンチン 53 (48) 2,975 (2,099) 184 (140) 
ペルー 16 (9) 3,130 (783) 77 (51) 
ボリビア 6 (3) 731 (417) 43 (18) 
パラグアイ 16 (13) 2,701 (1,099) 106 (93) 
コロンビア 12 (9) 565 (386) 35 (27) 
チリ 7 (3) 439 (168) 18 (9) 
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 南米での継承日本語教育が始まり 100 年以上の歴史を数えるが、現在に至っても 100 万
人を超える日系人が暮らすブラジルでは、300 校以上の日本語学校が日系人団体によって
運営されている。 
二十世紀後半までの継承日本語教育の中心的課題は、南米のみならず、北米やその他の
地域においても主として仕事で海外に在住する日系人子弟の日本語継承に関わる問題であ
った。こういった年少者の日本語教育は海外子女教育という枠組みの中で、文部科学省が
日本国外に設置する補習授業校［以下、補習校］、または南米と同様に日系コミュニティに
よって独自に立ち上げられ運営される週末継承日本語学校［以下、日本語学校］などの児
童生徒の言語習得に関わる実践研究として扱われてきた。 
しかし、二十一世紀も早 13 年を迎え、グローバル化および情報通信技術の発達により
人や情報が国境を越えて行き来することが容易になった現代、国際結婚家庭も増え継承語
教育が必要となる場面はより多様化し、そして世界の広い範囲でその需要は増している。
日本国内においては 1990 年の出入国管理及び難民認定法改正以降、出稼ぎ労働者が急増
し、こういった移住者子弟のことばの問題、とりわけ公立小中学校における日本語習得や
母語（中国語、ポルトガル語、スペイン語、タガログ語など）支援の問題が大きく取り上
げられるようになった。筆者の在住する愛知県にはトヨタ自動車の本社・工場を有する豊
田市があり、同市の公立小中学校においては非日本語母語話者児童（主にブラジル系児童）
の割合が半数以上を占める学校も出てきている。 
二十世紀後半までの継承語学習者は、仕事で一時的に海外に滞在する親の子、つまり帰
国予定の子どもがほとんどであった。しかし、現代では、移住先にそのまま定住する子ど
も、また現地生まれで両親が異言語背景を持つ二世、三世以降の子ども、国際結婚家庭の
子どもなど、より多様な言語背景の子どもに継承語教育機関は対応せざるを得ない状況に
なっている。 
労働人口を確保するため移民を年間 30～35 万人受け入れるカナダは継承語教育の先進
国であり、移住者子弟のことばの問題を国の問題として取り組んできた数少ない国の 1 つ
である。このようなカナダにおいても長きにわたり週末型の継承語教育は多くの課題を抱
えてきた。鈴木（2006）は、カナダの日本語教育関係者が集う全国組織であるカナダ日本
語教育振興会（Canadian Association of Japanese Language Education［以下、CAJLE］）
が 1989年にオンタリオ州トロント市で開催した同会の年次大会参加者 58名を対象に行っ
た調査を用いて、カナダの継承日本語教育が抱えてきた問題点について指摘している。指
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摘されている問題点は次の 14 点である。①週に 1 度しか授業がないこと（回答者全体の
52%）、②教材が適当でない（31%）、③教える技術・知識・経験が不十分（29%）、④教え
る場所（例えば借り校舎など）から来る問題（21%）、⑤報酬が少なすぎる（17%）、⑥い
い教師を見つけること（14%）、⑦1 クラスの人数が多すぎること（14%）、⑧教室運営（躾
など）がうまくいかない（10%）、⑨準備時間の不足（9%）、⑩教師が定着しないこと（9%）、
⑪機関（学校）運営がうまくいっていない（9%）、⑫経営が財政的に困難（7%）、⑬生徒
のレベルの差が大きいこと（3%）、⑭子どもの年齢差が大きすぎること（2%）。鈴木はこ
の調査から 15 年以上経過した 2005 年にカナダで同様の調査を行っており、これらの問題
点が改善するどころか全く変わっていないという指摘をしている。こうした問題点は、世
界中で行われている週末継承日本語学校に共通している問題だという（中島  2003）。 
先にも少し触れたが、カナダの継承語教育には週末型、放課後型、授業時間内組み込み
型、学校正課型の形態があるが、継承日本語教育のプログラムは日系コミュニティの運営
による週末型が一般的な形態である。二十世紀後半までこういった週末型の継承語プログ
ラムは移住前の母国［以下、ホーム国］の支援を頼りに親の努力によって行われてきた。
継承日本語教育の場合、文部科学省が補習校を義務教育支援と位置づけて支援を行うが、
外務省も補習校支援の一葉を担っている。また、窓口となるのは領事館であり、補習校認
定の申請するような場合には領事館の意向で決まるという側面もある。国際交流基金は、
日系人以外の非日本人対象の「外国語としての日本語教育」への支援が中心で、一般に高
校や大学のプログラムが対象となるが、近年では小中学校への支援もある。ただ、1990
年頃になると国際交流基金による教材寄贈プログラムの対象に週末日本語学校も入るよう
になったことから、継承日本語学習者も小さいながら援助が受けられたことになる。国際
協力事業団（JICA）の日本語教育支援についてはやや解釈が難しい。それは、国際協力事
業団の援助項目に「日本語教育」というのがなく、あくまでも「技術援助（特に農業技術）」
という枠組みの中で、それに伴った支援として日本語教育支援が水面下で入るという形だ
からである。また、もう一つの特徴は、支援の主対象となるのは後進国であり、中南米地
域の国などが中心となる。先に述べたように、南米移住とともに日系団体により開始され
た週末型の日本語教育機関が南米に多数あることを考えると、国際協力事業団の支援が週
末校に向けられるということは理解しやすくなる。 
ブリティッシュ・コロンビア州はカナダの継承日本語教育にとって、歴史的に重要な場
所である。私塾的なものやキリスト教会付属の日本語プログラムなど様々な種類の日本語
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プログラムがあったというが、カナダで初めて日本語学校らしい施設が設立されたのは
1906 年のバンクーバー共立日本語学校であった（野呂 1996）。『継承語としての日本語教
育―カナダの経験を踏まえて―』（カナダ日本語教育振興会 1996）の中に、八木（発刊当
時、バンクーバー日本学校理事長）は「予算削減下の日本語教育・現状と対策－過去 90
年の歴史の上で学んだ教訓－」という記事を載せている。八木（1996）によると、バンク
ーバー共立日本語学校は、開校と併せて第一校舎が日系人先人有志により建設され、その
二年後には第二校舎が完成した。いずれも有志からの寄付により借入金なしで建設され、
政府からの援助なども一切受けていない。1928 年には第三校舎が完成し、生徒数は 600
人を越えていた。その 10 年後の 1938 年には生徒数が 1057 名というマンモス校になった
という。第二次世界大戦が始まり、1941 年にバンクーバー日本語学校は強制閉鎖となり、
全ての日系カナダ人が強制疎開させられた。日系人の居住地制限が 1948 年 4 月まで解除
されなかったことで、バンクーバーに再定住した日系人によりバンクーバー日本語学校が
再開されたのは閉鎖後 11 年経った 1952 年であった。バンクーバー日本語学校と日系団体
の不動産は、戦中・戦後、カナダ国防省が使用していたため、敵国人材産管理委員会によ
る売却処分から逃れ、幸いにも戦後になって日系人に返還された唯一の不動産となったの
であるが、閉鎖中の維持管理費の支払いのために、不動産の半分に相当するバンクーバー
日本語学校の第一、第二校舎は売却されていたという。1952 年 9 月に仮校舎において 140
名の生徒で再開されたが、11 年間に渡る日本語教育の断絶、戦時中・戦後を通しての日系
カナダ人の置かれた複雑な政治・社会事情などから、日系人家庭が受けた精神的な打撃は
計り知れなく根深いものであった。特に言語面の打撃は大きく、親子間の家庭内会話の中
ですら日本語土壌が完全に破壊されていたという。バンクーバー日本語学校再開後の日系
子弟への継承日本語教育は大きな困難に直面したようである（野呂 1996）。 
 一方で、戦後にカナダへ来た新移民は戦前の移民と異なり、自己啓発のために子どもに
継承語学習を行わせる傾向がある。日本語教育の目的が異なっているという背景から、戦
前の移民と戦後の新移民とが 1 つの学校、同じ教育理念で継承日本語教育を行っていくこ
とは極めて困難であったという。 
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第3章 理論的背景と先行研究 
3.1. 理論的背景 
3.1.1. 二言語共有基底モデル（Common Underlying Proficiency Model） 
1920 年代から 1960 年代までは、欧米を中心にバイリンガルは知恵遅れ、学業不振、情
緒不安定などと結びつけて考えられており、バイリンガル教育は否定的に考えられていた
（Macnamara 1966）。その原因として、バイリンガル教育研究が主にアメリカの移民の子
を対象に行なわれていたことにある。 
しかし、1970 年代に入りカナダのモントリオール市の St. Lambert 小学校で行われたフ
レンチ・イマ―ジョンプログラムの研究の成果を皮切りにバイリンガル教育が肯定的に捉
えられるようになった。カナダのフレンチ・イマージョンプログラムは英系カナダ人を対
象に英語とフランス語の両言語を習得することを目的としたプログラムである。このプロ
グラムの在籍児童を対象とするバイリンガル教育研究が盛んになった結果、1960 年代まで
の研究で結論づけられてきた結果とは反対にバイリンガルに育つことで様々な点で有利に
なるという結果が得られるようになった。モントリオールでのフレンチ・イマージョンプ
ログラムが良い成果を上げたことから、1970 年代からバイリンガル教育が見直されるよう
になったのである。 
1960 年代までバイリンガル教育が否定的に考えられる背景となっていた理論に「二言語
バランス説（Balance Effect Theory）」がある。これを Cummins（1980）は、「分離基底
言語能力モデル（the separate underlying proficiency model［以下、SUP］）」と呼んで
いる。次項の図 3-1 にあるように、人間の頭の中の「言語を風船（the balloon metaphor）」
にたとえて考える。モノリンガルは頭の中に一つの大きな風船を持っており、バイリンガ
ルは二つ風船を持っているが、脳内の容積は決まっており、一方が膨んでいくことによっ
て、もう一方が圧迫され小さくしぼんでいくというのである。このモデルでは、二つの言
語による「子どもの思考力、認知力の発達」と「ことばの発達」には全く関係がないとい
う見解に基づいており、二つのことばの同時習得は子どもの学習能力を二分するから思考
力も語学力も弱ってしまうのは当然であると捉えている（中島 1998a）。Cummins and 
Swain（1986）は、研究者達の間では「二言語バランス説」を支持する者は少なかったが、
多くの現場の教育者や行政に携わる者がバイリンガル教育においてこの説を支持している
ため、実証的研究を行なう必要性があることを指摘している。 
 分離基底能力モデル（SUP）に対して、1970 年代後半までにバイリンガルを対象に行っ
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た二言語間の関係に関する様々な研究の結果をふまえて Cummins（1980）が提唱したの
が「二言語共有説」である。これは「共有基底言語能力モデル（the common underlying 
proficiency model［以下、CUP］）」とも呼ばれる。図 3-1 にあるように、二つのことばに
は別個のチャンネルがあるが、深いところでは繋がっているという考え方である。中島
（2011b）によれば、分離基底能力モデル（SUP）を支持する調査研究はこれまでほとん
どないが、共有基底能力モデル（CUP）を支持する研究は圧倒的に多く、その数は 150 に
及ぶという。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Cummins 1996, p.173） 
 
 
さらに、Cummins（1984）は「共有基底能力モデル（CUP）」をより具体的に説明する
ために、次項の図 3-2 のような氷山のたとえを用いている。二つの言語は表層面に現れた
部分を見ると、それぞれの音声構造、文法構造、表記法は明らかに異なっているが、深層
面では共有があり、認知面や学力面が入る。 
 
 
 
 
 
 
図 3-1 「分離基底能力モデル（SUP）」と「共有基底能力モデル（CUP）」 
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              Cummins（1984, p.143） 
 
例えば、日本語でいま何時か言える子どもは時間の概念をすでに理解しているため、
L2（学校言語）で再度時間の概念を習う必要はなく、すでに学習済みの知的スキルを
表すのに必要なラベル、つまり「表層面の言語能力」を学べばいいという（カミンズ 
2011）。 
 共有基底能力モデル（CUP）と氷山のたとえによる二言語の共有面に関する理論は
1970 年代以降のバイリンガル教育に大きな影響をもたらしたといえる。 
 
3.1.2. しきい説（Thresholds Theory） 
「しきい説」はバイリンガル児の発達度に関する研究結果を総合して、Cummins（1976）
及び Toukomaa and Skutnabb-Kangas（1977）の研究をもとに理論化され Cummins（1978）
がまとめて提唱したものである。バイリンガル児の二言語の実態を総合的にまとめてその
到達度を大きく 3 つに分類している。第一は、年齢相応のレベルまで二言語が高度に発達
している場合は「バランス・バイリンガル」、第二はどちらかの言語のみが年齢相応のレベ
ルまで高度に発達しているが、もう一つの言語は明らかに弱いという場合の「ドミナント
(偏重)・バイリンガル」、そして第三はどちらのことばも年齢相応のレベルまで達していな
い場合の「ダブルリミテッド・バイリンガル」である。次項の図 3-3 に表されているよう
に 3 つの段階に分けてバイリンガルと知的発達との関係を示している。「下のしきい」は
バイリンガルへの成長過程で知的発達へのマイナスの影響を避けられるようになるレベル
であり、これを越えられない場合は「ダブルリミテッド・バイリンガル」になり学習に支
障をきたしてしまう。「上のしきい」は子どもがより高度なバイリンガルに近づいたことに
よって知的発達にプラスの影響を受けるために越えていなければならないレベルであり、
図 3-2 氷山のたとえ 
L1表層面 L2表層面
深層面
（認知・学力）
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これを越えない場合は、知的発達にプラスの影響もマイナスの影響も与えないドミナン
ト・バイリンガルになるが、「上のしきい」を両言語が越えるとプラスの影響を与える「バ
ランス・バイリンガル」になるというものである。 
近年、呼称が多少変更され、「バランス・バイリンガル」を「高度(に発達した)バイリン
ガリズム(proficiency bilingualism)」、「ドミナント・バイリンガル」を「パーシャル・バ
イリンガリズム(partial bilingualism)」、「ダブルリミテッド・バイリンガル」を「リミテ
ッド・バイリンガリズム(limited bilingualism)」と呼ぶようになっている（中島 1998a）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Cummins, 1978a p.403 中島 1998a p.8 より引用） 
 
 
ベーカー（1996）、および Cummins and Swain（1986）は、しきい説の理論は二言語
の到達度と認知発達の関係を説明するだけでなく、教育実践の現場でバイリンガル教育の
指針になるとして以下のように述べている。 
 
カナダのイマ―ジョン教育に参加している子どもたちは、教科の内容が第二言語
（フランス語）で教え始められると一時的に遅れが生じる。フランス語の力がカ
図 3-3 しきい説 
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リキュラムの内容をこなすのに十分なだけ発達するまでには、一時的な遅れは当
然予想され得るのである。いったんフランス語の力が教室での認知的なタスクを
こなせるまで発達すれば、イマ―ジョン教育が子どもにとって不利な影響を及ぼ
すことはない。イマ―ジョンプログラムでの学習経験は子どもを上のしきいまで
押し上げ、認知的に優位な結果を生み出すであろう。 
（ベーカー 1996, p.166-167） 
 
「しきい説」の教育的意味の 1 つは、高度の二言語能力の達成をバイリンガルプ
ログラムの目標とすべきだということである。しかし第一言語が危険にさらされ
る社会的状況では、学校教育の中で第一言語の発達と保持をねらうことが何より
も肝要である。（中略）そのような教育的取り組みは第二言語の習得にも役立つか
らである。 
（Cummins & Swain 1986, p.6: 中島 2010 日本語訳） 
 
以上のように、しきい説は学齢期にあるバイリンガルの子どもの二言語能力の到達度と
認知発達の関係を考える上で重要な理論といえる。イマ―ジョンプログラムのような学校
教育の中で長期的に二つの授業言語を用いてバイリンガル育成を行う指針として理論的な
基盤となるものだといえる。 
 
3.1.3. 言語能力の内部構造―会話の流暢度、弁別的言語能力、教科学習言語能力 
「二言語共有基底モデル」や「しきい説」を基に、バイリンガルが持つ二言語の関係に
視点が向けられるようになった。Skutnabb-Kangas and Toukomaa（1976）のスウェー
デンに住むフィンランド語を第一言語とする移民の子どもを対象とした研究で、スウェー
デン語とフィンランド語の両方で日常会話のような表面的な流暢さは問題がないのに対し
て、学校の教科学習などの場面においては困難を来すという現象が報告された。その後も
いくつかの研究により同様の現象が報告され、Cummins はこの現象を説明するため「生
活言語能力（Basic Interpersonal Communicative Skills［以下、BICS］」と「学習言語能
力（Cognitive/ Academic Language Proficiency［以下、CALP］」という二つの用語用い
て区別し概念化した（1979）。しかし、後に BICS と CALP の二つの概念が教育の面を離
れて理論が誤用・誤解されていることと、二項対立的な解釈を強調してしまうことがある
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という理由から、BICS と CALP は連続線上にあるものであるということを示すため
Cummins（1984）は認知力必要度と場面依存度による言語活動 4 領域を図 3-4 に示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
          Cummins & Swain（1986） 
 
 
縦軸はどのぐらい認知力を必要とする言語活動であるかを表わし、横軸は具体的な場面
（文脈）に密着した言語使用か、場面（文脈）から離れた言語活動かという度合いを表わ
す。例えば縦軸では、英会話で毎日の挨拶や趣味の話など、あまり思考をめぐらす必要の
ない言語活動なのか、算数の文章題を考える、論文を書くなど、かなりの語学力が必要な
上に、考える力や学力などが関与して行なわれる言語活動なのかという認知力必要度を示
す。横軸では、八百屋で野菜を買う際に指をさして買うなどのジェスチャーがコミュニケ
ーションの大きな支えとなるような言語活動なのか、電話のインタビューで政治問題につ
いて意見を述べたり、論文を書いたりという顔の表情もジェスチャーもなく、非言語コミ
ュニケーションが情報伝達を支えることが出来ない言語活動なのかを示す（中島 1998a）。 
また、2 つの軸によって A、B、C、D、の四つの領域が出来る。領域 A は場面の助けが
あって言葉を使わなくても意味が通じるもの、つまり高度の認知力を必要としないサバイ
バルレベルの会話力などである。領域 B は場面の助けはあるが認知力の必要度も高い言語
活動で、例えば視覚教材を活用した分かりやすい教科の授業とか、実験を中心にした理科
の授業などである。領域 C は認知力必要度が低く場面の支援の少ない言語活動で、例えば
買い物リストを作るとか、教師の板書をノートに写すとか、ドリルをするとか、簡単なメ
モを書くなどである。領域 D は場面の助けがなく、しかも高度な認知力を必要とする言語
活動で、例えば、本を読む、レポートを書く、口頭発表をする、など教科に関わる学習活
場面依存度　高 低　場面依存度
低
認知力必要度
高
認知力必要度
B
A C
D
図 3-4 認知力必要度と場面依存度による言語活動 4 領域 
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動のほとんどがこの領域にあたる（中島 2011）。 
2000 年代になると、BICS と CALP の 2 つの概念は「会話の流暢度（Conversational 
Fluency［以下、CF］）」「弁別的言語能力（Discrete Language Skills［以下、DLS］）」「教
科学習言語能力（Academic Language Proficiency［以下、ALP］）」の 3 つに分類される
ようになる（Cummins 2001, p.65-66）。2006 年 6 月に名古屋外国語大学において母語・
継承語・バイリンガル研究会が行った「続・ダブルリミテッド／一時的セミリンガル現象
を考える―ジム・カミンズ教授に訊く―」の資料、およびそれをまとめた中島（2007）を
参照し、3 つの側面に分類された言語能力を以下にまとめて記す。 
 
会話の流暢度 /CF（学年相当の力の獲得に通常 1～2 年が必要） 
・よく慣れている場面で相手と対面して会話する力 
・母語の会話の流暢度は、大体就学年齢（4、5 歳）までに高度に発達 
・頻度数の高い語彙と簡単な文法構造の使用を含む 
・第二言語学習者は、学校や周囲の環境を通して第二言語の接触を始めて 1 年ないし 2 年
で流暢な会話力が伸びるのが普通 
 
弁別的言語能力 /DLS（個々の技能によって習得に必要な時間が異なる） 
・言語とリテラシーの規則的な側面。音韻意識（単語が弁別可能な音で成り立っていると
いう認識）、フォニックス（音と文字との関係についての認識―読み取る力）、文字認識
と文字、単語を形成する力（大文字や句読点に関する規則、スペリング、文法など）  
・これらの技能は、(a)直接指導の結果、(b)言語・リテラシー活動の実体験を通して、獲得
される 
・アルファベット言語に関する研究では、音韻意識とフォニックスでは就学後 2 年ぐらい
で獲得可能 
 
教科学習言語能力 /ALP（学年相当レベルに達するのに 5 年以上必要） 
・習得に時間がかかる読解力、作文力、発表力、応用力 
・「教科学習言語」とは学校という文脈で効果的に機能するために必要な一般的な教科知識
とメタ認知ストラテジーを伴った言語知識 
・日常会話ではほとんど聞くことのない低頻度の語彙、複雑な構文や抽象的な表現  
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・教科学習では、言語的にも概念的にも高度な文章を理解することが要求され、またそれ
らを書くときに正確かつまとまった形で使うことが必要とされる 
 
4 領域のうち領域 D に近づくにしたがって二言語の相互依存関係は強まるといわれ、場
面（文脈）から離れた高度の認知力を必要とする言語活動においては、既に持っているこ
とばの力が土台となって、新しいことばの学習に役立つとされている（中島 1998a）。 
Skutnabb-kangas（1984）は、6 歳でアメリカに移民した子どもの例を用いて BICS と
CALP の発達曲線を示している。図 3-5 にあるように、L1 においても L2においても CALP
（ALP）の発達の方が緩やかになっている。L2 において BICS（CF）は 7 歳までの 1 年
間に L1 とほぼ同じレベルまで急速に発達しているが、CALP（ALP）は 12 歳ころまでの
約 6 年間かけて L1 と同じくらいのレベルに到達している。L2 で教科学習言語能力を獲得
するには非常に時間がかかることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Skutnabb-Kangas, 1984 p.113 より引用） 
 
 
本研究のタイトル「学習言語（英語・継承語）を育てる」という部分の学習言語とは、
まさにこの教科学習言語能力（ALP）のことを指している。エドモントン市の公立小学校
における国際語バイリンガルプログラムでは、習得に時間のかかる ALP を英語、継承語の
両方において長期的に授業言語として用いることによって育てている。 
 
3.1.4. 二言語相互依存の原則（Linguistic Interdependence Principles） 
 Cummins（1979）は、先に述べた「しきい説」と同時に「二言語相互依存説」を提唱
図 3-5  BICS CALP の発達曲線 
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した。「二言語相互依存説」は以下のように定義されている。 
 
「学校や周囲の環境の中で言語(X)に接触する機会が十分にあり、またその言語
(X)を学習する動機付けが十分である場合、児童・生徒が別の言語(Y)を媒体とし
て授業を受けてきて伸びた言語(Y)の力は言語(X)に移行(transfer)し得る。 
（Cummins 1991, p.166: 中島 1998a 日本語訳） 
 
この理論は、大きな枠組みでとらえた二言語間の認知面での移行（cognitive transfer）
について言及しており、母語の基礎で第二の言語が育ち、また第二の言語を持つというこ
とが、言語そのものに対するメタ認識を高めるというものである。認知面での移行を最大
限に得るためには、定義にあるように「接触する機会が十分」で「学習する動機づけも十
分」でなければならない。また、転移は両方向で起こり得るが、接触量の少ない言語から
接触量の多い言語への転移が顕著であるという（中島 1998a）。 
 Cuumins（2000）は、二言語間の能力の転移に関する「二言語相互依存説」の方が「し
きい説」よりも政策や教育実践においてより重要な理論であるとしている（p.175）。そし
て、カミンズ（2011）はこれまでの様々な実証的研究によってわかってきた二言語間の転
移する領域について次のようにまとめている。 
 
・概念的要素の転移（たとえば、「光合成」という概念の理解） 
・メタ認知ストラテジー、メタ言語ストラテジーの転移（たとえば、視覚化、各種視覚教
材、グラフィック・オーガナイザーの使用、記憶法、語彙習得ストラテジーなど）  
・言語使用の語用論的な側面の転移（L2 のコミュニケーションでどのぐらい危険を冒して
挑戦するか、コミュニケーションを助けるジェスチャーなどのパラ言語をどのぐらい使
用するか） 
・言語の形態上の転移（「光合成」の「光」の意味） 
・音韻意識の転移（単語が音で構成されているという認識）- 
 
英語と中国語の場合、言語の形態上の転移は少ないと考えられるが、言語形態面以外の
領域の転移は十分考えられる。 
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3.1.5. 社会心理学的モデル 
 社会的、文化的、心理的要因と第二言語習得に関する研究で子どもについて取り扱った
のは Lambert（1974）の「バイリンガル力の社会心理学的モデル」である。Lambert は
言語の習得とアイデンティティとを結びつけて、ことばの発達に影響を与える要因を考え
た。Lambert（1974）は、図 3-6 に示す「社会心理学的モデル（Socio-Psychological Model 
of Bilingual Proficiency）」を提唱し、「言語に対する心的態度とオリエンテーション」が、
言語を学習する上で「動機づけ（統合的・道具的）」に影響し、強い「動機づけ」があれば
あるほど言語能力も伸びるとしている（桶谷 2011）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
Lambert（1974）:中島（1998b）日本語訳から引用 
 
 
「態度」は二言語に対する心的態度、「オリエンテーション（動機づけ）」はどうして学
習したいか、功利的理由（instrumental）か心情的理由（integrative）かという学習理由、
そして「態度」と「オリエンテーション」が一緒になって「学習動機」になる。「適性」は
個人の言語適性に加えて認知力や知能も含まれ、言語能力に直接的な影響を与えるとして
いる。「適性」「学習動機」「態度」は直接二言語の力に影響があり、また二言語の力がどれ
ぐらい伸びるかが自己のアイデンティティに影響を与え、最終的にバイリンガリズムがア
ディティブになるかサブトラクティブになるかが決まるという（中島  1998a）。最終段階
のアディティブ・バイリンガリズムとサブトラクティブ・バイリンガリズムは個人的観点
と社会的観点の両方から解釈される（ベーカー 1996）。 
 「アディティブ・バイリンガリズム」とは、国際結婚などで両親がそれぞれ異なった言
語を使用する環境に育つ子どもの場合や、カナダの英語圏におけるフランス語イマ―ジョ
アディティブ・
バイリンガリズム
適性 サブトラクティブ・
バイリンガリズム
態度と
オリエンテーション
動機
語学力 アイデン
ティティ
図 3-6 社会心理学的モデル 
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ンプログラムのように、英語が第一言語の子どもが、第二言語であるフランス語を通して
教科を学び、両言語とも発達した場合に見られる状況であるとしている。一方、「サブトラ
クティブ・バイリンガリズム」は、とくに新移住者の子どもに多く見られ、学校や家庭、
地域社会などで、第一言語の発達、とくに読み書き能力を支える環境がない場合、第一言
語力は衰退し、それに代わって現地語である第二言語が優勢になり、その結果、現地語の
モノリンガルになる状況である（Lambert 1977: 中島 2011）。 
 
3.1.6. 社会認知的モデル 
Hamers and Blanc（1982, 2000）は、二言語が発達途上にある子どもを対象に外的、
および内的要因がどのように子どもの二言語形成に関係するかを説明するために「社会認
知的モデル（sociocognitive model of language dvelopment）を提唱した。このモデルは、
「社会的枠組み内のネットワーク」における「個人と個人の接触」が「二言語発達」に大
きく寄与する、つまり、子どもは置かれた社会環境との交わりの中で言語行動が形作られ
言語能力が発達していく。新しい経験をすることにより、また、経験を積み重ねることに
より「社会的価値（social values）」や「言語形式（forms）」、「言語機能（functions）」を
獲得し、それらを内在化していくという（中島 2011）。 
 Lambert の「社会心理学的モデルが」個人内の要因に焦点があてられているのに対して、
Hamers and Blanc の「社会認知的モデル」は社会的要因から個人を捉えている。 
 さらに、Hamers and Blanc（1989）はアディティブ・バイリンガルを育てるための 2
つの条件を提示している。1 つは、アイデンティティが相反することなく共存しうること、
2 つめは、社会が二重メンバーシップを容認し、拒否したり、はじいたりしないことであ
る。そして、2 つのことばが互いに関係し合うのと同様に、アイデンティティも第一文化
と第二文化は関係があり、第二文化のアイデンティティが育つためには第一文化へのアイ
デンティティがしっかりしていなければならないという「二文化相互依存説」を唱えてい
る（中島 1998a）。これを以下のように定義している。 
 
「（前略）二つの言語の発達に関係のある文化的なアイデンティティが相反するこ
となく共存し、また社会が二重メンバーシップを拒否しない場合のみ、プラスに
働くバランスのとれたバイリンガルが育つ。文化相互依存説によると、第一文化
へのアイデンティティの欠如は第二文化へのアイデンティティの欠如と関係があ
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るという（Clement 1984）。つまり、第二言語グループへのアイデンティティを
持つためには（これは第二言語をネイティブに近いレベルまで伸ばすための条件
であるが）、まず第一言語グループへのアイデンティティをしっかりもっていなけ
ればならない。」 
    （Hammers & Blanc 1989, p.127:中島 1998a 日本語訳） 
 
1 つの文化的アイデンティティがしっかりと育つことによって、もう一方の文化的アイ
デンティティが育つということであれば、言語的マイノリティ児童が二言語学習、習得に
成功するためには、マジョリティ社会においてマイノリティが持つ言語や文化の価値づけ
を人為的に高める努力が必要だということになる。 
 
3.1.7. 巨視的バイリンガル育成モデル 
 3.1.6.、3.1.7.では、バイリンガルの個人内の要因、外からの要因（社会的要因）が二言
語の発達に関係するという理論を概観した。これをバイリンガル教育の観点から考えれば、
環境を活かしてバイリンガル育成を行う必要がある、つまり、子どもを取り巻く社会環境、
家庭環境、学校環境など様々な条件が複雑に絡み合っており、環境や条件は多言語環境で
言語形成期を過ごす子どもの言語発達に影響する大きな要因となるため、最大限の配慮が
必要だといえる。 
 Landry and Allard（1991, 1992）は 90 年代までのバイリンガリズムに関する研究の成
果を結集し、加えてカナダの大西洋 4 州における英語とフランス語のバイリンガル高校生
の大規模調査による実践的研究をふまえて 2 つの理論を提唱している。1 つは、人為的に
バイリンガルを育てるために必要な条件を整理し、子どもを取り巻く環境（マクロ要因）
を分析することで、どのような環境でどのようなタイプのバイリンガルが育つかを予測す
る「巨視的バイリンガル育成モデル」である。バイリンガルの形成過程や二言語の到達度
における様々な要因を「社会的レベル」「社会心理的レベル」「心理的レベル」の 3 つのレ
ベルに分け、各レベルに属する個々の要因を二言語の力関係の中で捉えようとしている。
Landry and Allard のモデルは、これまでに体系づけられてきたモデルの中で、多次元に
渡る数々の変動する心理的、社会的、文化的要因を最も網羅したものといえる（中島 2011）。 
次項の図 3-7 を見ると、[A]はバイリンガルの発達に影響を及ぼす様々な要因、[B]はバ
イリンガルのタイプ、[C]は二言語の到達度を表している。 
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 図の最上部は、各レベルに属する個々の要因を二言語の力関係（L1⇔L2）の中で捉える
ということを意味している。 
 [A-1]の社会的レベルは、L1 と L2 が社会的にどのような状況にあるかを示そうとしてお
り、「言語集団のバイタリティ（活力）（Ethnolinguistic Vaitality［以下、EV］）」は言語
集団の大きさ、つまりその集団の言語話者がどのぐらいいるのか（人的資源）、その集団が
国に対してどのぐらい政治的な影響力を持っているか（政治的資源）、その集団がどのぐら
い経済的な力を持っているか（経済的資源）、その集団がどのぐらい文化的に優勢か（文化
的資源）の 4 つによって捉えようとしている（中島 1998, p.43）。Giles, Bourhis and Taylor
（1977）は EV を異なる言語コミュニティ間の接触における、コミュニティグループ間関
係に影響する社会構成要素（socio-structural factors）を分析するための枠組みとして概
念化し、言語コミュニティ（X）が他の言語コミュニティとは弁別的であり、また積極的
に集合体／共同体（X）として存在しようとするような行動傾向をもたらすバイタリティ
と定義している。また、地理的要因、社会制度的保障、社会的地位などを言語コミュニテ
ィの Objective EV（客観的 EV）と具体化している。Giles 他の定義から解釈すれば、巨
（Landry & Allard, 1992 p.225: 
中島 1998 p.42 より引用） 
 図 3-7 巨視的バイリンガル育成モデル 
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視的バイリンガル育成モデルの[A-1]における EV は Objective EV だといえる。 
 次に[A-2]の社会心理的レベルとは、L1 と L2 への接触度がどのぐらいかということであ
る。つまり、子どもが日々の生活の中でどのような人と接触を持ち、その人達とどのこと
ばでどのようなコミュニケーションをするかということ（ Individual Network of 
Linguistic Contacts［以下、INLC］（二言語接触ネットワーク）が、子どもの二言語の発
達に影響を与えるということである（中島 1998, p.43）。言語的マイノリティの子どもの
場合は、家庭の中、学校の中、友達関係、隣近所、継承語学校などが中心になる。中国系
の子どもであれば、チャイナタウンは大きな要因であるし、その他の民族グループでは宗
教による集会などが大きな要因になる場合もある。そして、テレビ・ラジオなどの放送で
使用される言語、エスニック新聞の有無、などメディアによる言語接触の要因もある。さ
らに、学校・家庭・コミュニティの教育的サポートも子どもの二言語の発達にとって重要
な要因の 1 つである。 
 [A-1][A-2]は主に環境要因であるが、[A-3]は個人要因である。子どもを取り巻く様々な
環境の中でどれだけ言語接触があっても、実際にそのことばを使うかどうかは、子どもの
年齢や性格、そして心理的な面の影響が大きい。「EV に対する心的態度」とは、子どもが
自分の属する言語集団（L1）に対してどう思うか、また学習することばの言語集団（L2）
に対してどう思っているか、どのような態度をとっているかということであり、実際にそ
の言語がどのぐらいのバイタリティがあるかということと、子どもがそれをどう捉えてい
るかは別の問題と考えられる（p.44）。Bourhis, Giles and Rosenthal（1981）は、これを
Subjective EV（主観的 EV）と呼び、言語・文化が維持されるかシフトしてしまうかを最
終的に決定するものだと定義している。 
 [A-4]の言語使用は、実際に子どもがどのぐらい、どのように L1、L2 を使うか、つまり
[A-1][A-2][A-3]の社会的、社会心理的、心理的要因によって決まる。そしてことばを使え
ば使うほどそのことばへの接触量を増やすことになり、それがまた心理的にも影響し、同
時に言語集団のバイタリティを増すことにもなる。特に話者人口が少ない場合は、個々人
がそのことばを使うということ自体が、その言語集団の活性化につながるということであ
る。この意味で、バイタリティの低い少数言語の子どもが母語を保持し、発達させること
は、その言語の存続に大きな意味を持つという（中島 1998）。図 3-7 を見ると、言語使用
から社会心理的レベルへ矢印が伸びており、社会心理的レベルと社会的レベルは矢印が相
互に向けられていて、共に影響し合うことを意味している。ここまで記してきたように、
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様々な環境要因、そして個々の学習者の個人要因とそれらが互いに共鳴し重なりあって言
語使用の頻度が決まり、[B]におけるバイリンガリズムのタイプ、そして[C]の L1、L2 の
到達度が割り出されるという理論である。 
 Landry and Allard の理論では、言語的マイノリティ児童の言語習得において家庭、学
校のみならず社会環境、とりわけエスニック・コミュニティの言語的活力（Ethnolinguistic 
Vitality）に言及している点が重要である。 
 継承語教育は親の選択で行われるため、最初の出発点は家庭、そしてそこに形成される
エスニック・コミュニティが教育の主体となる。そのコミュニティがマジョリティ社会に
おいてどのくらいの活力をもっており、どのくらい子どもたちへの言語的・文化的継承に
熱心かが後に生まれる結果に大きな影響を与えていくというのである。 
 
3.1.8. カウンター・バランスモデル 
 Landry and Allard（1991, 1992）は、社会心理学的な見地から二言語発達のカウンタ
ー・バランスモデルを提唱している。この理論は、アディティブ・バイリンガリズム（母
語の上にもう一つ有用なことばが加わり、アイデンティティがくずれない二言語接触の状
況）の環境を作り出すために、まず L1（第一言語）と L2（目標言語）の言語グループの
バイタリティ（活力）が高いか低いかを考える。そして、子どもを取り巻く家庭環境、学
校環境、社会環境を考慮し、どのことばをどこで使うかによって、その言語への接触量や
接触の質をバランス良くすることが出来るのか、そしてそのために人為的に行なうことが
出来る操作は何であるかを示そうとするものである。図 3-8、図 3-9 は天秤のたとえで環
境要因と二言語発達のバランスを示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Landry & Allard, 1991 p.228: 中島 1998 p.45 より引用） 
図 3-8 カウンター・バランスモデル（L1 の活力が低い場合） 
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（Landry & Allard, 1991 p.228: 中島 1998 p.45 より引用） 
 
 本研究が対象にしているカナダの中国系子弟のような言語的マイノリティ児童の場合は
図 3-8 の「A.母語（L1）のバイタリティが低いグループ」に該当する。現地語（L2）が
強まるにつれ、継承語（L1）が弱まっていくため、アディティブ・バイリンガルは育ちに
くい。それまで母語としての役割を担っていた継承語が言語グループの活力が圧倒的に強
い社会の主要言語（L2）の英語に取って代わられ、両言語が不安定になる危険性さえある。
そういった状況にならないよう人為的に子どもの母語（L1）を家庭と学校で強める必要が
ある。とはいえ、家庭で継承語を使うように親が心掛け、もう一方では学校に行かせて継
承語を学習させればアディティブ・バイリンガルが育つのかというとそれだけでは不十分
であるという。Landry and Allard（1992）は大西洋四州でフランス系高校生を対象に比
較調査を行なっているが、ケベック州（フランス語圏）以外の州でフランス系子女のフラ
ンス語（L1）力と英語（L2）力を調べてみると、両方とも能力が低く、L1 と L2 への帰
属意識が混乱しているケースが多いという。フランス語はカナダの公用語の 1 つであるた
め、カナダ政府はフランス系子女がどの州にいてもフランス語で教育を受ける権利を保障
している7。社会的レベルにおいては母語がフランス語（L1）の場合、ケベック州を除い
ては言語グループのバイタリティ（活力）は低いが、学校教育ではフランス語（L1）が強
まるように教育的支援が与えられている。それにもかかわらずフランス系子女がこのよう
な状況になるということは、言語グループのバイタリティ（活力）が低い母語（L1）の場
                                                   
7 カナダの教育委員会には public board や catholic board があることは註 5（p.17）で触
れたが、その中でさらに英語系教育委員会とフランス語系教育委員会があり、英語が主要
言語である州においても、フランス語系教育委員会がフランス語系カナダ人対する教育を
保障している。 
図 3-9 カウンター・バランスモデル（L1 の活力が高い場合） 
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合は、カウンター・バランスをとることが極めて難しいということを示唆している。この
点から継承語教育を考えると、エスニック・グループの言語的バイタリティ（活力）が子
どもの継承語習得においては非常に重要なものになるということである。 
 一方、日本において日本語母語話者が英語を学習するような場合は、図 3-9 の「B.母語
（L1）のバイタリティが高いグループ」に該当する。家庭では日本語の十分な接触量があ
り、政治的、文化的にも、話者数においても、社会における日本語の活力が圧倒的に高い
ので、日本語や日本人としてのアイデンティティが揺らぐことはない。このような状況下
においては、学校で英語への接触量を増やし、しっかりと学べば英語も伸び、日本語も伸
びる、つまりアディティブ・バイリンガルが育つというのである。 
 
3.1.9. バイリンガルのルーツモデル 
中島（2010）は、2000 年代までに提唱された様々なバイリンガル理論と実証的研究に
基づき、図 3-10 のバイリンガルの「ルーツモデル」を提唱している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
中島（2010）p.31 より引用 
 
中島（2010）は、ルーツモデルについて以下のように定義し、説明を行っている。 
 
目に見える葉っぱの部分が表層面で、ことばは複数あるが、知識、学力、思考力
に相当する幹に当たる部分と木全体を支える根（ルーツ）に当たる部分はひとつ
である。バイリンガル児の場合、ルーツである自信・誇り・意欲などの心的態度
が安定していれば二言語の高度発達が可能であるが、根の部分が揺れ動いていて
不安定であると、どちらの言語も十分に伸びず、共倒れという状況になりかねな
図 3-10 バイリンガルのルーツモデル 
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い。バイリンガルの力は二つの言語・文化、二つの社会集団にまたがって育つ力
であるため、根に当たる部分が安定しないと問題が起こるのである。 
（中島 2010, p.30 より引用） 
 
ルーツモデルは、バイリンガルの二言語の発達と認知的な共有面に加えて、Lambert
（1974）、Hamers & Blanc（1982）、Landry & Allard（1991,1992）などが主張する二言
語発達を促進し、アディティブ・バイリンガリズム状況を作るために必要な社会的、社会
文化的、心理的な要因、またアイデンティティの高揚につながる「ルーツ」についての重
要性が唱えられている。特に言語的マイノリティの子どもの継承語学習においては、エス
ニックルーツによる確固たる基盤はかけがえのないものであり、継承語教育を考える上で
重要な理論だといえる。 
 
3.2. 先行研究 
3.2.1. 学校教育におけるバイリンガリズムに関する研究 
3.2.1.1. Lambert & Tucker（1972）による言語的マイノリティ児童のためのバイリンガル
教育（イマージョン方式）の方法論「二言語充実モデル(enrichment model)」 
 Lambert はカナダのバイリンガル教育の父と言われ、バイリンガル教育の権威である。
バイリンガル教育におけるイマージョン方式は、言語心理学者である Lambert と脳外科医
の Penfield によって、1965 年にケベック州（フランス語圏）モントリオール市の郊外に
ある公立のセント・ランバート小学校で実験的に開発されたものが原型であり、実験が大
成功に終わったことから、その後「イマージョン方式」と呼ばれてカナダの各地に、そし
て世界中へ広がっていった（中島 1998a）。イマージョン方式の原型が考案されてから既
に 50 年が経過しており、原型から変化を遂げた多様なプログラムが見られるようになっ
てきている。代表的なものでは、早期トータル・イマージョン（early total immersion）、
パーシャル・イマージョン（partial immersion）、中期イマージョン（delayed immersion/ 
middle immersion）、後期イマージョン（late immersion）、教科別補強フレンチ（extended 
French）、トライリンガル・イマージョンなどである。本節はバイリンガル教育で最も使
用されることの多い、「二言語充実モデル（enrichment model）」の早期トータル・イマー
ジョンとパーシャル・イマージョンについて扱うことにする。 
 まず、子どもの語学教育専門家の Stern（1972）によるイマージョン方式のバイリンガ
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図 3-11 トータル・イマ―ジョンの二言語使い分け比率 
ル教育の定義を見ておきたい。 
 
「児童・生徒の第一言語や全人格的な発達を犠牲にすることなく、第二言語力を
伸ばすために、学校教育の全部、または一部を第二言語を使用して行なう学校教
育である」            
（Stren 1972, p.1: 中島 1998a p.90） 
 
早期トータル・イマージョンとは、例えば子どもの L1 が英語で L2 がフランス語とする
と、幼稚園（Junior Kindergarten（年少）・Senior Kindergarten（年長））時は、教師は
フランス語のみを使って教えるが、園児は英語を話してもフランス語を話してもかまわず
自由である。小学校低学年からは英語とフランス語の両方を使って教科学習をする。まず、
フランス語で読み書きを習い、フランス語の基礎が出来た段階で、英語による授業を少し
ずつ取り入れていくのであるが、英語の導入時期や使用比率はプログラムによって様々で
ある。十分に潜伏期（silent period）を与えた上で、小学校 1 年生に進級した際、子ども
にもフランス語を使うことを強要し、プログラム全体で 5000 時間くらいの接触量を与え
るように編成されている（中島 1998a）。二言語の使い分け比率を図 3-11 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*原型は 
中島（1998, p.95） 
を参照 
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次にパーシャル・イマージョンであるが、パーシャルとはその名の通り、授業の一部（50%）
を「習得を目標とする言語［以下、目標言語］」で行う。例えば、カナダアルバータ州の国
際語バイリンガルプログラム（中国語）の例を用いると、午前の授業を国際語（継承語）
で行い、午後の授業は英語というように両言語の比率がほぼ 50%ずつに編成されているプ
ログラムである。どの科目を「目標言語」で行うかなどの定型はない。二言語の使い分け
比率を図 3-12 に示す。パーシャル・イマージョンは「目標言語」への接触時間が早期ト
ータル・イマージョンに比べて少ないため、効果が上がりにくく、二言語が混乱する子ど
もが出やすいともいわれる（中島 1998, p.100）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Russell（1985）は、全米から 15 の小学校を選び、小学 4 年生から中学 1 年生まで 382
人を、トータル・イマージョン、パーシャル・イマージョン、もしくは普通のスペイン語
かフランス語を 1 教科として早い時期から Foreign Language in the Elementary School
［以下、FLES］で学習をした子どもたちの語学力を比較した。アメリカの Modern 
Language Association が開発した「聞く」「話す」「読む」「書く」の 4 技能テストでは、
次項のエラー! ブックマークが自己参照を行っています。に示したように、3 つのスペイ
図 3-12 パーシャル・イマ―ジョンの二言語使い分け比率 
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ン語プログラムの中で、トータル・イマージョンの子どもの得点がすべての面で圧倒的に
高いことが分かった（中島 1998a p.118）。パーシャル・イマージョンと FLES とを比較
すると、パーシャル・イマージョンの方が全体的に成績が良いが、とりわけ良いのは「聞
く」「話す」能力で、「読む」「書く」に関しては両プログラムとも低い得点となっている。
次に、トータル・イマージョンとパーシャル・イマージョンを比較してみると、「聞く」「読
む」「書く」の 3 技能の能力においてトータル・イマージョンの方がはるかに優れている。
各プログラムにおける子どものスペイン語への接触時間をグラフにすると図 3-13 のよう
になる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Russel 他 1985, p.20）       （Russel 他 1985 p.46） 
 
 
Russell 他の研究結果を見ると、パーシャル・イマージョンはトータル・イマージョン
に比べて効果が上がっていないことがわかる。しかし、この研究で対象となった子ども達
はマジョリティ言語を母語とし、母語が社会的に認められている上、母語喪失や母語後退
をすることがない環境で外国語の習得を目指しており、母語が伸びにくい言語的マイノリ
ティの子どもとは全く違う環境になる。 
 Lambert が「アディティブ・バイリンガリズム」と「サブトラクティブ・バイリンガリ
ズム」という二つの概念を提唱したことは先に述べたが、社会においてマイノリティとな
る言語を継承語とする子どもにとっては、「サブトラクティブ・バイリンガリズム」になり
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やすく、現地語のモノリンガルになりがちである。Lambert & Tucker（1972）は、その
ような環境の中で「アディティブ・バイリンガリズム」を生み出すには、トータル・イマ
ージョンよりもパーシャル・イマージョンの方が効果的であると述べている。以下は、
Lambert らが作成したバイリンガル教育における「二言語充実モデル」の方法論の「ガイ
ドライン」の一部である。 
 
その社会が二言語、または多言語に堪能な人材を必要とし、その育成に真剣に取
り組もうとする場合は、その環境でもっとも伸ばしにくい、つまり放置すれば消
えてしまうことばを学齢期の初期に（学校言語として）優先的に使用すべきであ
る。（中略）もし言語（X）がその環境でより社会的に優位のことばであれば、言
語（Y）でまず学校教育を始めて、言語（X）と（Y）のことばの力がほぼ同じぐ
らいのレベルに達したところで、両方のことばで教科学習を始めるべきである。
特にマイノリティ言語学童のためには、それぞれの社会文化的状況によっていろ
いろな形が考えられる。たとえば、【1】は、幼児期から半日言語（X）で半日言
語（Y）で教育をする、【2】は、言語（Y）で教育を始めて言語（Y）の読み書き
の力が安定したら、言語（X）での授業を導入する、【3】はそれぞれのことばで
教科を教える完全なバイリンガルプログラムで、両方のことばの授業を交互に受
ける。いずれも言語として（X）と（Y）を教えるのではなく、焦点をことばその
ものの学習からそらせて、創造的な教室活動を含む諸教科の学習を通して、学力
増進の道具としてことばを使うべきである。 
（Lambert & Tucker 1972 pp.216-217:中島 1998a pp.218-219 日本語訳） 
 
中島（1998b）によると、この背景にある考え方には以下の 5 つの特徴があるという。
第一は、「外国語学習と教科学習は同時に起こる」ということである。外国語教育では小さ
い部分から大きい部分へ、また簡単な構文から複雑な構文へ配慮するという「分析的なア
プローチ」をとり、その延長線上でないと教科学習は無理であると考えるが、バイリンガ
ル教育では教科学習と言語習得が統合され、教科について学ぶと同時に言語も習得できる
と考える。Harley（1991）はカナダのイマージョンの子ども達を観察し、「子ども達は初
めに十分理解してからことばを使い始めるのではなく、両方が同時に進行する」と述べて
いる（pp.14-15）。つまり、外国語の習得は教科学習の前提ではなく、教科学習と外国語の
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学習とが同時に起こりうると考えるのである。これは「教科統合アプローチ」と呼ばれて
いる。第二は、「教科学習が外国語学習のモチベーションとなる」ということで、教科の勉
強に何とかついていきたいという意欲につられてことばの習得も進むという。第三は、「外
国語をコミュニケーションの道具として使うだけで、外国語そのものを学習の対象としな
い」ということで、外国語教育の教室では、教師の役割は外国語を教えることであるが、
バイリンガル教育では、教師の役割は外国語を使って教育そのものをすることにあるとい
う考え方である。第四は、「教科学習と統合することによって、学校教育全体が語学教育の
場となる」という考え方で、学校全体を言語教育の場と考える。最後は､「教科学習と統合
することによって、会話面ばかりでなく認知・学力面の語学力が育てられる」ということ
で、コミュニケーションの道具として対話面のことばの力が育つのと同時に、認知・学力
面のことばの力も伸びることから、全体的に見て 4 技能に渡るトータルな語学力を育てる
ことが出来るという考えである。 
 以上のように、Lambert & Tucker（1972）は、言語的マイノリティ言語児童を「アデ
ィティブ・バイリンガリズム」にするためには、「二言語充実モデル」に従い、教科として
の早期語学学習よりイマージョン方式、トータル・イマージョンよりもパーシャル・イマ
ージョン、そして「プロセス・アプローチ」「教科統合アプローチ」「体験学習アプローチ」
が選ばれるべきだと主張している。 
 一方、アメリカにおける研究でも、認知・学力面の語学力を特に強める必要のある言語
的マイノリティ児童には、教科学習と統合されたバイリンガル教育が必要であると言われ
ている（Doyle 1983）。1960 年代からアメリカでも移民の子どもが、英語が全くわからな
い状態で現地校へ入学し、四苦八苦するという状況が起こっていた。このような環境は英
語の‘submerge’という動詞から「サブマージョン」と呼ばれる。こういったサブマージョ
ン環境の子ども達を現地校の学習へ適応させるために、アメリカでもバイリンガル教育が
行なわれたが、これは「移行型」バイリンガル教育、すなわち過渡的バイリンガリズムと
いわれ、カナダのバイリンガル教育とは全く異なるものである。「移行型」バイリンガル教
育とは、目標言語で学習が出来るようになるまで、暫定的に子どもの母語を使って教育の
一部（主に小学校低学年）を行なうものであり、母語・継承語の保持は目的としておらず、
目標言語のモノリンガルを育てるための過渡的二言語使用を伴うバイリンガル教育である
（中島 1998a）。 
 
54 
 
3.2.2. バイリンガリズムと認知能力に関する研究 
 バイリンガルが認知的に有利になるという先駆的な研究は、先に述べたモントリオール
で行われたフレンチ・イマ―ジョンの調査である。Peal & Lambert（1962）は、英語を
母語とし、フランス語を第二言語として学習する 10 歳の児童 110 名を対象に知力に関す
る調査をおこなった。IQ の測定で 18 項目のうち 15 項目においてモノリンガル児童と比
べてバイリンガル児童は高い知力を示し、より豊かな二言語と二文化の環境が認知の発達
によい影響を与え、バイリンガルの二言語間で正の転移（positive transfer）が起こるこ
とによって言語的な発達も促進されると結論づけている。この研究を皮切りに、バイリン
ガル児童の認知に関する研究が数多くなされることとなった。 
Bialystok（1987）もバイリンガルの認知に関する研究を行なっている。子ども達に次
の 4 つの文を提示した。最初に、意味が通って文法的に正しいもの、”Why is the dog 
barking so loudly?”（なぜ犬はそんなに大声で吠えるのか。）、次に、意味は通るが非文法
的なもの、”Why the dog is barking so loudly?”、そして意味は通らないが文法的なも
の、”Why is the cat barking so loudly?”(なぜ猫はそんなに大声で吠えるのか。)、最後に、
意味が通らず非文法的なもの、”Why the cat is barking so loudly?”、である。Bialystok
（1987）はこれらの文を使用し、5 歳から 9 歳までの子ども 120 人を対象に文が文法的に
容認できるかどうかを、意味が通るか通らないかに関わらず判断、あるいは訂正するとい
う文法性判断テストを実施して、モノリンガル児とバイリンガル児の言語の分析力がどの
程度異なるかを調べた。結果、バイリンガルの子ども達は全ての年齢において、モノリン
ガルの子ども達よりも文法性を正しく判断したという。 
また、Galambos & Hakuta（1988）も、アメリカに住む低所得層のスペイン語と英語
のバイリンガルの子ども達を対象にメタ言語認知を調べる実験をしており、スペイン語の
文中にある性、語順、単数複数、動詞の時制などの誤りを指摘する能力を分析した。その
結果、バイリンガル度が高く、両方の言語が比較的良く発達している子どもほど、認知的
に優れた能力を発揮したという。そして、子どもの二つの言語、特にマイノリティ言語が
最大限に発達した場合にメタ言語認識が最も高くなると結論づけている。また、この結論
から、Cummins（1978）による、バイリンガリズムやメタ言語認知が肯定的な影響を及
ぼすためには、両言語における能力が一定のレベルに達していなければならない、という
しきい説に同意している。また、Baker（1993）はバイリンガルとメタ言語能力に関する
様々な研究を考察し、バイリンガルは言語の分析力が高められ、言語処理をコントロール
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する力があり、その結果、読みの習得が早くから容易になる、さらにそれが学力にプラス
の影響を与えると結論づけている。 
 
3.2.3. 子どもの作文力に関する研究 
3.2.3.1. 書きことばの発達と認知過程 
 内田（2009）は、幼児期に自発的に読み書き能力にふれていた子どもは児童期に学校文
化の中で書きことばを系統的に学習するようになり、書きことばが導入されると生活言語
としての話しことばも重なり合うように発達する、つまり、伝達の手段であることばと考
える手段としてのことばは連携し、絡み合いながら重層的に発達していくと述べている。
また、幼児期には一対一のコミュニケーションが中心であるが就学により一対多のコミュ
ニケーションに移行し、文脈の手掛かりを活用することのできる「一次的ことば」から文
脈から離れた「二次的ことば」へ移行する。さらに児童期後期には、抽象的思考の発達と
軌を一にして、メタ言語能力に支えられた「三次的ことば」に移行する。乳幼児期から小
学校高学年までのことばの発達の移行過程について内田（2004）は図 3-14 にまとめてい
る。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Greenfield & Bruner（1996）は、書きことばは話しことばとは異なり、時間的、空間的
に、言及されるものや発話文脈から独立しているという点において抽象的思考の発達に欠
かせないものであると述べている。内田（2004）、Greenfield & Bruner（1996）ともに書
きことばによる言語活動は文脈から独立しているとしている。 
図 3-14 ことばの発達と教育：一次的ことばから三次的ことばへ 
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また、内田（1990）は、子どもは想像力をはたらかせて、「もの」や「こと」について
の体験や印象を複合してたえずイメージを作り出し、作り替えながら「内的な」世界（「現
実についてのモデル」）を構成していく。これを「世界づくり」と呼び、世界づくりは書き
ことばで表現される段階に至って、もっとも完成された段階に到達すると述べている。し
かし、「書きことば」が抽象的思考能力や知的技能全般に変容をもたらすような影響を与え
るわけではないとし、「書く」という言語活動の内容や使われ方により思考への影響の仕方
が変わるとしている。例えば、俳句や詩、作文を書くときの推敲（ことばを選ぶ）や彫琢
（文章を整え磨く）を行う時には複雑な情報処理活動が起こり、思考や知的技能に与える
影響も大きいという。 
これを 3.1.3.（p.35～38）において述べた Cummins の言語能力の内部構造（CF, DLS, 
ALP）にあてはめて考えてみると、Cummins（1984）の認知力必要度と場面依存度によ
る言語活動 4 領域の図において、小学校段階の子どもによる作文のような推敲、彫琢を伴
う「書く」という言語活動は、文脈から独立しているという点で X 軸の右方で場面依存度
が低く、複雑な情報処理活動が必要という点で認知力必要度は高いといえる。つまり、「書
く」活動は D 領域に入り、DSL から ALP にまたがる力だと考えることが出来る。 
 
3.2.3.2. バイリンガルの作文力と転移 
 中島（2010, 8 章）によると、子どもを対象とした作文力に関する研究は、作文の表層
面に見られる L1 から L2 への影響（トランスファー）を観察したものと、L1 と L2 の作
文力の関係（概念レベルの転移）に着眼したものがあるが、リテラシーに関する研究の中
でも作文力について分析したものは読解力に比べて極めて少ないという。 
 Edelsky（1982）は米国アリゾナ州の小学校のバイリンガルプログラムに在籍し、スペ
イン語を母語とする 1 年生から 3 年生の児童 9 名の作文における L1 から L2 への影響を
質的に分析している。スペリング、文の区切り方、文章構成、言語知識（書きことばに制
約があること）において L2 への影響が見られたという。そして、L1 で学んだことは L2
で書くときの土台になると結論づけている。 
 Canale, Frenette & Belanger（1988）は、カナダオンタリオ州のフランス語を母語と
する 9 年生、10 年生の生徒 32 名を対象にフランス語と英語で「物語」と「説明文」の 2
種類の作文を書かせ、二言語の関係を全体的評価（holistic scoring）と分析的評価（analytic 
scoring）によって分析している。分析の結果は、物語作文においても説明文においても
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L1 と L2 に相関が認められたという。全体的評価は作文全体の印象を 10 段階で評価し、
分析的評価は文法、語彙、表記、レトリック、内容などの 20 項目についてそれぞれ 5 段
階で評価しており、全体的評価（物語：r=.43、説明文：r=.34）より分析的評価（物語：
r=.77、説明文：r=.78）の方が相関は高かったという（中島 2010）。二言語間に相関が見
られたことは、「書く」という領域で Cummins の二言語相互依存説を支持するものだと結
論づけている。 
 
3.2.3.3. 中島（1988a）による日系高校生の日本語力調査 
中島（1988a）はカナダのトロント市にある日本語学校卒業生の実態調査［以下、調査
Ⅰ］を行い、日系高校生の日本語力を分析した。調査は作文力に特化していないが、英語
（表音文字）と日本語（表意文字を持つ）の言語間での研究であり、家庭内の言語使用と
言語能力の関係も考察されているため、本研究にとっても示唆に富むものである。また、
中島（1988a）は、トロント大学教育大学院のバイリンガルプロジェクトで、トロント補
習授業校の児童生徒全員（小 2 から中 2 まで 273 名）を対象に行われた言語調査Ⅱ（1984）
の結果とも比較を行っている。この言語調査Ⅱ（1984）は、入国年齢・滞在年数と日本語
の保持率・英語力の発達度との関係を調べたものである。 
調査Ⅰは、トロントにある Central Technical School で高校の単位となる日本語講座を
受講している戦後移住者子弟 31 名（内訳、Grade 12 が 11 名と Grade 11 が 20 名）を対
象に、(1)週末日本語学校に 10 年前後通い、高校日本語講座を受講している戦後移住者子
弟の日本語力の実態を知ること、(2)家庭ではどのくらい日本語を使用しているかを知るこ
と、(3)10 年前後の日本語学習を通して、学習者自身が日本語・日本語学習に対してどん
な意義づけと態度を持っているか、つまり、これまでの日本語学習をどう評価しているか
を知ること、の 3 つの目的で行われた。結果、以下のことが明らかになった。 
 教研式全国標準読書力テスト 4 年生用（応用教育研究所 1981）によって測定した Grade 
11（日本の高校 2 年）の読書力は、平均偏差値が 48.8 で日本の小学 4 年生とほぼ同じ実
力であり、Grade12（日本の高校 3 年）では平均偏差値 61.8 で、日本の小学 4 年生をはる
かに上回る読みの実力を持っているが、学年相応レベルに対し約 6 年遅れでかなり低いこ
とが分かった。したがって、調査Ⅰでは週末日本語学校で 10 年前後学習しても、学年相
応レベルの読みとは大きな実力差が出来てしまうことが明らかになっている。一方で、言
語調査Ⅱ（1984）の結果では、長期滞在者（111 名）の平均偏差値が 45.1 で遅れ気味では
58 
 
あるが、ある程度学年相応のレベルに順応していることが明らかになっている。しかし、
統計分析によって滞在年数を統制すると日本語力は 4 年遅れの力であるという。補習校の
児童は日本語を外国語のように学ぶ調査Ⅰの対象生徒とは異なり、学年相応レベルの日本
の教科書を用い、日本語を使って教科学習（国語・算数・理科・社会）をしているにも関
わらず、文章理解などの認知力を必要とする言語活動場面において年齢相応の力が育って
いないと指摘されている。 
次に、調査Ⅰでは、課題作文「My Childhood」（制限時間 30 分以内）を実施し、日本
語教育の立場からみた「書く力」と国語教育の立場からみた「作文力」を分析している。
「書く力」に関しては、平仮名、片仮名、漢字をきちんと使い分け、制限時間内での総文
字数が非常に多く、全体的にかなりの力を持っていることが明らかになっている。しかし、
「作文力」に関しては、幼稚さが目立ち、年齢相応の力がついていないと指摘している。
原因として、40%（12 名）の生徒が段落に対する意識が全く育っていないこと、「です・
ます体」と「だ体」の混用が多いこと、短文が並ぶこと、また、漢字の使用率は高くても
異なる漢字が少ないことなども挙げている。中島（1988b）によると「書く」に関しても
読みと同様に学年相応レベルに対して約 6 年遅れであるという。また、日本語力と英語力
との関係という点からも考察しており、例えば日本語で段落分けのない作文を書いた生徒
は、英語の作文でも同じように段落のない作文を書く傾向があることを指摘している。段
落分けというのは基本的な「作文力」の一面であり、どちらかのことばで訓練を受ければ、
他のことばにも移行するのが普通だからだという。 
さらに、調査Ⅰの会話力に関しては、個人面接で 20 項目にわたる質問を行い、それを
テープに録音して分析を行っている。面接でまず明らかになったことは、ネイティブスピ
ーカーが自然なスピードで話して全く支障をきたさないほど「聞く力」があるということ
である。一方、「話す力」となると個人差があり、海外滞在が長い者ほど流暢度が落ち、発
音に英語の音声的特徴が混ざり、日本文の中で英単語の使用が増えるという傾向が見られ
たという。全体的に、「作文力」と同じように幼稚な印象を受け、その原因として応答の言
葉が短く短文で答えること、話体意識がなく「です・ます体」や「丁寧語」が一切混じら
ず、初めから終わりまで「だ体」で一貫してしまうこと、敬語・丁寧表現の使用が一人も
見られず、家族に話すように話したり、文末が女性終助詞「の」で終わる男子生徒もいた
ということを挙げている。 
さらに、日本語教育の立場から、トロント大学の二種類の外国語としての日本語テスト
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Level Ⅰ(初級用、学習時間 100 時間)、Level Ⅱ(中級用、学習時間 200 時間)を使用し、
トロント大学の学生と日系高校生の日本語力を比較している。このテストにおいては、日
系高校生の弱点は「文法」「漢字」「敬語」「読解（文化的内容）」であり、強い点は「片仮
名」「助詞穴埋め」「会話作文」であることが明らかになっている。しかし、10 年前後継承
語として日本語を学んだ日系高校生の日本語力は大学生の 2 年分の実力にも相当していな
いと結論づけている。そして、日系高校生の継承日本語力を総括し、強みは日本語で簡単
な対話をすることに慣れているということ、日本語の流暢度が高いこと、そして日本語学
校の学習を通して高度な言語運用力獲得の基礎を持っているということである。弱点は長
年培われた「悪い習慣」であり、困難を感じるとすぐ言語コードを切り替えてしまうこと
（code-shifting / code-mixing）、単語を並べただけで用を済まそうとすることであるとし
ている。 
次に各テスト間の相関関係を見てみると、表 3-2 にあるように、読書力テストと大学テ
ストⅠ、およびⅡが r=.82～.85 で高い相関を示し、それらと作文力が r=.72～.78、会話力
が r=.58～.74 であり、会話力と大学テストⅡの相関がやや低くなっていることが分かる。 
 
表 3-2 日系高校生の日本語力の調査：各テスト間の相関関係 
  大学テストⅡ 読書力 会話力 作文力 
大学テストⅠ .85* .80* .74* .77* 
大学テストⅡ  .82* .58* .72* 
読書力   .71* .78* 
会話力       .77* 
*p<.001 
（中島 1988b p.148 より引用）  
 
分析の結果として中島（1988b）は、日本語学校卒業生の日本語の特徴として挙げられ
ることは、かなり高度の「会話力」と、極めて低い「読み書き能力」を持っていると結論
づけた。「会話力」は家庭をベースとして育った力で、「読み書き能力」は日本語学校をベ
ースとして育った力と考えられるとし、「日本語学校」でもより高度の「読み書き能力」が
育てられるようにカリキュラム編成などを考えていく必要性があることを提言している。  
調査Ⅰの第二の目的として、家庭での日本語使用率と日本語力の関係を調べるため、子
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どもにインタビューを行なっている。表 3-3 はインタビューで明らかになった家庭での日
本語使用状況である。両親が子どもに話しかける時の日本語使用率は、73%～80%とかな
り高い数値になっているが、逆に子どもが両親に話しかける時には 55%～58%とかなり低
くなっているのが分かる。表 3-3 における日本語使用率は、中島(1988a)のデータに基づ
き筆者が書き加えたものであるが、被験者全 31 名から「データなし」の人数をマイナス
し、「日本語＋英語」を含めない「日本語」のみの使用の場合を基準に算定したものである。
兄弟と被験者本人(子)との間では、兄弟がいない場合もあり、「データなし」が多いことに
加え、ほとんどの言語選択が「英語」ということが明らかにわかるため、日本語使用率を
算定していない。 
 
表 3-3 日系高校生の日本語力の調査：家庭での日本語使用状況 
  父→子 母→子 
上兄弟 
→子 
下兄弟 
→子 
子→父 子→母 
子→ 
上兄弟 
子→ 
下兄弟 
日本語 22 名 24 名 1 名 1 名 18 名 17 名 1 名 1 名 
日本語＋英語 6 4 1 2 10 11 1 3 
英語 2 2 4 17 3 3 4 16 
データなし 1 1 25 11 0 0 25 11 
日本語使用率 73% 80% ― ― 58% 55% ― ― 
（中島 1988a p.10 を一部編集し引用） 
 
また、表 3-4 は中島（1988b）が家庭内での日本語使用状況のデータをもとに言語使用
のパターンを抽出したものである。 
 
表 3-4 日系高校生の日本語力の調査：家庭内での言語使用パターン 
親から子どもへ 子どもから親へ 
(1)日本語の意図的使用 9 名 (1)両親に日本語使用 13 名 
(2)日本語の自然使用 11 名 (2)片親に日本語使用 9 名 
(3)両言語*の使用 9 名 (3)両言語*のランダム使用 9 名 
*両言語の使用には、片親のみ日本語使用、状況により英語又は日本語使用、日本語と英語の混用などが含まれる。 
（中島 1988b p.146 より引用） 
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家庭内での言語使用パターンの調査結果では、親から子どもへのコミュニケーションに
おいても、子どもから親へのコミュニケーションにおいても、大きく分けて 3 パターンが
あることが明らかになっている。 
表 3-3 および表 3-4 の結果から導き出せる結論は、まず海外で育つ子どもの家庭内での
言語使用は、親とのコミュニケーションは「親のことば」で、兄弟・姉妹間は「現地のこ
とば」でという言語使用・言語接触状況になっているということである。 
次は、家庭での言語使用パターンと日本語力との関係について、中島（1988b）は t 検
定により、各テストの平均点をそれぞれのグループ毎に出し、グループ間に有意差がある
かどうか分析している。次項の表 3-5、表 3-6 を参照すると、有意差が確認できる。 
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GⅢ 両言語ランダム使用       （n=31） 
表 3-5 親の日本語使用と日本語力 
  GⅠ 両親に日本語使用 GⅡ 片親に日本語使用 
 
GⅠ 意図的日本語使用 GⅡ 日本語自然使用 GⅢ 両言語使用 （n=29） 
 （表 3-5、表 3-6 中島 1988b p.148 より引用） 
 
ここには有意差が出たものだけリストされているが、「混用型」を含む「両言語使用」
の生徒達の日本語力が全ての面で劣っていることが分かる。さらに、親の「日本語の意図
t-test         
Variables Mean SD t P 
大学テストⅠ         
GⅠ(意図的) 129.6 28.4 2.58 0.02* 
GⅢ(両言語) 102.1 16.5     
大学テストⅡ         
GⅠ(意図的) 112.3 29.8 3.26 0.00* 
GⅡ(自然使用) 71.7 26.6     
読解力         
GⅡ(自然使用) 57.6 15.1 2.25 0.04* 
GⅢ(両言語) 45.8 8.2     
GⅠ(意図的) 58.9 10.0 3.28 0.00* 
GⅢ(両言語) 45.8 8.2     
会話         
GⅠ(意図的) 38.4 8.1 1.91 0.07* 
GⅡ(自然使用) 31.9 6.5     
GⅠ(意図的) 38.4 8.1 2.76 0.01* 
GⅢ(両言語) 28.6 8.1     
作文         
GⅠ(意図的) 7.2 1.6 2.10 0.05* 
GⅡ(自然使用) 5.5 2.0     
GⅡ(自然使用) 5.5 2.0 1.74 0.09* 
GⅢ(両言語) 4.2 1.3     
GⅠ(意図的) 7.2 1.3 4.76 0.00* 
GⅢ(両言語) 4.2 1.6     
Variables Mean SD t P 
大学テストⅠ         
GⅠ(両親) 124.0 30.4 2.07 0.05* 
GⅢ(両言語) 100.3 22.0     
大学テストⅡ         
GⅠ(両親) 106.7 33.2 2.37 0.03* 
GⅡ(片親) 70.4       
読解力         
GⅡ(片親) 61.2 11.4 2.52 0.02* 
GⅢ(両言語) 48.9 11.1     
GⅠ(両親) 61.2 11.4 2.07 0.05* 
GⅢ(両言語) 48.1 10.9     
会話         
GⅠ(両親) 37.9 7.7 2.50 0.02* 
GⅡ(片親) 28.6 9.5     
GⅠ(両親) 37.9 7.7 2.55 0.02* 
GⅢ(両言語) 30.4 4.9     
作文         
GⅠ(両親) 6.8 2.1 2.53 0.02* 
GⅡ(片親) 4.6 1.7     
GⅡ(片親) 6.8 2.1 2.26 0.04* 
GⅢ(両言語) 4.8 1.4     
     
表 3-6 子どもの言語使用と日本語力 
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的使用」が「日本語の自然使用」と比べて子どもの会話力、作文力においてプラスの影響
があり、子どもの「両親に日本語使用」は「片親に日本語使用」と比べて読解力、会話力、
作文力においてプラスの影響があるということも確認できる。中島（1988b）は、家庭で
質の高い日本語にたっぷりと触れて育つ日系子女たちは、それを土台にして日本語学校で
の学習を通して会話力も、読み書き能力も、作文力も育つが、家庭で日本語に触れる量が
少なかったり、その触れることばが英語混じりの質の低いものであると、10 年間に渡る親
と子の努力にも関わらず、低い日本語力しか望めないと結論づけている。加えて、家庭内
で両言語のランダム使用（code-shifting）の習慣や一文の中に二つのことばを混ぜて使う
（code-mixing）習慣がついてしまうと、それは日本語力にとってマイナスであるばかり
でなく、英語力の発達にもマイナスの影響が出るとしている。 
 
3.2.3.4. 中島他（2012）のトロント補習授業校児童生徒の日英作文力の調査 
 中島他（2012）はトロント補習授業校で学ぶ小学 1 年生から中学 3 年生までの 269 名の
日本語と英語のバイリンガル作文について分析を行っている。調査協力者の児童生徒の
32%はカナダ生まれであり、来加 2 年以内が 27%で、両親ともに日本人家庭が 69%、片親
が日本人の家庭が 30%だったという。 
 学校、保護者に向けた報告書で、中島（2013）は、バイリンガル作文の調査で明らかに
なった 4 つの点を取り上げている。1 つは、「書く力」は「話す力」や「読む力」と異なり、
一度身に付くとなかなか落ちないということである。3.2.3.3.で触れた同校で過去に行われ
た中島（1988a）の結果と比較考察を行い、「話す力」と「読む力」が出国年齢や滞在年数
の影響をもろに受けるのに対して、「書く力」は出国年齢や滞在年数の影響が非常に少なく、
年齢の影響が強い領域であることが明らかになったとしている。つまり、日本語を書く力
はカナダ滞在が長引いても顕著に落ちることはなく、海外でも伸ばすことが可能な力だと
いう。 
2 つめは、英語作文力と日本語作文力の関係で、「読解力」の場合は日本語読解力が高い
子どもは英語の読解力の習得が早く、高度な読解力が獲得できるというように一つの言語
の読みからもう一つの言語の読みへという直線的な関係が見られたのに対し、「作文力」の
場合は多面的な関係であったとしている。日本語作文と英語作文それぞれを 14 の共通項
目（質的「主題」「全体の構成」「文と文のつながり」「創造力・内省力」、「読み手意識」「表
現技術」「比較対象」の 7 項目、量的「産出量」「異なり語彙」「従属節の割合」「文法誤用」
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「語彙誤用」「表記誤用」「異なり漢字数」の 7 項目）で評価し、その相関分析を行ってお
り、質的項目で全て、量的な項目は 7 項目のうち 3 項目まで中位の相関があり、とりわけ
「産出量」「全体の構成」「異なり語彙」で高い相関が得られたという。また、家庭での読
み・書きの取り組みと日英作文力との関係を分析しており、家庭内において日本語で書く
頻度が高いことが日本語の作文力のみならず、英語の作文力にも影響し、また英語で書く
頻度が高いことが英語作文力のみならず、日本語の作文力に影響しているという結果を得
ている。つまり、日本語で書くことも、英語で書くことも「書く力」全体を強めるのに役
立つ、すなわち二言語の作文力の共有面はこの「書く力」であり、その中核にあるのが、
時間内にどのぐらいの長さの作文が書けるか（産出量）、全体構成のしっかりした作文が書
けるか（全体の構成）、豊かな語彙を使って書けるか（異なり語彙）であるとしている。  
 3 つめは漢字力についての分析から明らかになったことについて取り上げている。使用
漢字数と異なり漢字数（同じ漢字は除いた使用漢字数）を因子分析で考察し、日本語作文
力全体に漢字力が関わっているということを確認している。その後、英語作文力と漢字力
の関係を因子分析で確認したところ、3 つの因子（因子Ⅰ：英語作文力/writing expertise、
因子Ⅱ：表記の正確度/conventional accuracy、因子Ⅲ：文法語法の正確度/grammatical 
& lexical accuracy）が抽出され、因子Ⅱに漢字因子が負荷していた。つまり、アルファベ
ットであれ、漢字であれ、正しく書くという姿勢が共有されていると考えられ、補習授業
校で正確に文字を書く指導をすることは、日本語作文力を高めるだけでなく、英語作文の
正確度を高めることにも貢献すると結論づけている（Nakajima (forthcoming）。 
4 つめは作文力とバイリンガルタイプ（二言語力のバランス）との関係についてである。
「日＝英高型（日本語も英語も強い）」「日＞英型（日本語の方が英語より強い）「日＞英型
（英語の方が強い）」「日＝英低型」（日本語も英語も弱い）の 4 つのグループに分け、そ
れぞれの型の二言語作文を分析している。「日＝英低型」では、両言語の関係が最も弱く、
作文力の質的な面では全く相関が得られなかったという。相関が得られたのは「従属節」
や「異なり語彙」など言語能力に関する部分であり、両言語の言語能力に課題があり、二
つの作文がばらばらで互助的関係にはなっていないとしている。全く反対に「日＝英高型」
は「産出量」「異なり語彙」に高い相関があり、作文の質全体に高い相関が見られたという。
両言語において語彙が豊かで誤用が少なく、質の高い長文の作文が書けるグループだとし
ている。「日＞英型」はカナダ滞在年数が短く英語が発展途上にあるグループで、英語作文
では語彙やスペリング、文法で間違いが多いが、時が経つとともに英語の語彙や文法を身
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につけて「日＝英高型」に近づいていくという。「日＜英型」はカナダ滞在年数が長いグル
ープで、4 つの型の中では両言語間の相関が一番高く、産出量では 8 割近く、語彙では 7
割以上の高い相関が得られたという。英語と日本語の作文を読み比べると、日本語ではい
い足りない部分を英語でぐっと膨らませるという方策も使われており、英語の作文力と日
本語の作文力が持ちつ持たれつの関係にあるように見受けられたとしている。  
 
3.2.4. 中西部 3 州の現地語／継承語バイリンガルプログラムで行われた研究 
3.2.4.1. エドモントン市公立学校教育委員会による英語／ウクライナ語バイリンガルプロ
グラムの調査 
1973 年 9 月、エドモントン公立学校教育委員会（EPSB）は幼稚園段階における英語／
ウクライナ語の継承語バイリンガルプログラムを公立学校の中に導入した。幼稚園段階で
は、100%のウクライナ語使用で、その後学年が上がるにつれ段階的にウクライナ語使用率
を低くしていく。小学校 1 年段階では英語=ウクライナ語が 50/50（%）の割合で教科学習
に使用される。英語で行われる科目は、英語（English Language Arts）と理科、算数で、
ウクライナ語で展開される科目は、社会、体育とウクライナ語（Ukrainian Language Arts）
である。生徒の 4 分の 3 以上は両親か片親が家庭でウクライナ語を使用している家庭から
来ており、ウクライナ語のバックグラウンドを持っていなかったのはわずか 10%の児童で
あった。しかし、全体で見て、入学時にウクライナ語に流暢であったのは、15%だけであ
ったという。カナダ国内で、学校教育の中のイマージョンプログラムと言えば、まずフレ
ンチ・イマージョンを思い浮かべる人が多い。このフレンチ・イマージョンプログラムは
1970 年来、専門的職業に就いている中流層の親達が要望して導入されることが多く8、そ
こに通う児童も親の社会経済的階級がより高い子どもが多かった（カミンズ・ダネシ 
2005）。しかし、このウクライナ語バイリンガルプログラムに通う児童は、フレンチ・イ
マージョンプログラムへ通う児童達とは異なり、子どもの能力レベルと親の社会経済的地
位の点からみて、エドモントン市公立学校教育委員会管轄下の学校における典型的な普通
一般の児童と同じであった。ウクライナ語バイリンガルプログラムの子ども達は、社会的
にも経済的にも、また能力レベルにおいてもエリートではない子ども達であったからであ
る。 
                                                   
8 近年では状況が変化してきており、移住者子弟もフレンチ・イマ―ジョンプログラムに
在籍するようになっている。 
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 エドモントン公立学校教育委員会はこのウクライナ語バイリンガルプログラムの評価・
分析を行い、「Summary of the evaluations of the bilingual English-Ukrainian and 
bilingual English-French program」（1980）においてその報告を行なっている。管轄下
の英語のみで学習するレギュラープログラムに所属し、親がウクライナ語バイリンガルプ
ログラムの子どもの親と同程度の社会経済的レベルで、且つウクライナ語の知識を持つ家
庭の子どもを選び、ウクライナ語バイリンガルプログラムの子どもと学力レベルを比較し
た。低学年の時は、ほとんど学力差が出なかったが、5 年生くらいになると英語の読みで
も算数でも、授業の 50%をウクライナ語で学習してきた子ども達の方が統制群である英語
のみで学習しているレギュラープログラムの子ども達よりもずっと成績が上回る結果とな
った。 
 また、この調査では、バイリンガルプログラムが、全ての子ども達に適当であるかどう
かも分析している。能力差に応じて、子ども達を「High」「Medium」「Low」の３つのグ
ループに分け、二元配置法による分散分析でプログラムと子ども達の能力との交互作用を
調査した。その結果、交互作用は見られず、能力の低い子どもがバイリンガルプログラム
にいるからといって、レギュラープログラムの子どもと比べて、より学習困難になるとい
うことはないという結果を導き出している。  
 さらに、バイリンガルプログラムの子ども達は、プログラムの期待に見合うようにウク
ライナ語の力を伸ばし、加えてウクライナ文化に関する知識や教養を身につけることが出
来たことで、自分のルーツに対する評価も高まっていると報告している。 
最後に、バイリンガルプログラムに属する子どもの親の大多数とプログラムに携わるほ
とんどの関係者が、プログラムが設置されたことを歓迎し、また子どもが伸び伸びと学習
していることを実感しており、中等教育、高等教育と上の学年までプログラムが存続して
いくことを強く支持する姿勢を示しているとし、調査報告を終えている。 
このプログラムを成功に導く 1 つの大きな要因として、教育委員会が幼稚園から高校 3
年生まで継続的にプログラムを提供することを保障（コミットメント）しているというこ
とが挙げられる。 
 ウクライナ語バイリンガルプログラムにおいて、Cummins and Mulcahy （1978）は
Grade 1 から Grade 3 までの子ども達のメタ言語能力について研究をしている。家庭で親
がウクライナ語を使用し、子どもが流暢にウクライナ語を運用できる場合、英語の文構造
におけるあいまいさの検知において、英語のみを使用する家庭のモノリンガルの子どもよ
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りも優れたメタ言語能力を示すということが明らかになったという。 
 
3.2.4.2. マニトバ教育省による英語／ウクライナ語バイリンガルプログラムの調査 
 エドモントン市のあるアルバータ州からサスカチュワン州を挟んだ東に位置するマニト
バ州においても 1979 年 9 月より英語／ウクライナ語のバイリンガルプログラムが開始さ
れた。このプログラムは上述のエドモントン市のバイリンガルプログラムをモデルとして
おり、マニトバ州教育省が EPSB と同じように 2 年間継続してプログラムの評価・分析を
行っている（Chapman 1981）。203 名の保護者を対象とした調査では、88%の保護者がウ
クライナ系ルーツを持つと答えており、家庭内での使用言語は 76%が日常的にウクライナ
語だと述べ、また 23%が少なくとも半分ぐらいはウクライナ語を使用すると答えている。
幼稚園、1 年生、2 年生の計 262 名の園児・児童が調査の対象となっている。幼稚園では、
約 70%をウクライナ語で過ごしているにも関わらず、英語のレディネステストの結果は英
語のみの幼稚園児と差がなかった。1 年生、2 年生に関しては、学習時間ではバイリンガ
ル児童より倍の時間を英語で学んでいるレギュラープログラムの児童であるが、英語や他
教科においても両群には差がなかった。つまり、学力を犠牲にせずウクライナ語の学習が
出来ていることを報告している。 
また、多くの保護者や教員はプログラムの成果として児童がウクライナ語の言語文化を
継承語・継承文化として吸収していると実感している。保護者の声では、子どもが外国語
を学ぶことに意欲的になる（60%）、外国文化を学ぶことに意欲的になる（45%）というこ
とも報告されている。 
最後に、バイリンガルプログラムを担当する教員 13 名のうち 12 名が他の教員との連携
による教育活動の意味を実感し、高い満足度を持っている。また、8 校のうち 7 校の校長
がバイリンガルプログラムを極めて意義のあるプログラムだと認識している。 
 
3.2.4.3. 中西部 3 州のプログラム評価の総括（Cummins 1983） 
 EPSB、ECS の報告、マニトバ州教育省の 2 つのプログラム評価の報告をふまえて、
Cummins（1983）は以下のようにまとめている。 
 
「二言語充実モデル」のバイリンガルプログラムの評価は、児童が期待に見合う
ウクライナ語の力とウクライナ文化に対する前向きな姿勢を持つことができ、英
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語力やその他の学力が犠牲になることはないということを示している。この評価
報告は、政府機関によるもので研究者によるデータの分析・研究ではないが、ア
ルバータ州とマニトバ州に存在するウクライナ語コミュニティのみならず、カナ
ダ全土のウクライナ系コミュニティから注目されているところをみると、ウクラ
イナ系カナダ人全員に相当多大な影響を与えたといえるであろう。児童のバスに
よる送迎や教材・教具の調達などは新たに加えられた支援事項であるが、従来か
ら存在する多くのフレンチ・イマ―ジョンやバイリンガルプログラムに類似した
形式で運営されている。そして、校長や教員、教育委員会がプログラムに対し強
くポジティブな姿勢を持っていることで、運営上大きな問題が起きず、逆に保護
者も学校サイドも満足できるプログラムになっているのである。 
(Cummins, 1983 pp.14-15 筆者訳） 
 
3.2.4.4. EPSB 管轄の中国語バイリンガルプログラムで行われた調査 
Wu and Bilash（1997）はエドモントン市公立学校教育委員会管轄下の中国語バイリン
ガルプログラム、ウクライナ語バイリンガルプログラムに在籍する児童の比較研究を行っ
ている。どちらのプログラムに在籍する児童も継承語学習に前向きで、文化的側面から見
ると自己アイデンティティに対しポジティブな姿勢であることが明らかになっている。Wu
（2002）はこの研究をさらに発展させ、中国語バイリンガルプログラムの児童の多文化理
解やバイリンガルスクーリングに関する心理的要因をより詳細に分析するため、同プログ
ラムに在籍する 6 年生 14 名を対象に半構造化インタビューを行っている。調査対象者は、
12 名がカナダ生まれで 2 名が中国生まれの児童であった。中国語をバックグラウンドに持
たない児童［以下、NCB］は 1 名で、NCB 児童を含む 2 名が家庭内では常に英語使用だ
という。Wu（2002）の結果と考察を(a)～(h)に分けて以下に記す。 
(a) 二言語能力をどう認識しているか 
 児童のほとんどが聞く、話す、読む、書く、の四技能において英語の方が強いと感じて
おり、中国語の方が英語より学ぶのが難しいと考えている。中国語がより得意と答えたわ
ずかの児童も書くことについては困難だと答え、特に漢字を覚えるのが難しいとコメント
している。NCB 児童は、中国語の力は英語よりかなり劣っているが、読むことには問題が
なく、また、書くことには最低限しかできないと答えたという。中国語学習に対する児童
の回答では、「中国語を学びながら中国文化や中国の歴史について学ぶことができるのが楽
69 
 
しい」や「1 つでも多くの言語を学ぶことはより多くの人と話すことができる」といった
ポジティブな回答が目立ったとしている。 
(b) 言語使用 
ほとんどの児童は親とのコミュニケーションに広東語の使用がある。兄弟間の言語使用
は状況によるが、多くの場合英語が使われている。学校では、休憩時間やランチタイムも
児童は英語を使用しているようである。つまり、中国語は教師との間で使用され、児童間
では時々使われる程度であり、中国語使用場面は限定的だといえる。クラス外での中国語
使用は、親戚とのコミュニケーションや旅行で使用機会があるという。しかし、多くの児
童が両親、その他と公共の場において中国語で話すことを心地良く感じないと考えている。
一方、Wu は中国に渡航経験のある児童について、中国語の価値を理解し、カナダで中国
語を学び続けることに意欲的になっているとも考察している。 
(c) 中国語を話すことによるポジティブな経験、ネガティブな経験 
多くの児童が公の場で中国語を話すことに抵抗がある理由は、過去に周囲から中国語を
話すことによってからかわれた経験を持っているからだという。“インチキ中国人
（gibberish Chinese）”や“中国人野郎（Chinese Kid!）”などとののしられ、心的なショ
ックを受けている子どももいたそうだ。しかし一方で、英語とは異なる言語が話せること
で周囲から尊敬され、羨ましいと思われた経験などもあり、こうしたポジティブな経験が、
どのような言語を話す人であっても差別するべきではないという理解を生み出していると
いう。 
(d) 多文化をどう理解しているか 
 児童はカナダを多文化国家と認識し、多文化社会が移民から成り、移民はどんな文化で
あれ持ち込むことが出来るということを理解している。マルチカルチュラリズムを「自文
化を異なる文化を持つ人と共有することだ」と回答した児童がいたという。 
(e) 帰属意識 
 カナダ社会に適応ができているかという質問に対し、全ての児童が「Yes」と答えてい
る。児童の回答では「カナダのマルチカルチュラルな社会で生活していることが非常に快
適」「英語を話し、カナダの食べ物を食べ、同じ休日を祝い、カナダの子どもとして同じよ
うな服を着る、これでカナダ社会に適応していないわけがない」「カナダに友達を持ち、自
分もカナダの子どもの 1 人である」「異文化・異言語を知っているので適応している」「カ
ナダで中国系であることを嫌に感じることはないし、自分と同じような境遇の子どもがた
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くさんいるので多文化国家で良かったと感じている。その結果、逆に自分は特別な存在で
あると感じることができる」など回答は多様であるが、子どもたちは他の文化的背景を持
つ人々を含めカナダ社会でうまく歩んでいけると述べていたとしている。 
(f) エスニック・アイデンティティをどう意識しているか 
児童は自分の文化的な（エスニック）アイデンティティにポジティブな姿勢を取ってお
り、自分自身をカナダ人であると認識する一方で、中国系であることについてもポジティ
ブであるとしている。自身のアイデンティティを決定する要因として挙げられたのは、言
語、文化、出生地、両親の出身地であったが、児童は自身が中国人なのかカナダ人なのか、
どちらがより重要なのかという質問には答えられなかったという。 
これは、多様な文化を受け入れるカナダで過ごす子どもたちには、二つの文化が統合さ
れたアイデンティティを形成しているからだといえる（Oketani 1997, 桶谷 1999）。 
(g) バイリンガルプログラムについてどう思っているか 
 「バイリンガルプログラムに在籍していなかったら自分の母語を失っていたかもしれな
い」「自分自身の持つ言語と文化を価値づけできた」「バイリンガルプログラムで中国の歴
史を学ぶことで自分のルーツの本質的な部分を理解することができた」「カナダ社会の多文
化理解につながった」などの回答が見られたとしている。 
(h) なぜ入学したか 
「将来の就職に有利」「家庭の伝統を継承するため」「家族、親戚や他の中国語話者との
コミュニケーションのため」「バイリンガルプログラムが好きなので自分自信で選んだ」「バ
イリンガルプログラムの中に友達がいるため」「ただ中国語の勉強を楽しみたいため」など
功利的な理由や心情的な理由に加え、継承語学習者特有の理由が見られる。 
 以上（a）～（h）のように、バイリンガルプログラムで学ぶ児童の多文化理解や中国語・
中国語学習に関する心的態度・意識が児童の生の声を通して具体的に明らかにされている。
今後の課題として Wu は、このプログラムで学ぶ児童が Cummins の「二言語相互依存説」
や「しきい説」にどの程度あてはまるのか、実証的研究が必要である点を指摘している。
しかし、半構造化インタビュー法を用いて小学校 6 年生のバイリンガル児童の実直な声を
聞き出している点で Wu（2002）の研究は興味深いものだといえる。 
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第4章 研究課題と調査方法 
4.1. 研究課題 
 第 2 章で概観したように、カナダは 1960 年代からイギリス系とフランス系の二大建国
民族の平等性の維持に加える形で、その他の民族がカナダへ持ち込んだ言語・文化にも目
が向けられ、多文化主義を実現すべく言語的マイノリティに対しても様々な取り組みを国
が行ってきた。先住民以外のカナダの教育は州自治であるため、言語的マイノリティ児童
に対することばの教育は州ごとに異なり、多様な形態の継承語教育が行われてきた。  
Corson（1999）は、表 4-1 に示す Churchill（1986）の言語的マイノリティ児童生徒対
策の 6 段階（Six-stage Typology）を用いて OECD 諸国の取り組みを分析している。 
 
表 4-1 言語的マイノリティ児童生徒対策の 6 段階（Six-stage Typology） 
段階 1 現地語の補強プログラム 
段階 2 児童・保護者への現地社会適応支援 
段階 3 マジョリティへの多文化教育・反人種差別教育 
段階 4 母語補強プログラム（学校内） 
段階 5 母語を学習言語として使用し教科を教える 
段階 6 マイノリティ言語を公用語とし、特別教育機関を設置 
Churchill（1986） 中島 （2010, pp.371-372）を参照 
 
Corson は大多数の国が最低段階の段階 1 に位置づけられると述べ、北米、イギリス、オ
ーストラリアで段階 1、2、北欧やカナダで段階 4、5 が見られ、段階 6 はカナダケベック
州のフランス語系カナダ人への取り組みの一例のみだという。 
その中で、本研究が対象とする公立学校の正課内で行われている現地語／継承語バイリ
ンガルプログラムは段階 5（カナダ）の 1 つである。Corson の指摘にもあるように言語的
マイノリティ児童生徒教育でこのような高い段階の取り組みは世界的に稀である。また、
Wu（2002）は、これまで同化の圧力にさらされて、大きな心的不安、低い自尊感情、周
辺的な感覚、アイデンティティの混乱など、移民の子どもが抱える劣等意識（inferior）を
扱う研究は多くあったが、このバイリンガルプログラムに在籍する児童はそういった研究
で取り上げられる児童とは対照的であると述べている。さらに、カミンズ（1997）もアル
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バータ州の継承語バイリンガルプログラムを継承語教育の成功例として取り上げている。 
このプログラムの児童を対象としたバイリンガル研究では Cummins & Mulcahy（1978）
のメタ言語認知に関するものや Wu（2002）の心理的要因を分析するものは行われている
が、バイリンガル児童の二言語習得に影響を与える社会的、文化的な要因を含めたプログ
ラムの包括的な実態については明らかにされていない部分が多い。また、1970 年代にウク
ライナ語バイリンガルプログラムで評価研究が行われて以来、他の言語においての実態や
教育的成果に関する研究は見当たらない。 
そこで本研究では、まずアルバータ州を主軸とした中西部 3 州の公立学校教育で行われ
ている国際語バイリンガルプログラム（International Bilingual Program）の中で、アル
バータ州エドモントン市教育委員会（EPSB）管轄の中国語バイリンガルプログラム
（Chinese/Mandarin Bilingual Program）を取り上げ、①エスニック・マイノリティ（集
団）の活力、②児童の心理的要因、③バイリンガルの作文力に焦点をあてて包括的に実態
を明らかにする。そして利点と問題点をふまえ、世界が共通に抱える言語的マイノリティ
児童の教育のあり方について提言を行う。 
本研究が中国語プログラムを取り上げる理由は以下の 5 点である。 
 
1) EPSB 管轄の国際語バイリンガルプログラムの中で学校数、児童数ともに最も規模
が大きく、2000 年を過ぎてからも在籍者数が増えているということ 
2) Edmonton Chinese Bilingual Education Association［以下、ECBEA］（エスニッ
ク・コミュニティ団体）による教育支援活動、現地社会への広報活動、文化活動が
活発で、公式ウェブサイト、ソーシャルネットワークサービス（Facebook など）や
出版物からも継承語・継承文化の教育に対する熱意が確認できるということ 
3) 1993 年に継承語教育（heritage language program）から国際語教育（international 
language program）という新しい名称への変更により、言語的マイノリティ児童に
とっての「継承語」「継承語教育」の意味がわかりにくくなった状況下においても、
伝統を重んじて中国語の繁体字（Chinese traditional）と注音符号（Zhu Yin Fu Hao）
を用いて中国語プログラムを運営し、子どもたちへの言語的、文化的継承を尊重し
ていること 
4) 中国語バイリンガルプログラム運営校、コミュニティ団体理事より好意的な調査協
力が得られたこと 
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5) 北米にはこの形態の日本語のプログラムが存在していないこと 
 
本研究では以下の 2 つの研究課題を設定した。 
 
研究課題 1： 言語的マイノリティ児童の母語を授業言語とするユニークな継承語教育
の形態である「国際語（英語／中国語）バイリンガルプログラム」の実
態はどのようであるか。 
Landry & Allard（1991, 1992）の巨視的バイリンガル育成モデルを援用して、以下の 4
つの課題について明らかにする。 
課題(1) エドモントン市（社会）における中国語系グループの活力はどのくらいであるか。
また社会、家庭で児童はどのような言語接触を持っているか。 
図 3-7 (p.43)：【社会的レベル（A-1）】【社会心理的レベル（A-2）】【言語使用（A-4）】 
課題(2) 学校、保護者、ECBEA は児童の二言語学習・習得に対しどのような姿勢で教育
的サポートを行っているか。そして、児童は二言語の EV に対しどのような心的
態度をとっているか。 
図 3-7 (p.43)：【社会心理的レベル（A-2）】【心理的レベル（A-3）】 
課題(3) 3 年生、6 年生の中国語作文力、英語作文力、および学力（教科学習の成果）は学
年相応レベルに到達しているか。そして二言語の関係はどのようになっているか。
図 3-7 (p.43)：【心理的レベル（A-3）】【バイリンガルのタイプ（B）（C）】 
課題(4) 二言語の EV に対する児童の心的態度と作文力にはどのような関係があるか。ま
た作文力と学力はどのように関係しているか。 
 
研究課題 2： 言語的マイノリティ児童生徒教育において、公立学校正課型のバイリン
ガルプログラムの利点と問題点は何か。研究課題 1 をふまえて考察する。 
 
最終的に研究課題 1、2 をふまえ、カナダを含め世界が共通に抱える言語的マイノティ
児童生徒教育のあり方、とりわけ学習言語の育成の観点から教育的提言を行う。 
 
以上の 2 つが本論文の研究課題である。 
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4.2. 調査研究と分析の方法 
 研究課題 1 の課題(1)では、まず言語的マイノリティ集団の EV（活力）に焦点をあて、
英語マジョリティ社会において中国語話者（人的資源）がどのぐらい存在しているか、ま
た、バイリンガルプログラムを運営・支援する ECBEA は社会でどのぐらいの影響力があ
るか（政治的、経済的、文化的資源）について明らかにする。カナダ統計局（Statistics 
Canada）の国勢調査の結果と ECBEA が発刊した活動記録や地域貢献に関する文献、
ECBEA 名誉理事への E メールによるインタビュー、筆者によるエドモントン滞在時の取
材ノートの記述をもとに分析する。 
 次に、中国語バイリンガルプログラム在籍児童［以下、CBP 児童］の英語と中国語への
言語接触に焦点を絞り、とりわけ学校外の社会、家庭における生活言語環境について本研
究用に作成した言語背景調査（添付資料 1）を実施し、児童の言語的背景を分析する。 
 課題(2)は、CBP 児童の英語（現地語）、中国語（継承語）に対する理解・態度、そして
教育委員会、学校、ECBEA、保護者による教育的サポートに焦点をあてる。前者は、CBP
児童が英語の EV と中国語の EV に対してどのような理解・態度をとっているかを本研究
用に作成した質問紙調査（添付資料 2-1, 2-2）によって明らかにする。言語能力、学力の
伸長を支えるルーツの役割を児童の心的態度を通して考察するために統計学的手法（ウィ
ルコクソン符号付順位和検定、因子分析）を用いて分析する。後者は、教育委員会（カリ
キュラムディレクター）、学校（学校長、英語教員、中国語教員）、ECBEA 会長と名誉理
事がどのように中国語バイリンガルプログラム、および CBP 児童と向き合っているか半
構造化インタビュー・自由回答形式インタビューを用いて明らかにする。また、保護者に
対してはアンケートを行う。 
 課題(3)は、CBP 児童の学習言語力と学力のレベルについて調べる。本研究では言語能
力の測定に「書く力」を選んだ。理由は、ALP の提唱者である Cummins 教授が Cummins
（1996）において、作文（Wiring）は対話の相手から情報が出されることがなく、自身で
言語を産出し続けなければならない上に、文脈のまとまりを作り、それを全体で一貫して
構成せねばならず、次に何を話すかを考えることよりも認知力必要度が高く、場面依存度
の低い学習言語力を必要とする言語活動だ（p.68）としていること。また、中島（2013）
によると「書く力」はバイリンガルの二言語共有面が最も多面的であるとされており、言
語能力レベルの測定に加えて二言語間の関係を考察することができるからである。さらに
は、エドモントン市の中国語バイリンガルプログラムで行われた先行研究 Wu（2002）の
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中で、児童は「書くこと」が最も難しいと答えており、どの程度児童が書くことができる
のかを明らかにすることは中国語バイリンガルプログラムにとって意義があると考えたか
らである。これら 3 点の理由から、作文タスク（添付資料 3-1, 3-2, 3-3, 3-4）を英語、中
国語の両言語で行った。作文タスクはアルバータ州統一テスト（Alberta Provincial 
Achievement Test）の英語（LA）の作文課題と同じ形式にし、評価はアルバータ州統一
テストの英語（LA）作文評価ルーブリック（添付資料 4）を用いて行った。評価者は英語、
中国語ともそれぞれの母語話者 2 名で行った。中国語に関しては、中国語の特徴を考慮し
て、EPSB による Highest Level of Achievement Test（Reading（読解）と Writing（作
文）テスト）の中国語作文評価基準（添付資料 6）を参考に英語ルーブリックの形式を踏
襲して行った（添付資料 5）。 
また、学力についてはアルバータ州統一テストの結果（3 年生：英語（LA）、算数の 2
教科、6 年生：英語（LA）、算数、理科、社会の 4 教科）を用いて9、CBP 児童が学年相応
レベルに到達しているかアルバータ州の受験者平均点との比較を通して分析した。  
 課題(4)は、児童の英語の EV、中国語の EV に対する心的態度と作文力の関係、また作
文力と学力がどのように関係しているか、課題(1)から(3)の結果をふまえて、統計学的手法
（相関分析）を用いて分析する。本研究では学校、ECBEA、家庭の 3 点を関連づけて考
察するため、中国語バックグラウンドを持たない児童は分析から除外した。  
 研究課題 2 は、研究課題 1 の実態調査をふまえて、言語的マイノリティ児童生徒教育に
おける公立学校正課型のバイリンガルプログラムの利点と問題点を整理する。 
 最後に、研究課題 1 および研究課題 2 をふまえ、カナダを含め世界が共通に抱える言語
的マイノリティ児童教育のあり方、とりわけ学習言語の育成の観点から教育的提言を行う。 
 
4.3. 調査対象と倫理的配慮 
 ECBEA は、EPSB 管轄の小学校 5 校、中学校 4 校、高等学校 3 校の中国語バイリンガ
ルプログラムを支援している。その中で本研究では、半日パーシャル・イマ―ジョン方式
でバイリンガル教育を行う小学校段階に焦点をあて、調査協力の得られた 2 校（D 校、M
校）を対象に調査を行う。 
                                                   
9 アルバータ州では 3 年、6 年、9 年時に統一学力テストが実施されている。3 年生は英語
（LA）またはフランス語（LA）と算数の 2 科目、6 年生と 9 年生は英語（LA）またはフ
ランス語（LA）と算数、理科、社会の 4 科目で行われる。本研究では D 校学校長よりテ
スト結果の使用許可が得られた 3 年生 17 名、6 年生 16 名のみ分析対象とする。 
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 また、課題 3 のバイリンガルのタイプを分析する上で、統制群として作文力を母語話者
児童（モノリンガル群）と比較をするために、D 校、M 校の英語レギュラープログラム
（English Regular Program）に在籍する児童［以下、ERP 児童］、および台湾の公立小
学校（学校プロフィールは p.80））に通う児童［以下、TW 児童］の作文サンプルのみを
取得した。 
 本研究は、アルバータ州の統一学力テストの実施学年であることから学力との関係も分
析できるということに加え、ALP の発達を考慮し、Cummins（2001）の ALP の発達に最
低でも必要とされる期間の 5 年という時間を 1 つの区切りとして、二言語での学習期間が
5 年に満たない小学校 3 年生と 5 年以上の 6 年生児童を対象に調査を行った。 
 調査協力児童の数は表 4-2 に示すとおりである。 
 
表 4-2 調査協力児童数 
学校 学年 プログラム 児童数 
非継承語 
学習者 
欠席 不認可 協力者数 
D 校 
3 年生 Chinese Bilingual 18 1 0 0 17 
  English Regular 14 ― 0 5 9 
6 年生 Chinese Bilingual 19 1 0 0 18 
  English Regular 13 ― 2 0 11 
M 校 
3 年生 Chinese Bilingual 29 2 3 5 19 
  English Regular 7 ― 0 0 7 
6 年生 Chinese Bilingual 20 0 0 4 16 
  English Regular 13 ― 0 0 13 
台湾 
3 年生 普通科 29 ― 0 0 29 
6 年生 普通科 32 ― 0 0 32 
 
カナダの調査にあたっては、研究で用いる全ての資料と調査内容に関して名古屋外国語
大学大学院規定の倫理性の審査を経た上で、EPSB に研究調査の申請を行い、承認を得た
後、各校の学校長の許可を得た上で行った。児童を対象とした調査（言語背景調査、作文
タスク、態度・動機に関する質問紙調査、学校生活の参与観察）は調査実施前に全ての保
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護者宛に「調査協力のお願い状」を出し、個人名を収集しないこと、収集したデータは学
術目的以外には使用しないことを約束し、保護者の同意（サイン）が得られた児童のみを
対象に調査を行った。学校管理者、教員、ECBEA 理事、カリキュラムディレクター、保
護者を対象とした調査（インタビュー）は直接当人から協力が得られた場合のみ行った。 
統制群としての台湾の調査にあたっては、新北市にある市立 L 小学校に調査協力を依頼
し、学校長と担任教員の許可を得た上で作文サンプルのみ取得した。 
 筆者は 2010 年 1 月から 4 月までの間エドモントン市に在住し、調査の実施および学校
生活の参与観察を行うために D 校、M 校へ通った。学校教育の中で行う調査であるため、
常に教育的配慮に心がけた。また倫理性への配慮のため、全てのデータは個人名ではなく、
通し番号を付けて管理し匿名性を守った。 
 
4.3.1. 調査対象校のプロフィール 
4.3.1.1. エドモントン市（アルバータ州）の学校教育制度 
アルバータ州の学校教育は、小学校 6 年、中学校 3 年、高等学校 3 年の「6-3-3」制で
あり、日本の学校教育と同じ修業年限となっている。就学前の Kindergarten（幼稚園）は
通常 1 年である。義務教育は 6 年間で中学までとなっている。 
 学校教育は、アルバータ州教育省（Alberta Education）の定めるカリキュラムに準拠し、
アルバータ教育省が認定する教員免許を持つ教員が指導にあたる。これは国際語（継承語）
プログラムにおいても同じである。 
 2.2.4.1.で述べたが、バイリンガルプログラムにおいては、1999 年にアルバータ州、マ
ニトバ州、サスカチュワン州の 3 州による西部カナダ基本教育共同協定（WCP）で作成さ
れた『バイリンガルプログラム用カリキュラム―幼稚園～高校 3 年（The Common 
Curriculum Framework for Bilingual Programming in International 
Languages-Kindergarten to Grade 12）』をカリキュラムとして採用している。中国語バ
イリンガルプログラムでは、共通カリキュラムを編集し、中国語プログラム用を作成して
採用している。共通カリキュラムは、国際語（継承語）を幼稚園～6 年生で 50%、中学 1
年～3 年生で 30%、高校 1 年～3 年生で 20%を教科学習で使用すると規定している。カリ
キュラムの概念図として次項の図 4-1が示されている。学習領域は Language Arts（言語）、
Subject area experiences（教科学習）、Culture（文化）の 3 つに分けられている。カリ
キュラムの概要を見ると、バイリンガルプログラムにおける言語（Language Arts）領域
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は、英語、国際語（継承語）と二つにまたがる言語能力（general language component）
と位置づけられ、それぞれの言語ごとに独立した指導と統合的な指導を想定している。英
語については、バイリンガルプログラム向けのカリキュラムにおいても、西部カナダ基本
教育共同協定（WCP）が 1998 年に作成した『共通カリキュラム（英語 Language Arts）
（The Common Curriculum Framework for English Language Arts-Kindergarten to 
Grade 12）』を導入、運用している。つまり、モノリンガル児童と同じカリキュラム、学
習到達目標である。一方で国際語（継承語）については、児童生徒が国際語を使えるよう
になるために必要な言語的要素が学年ごとに段階的に記述されている。二つにまたがる言
語能力（general language component）領域は、言語を使う状況や目的が記され、また児
童生徒が獲得すべき知識、技能、態度について内容を提示している。 
Subject area experiences（教科学習）の領域は、国際語の学習と教科学習の内容を関連
させて行うことの重要性を説いている。教科学習に成功するために必要となる教科学習言
語能力の発達に向けた枠組みを示し、また各学年における学習内容も提示している。 
Culture（文化）の領域は、自己、国際語（継承語）、国際語に関係する文化（継承文化）、
コミュニティ、世界に関連する知識、技能、態度の成長を促進するための指導について説
明している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
WCP（1999, p.3）から引用 
 
 バイリンガルプログラム用カリキュラムでは、英語（Language Arts）を除く 4 つの領
域について、表 4-3 に示す学習到達目標が掲げられている。 
図 4-1 カリキュラム概念図（Conceptual Map） 
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表 4-3 バイリンガルプログラム用カリキュラムの学習到達目標（General learning outcomes） 
言語領域: 言語能力一般（General language） 
1 
児童生徒は、論理的思考や自由な発想、また感情や経験を探求するために聞く、話
す、読む、書く、見通す、表現できること。 
2 
児童生徒は、文学やメディア媒体に対して主観的、また批判的に理解、応答するため
に聞く、話す、読む、書く、見通す、表現できること。 
3 
児童生徒は、アイデアや情報を管理するために聞く、話す、読む、書く、見通す、表現
できること。 
4 
児童生徒は、コミュニケーションの明瞭さや芸術性を豊かにするために聞く、話す、読
む、書く、見通す、表現できること。 
5 
児童生徒は、コミュニティを祝ったり、築いたりするために聞く、話す、読む、書く、見通
す、表現できること。 
言語領域: 国際語（継承語）（Specific language） 
6 
児童生徒は、国際語（継承語）を深く理解し、真価を認めること、また自信を持って国
際語（継承語）が使えること、さらにコミュニケーションや自己的満足、発展的な学習の
ために状況に応じて国際語（継承語）が使えることを目指して国際語（継承語）を習得
すること。 
教科学習領域（Subject area experiences） 
7 児童生徒は、言語と教科の知識、技能、態度を習得すること。 
文化領域（Culture） 
8 
児童生徒は、自己的な成長、満足のため、また互いに依存し合う多様な文化のグロ
ーバル社会に参加したり、貢献したりするために文化を探求し、理解し、その真価を認
められるようになること。 
WCP（1999, pp.6-7.）から引用（筆者日本語訳） 
 
4.3.1.2. 中国語バイリンガルプログラム 
先にも述べたように、エドモントン市のバイリンガルプログラムは半日パーシャル・イ
マージョン方式である。児童は言語別に 2 名の担任教員を持ち、午前は英語、午後は中国
語、またはその逆で学習する。EPSB 管轄の中国語バイリンガルプログラムでは、英語
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（Language Arts）、社会、理科、音楽を英語で学習し、中国語（Language Arts）、算数、
体育、保健、美術、音楽（中国語の楽曲限定）を中国語で学習する。Language Arts［以
下、LA］とは日本の国語科に相当する教科である。 
 D 校で 4 年生と 6 年生の中国語担任教員の時間割を図 4-2 に例示する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-2 の時間割表で空白部分、つまり 4 年生の午後と６年生の午前は英語担任教員
（Partner と呼ばれる）が英語で児童に教科を教えていることになる。この時間割表を見
ると、CBP 児童の 1 日の学校生活が見えてくる。 
 中国語バイリンガルプログラムは公立学校教育の正課であるため、カナダ人すべてに門
戸が開かれている。そのため、プログラム在籍児の中には家庭の背景に中国語のバックグ
ラウンドを持たない児童もいる。 
 
4.3.1.3. D 小学校 
 エドモントン市の北西部に位置する小学校で、英語レギュラープログラムと中国語バイ
リンガルプログラムの 2 つのプログラムを置いている。また、英語幼稚園と中国語バイリ
ンガル幼稚園が併設されている。1994 年に中国語バイリンガルプログラムが設置され、そ
Monday Tuesday Wednesday Thursday Friday Time Monday Tuesday Wednesday Thursday Friday
First Bell 8:38
Chinese L.A. Chinese L.A. Chinese L.A.
Chinese L.A.
/Art Chinese L.A. 8:43−9:15
Chinese L.A. Mathmatics Chinese L.A.
Chinese L.A.
/Art Mathmatics 9:15−9:45
Mathmatics Mathmatics Mathmatics Computer Lab Mathmatics 9:45−10:15
Recess Recess Recess Recess Recess 10:15−10:30 Recess Recess Recess Recess Recess
Gym Chinese L.A. Gym Mathmatics Gym 10:30−11:00
Mathmatics French Health French Health 11:00−11:30
Lunch Lunch Lunch Lunch Lunch 11:30−12:26 Lunch Lunch Lunch Lunch Lunch
12:31−12:45 Chinese L.A. Chinese L.A. Chinese L.A. Chinese L.A. Chinese L.A.
12:45−13:15 Chinese L.A. Library French
Chinese L.A./
Computer Lab French
13:15−13:45 Gym Mathmatics Mathmatics
Mathmatics/
Computer Lab Gym
13:45−14:15 French Mathmatics Music
Mathmatics/
Computer Lab Music
Recess Recess Recess Recess 14:15−14:30 Recess Recess Recess Recess
14:30−15:00 Mathmatics Chinese L.A.
Chinese L.A.
/Art Health
15:00−15:30 Mathmatics
Chinese L.A.
/Art Health
Bilingual Grade4　　　　　　　Room5 Bilingual Grade6　　　　　　Room5
図 4-2 中国語担任教員の 4 年生時間割（午前）と 6 年生時間割（午後） 
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の後は英語プログラムよりもバイリンガルプログラムの方が、児童数が多くなっている。 
 調査を行った 2010 年 1 月時点において校長は中華系バックグラウンドを持たない同校
赴任 2 年目の教員であったが、博士号（教育学）を持ち、バランス・リテラシープログラ
ムや教員研修の強化など積極的に学校改革を行っていた。 
 学校区域は富裕層が多く住むという地域ではなく、ダウンタウンエリア（繁華街・商業
地区）をカバーする一般的な家庭が多い地域である。また、徒歩圏内に EPSB が設立し運
営する施設で、孔子学院の置かれている国際語・手話言語リソースセンタ （ーInternational 
and Signed Languages Resource Centre）がある。 
 
4.3.1.4. M 小学校 
エドモントン市の西部に位置する小学校で、English Regular Program（英語レギュラ
ープログラム）と Chinese Bilingual Program（中国語バイリンガルプログラム）の 2 つ
のプログラムを置いている。また、英語幼稚園と中国語バイリンガル幼稚園が設置されて
いる。児童数は約 300 名でスタッフ数は 30 名である。中国語バイリンガルプログラムが
設置されたのは 1992 年である。 
調査を行った 2010 年 1 月時点において校長は任期 3 年目で、バイリンガルプログラム
を置く学校の中で唯一の中華系バックグラウンドを持つ校長の赴任校である。バイリンガ
ルプログラムへの在学はスクールバスの事情により原則的に西部エリアの児童を優先して
いる。 
 学校区域には北米最大と言われるショッピングセンターがあり、その周辺には富裕層が
多く住んでいる地域である。 
 
4.3.1.5. 台湾の新北市立 L 小学校 
 台湾の首都台北市の西に位置する新北市の市立 L 小学校は、筆者の知人である同校卒業
生によると、台湾の公立小学校の中でも在籍人数が 3000 人以上で 1 学年あたり 10 クラス
以上ある大規模校で歴史と伝統のある学校だという。学校は商業地区の中にあるものの、
学区域の地域柄は一般的であり、富裕層や低所得層が偏って多くいるという地域ではない
ということであった。 
台湾も日本、エドモントン市と同様に小学校 6 年、中学校 3 年、高等学校 3 年の修業年
限である。幼稚園は一般に 2 年～3 年である。 
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第5章 エドモントン市の中国語系グループの活力と CBP 児童の言語接触 
5.1. エドモントン市の人口動態 
 Landry and Allard（1992）は、人的資源（Demographic Capital）の要因をマイノリ
ティが継承語を維持できるか現地語にシフトしてしまうかを決定する要因であると説明し、
それはマイノリティ言語話者の数と地理的分布によって分析可能だとしている。Appel 
and Muysken（1987）は、話者数が減少することはその言語の有用性を下げることにつな
がるため、言語シフトを防ぐためにはマイノリティ言語話者の数が重大な意味を持つと述
べている。その一方で、Paulston（1994）は様々な先行研究を概観し、言語維持において
必要となる話者数を研究者が特定することはできないとも指摘する。 
 これらの先行研究をふまえて本研究では、バイリンガル児童の言語環境を構成する人的
資源（中国語話者）がエドモントン市でどのぐらい存在するのかというその規模に焦点を
あて、カナダ統計局（Statistics Canada）の国勢調査（Census）のデータを用いて分析
する。また同時に、現地語である英語環境を構成する英語話者数、もう一つの公用語であ
るフランス語話者数についても国勢調査のデータを基に比較しながら見ていくこととする。 
カナダ統計局によると、カナダの総人口は 2006 年の国勢調査時点で 3,161 万 2,897 人
であり、2011 年の調査では 3,347 万 6,688 人となっている。エドモントン市が位置する中
西部 3 州で最も西側にあるアルバータ州の人口は、2006 年が 337 万 5,763 人、2011 年は
364 万 5,257 人にまで増加した。アルバータ州の産業は石油鉱業を中心に農業、畜産業、
そして観光業が栄えている。数多くのオイルサンドがあるため、カナダ国内のみならず海
外から多くの企業が石油開発に進出している。 
 アルバータ州には、北部に州都エドモントン市と南部にカルガリー市があり、政治の中
心はエドモントン市、経済の中心はカルガリー市となっている。近年の経済的発展により、
カルガリー市は 2000 年以降人口が 100 万人を超える大都市となり、またエドモントン市
も 80 万人を超え、いまだに増加傾向にある。つまり、アルバータ州の人口の半数以上が
カルガリー市とエドモントン市に集中しているということになる。 
 本研究ではエドモントン市の人的資源について考察するため、まずはエドモントン市の
人口推移について見ていくことにする。以下は、カナダ統計局による 1951 年から 10 年ご
とのエドモントン市の人口推移である。筆者がエドモントン市で調査を行った時点で、最
新の国勢調査は 2006 年のものであったが、現在は 2011 年の国勢調査の結果が公表されて
いる。なお、1961 年、1964 年、1982 年には近隣の地域との吸収合併が行われ、合併後の
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総数で算出されている。 
国勢調査翌年の 2012 年のエドモントン市（City of Edmonton）の独自調査では、人口
は 817,498 人となっており、5,000 人ほど増加が見られる。 
 
表 5-1 エドモントン市の人口推移 
年 人口（人） 
2011 812,201 
2006 730,372 
2001 657,350 
1991 614,665 
1981 521,205 
1971 436,264 
1961 276,018 
1951 169,196 
 
 では、人口 82 万人弱のエ
ドモントン地域にどのぐらい
の中国語使用人口がいるのだ
ろうか。カナダ統計局の国勢
調査では個人の言語に関する
質問が 5 つ設定されている。
実際の調査用紙（日本語版）
の該当部分を図 5-2 に示す。 
はじめに、図 5-2 の質問項
目 13 に該当する「公用語の
知識（knowledge of official 
languages）」についてのデー
タを見てみると、有効回答数
80 万 1,200 人に対して 72 万
図 5-2 カナダ国勢調査 2006 年（日本語版） 
図 5-1 エドモントン市の人口推移グラフ 
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5,920 人が「英語のみ」と回答している。 
「フランス語のみ」と回答したのはわずか 1,075 人で、「英語とフランス語の両方」と回
答したのは 5 万 8,210 人であった。また、「（英語とフランス語の）いずれも会話ができる
ほど話せない」と回答した人が 1 万 5,995 人いる。これをまとめると、エドモントン市の
90%が英語話者で構成されているということになる。 
 次に、図 5-2 の 14、16 に関連する部分であるが、「母語について（detailed mother 
tongue）」を見てみる。単一回答（single responses）78 万 1,210 人を見ると、表 5-2 の
ような結果となっている。 
 
表 5-2 エドモントン市の母語別人口動態 
英語 545,840 69.87% フランス語 16,180 2.07% 
非公用語 219,195 28.06%   
1 中国語 25,780 3.30% 11 ヒンディ語 5,910 0.76% 
2 タガログ語 19,965 2.56% 12 ウルドゥ語 5,570 0.71% 
3 パンジャビ語 18,505 2.37% 13 イタリア語 4,550 0.58% 
4 広東語 13,250 1.70% 14 韓国語 4,115 0.53% 
5 スペイン語 12,940 1.66% 15 ロシア語 3,860 0.49% 
6 アラビア語 11,180 1.43% 16 ポルトガル語 3,700 0.47% 
7 ドイツ語 10,730 1.37% 17 ソマリ語 3,495 0.45% 
8 ウクライナ語 10,310 1.32% 18 ペルシャ語 3,345 0.43% 
9 ポーランド語 8,160 1.04% 19 グジャラート語 3,285 0.42% 
10 ベトナム語 7,835 1.00% 20 オランダ語 2,940 0.38% 
Statistics Canada （2011）を基に作成 
 
非公用語を母語と回答している人が 28.06%おり、中国語を母語と答えたのは 2 万 5,780
人（3.30%）で非公用語の中では最も多い。また広東語と答えた者が 1 万 3,250 人（1.70%）
おり、4 番目に大きな非公用語人口となっている。広東語を中国語の方言として扱えば、3
万 8 千人を超えるエドモントン市民が中国語を母語として使用していることになり、市民
の約 5%を占めることになる。 
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 ただし、複数回答者（multiple responses）が 1 万 9,990 人おり、「英語とフランス語」
は 2,110 人、「英語と非公用語」は 1 万 6,525 人、「フランス語と非公用語」は 945 人、「英
語、フランス語、非公用語」は 410 人となっており、英語に加えて非公用語を使っている
人口も多いことがわかる。 
次に図 5-2（カナダ国勢調査 2006 年（日本語版））の 15(a)に関連する「家庭で最もよ
く話す言語」についてのデータを見る。単一回答（single responses）76 万 2,185 人を見
ると表 5-3 のような結果となっている。 
 
表 5-3 家庭で最もよく話す言語 
英語 634,740 83.28% フランス語 6,550 0.86% 
非公用語 120,890 15.86%   
1 中国語 17,865 2.34% 11 韓国語 3,015 0.40% 
2 パンジャビ語 14,145 1.86% 12 ソマリ語 2,645 0.35% 
3 タガログ語 11,065 1.45% 13 ロシア語 2,440 0.32% 
4 広東語 9,425 1.24% 14 ペルシャ語 2,255 0.30% 
5 スペイン語 7,825 1.03% 15 グジャラート語 1,975 0.26% 
6 アラビア語 6,605 0.87% 16 ウクライナ語 1,715 0.23% 
7 ベトナム語 5,490 0.72% 17 ドイツ語 1,645 0.22% 
8 ウルドゥ語 3,695 0.48% 18 ポルトガル語 1,605 0.21% 
9 ポーランド語 3,595 0.47% 19 イタリア語 1,535 0.20% 
10 ヒンディ語 3,490 0.46% 20 ルーマニア語 1,195 0.16% 
Statistics Canada（2011）を基に作成 
 
家庭で最も話す言語においても、中国語が 1 万 7,865 人（2.34%）で非公用語の中で最
も多く、母語別の人口動態と同様に広東語は 4 番目の大きさである。広東語を方言として
中国語と合わせて考えれば、2 万 5 千人以上が家庭内で中国語を使っていることになり、
全体の約 3.5%を占めることとなる。 
複数回答者（multiple responses）は 3 万 9,015 人おり、「英語とフランス語」は 1,420
人、「英語と非公用語」は 3 万 6,590 人、「フランス語と非公用語」は 365 人、「英語、フ
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ランス語、非公用語」は 635 人となっており、家庭で英語に加えて非公用語を使っている
人口が多いことがわかる。 
最後に、図 5-2（カナダ国勢調査 2006 年（日本語版））の 15(b)に関連する「他に家庭
で日常的に話している言語」についてのデータを見る。有効回答数 80 万 1,200 人に対し
66 万 5,905 人（全有効回答の 83%）が「なし」と答えている。「あり」と答えた単一回答
者（single responses）13 万 2,825 人（全有効回答の 17%）の選択した言語を見ると表 5-4
のような結果となっている。上位 10 言語を表 5-4 に示す。 
  
表 5-4 家庭で日常的に話されている言語（その他） 
英語 53,860 40.55% 
フランス語 8,340 6.28% 
非公用語 70,625 53.17% 
1 タガログ語 5,805 4.37% 
2 中国語 5,610 4.22% 
3 アラビア語 5,555 4.18% 
4 スペイン語 5,270 3.97% 
5 ドイツ語 3,835 2.89% 
6 広東語 3,590 2.70% 
7 ウクライナ語 3,385 2.55% 
8 パンジャビ語 3,340 2.51% 
9 ヒンディ語 3,095 2.33% 
10 ポーランド語 2,535 1.91% 
   Statistics Canada（2011） 
 
家庭で話す言語（その他）においては、タガログ語が最も多く、次に中国語の 5,610 人
（4.22%）である。6 番目の広東語を合わせて考えると、「家庭内で最もよく話す言語」と
いうカテゴリーの他に 9 千人以上が家庭内で中国語を使っていることになる。 
複数回答者（multiple responses）は 2,470 人おり、「英語とフランス語」は 375 人、「英
語と非公用語」は 995 人、「フランス語と非公用語」は 1,070 人、「英語、フランス語、非
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公用語」は 25 人となっている。この項目においては、「フランス語と非公用語」を選択し
た人が多いことがわかる。 
 ここまではカナダ統計局による最新の国勢調査データを基にエドモントン市の人口動態
（母語、家庭で最もよく話す言語、その他に家庭で日常的に話している言語）について明
らかにした。 
児玉（2009）は、1951 年から 10 年ごとのカナダ統計局による国勢調査の結果からエド
モントン市（周辺地区を含む）の母語別マイノリティ住民の割合をまとめている。ただし、
ここで用いられているデータは Edmonton CMA（Census Metropolitan Area）というエ
ドモントン市と近隣の 20 ほどの小地区枠（年ごとに異なる）で算出されたものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           児玉（2009, p.27）から引用 
 
1 ウクライナ語 9.48 1 ウクライナ語 8.30 1 ウクライナ語 6.26
2 ドイツ語 3.70 2 ドイツ語 7.00 2 ドイツ語 5.29
3 ポーランド語 1.66 3 オランダ語 2.32 3 イタリア語 1.36
4 スカンジナビア語 1.64 4 ポーランド語 1.56 4 オランダ語 1.31
5 オランダ語 0.59 5 スカンジナビア語 1.41 5 ポーランド語 1.10
6 イディッシュ語 0.45 6 イタリア語 1.06 6 中国語・日本語 0.91
7 中国語 0.42 7 ハンガリー語 0.49 7 スカンジナビア語 0.76
8 ロシア語 0.37 8 中国語 0.47 8 先住民語 0.37
9 先住民語 0.29 9 先住民語 0.27 9 ハンガリー語 0.37
10 スロバキア語 0.24 10 スロバキア語 0.26 10 クロアチア語他 0.35
1 ウクライナ語 4.78 1 中国語 2.84 1 中国語 2.01
2 ドイツ語 3.60 2 ドイツ語 2.44 2 ドイツ語 1.81
3 中国語 1.97 3 ウクライナ語 2.35 3 ウクライナ語 1.58
4 イタリア語 1.04 4 ポーランド語 1.09 4 広東語 1.36
5 オランダ語 1.01 5 スペイン語 0.71 5 ポーランド語 1.25
6 インド・パキスタン語 0.94 6 オランダ語 0.69 6 パンジャビ語 1.12
7 ポーランド語 0.86 7 イタリア語 0.67 7 フィリピン語 1.01
8 ポルトガル後 0.52 8 ベトナム語 0.57 8 スペイン語 0.95
9 スペイン語 0.50 9 パンジャビ語 0.56 9 ベトナム語 0.86
10 スカンジナビア語 0.44 10 アラビア語 0.48 10 アラビア語 0.75
1951年
%
1961年
%
1971年
%
1981年 1991年 2001年
% % %
表 5-5 エドモントン（CMA）の母語別マイノリティ住民の推移 
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Statistics Canada（2011）を基に児玉（2009）と同様の方法で算出し筆者が作成 
 
表 5-5 を見ると、第 2 章の歴史的変遷で扱ったように、アルバータ州北部のエドモント
ン地域では言語的マイノリティとしてウクライナ系民族が多数を占めていたことがわかる。
1981 年の国勢調査から中国系民族の増加が見られ、1991 年から 2006 年の調査までは中
国系が一定の数を保ってきたといえる。近年になり、フィリピン系やインド、パキスタン
系の民族が増加傾向にあり、タガログ語やパンジャビ語話者が多くなってきているものの、
2001 年の国勢調査からは広東語話者も増えており、広東語を中国語の方言として捉えれば、
現在でも中国系民族が多数を占めていることになる。 
 
5.2. エドモントン市の中国語メディア 
 社会においてマイノリティ言語が活力を失わず、広く使用され続ける文脈では、テレビ
やラジオ、新聞などといったメディアが人的資源や文化的資源の役割の一端を担うもので
ある。そこで、エドモントン市における中国語メディアについて調査したところ、次項の
表 5-7 に示すようにテレビ局 1 局、ラジオ局 1 局、新聞社は 3 社の存在が確認できた。 
 
 
 
人数 人数
1 中国語 2.01 20,555 1 フィリピン語 1.93 22,120
2 ドイツ語 1.81 18,520 2 パンジャビ語 1.69 19,405
3 ウクライナ語 1.58 16,150 3 中国語 1.68 19,270
4 パンジャビ語 1.36 13,905 4 ドイツ語 1.44 16,530
5 広東語 1.25 12,765 5 スペイン語 1.24 14,275
6 フィリピン語 1.12 11,455 6 広東語 1.19 13,595
7 ポーランド語 1.01 10,330 7 ウクライナ語 1.17 13,460
8 スペイン語 0.95 9,695 8 アラビア語 1.03 11,810
9 アラビア語 0.86 8,815 9 ポーランド語 0.81 9,335
10 ベトナム語 0.75 7,715 10 ベトナム語 0.70 8,000
2011年（最新）2006年
人口総数（1,146,600）　%人口総数（1,024,820）　%
表 5-6 母語別マイノリティ住民の推移（直近 2 回） 
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表 5-7 エドモントン市の中国語メディア 
 
 
 
 
 
TV 局の OMNI TV はニュースを中心に中国語（Mandarin）と広東語（Cantonese）で
放送している。ラジオ局の FM101.7 World FM は中国語だけの放送ではないが、中国語
（Mandarin）と広東語（Cantonese）を合わせて 1 日 4 時間程度の中国語番組を放送し
ている。一方、新聞社は 3 社存在し、Chinese Journal（光華報）が中華系の最大の新聞
社である。 
 
5.3. 政治的資源、経済的資源、文化的資源としての ECBEA 
Giles et al.（1977）は、言語集団の活力（EV）を左右する要因として人的、経済的、
政治的、文化的の 4 つの社会構成要因（socio-structural factors）を挙げている。5.1.では
人的資源について国勢調査の結果をもとに分析した。そこで本節においては、経済的、政
治的、文化的の 3 つの資源（capital）に焦点をあて、バイリンガルプログラムを運営・支
援する ECBEA がエドモントン社会でどのような存在があるかを見ていくことにする。 
 
5.3.1. ECBEA の社会的な存在意義 
筆者が 2010 年にエドモントン市で調査を行った際、ECBEA はショッピングモールの
催事スペースや市民ホールのような公共の場で様々なイベントを開催していた。イベント
では必ず ECBEA という団体の宣伝・紹介、また中国系背景を持つ親へのバイリンガルプ
ログラム啓蒙活動を行っていた。イベントにおいて展示されていたパネルの資料（添付資
料 13）、および公式ウェブサイトの情報を参考に ECBEA という団体について次項表 5-8
にまとめた。 
 
 
テレビ OMNI TV
ラジオ FM101.7 World FM
Chinese Journal（光華報）
Edmonton Chinese News（愛華報）
Canadian Chinese Times（加華報）
新聞
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表 5-8 ECBEA の存在と活動 
団体の性格 
・中国語バイリンガルプログラムの保護者によるボランティア団体 
・5 名の理事が中心となって運営 
・「アルバータ社会法（Societies Act of Alberta）」で正式に団体として登録 
・カナダ税務局（Revenue Canada）には慈善団体認可を受ける 
構成員 
・EPSB 管轄の公立学校における中国語バイリンガルプログラムに在籍する
保護者によって構成（バイリンガルプログラムに入学した児童生徒の親は
自動的に加入） 
入会意義 
・団体としてバイリンガルプログラムを支援 
・保護者からの声を基に EPSB（教育委員会）や Alberta Learning（アルバ
ータ州教育省）、各種行政機関（all levels of government）と対話が可能 
所在 
・事務所はなく、私書箱と公式ウェブサイトを通したインターネットでの情報共
有を行い、各学校に ECBEA の役員を置く 
活動目的 
・中国語と中国文化の学習や理解を促進 
・英語／中国語バイリンガルプログラム（小学校）、中国語（Language Arts）
プログラム（小学校バイリンガルプログラム卒業者向け中学、高校プログラ
ム）の拡張や新たなプログラムの創設支援 
・児童生徒の募集活動をコーディネイト 
・保護者を代表し、団体全体の声、意見として役立つ 
・中国語バイリンガルプログラムに関係する全ての事柄について EPSB との
連絡役となる 
・利用可能な公的メディアを使って、中国語教育のプロモーションを行う 
・催事などで要請があった場合に、ボランティアサポートを派遣する 
児童生徒募集 
・テレビ、ラジオ、新聞、プロモーション DVD など様々なメディア媒体での広
報活動 
・動画投稿サイト YouTube や SNS サイト Facebook、Twitter などを用いた
宣伝活動 
・公共スペースでの催事における宣伝活動 
・EPSB による広告活動 
財政的支援 
・中国語教育に必要なリソース（教材、教具）を充実させるため、また中国の
伝統文化や中国語を継承する上で役に立つものの購入など、様々な物的
支援 
・優秀な児童生徒を表彰し、奨学金を授与 
 
ECBEA の存在意義として大きく 3 つの点が挙げられる。1 つは、組織としてまとまる
ことによってアルバータ州教育省やEPSBなど政府と活動計画のすり合わせができるとい
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うことである。2 点目は、保護者間での情報共有や財政的な支援を含めた中国語教育の充
実、促進である。近年では、優秀な児童生徒に対する奨学金の授与というのも大きな役割
となっている。最後は、プログラムの維持、継続のための児童生徒募集を行うことである。
中国語背景を持つ家庭の子弟はもちろんのこと、中国語背景を持たない家庭にもプログラ
ムを認知してもらい、入学を検討させる役割を担う。 
 このような活動を精力的に行うためには、運営資金の調達が必要となる。どのように運
営資金を捻出しているのかを調べてみると、催事や公営カジノでの資金集めやスポンサー
企業からの寄付金が大きな資金源となっている。添付資料 14 にあるように、スポンサー
によってゴールド、シルバー、ブロンズなどとランク付けして謝辞を示している点がユニ
ークだといえる。 
 
5.3.2. ECBEA による中国語バイリンガルプログラムのプロモーション活動 
 ECBEA は中国語バイリンガルプログラムを支援している団体であるが、バイリンガル
プログラムをどのように意義づけて保護者への啓蒙活動を行っているのだろうか。プログ
ラムの紹介、また現在までに得られているプログラムの成果など ECBEA が概要を記述し
た紹介ボード（添付資料 13）を表 5-9 にまとめた。 
 
表 5-9 ECBEA によるバイリンガルプログラムの概要説明 
概要 
・中国語バイリンガルプログラムは、アルバータ州のカリキュラムガイドラインに
準拠し、英語と中国語の両方を学ぶ機会を提供 
・幼稚園から高校卒業まで EPSB が継続的に保障 
・全ての授業は公立学校教育の正規課程 
児童の 
プロフィール 
・幼稚園から高校までの在籍児童のプロフィールは、1 世、準 1 世、2 世にあた
る中国系移住者子弟、早期移民の子ども（3 世以降）、国際結婚家庭の子ど
も、中華系背景のない子ども、中華系背景のない家庭に養子縁組された中華
系背景を持つ子ども 
教員の 
プロフィール 
・2010 年の時点で、小学校 30 名、中学校 6 名、高校 5 名、中国語のティーチ
ングアシスタント 6 名の合計 47 名の中国語バイリンガル教員数 
・中国語教員 47 名のうち 4 名が本プログラムの卒業生 
・バイリンガル教員になるための資格は、アルバータ州の教員免許状保持者で
あること、言語技能がすぐれていること、言語能力テストに合格していること、
第二言語教育のトレーニングを受けているか経験を持っていること、また熱意
があり活発で、創造力に富むこと 
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幼稚園 
・月曜日から金曜日までの半日授業 
・英語と中国語で授業（隔日の言語切替） 
・目標は社会的、体力的、知的な発達と言語能力の発達 
・幼稚園の段階では中国語の知識が全くなくてもプログラムに入学可能 
小学校 
・半日パーシャル・イマ―ジョン方式のバイリンガル教育 
・英語と中国語を 50/50（%）授業言語として使用した教科学習 
・英語で学ぶ教科：「英語（LA）、理科、社会、美術、音楽」 
・中国語で学ぶ教科：「中国語（LA）、算数、保健、体育、音楽」 
・小学校１年の段階では中国語の知識がゼロでもプログラムに入学可能 
中学校 
・「中国語（LA）」として 1 つの教科と位置づけられ、特に会話におけるコミュニ
ケーション能力の向上を目指した単位修得コース 
・学習する内容は、短編の物語や小説、劇、詩、芸術、文化活動、コンピュー
タ、パソコンの中国語文字入力など 
・小学校のバイリンガルプログラムからの継続学習が可能なカリキュラムを編
成 
・1 週間のうち約 30%を中国語で学習 
・時間数では計 300 分／週 
高校 
・中学で「中国語（LA）」コース履修者の継続プログラム 
・1 週間のうち約 15%を中国語で学習 
・時間数では計 150 分／週 
・高校の「中国語（LA）科目は国際バカロレアプログラムに準拠するようにデザ
インされた単位修得コースになっており、修了者には「国際バカロレアプログラ
ム修了証」を授与 
成果 
・ECBEA は EPSB によるアルバータ州統一テストの結果分析データを用い
て、プログラムの成果について一般に公開 
・バイリンガルプログラムに在籍する 2001～2004 年の３年生児童 516 名、
2004～2007 年の６年生児童 518 名が調査対象となり、ESPB 管轄の英語
レギュラープログラム在籍児童とのアルバータ州統一テストの結果を比較 
- ３年生段階では英語レギュラープログラムの平均と同等の結果であり、標準
偏差はバイリンガル児童の方が低くばらつきが少ない 
- ６年生段階ではバイリンガルプログラム児童の平均が英語レギュラープログ
ラム児童をやや上回っている（※本研究第 7 章の結果とは異なる結果） 
- ３年時に比べて標準偏差は低くなっており、ばらつきなく良好な成績をとって
いるものと考察可能 
 
ECBEA によるバイリンガルプログラムの概要記述をまとめると、まず第 1 に児童が公
立学校の正課で英語と中国語の両言語を使って学校教育が受けられること、そして幼稚園
から高校まで継続的に学習が可能であることが挙げられる。保護者は長期的なビジョンで
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子どもの入学を検討できる。また、教員はアルバータ州の教員免許を持つ有資格者であり、
中には本プログラムの卒業生もいる。この点は保護者にとっては子どもを預ける上で安心
材料となる。さらに、高校プログラムまで積み上げて学習に成功すれば「国際バカロレア
プログラム」の認定が受けられ、中国語の力が国際レベルで評価されることなど保護者が
プログラムを前向きに検討できるようにプロモーションが行われている。 
 
5.3.3. ECBEA の歴史的経緯 
 ECBEA がどのように中国語バイリンガルプログラムを運営・支援し、エスニック・コ
ミュニティとして発展してきたか、ECBEA の設立 25 周年を記念して発刊された ECBEA
（2007）『Talk to The World』（pp.12-19）に掲載されている文書（Highlights & Historical 
Notes of Edmonton’s Chinese Bilingual Program）を参考に、歴史を遡って概観する。 
・中国語バイリンガルプログラムの立ち上がり期（1980 年代） 
 1980 年にアルバータ大学の卒業生が集う中華系卒業生の会（Chinese Graduates 
Association of Alberta）の教育に熱心な会員から、中国語バイリンガルプログラム設立の
提案が出された。1982 年 4 月に Edmonton Chinese Kindergarten Association［以下、
ECKA］（エドモントン中文幼稚園協会）を設立し、同年にアルバータ教育省より中国語バ
イリンガル幼稚園の運営認可を得て、北部の Glengarry 小学校と南部の Strathearn 小学
校の教室を借用し、私立バイリンガル幼稚園をパイロットプロジェクトとして運営した。
この私立バイリンガル幼稚園は 1 年目で実行可能性を証明することができ、EPSB によっ
て運営引き継ぎが正式に承認された。 
1983 年に EPSB の管轄で、幼稚園クラスと小学校 1 年のクラスが北部の Kildare 小学
校と南部の Meyonohk 小学校に設置された。同年、Alberta Societies Act（アルバータ社
会団体法案条例）に基づき、ECKAはEdmonton Chinese Bilingual Education Association
（ECBEA）となった。 
 1989 年には小学校プログラムの卒業生を対象とした中国語（LA）コースが Ottewell
中学校に開設され、1992 年には中学校プログラムの卒業生を対象とした中国語（LA）コ
ースが McNally 高校に開設された。 
・姉妹校締結と国際バカロレアプログラム（1990 年代） 
1991 年、中国語バイリンガルプログラム校では初となる姉妹校関係が Meyonohk 小学
校と中国のハルピン師範付属小学校で結ばれた。カナダの公立学校が中国の学校と姉妹校
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関係を結ぶことは政治的に大きなイベントだといえる。翌年の 1992 年に中学校の第 1 校
目となる姉妹校関係が Ottewell中学校と中国ハルピンの 113地区中学校で結ばれた。1995
年、高校の第 1 校目の姉妹校関係が McNally 高校と中国ハルピン市の XiaoHong 高校で締
結された。これによりエドモントン市の中国語バイリンガルプログラム設置の小中高で中
国の小中高と姉妹校関係を持つことになった。 
1995 年に中国語バイリンガルプログラムは、幼稚園から高校 3 年生（Grade 12）まで
全学年のプログラムが開講し、小中高を一貫とした継続教育プログラムが完成した。同年
の高校プログラム第 1 期卒業生の中に「国際バカロレアプログラム」の「中国語」の修了
証（certificate）取得第 1 号が誕生し、また多くの生徒が「国際バカロレア」の証書（diploma）
を取得した。本プログラムが国際レベルで認められる人材育成が可能となった瞬間である。 
・カリキュラム改善と簡体字／ピンインの導入の検討（2000 年代前期） 
2000 年に入り、EPSB は中国語バイリンガルプログラムの改善の検討と簡体字とピンイ
ンの導入の是非、およびその時期について議論するため、中国語カリキュラム委員を立ち
上げた。同年 10 月 29 日に公共図書館において EPSB 主催で行われた中国語バイリンガル
プログラムのカリキュラム編成計画に関する公開説明会には、200 人を超える保護者が参
加した。 
・卒業生による教育実習（2000 年代前期） 
2001 年、1997 年の中国語バイリンガルプログラム卒業生 2 名が Kildare 小学校と
Dovercourt 小学校で教育実習を行った。EPSB と ECBEA が育てた言語資源が、教員（カ
ナダの人的資源）として社会に踏み出す第一歩についた瞬間である。 
・アルバータ州の中華系団体の中核組織へ（2000 年代前期） 
2002 年、ECBEA はアルバータ州の中国語教育協会の覚書に署名し、これにより協会メ
ンバー間はもちろんのこと、中国語教育に関心を持つ全ての人々（親のコミュニティ、教
員グループ、ビジネス、州政府、連邦政府、国外の政府）のコミュニケーションや連絡の
やりとりを掌握することができるようになった。 
・奨学基金の創設と公共図書館との連携（2000 年代中期） 
1996 年より成績優秀児童に対し奨学金の授与を行ってきたが、2005 年のエドモントン
市とアルバータ州 100 周年記念の折に、奨学基金を創設した。 
また、2005 年には ECBEA、EPSB、及びエドモントン市公立図書館が共同で子ども向
けの本を含めたより幅広い分野の中国語の資料を蔵書すること、そしてそれらの書籍に公
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共図書館のシステム上でアクセスできるようにする計画が進められた。同年、オタワの中
国大使館、カルガリーの中国領事館は$25,000 相当の中国語の書籍を寄贈した。大使館や
領事館からの寄贈によって公共図書館と ECBEA の協力関係がより強いものになり、現在
も一般市民がアクセスできる資料として蔵書されている。 
・中国政府との連携（2000 年代後期） 
2006 年、中国政府によって行われる「HSK（漢語能力試験）」のパイロットテスト実施
機関の北米地域代表としてエドモントン市の中国語バイリンガルプログラムが選ばれた。
この試験の上級に合格した生徒は卒業後に中国の大学に入学する申請ができる上、中国政
府からの奨学金も受けることが出来る。 
また、学校長は中国語バイリンガルプログラムの管理者として、中国、中国語への理解
が必要不可欠であるという認識のもと、エドモントン市公立学校の学校長 8 名は中国と中
国文化を学ぶため、北京、西安、上海で２週間の研修を行った。この訪問は HSK を運営
する Hanban 協会（The Office of Chinese Language Council International）によって費
用が拠出され、また全ての手配がなされたものである。 
また、エドモントン孔子学院10のウェブサイトによれば、孔子学院の先がけ団体が 2007
年からエドモントン市での中国語教育支援を開始し、2011 年に「エドモントン孔子学院
（Confucius Institute in Edmonton）」として正式に設立されている。 
 
5.3.4. ECBEA の名誉理事（現：Awards & Scholarship Committee）のインタビュー調査 
 本研究では、ECBEA がエドモントン社会においてどのように力を持つようになったの
か、カナダの中華系民族と ECBEA の長い歴史と歩みを知る名誉理事 W 氏に E メールに
よるインタビュー調査を行った。ECBEA 理事の W 氏は 1988 年より ECBEA の仕事に携
わっており、現在に至っても役員を務める唯一の人物である。自身の子ども 3 人を中国語
バイリンガルプログラムに通わせており、子どもの卒業後である現在も ECBEA の仕事を
献身的に行っている。 
 W 氏の ECBEA での略歴は次項に示すとおりである。 
 
                                                   
10 孔子学院とは、中国が中国国外の教育機関と提携し、中国語や中国文化の教育および普
及活動、中国との友好関係構築を目的に設立した公的機関である。孔子の名を冠している
があくまでも語学教育機関であって、儒学教育機関ではない。 
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 インタビューの回答を「政治的」「経済的」「文化的」の 3 点で整理し、以下に記述する。 
 
5.3.4.1. 政治的な影響力について 
政治的な力を持つための最初の事業は、中国語バイリンガルプログラムの基となる幼稚
園パイロットプログラムの運営許可を EPSB に承認してもらうことであり、プログラムの
実行可能性と拡張可能性が認められ、教育委員会にプログラムの管轄が移行したことで
ECBEA の政治的な力は強まっていった。 
ECBEA がさらなる発展を遂げるためには、学校ごとに、そして学年を追って成長して
きた中国語バイリンガルプログラムのように、新たな関係づくり（教育者、学校管理者、
行政機関）が必要である。また、議員選挙の後には社会状況は一変するため、あらゆる行
政機関に ECBEA を知ってもらうよう努めることが重要だといえる。 
カナダは教育行政が州政府の管轄であるため、アルバータ州教育省が州全体の教育委員
会を統括する政府機関であり、ECBEA にとってはアルバータ教育省が直轄する EPSB が
政府組織の 1 つと位置づけられる。そのため、予算カットや中国語教育の大幅な変更など
中国語バリンガルプログラムにマイナスの影響を与える可能性のある懸念事項に対しては
ECBEA が責任を持って EPSB を中心とした行政関係機関に説明、説得を行ってきた実績
がある。 
一方で、社会的な影響力を保つために ECBEA を世間一般に認知させること、つまりプ
ロモーション活動の重要性を認識する必要がある。ECBEA の名前を出版メディアに掲載
し、人目に触れるようにすることによって、社会的な力を持つことにつながってきた。そ
して、それがデジタルの世界、つまりインターネットにつながった時、中国語バイリンガ
ル教育に寄せられる関心には境界線がなくなり、他の教育委員会管轄の学校や他州の学校、
またカナダ国内のみならず海外などの関心を集めることができる。 
さらに、孔子学院がエドモントン市に設置された背景には、中国語バイリンガルプログ
1988-1990 ECBEA Director 
1990-1992 ECBEA Secretary 
1992-1993 ECBEA Vice-President 
1993-1994 ECBEA President 
2004-2013 ECBEA Awards & Scholarship Committee 
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ラムの成功が大きく貢献しているのである。 
 
5.3.4.2. 経済的な影響力について 
ECBEA は非営利団体であり、メンバーがお金を支払うことは一切ない。ECBEA の運
営理事もボランティアであり、理事に給料などが支払われることもない。そのため、
ECBEA はプロモーション活動と学校の教育資源を充実させるための資金集め（fund 
rasing）を行っている。ECBEA は 1984 年に登録慈善団体として認められ、団体が金銭的
寄付を受け入れることができるようになった。また、資金集めの主たる方法は公営カジノ
での資金集めである。カジノで集めた資金は、その使用用途が市に厳しく監査されるため、
プロモーション活動、奨学金、中国語バイリンガルプログラムを設置する公立学校におい
て中国語学習をより充実させるための教育資源に限定して使われている。 
また、1990 年に ECBEA は、成績優良児童生徒を表彰する奨学金制度を創設した。こ
れが経済的資源を作ることにつながったのだという。なぜなら、ECBEA は財源を作るた
め、企業に奨学金のスポンサーとなるよう金銭的援助を頼み、コミュニティ団体や個人か
ら奨学金のための資金提供を受けたからである。1996 年以来、$135,000 以上の奨学金を
優秀な児童生徒に授与している。さらに、ECBEA が主催するイベントにおいては、ボラ
ンティアスタッフとして参加する児童生徒のために地元企業に弁当（食事）代の寄付を依
頼し、その代わりに人の集まるイベントで広告を掲示して地元企業を宣伝するなど、上手
く地域ビジネスを巻き込んでいる。 
さらに、中国の Hunbun 協会はエドモントン孔子学院を通してエドモントン市の中国語
バイリンガルプログラムに中国語学習のための非常に多くの教育リソースを提供している。
その背景には中国教育省（Chinese Education officials）がエドモントン市の中国語バイ
リンガルプログラムを中国国外における最高峰の中国語プログラムだと評価したことがあ
るようだ。 
 
5.3.4.3. 文化的な影響力について 
ECBEA は中国旧正月（Chinese New Year）のような公的イベントを主催したり、他の
コミュニティグループによる催事にも参加している。地元のテレビや新聞で大々的に取り
上げられるような文化イベントを定期的に行っている。また、ECBEA は中国語バイリン
ガルプログラムを設置する全ての学校における書道、中国音楽、中国舞踊、中国チェス、
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中国武道、獅子踊り、龍踊りのような文化活動を支援している。 
ECBEA の人材募集方針はプログラムの児童生徒や卒業生から採用するのだという。そ
のため、実際に卒業生が出身校のバイリンガルプログラムの中国語教員になっており、ま
た多くの卒業生が、放課後や昼休憩の間に中国舞踊のような特別カリキュラムの文化活動
を教えている。 
そして、ECBEA はエドモントン孔子学院の助言役員会（Advisory Council）のメンバ
ーであり、教育資源の提供、中国文化の教員派遣、YCT や HSK テスト11の運営、奨学金、
教育プロジェクトへの協力など孔子学院にバイリンガルプログラムの支援を要請すること
ができる。 
さらには、近年、アルバータ大学の東アジア学科に中国語コースが開講され、これは実
質的に中国語リンガルプログラム卒業生向けの高等教育コースなのだという。バイリンガ
ルプログラムの卒業生が高等教育機関でも継続的に中国語・中国文化を学ぶことができる
ようになっているのである。 
 
5.3.5. まとめと考察 
 エドモントン市の人口動態を中華系の人的資源の規模の観点からまとめると、第二の公
用語であるフランス語の話者数と比べても、非公用語の中で比べても、中国語と広東語を
合わせた話者数は極めて多い。圧倒的な規模の英語話者数ではあるものの、マイノリティ
言語の中ではエドモントン地域において広く中国語、および漢字圏文化が浸透しているも
のと考えることができる。かつてはウクライナ系民族が圧倒的に多かったエドモントン社
会も現在は中国系やフィリピン系の移民が人口構成する社会に移り変わりつつある。 
大きな中華系の人的資源が存在するエドモントン社会に ECBEA が団体として存在する
ことの意義、また、バイリンガルプログラムのプロモーション活動、ファンドレイジング
活動など、中国語バイリンガル教育を積極的に支援している種々の活動を現地調査で見る
ことができた。政治的にも経済的にも文化的にも中国語の価値づけを徹底して行っている。
中国語バイリンガルプログラムを設置する学校と中国本土の学校で姉妹校関係を締結した
り、団体の力を最大限活用し、マジョリティ社会を巻き込む形で、カナダで中国語・中国
                                                   
11 YCT（Youth Chinese Test）、HSK（Hanyu Shuiping Kaoshi）は中国政府公認の中国
語検定試験。CEFR（ヨーロッパ言語共通参照枠）に準拠した世界共通基準の試験。母語
が中国語ではない若者（29 歳以下）を対象としている。 
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文化の価値を高めている。 
 5.3.3.で概観した ECBEA の通時的な歩みや 5.3.4.で整理した W 氏のインタビューの内
容から、ECBEA は時に政治団体であり、またビジネス団体であり、そして文化活動団体
であるということができよう。状況に応じて組織を使い分けているのである。ただし、あ
くまでもその目的は子どもたちの教育支援（バイリンガル教育の支援）であり、未来の子
どもを育てるという点で地域社会を上手く取り込んでいるものと考えられる。  
 
5.4. 社会環境、家庭環境における児童の言語接触 
 「巨視的バイリンガル育成モデル」の社会心理的レベルをふまえ、二言語の接触ネット
ワーク[INLC］（二言語接触ネットワーク）の「対人関係（Interpersonal Contacts）」、す
なわち言語接触について明らかにしていきたい。 
 
5.4.1. 言語環境調査 
本研究ではバイリンガルプログラムに在籍する 3 年生児童 36 名と 6 年生児童 34 名を対
象に中国語担任教員立会いの下、紙面による言語背景調査（添付資料 1）を行った。言語
背景調査は、「出生地」「小学校入学前（幼稚園）の言語環境」「家庭での言語使用」「中国
語圏への渡航機会」「コミュニティイベントの参加頻度」などで構成した。調査には筆者も
立ち会った。 
 
5.4.1.1. 児童の出生地 
3 年生、6 年生の児童の出生地は図 5-4、図 5-3 に示す通りである。 
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図 5-4 3 年生児童の出生地 
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図 5-3 6 年生児童の出生地 
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3 年生、6 年生ともにカナダ生まれがほとんどであるが、中国、台湾、香港生まれの児
童が数名在籍している。3 年生は中国語圏からの入国児童だけであったが、6 年生ではス
ウェーデン生まれの児童もいた。 
 カナダへの入国時期については、3 年生の中国生まれ 4 名のうち 2 名が幼稚園入園前、
あとの 2 名は小学 1 年時と回答している。3 年生の台湾生まれの児童は幼稚園時と回答し
ている。6 年生については、中国生まれの 2 名が幼稚園入園前、あとの 2 名は小学 4 年時
と答えている。また、台湾生まれの児童は 1 名が４年時、もう 1 名は 6 年時であり入国後
数ヶ月という児童がいた。香港生まれの児童は 2 年時と回答している。スウェーデンで生
まれたと答えた児童は幼稚園入園前にカナダに入国したと答えている。学年別に入国時期
をまとめると表 5-10 のようになる。 
 
表 5-10 カナダ生まれ以外の児童のカナダ入国時期 
3 年生 6 年生 
出生地 入国時期 出生地 入国時期 
中国 幼稚園入園前 中国 幼稚園入園前 
中国 幼稚園入園前 中国 幼稚園入園前 
中国 小学校 1 年生 中国 小学校 4 年生 
中国 小学校 1 年生 中国 小学校 4 年生 
台湾 幼稚園 台湾 幼稚園 
  
台湾 幼稚園 
香港 小学校 2 年生 
スウェーデン 幼稚園入園前 
 
5.4.1.2. 幼稚園の学習言語 
3 年生、6 年生の幼稚園時の学習言語は次項の図 5-5、図 5-6 に示す通りである。 
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3 年生児童のほとんどが小学校附属の中国語のバイリンガル幼稚園プログラムに通って
いるのに対して、6 年生児童は約 25%にあたる児童 9 名が幼稚園時期に中国語で学習をし
ていない。 
3 年生は小学校 1 年で入国した 2 名の児童が中国語のみの幼稚園に通っており、幼稚園
入園前に入国した児童 1 名とカナダ生まれの児童 1 名は英語のみの幼稚園に通っている。
英語のみの幼稚園に通い、途中でバイリンガル幼稚園プログラムに転入したという 2 名の
児童はいずれもカナダ生まれであった。 
 
5.4.1.3. 幼稚園と小学校の接続 
 3 年生、6 年生の児童の幼稚園と小学校の進学状況は次項図 5-7 のに示す通りである。
図中の K は Kindergarten（幼稚園）を示し、CBP は中国語バイリンガルプログラムを示
す。 
D 校、M 校ともに 3 年生の多くが附属の幼稚園プログラムから持ち上がりで入学してい
ることがわかる。しかしながら、英語校の幼稚園プログラムを修了したあとに中国語バイ
リンガルプログラムの 1 学年に入学する児童がいることも確認できる。D 校には他校の中
国語バイリンガル幼稚園から入学した児童が 2 名いたが、M 校にはいなかった。 
6 年生は D 校と M 校で実態の違いが見受けられる。D 校では 3 年生と同様に児童のほ
とんどが附属の幼稚園から入学しているのに対し、M 校では転入生が多い。これは M 校
の学校長が中華系背景を持っていることが関係しているものと考えられる。中国語圏より
カナダに移住してきたばかりの家族にとっては、学校長が中国語で対応できるということ
は強い心の拠り所となろう。 
22
8
3 1
6年生幼稚園の学習言語
英中両言語
英語のみ
中国語のみ
その他
図 5-5 3 年生 幼稚園の学習言語 
30
2
2 2
3年生幼稚園の学習言語
英中両言語
英語のみ
中国語のみ
英語のみ→
両言語転入
図 5-6 6 年生 幼稚園の学習言語 
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5.4.1.4. 家庭内での使用言語 
 3 年生、6 年生の児童の家庭内での使用言語は図 5-8、図 5-9 に示す通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「家庭で何語を使いますか」という質問に対し「英語のみ」「中国語のみ」「中国語と英
語」「その他」の 4 つの選択肢を用意し、「その他」には該当言語の記入欄を設けた。 
4
5
20
3 1 1
6年生
英語のみ
中国語のみ
中国語と英語
英・中・ベトナム語
英・中・マレーシア語
タガログ語
3
2
29
2
3年生
英語のみ
中国語のみ
中国語と英語
英・中・ベトナム語
15
0
1 1
2
M校3年生
同校から持ち上がり
他校CBPのKから
英語校のKから
中国から転入
13
2
1 1
D校3年生
同校から持ち上がり
他校CBPのKから
英語校のKから
中国から転入
13
1
3
1
D校6年生
同校から持ち上がり
他校CBPのKから
英語校のKから
台湾から転入
5
25
1
1
1 1
M校6年生
同校から持ち上がり
他校CBPのKから
英語校のKから
中国から転入
香港から転入
台湾から転入
その他
図 5-8 3 年生の家庭内での使用言語 図 5-9 6 年生の家庭内での使用言語 
図 5-7 3 年生（左）と 6 年生（右）の幼小接続 
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 両学年とも家での使用言語は「中国語と英語」が最も多く、家庭においてもほとんどの
児童がバイリンガル環境にあることが確認できる。英語と中国語以外にもベトナム語やマ
レーシア語、タガログ語を使用している児童も見受けられた。全体で見ると「英語のみ」
「中国語のみ」と回答した児童は少ない。 
 本節では以下、家庭内、祖父母間、友人知人とのコミュニケーションについて詳細を記
すこととする。 
 
5.4.1.4.1. 家庭内での両親とのコミュニケーション言語 
 母親、父親の順に記す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
母親と使用する言語を 4 技能に分けて記述回答形式で記入してもらった。ただし、児童
によっては設問の意味が理解しにくい可能性があったため、担任教員の口頭説明により、
「母親の話を聞く時」「母親に話す時」「母親のメモやメッセージなどを読む時」「母親にメ
モやメッセージを書く時」というように言語活動場面を具体化して提示した。しかし、英
語、中国語を混用しているのか、それとも相手によってしっかりと使い分けているのかな
ど具体的にどのような使い方をしているのかについては本調査では明らかにすることはで
9
17
8
1
聞く
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
ベトナム語のみ
8
16
10
1
話す
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
ベトナム語のみ
22
3
9
1
読む
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
英・中・ベトナム
語
218
5
1
書く
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
ベトナム語のみ
図 5-10 母親との使用言語 （3 年生 35 名）［1 名未回答］ 
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きなかった。 
 図 5-10 に示すように 3 年生の約半数の家庭で母親との口頭会話（「聞く」「話す」）にお
いて中国語（方言を含む）を用いたコミュニケーションが行われている。英語と中国語の
両言語を使うと回答した児童を合わせると 70%以上の家庭で母親との会話に中国語が使
用されていることになる。しかしながら、文字を媒介とした「読む」「書く」となると、
60%以上が英語のみでのコミュニケーションとなっており、口頭会話と文字を通したコミ
ュニケーションの使用言語の差が浮き彫りになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 図 5-11 は 6 年生であるが、口頭会話は「英語と中国語」の両言語を記入した児童が最
も多かった。「聞く」と「話す」を比較してみると、「聞く」では全体の 32%にあたる 11
名の児童が「中国語」のみと回答しているが、「話す」では 17%にあたる 6 名が「中国語」
のみと回答しており、聞くことに対して話すことは約半数になっている。「英語と中国語」
の両言語使用の分布が広がっていることから、英語と中国語の混用の可能性が考えられる。
つまり、母親が中国語で話しかけるのに対して、英語で返答する児童が多くなっているの
ではないかと推察される。3 年生では見られない現象である。文字を媒介とする「読む」
「書く」においても、「英語のみ」が大半であった 3 年生と異なり、「英語と中国語」の両
図 5-11 母親との使用言語 （6 年生 34 名） 
6
1114
1 1 1
聞く
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
ベトナム語のみ
英・中・ベトナム語
タガログ語のみ
11
417
1 1
読む
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
英・中・ベトナム語
タガログ語のみ
4 6
22
1 1
話す
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
英・中・ベトナム語
タガログ語のみ
14
3
15
1 1
書く
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
英・中・ベトナム語
タガログ語のみ
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言語を記述した児童が半数程度となっている。学年を経て、中国語の文字を通した言語活
動が広がっているものだと考えられる。 
次に、父親と使用する言語を 4 技能に分けて記述回答形式で記入してもらった。回答方
法は母親の場合と同じである。 
 図 5-12 で示すように、3 年生の約半数の家庭で父親との口頭会話で中国語（方言を含
む）が用いられている。英語と中国語の両言語を使うと回答した児童を合わせると 60%以
上の家庭で父親と中国語が使用されていることになる。しかし、母親との口頭会話と比べ
ると、中国語の使用率はやや低くなっている。一方、文字を媒介とする「読む」「書く」と
なると、半数以上が英語のみとなっている。また、3 年生の読み書きにおいては、両言語
使用よりも中国語のみという回答が倍以上多い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
11
15
9
1
聞く
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
ベトナム語のみ
13
16
6
1
話す
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
ベトナム語のみ
2011
5
読む
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
20
13
3
書く
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
図 5-12 父親との使用言語 （3 年生 36 名） 
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 図 5-13 は 6 年生であるが、「聞く」「話す」は「英語と中国語」の両言語を回答した児
童が最も多かった。口頭会話を比較すると、「聞く」は全体の 36%にあたる 11 名の児童が
「中国語」のみと回答しているのに対し、「話す」は 19%（6 名）にあたる 6 名のみと約
半数になっている。「英語と中国語」の両言語使用の分布が広がっていることから、英語と
中国語の混用の可能性考えられる。つまり、父親との会話においても、父親が中国語で話
しかけるのに対して、英語で返答する児童が多くなっているのではないかと推察される。
文字を媒介とする「読む」「書く」においては、両言語と答えた児童が極めて少なかった 3
年生に比べて、6 年生ではかなり多くなっている。学年を経て両言語の読み書きの力がつ
いてきているのではないかと推察される。 
 
5.4.1.4.2. 家庭内での兄弟姉妹とのコミュニケーション言語 
次に兄弟姉妹間、祖父母間、学外の友人・知人との中国語使用について見てみる。「兄
弟、姉妹との会話において中国語（方言を含む）を使用する機会がありますか」、「あなた
と同居している、またはエドモントン市近郊に在住する祖父母との会話において中国語使
用がありますか」「同じ学校の友達を除いて、中国語を使って会話をする友人、または中国
語を使って会話をする親戚がいますか」という質問に「はい」「いいえ」の二択で回答して
図 5-13 父親との使用言語 （6 年生 31 名［未回答 3 名］ 
4
1113
1 1 1
聞く
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
ベトナム語のみ
英・中・ベトナム語
中国語とタガログ語
12
5
11
2 1
読む
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
英・中・ベトナム語
中国語とタガログ語
7
616
1 1
話す
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
英・中・ベトナム語
中国語とタガログ語
14
4
10
2 1
書く
英語のみ
中国語のみ
英語と中国語
英・中・ベトナム語
中国語とタガログ語
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もらった。まず、兄弟姉妹間の中国語使用についてである。結果は図 5-14 の通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 3 年生の 24 名（69%）、6 年生の 18 名（62%）が兄弟姉妹間において中国語使用がある
と答えている。兄弟姉妹を持たない無回答の児童を除いた割合で見ると、7%しか差がない
ため、大きな差とは言えないが、6 年生になると兄弟姉妹間の中国語使用率は下がるとい
うことができる。 
 
次に、祖父母との中国語使用についてである。結果は、図 5-15 の通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3 年生の 20 名（67%）、6 年生の 22 名（85%）が祖父母において中国語使用があると答
えている。祖父母と同居、または近隣に持たない無回答の児童を除いた割合で見ると、18%
の差があり、祖父母とのコミュニケーションにおいては 6 年生の児童がより中国語を使用
していると考えることができる。 
最後に、所属学校外の友人、親戚との中国語使用についてである。結果は、図 5-16 の
24
11
1
3年生
有
無
無回答（兄弟
姉妹なし）
1811
5
6年生
有
無
無回答（兄弟
姉妹なし）
図 5-14 兄弟姉妹間の中国語使用 
2010
6
3年生
有
無
無回答（祖父
母なし）
22
4
8
6年生
有
無
無回答（祖父
母なし）
図 5-15 祖父母間の中国語使用 
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通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3 年生の 17 名（47%）、6 年生の 19 名（58%）が所属学校外の友人や親戚との会話にお
いて中国語使用があると回答している。 
 
5.4.1.4.5. 家庭内、祖父母、友人知人とのコミュニケーション言語のまとめ 
 バイリンガルプログラム在籍児童の家庭内での中国語使用率を対話者別にまとめると表 
5-11～表 5-14 のようになる。中国語使用割合は、「中国語+英語」や「中国語+その他」な
ども含めて中国語の使用があると答えた児童数を全児童数で割って算出した。兄弟姉妹、
祖父母、学外友人との言語使用については、該当児童のみに回答が限定されるため、中国
語使用の有無のみ選択肢で回答してもらった。3 年生について表 5-11、表 5-12 に示す。 
 
表 5-11 家庭での両親との中国語使用状況 
3 年生 
母親⇔児童 父親⇔児童 
聞く 話す 読む 書く 聞く 話す 読む 書く 
中国語 17 16 3 8 15 16 11 13 
中国語+英語 8 10 9 5 9 6 5 3 
中国語+その他 0 0 0 0 0 0 0 0 
英語 9 8 22 21 11 13 20 20 
その他 1 1 1 1 1 1 0 0 
中国語使用率 71% 74% 34% 37% 67% 61% 44% 44% 
17
19
3年生
有
無
19
14
1
6年生
有
無
無回答
図 5-16 所属学校外の友人、親戚との中国語使用 
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表 5-12 兄弟姉妹、祖父母、学外友人との中国語使用状況 
3 年生 兄弟姉妹⇔児童 祖父母⇔児童 学外友人・親戚⇔児童 
有 24 20 17 
無 11 10 19 
無回答 1 6 0 
中国語使用率 69% 67% 47% 
 
 3 年生は母親、父親から児童、また児童から母親、父親への口頭会話は 60%以上と高い
割合で中国語使用が見られる。しかし、読み書きという文字を媒介とするコミュニケーシ
ョンにおいては、中国語を使用する児童はかなり少なくなっている。3 年生段階では、ま
だ習得語彙数や漢字数が少ないということもこの数字の一因だと考えられる。 
 兄弟姉妹間においては 7 割程度、また祖父母間でもほぼ同程度の中国語使用率となって
いる。学外友人や親戚とのコミュニケーションにおいても、47%の中国語使用率である。
小学生段階で学外の友人を持ち、その相手と中国語が使える機会があることは、児童の中
国語の価値づけを高めることにつながるものだといえよう。 
 次に 6 年生について表 5-13、表 5-14 に示す。 
 
表 5-13 家庭内での両親との中国語使用状況 
6 年生 
母親⇔児童 父親⇔児童 
聞く 話す 読む 書く 聞く 話す 読む 書く 
中国語 11 6 4 3 11 6 5 4 
中国語+英語 14 22 17 15 13 16 11 10 
中国語+その他 1 1 1 1 2 2 3 3 
英語 6 4 11 14 4 7 12 14 
その他 2 1 1 1 1 0 0 0 
中国語使用率 76% 85% 65% 56% 84% 77% 61% 55% 
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表 5-14 兄弟姉妹、祖父母、学外友人との中国語使用状況 
6 年生 兄弟姉妹⇔児童 祖父母⇔児童 学外友人・親戚⇔児童 
有 18 22 19 
無 11 4 14 
無回答 5 8 1 
中国語使用割合 62% 85% 58% 
 
6 年生は母親、父親から児童、また児童から母親、父親への口頭会話で 7 割以上と非常
に高い割合で中国語使用が見られる。文字を媒介とする読み書きにおいても、3 年生と比
べて多くの児童が中国語を使っており、学校での中国語学習が家庭でのコミュニケーショ
ンに活きているものと推察できる。 
 兄弟姉妹間は 3 年生と大差がないが、祖父母間のコミュニケーションでは 8 割を超える
児童に中国語使用が見られる。この結果は継承語教育の意義を深めるものだといえよう。
学外の友人、親戚との会話においても半数以上の児童が中国語使用があると答えており、
児童の中国語での言語接触ネットワークの広さを確認することができる。 
 
5.4.1.5. 日常的な活動における言語使用 
 本節では、児童の日常的な活動における言語使用について分析する。記述回答形式で、
「読書」「漫画と雑誌」「TV」「DVD 鑑賞」「ビデオゲーム」「インターネット」の使用言語
について回答を得た。 
 まずは次項の図 5-17 に示す 3 年生の結果である。 
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 どの活動においても英語使用が多い。とりわけ、「漫画と雑誌」や「ビデオゲーム」で英
語版以外は入手しにくいという物理的な問題が関係しているため、英語が圧倒的多数とな
っている。しかし「読書」「TV」「DVD 鑑賞」では「英語と中国語」の両言語や「中国語」
だけを回答をする児童もおり、リソースが入手できれば、中国語を使用して日常的な活動
を行う児童がいるということも明らかになった。 
 インターネットは、英語が大多数となっている。エドモントン市の中国語バイリンガル
プログラムでは英語で入力がしやすい「ピンイン（Pinyin）」ではなく、「注音符号（Zhuyin 
Fuhao）で中国語を教えているため、中国語の入力が家庭のパソコンで難しいことも背景
に考えられる。 
18
3
15
読書
英語
中国語
英語と中国語
17
3
15
1
TV
英語
中国語
英語と中国語
英語・中国語・
日本語
31
2 1
1
ビデオゲーム
英語
英語と中国語
英語・日本語
未回答
26
2
8
漫画と雑誌
英語
英語と中国語
未回答
21
3
10
1 1
DVD鑑賞 英語
中国語
英語と中国語
英語・中国語・日本語
英語・中国語・日本語・
韓国語
30
2
4
インターネット
英語
中国語
英語と中国語
図 5-17 3 年生の日常的な活動における言語使用 
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次は図 5-18 の 6 年生についてである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 とりわけ「読書」における「英語と中国語」の両言語使用が 3 年生に比べて多くなって
いるが、全体的には英語による言語活動が中心だといえる。 
 
5.3.1.6. 中国語圏への渡航と滞在期間 
 児童の中国語圏への渡航機会の回数について選択回答形式、滞在期間については記述回
答形式で回答を得た。結果は次項の図 5-19、図 5-20 に示すとおりである。 
 
 
11
1
22
読書
英語
中国語
英語と中国語
14
1
17
1 1
TV
英語
中国語
英語と中国語
英・中・ベトナム語
英・中・フランス語
31
1 1 1
ビデオゲーム
英語
英語と中国語
英語・仏語
未回答
26
7
1
漫画と雑誌
英語
英語と中国語
英語・中国語・日本語
1813
1 1 1
DVD鑑賞
英語
英語と中国語
英・中・ベトナム語
英語・中国語・日本語
英・中・仏・スペイン語
27
1
4
1 1
インターネット
英語
中国語
英語と中国語
英・中・ベトナム語
英語・仏語・韓国語
図 5-18 6 年生の日常的活動における言語使用 
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 3 年生は 3 割程度の児童が中国語圏への渡航機会があり、滞在期間は 1 ヶ月未満の短期
滞在から 2 年間という児童まで多様であった。 
 一方、6 年生は 6 割程度が中国語圏への渡航機会を持ち、複数回渡航している児童が多
く見受けられた。滞在期間は 1 ヶ月未満の短期滞在から 3、4 ヶ月で、全て半年以内の滞
在であった。 
 
5.3.1.7. ECBEA の催事への参加度 
 ECBEA が催すイベントにどのぐらい参加するかについて、選択式回答形式で回答し得
た。結果は図 5-21 に示すとおりである。 
 
 
 
 
25
11
中国語圏への渡航機会
0回
1～2回
3
24
1
1
滞在期間
1～2週未満
3～4週未満
1～2ヶ月
3～4ヶ月
2年間
図 5-19 3 年生の中国語圏への渡航機会と滞在期間 
13
13
5
1 0
2
中国語圏への渡航機会
0回
1～2回
3～4回
5～6回
7～8回
9回以上
5
53
6
滞在期間
1～2週未満
3～4週未満
1～2ヶ月
3～4ヶ月
図 5-20 6 年生の中国語圏への渡航機会と滞在期間 
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3 年生の 89%、6 年生の 79%が ECBEA の催事に参加しており、極めて多くの児童生徒
がエスニック・コミュニティの主催する活動へ参加していることが確認できる。 
 
5.4.2. 言語背景調査のまとめと考察 
 中国語バイリンガルプログラムに通う児童の約 80%はカナダ生まれであるが、5.3.2.で
取り上げた ECBEA の概要紹介ボードの記述と合わせて考えると、CBP 児童のプロフィー
ルは、中華系 1 世、準 1 世、2 世、3 世以降の子どもなど背景が多様だといえる。 
 小学校入学前の幼児期の接触言語は、ほとんどの児童が小学校に附属の英中バイリンガ
ル幼稚園に通っていることから、英中両言語だといえる。エドモントン市のバイリンガル
プログラムの成り立ちを考えれば当然の結果であろう。現場の教師との談話では、この英
中バイリンガル幼稚園に通ったかどうかが二言語で学習するレディネスを作る上で重要で
あり、卒園生の多くは小学校入学後にスムーズに学習に入ることができるという。  
 カナダ生まれの児童が多いものの、家庭における中国語（継承語）は今も生きた言語で
あり、多くの児童が英語と中国語の両言語を使用している実態が浮き彫りとなった。家庭
で使われている中国語は Mandarin（標準中国語）だけでなく、Cantonese（広東語）な
ど方言も多い。兄弟姉妹間や祖父母とも中国語使用のある児童も多い。また、両親との言
語使用では、オーラルコミュニケーション（話す・聞く）は中国語使用割合が高いが、読
み書きとなると中国語使用率が低いことがわかった。この経緯から、Landry and Allard
（1992）のカウンター・バランスモデルをふまえて考えれば、読み書きこそ学校でしっか
りと教育的支援を行わなければ、バランス・バイリンガルは育たないということになる。  
 日常的な活動における言語使用は、テレビ視聴や読書では中国語を使用する児童も少な
2 8
10
7
7
6年生
いつも
よく
時々
まれに
まったく
3 7
12
10
4
3年生
いつも
よく
時々
まれに
まったく
図 5-21  ECBEA 催事への参加頻度 
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くないが、インターネット、ビデオゲーム、漫画や雑誌などの閲覧においてはほとんどの
児童が英語を使用している。3 年生と 6 年生を比べても日常的な活動における言語使用・
接触はほぼ同様の傾向にあるが、読書だけは 6 年生の方が中国語の使用率が高い。これは、
学校で行われているバランス・リテラシープログラムの Home Reading（自宅での本読み
活動）の効果も一因であろう。Cummins（2011）は、言語的マイノリティ児童が学業達
成するためには、リテラシー能力を育てることが重要で、それには印刷物へのアクセスが
必要としている。エドモントンの CBP 児童にとっても、書籍などの印刷物へのアクセス
が中国語でできることは継承語の能力や学力、そして価値づけを高揚する上で重要だとい
える。 
 中国語圏への渡航機会については、短期滞在が多いものの渡航経験のある児童は少なく
ない。3 年生児童より 6 年生児童の方が渡航機会は多い。中島（1998a）は、継承語を生
きた言語としてフレッシュに保つ上で家族ぐるみの海外体験は大切であると述べており、
多くの児童、とりわけカナダ生まれの児童にとっては中国語圏への渡航は貴重な機会とな
っているものといえよう。 
 さらに、ECBEA の催事への参加（ボランティア活動）で学外の年上年下、および同年
代の友達と中国語を使って交流する機会を持つ児童が 3 年生にも 6 年生にも多く、学校外
の社会で中国語が使用できる貴重な機会となっている。筆者がエドモントンに滞在してい
た際、中国旧正月（Chinese New Year）の時期ということもあり、何度となく催事があっ
た。ECBEA の催事への参加には様々な形態があるが、1 つは催事の運営スタッフとして
ボランティアで参加する方法である。また、一般参加という形で家族や友達と催事当日に
会場に出向くという方法や学校ぐるみで参加というのもある。基本的に催事は学校が休み
の土曜日や日曜日、祝日に行われることが多く、児童は休日を返上で出てこなければなら
ないが、筆者がエドモントン滞在時に肌で感じたことは、多くの児童が催事に参加するの
を楽しみにしているということである。CBP 児童は催事にスタッフとして参加するための
ボランティア募集に応募するものの、毎回瞬時に定員一杯で締め切られるという状況であ
った。筆者自身、ECBEA 理事の好意でボランティアスタッフとして参加したが、そこに
参加していた児童たちは笑顔が絶えず生き生きとしていた印象を持っている。中島（2010）
のバイリンガル育成のルーツモデルで考えれば、このような継承語、継承文化への接触機
会を持つことは CBP 児童のルーツ地盤を固め、アイデンティティの確立が支えられるこ
とによって継承語（中国語）を含めた二言語の習得を促進するものだと考えられる。  
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第6章 二言語学習・習得への教育的サポートと児童の心的態度 
巨視的バイリンガル育成モデルの心理的レベルをふまえ、6.1.ではエドモントン市の教
育的サポート（Educational Support）の下で CBP 児童が英語、中国語の EV に対しどの
ような理解・態度を持っているのかを質問紙を用いて調査し、その心的態度を分析した。
また、6.2.では INLC（二言語接触ネットワーク）の「教育的サポート」について分析す
るため、バイリンガルプログラムに関わる教育者・支援者に行ったインタビューの内容を
論点ごとに整理して記述する。 
 
6.1. 二言語の EV に対する児童の理解・態度 
 子どもを取り巻く様々な環境の中でどれだけ言語接触があっても、実際にそのことばを
使うかどうかは、子どもの年齢や性格、そして心理的な面の影響が大きい。「EV に対する
心的態度」とは、子どもが自分の属する言語集団（L1）に対してどう思うか、また学習す
ることばの言語集団（L2）に対してどう思っているか、どのような心的態度を持っている
かということであり、実際にその言語がどのぐらいのバイタリティがあるかということと、
子どもがそれをどう捉えているかは別の問題と考えられる（Landry & Allard 1992, 中島 
1998）。Bourhis, Giles and Rosenthal（1981）は、これを Subjective EV（主観的 EV）
と呼び、言語・文化が維持されるかシフトしてしまうかを最終的に決定する要因であると
定義している。そこで本節では CBP 児童が継承語の中国語とその言語集団であるエスニ
ック・マイノリティ（中華系）、および現地語の英語とカナダ社会（エドモントン市）に対
してどのような理解・態度を持っているのかを質問紙調査をとおして明らかにする。 
 
6.1.1. 質問紙調査の構成と方法 
 本研究では、CBP 児童の心的態度を調べるため各 17 項目の質問紙（英語について・中
国語について）を作成した。尺度解釈にずれを生じさせないため使用言語は英語とした。  
 質問紙の作成にあたっては、2 つの尺度構成を参考にした。1 つは、年少者を対象とし
た態度・動機に関する調査で、中島・シャロン・木田（1998）がカナダ・トロント市にあ
る英語・フランス語・日本語トライリンガルイマージョンスクールで行った「英語・仏語・
日本語への態度調査（使用言語：英語）」「モチベーション調査（使用言語：英語）」である。
これらの調査票は Ytsma（1998）がトライリンガル教育のために開発した尺度を基礎とし
て構成されたものである。もう 1 つは教育心理学的アプローチによるもので、石田（1988）
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がオーストラリアの大学生を対象に日本語学習に対する心的態度を調査するために用いた
25 項目からなる「日本語学習に対する意識調査（使用言語：英語）」である。この調査票
は、1978 年から 1985 年に広島大学の教育心理学領域の研究で開発された 3 つの質問紙を
参考に尺度が構成されている。 
 上述の 2 つの研究は、継承語学習者を対象としたものではないため、本研究では継承語・
継承語学習に対する質問項目を加えて 17 項目から成る質問紙を作成した。 
 調査は、D 校、M 校にて筆者が立会い、担任教員の指導のもと 2010 年 2 月～3 月の間
に行った。どちらの学校においても中国語についての質問紙を先に実施し、1 週間程度を
あけて英語についての質問紙を実施した。中国語を先に実施した理由は、児童が質問項目
について不明点が出た場合、英語、中国語のどちらの言語でも担当教員（英中バイリンガ
ル）に質問することができるため、より精度の高い結果が得られると判断したためである。  
 
6.1.2. 結果 
 3 年生 36 名、6 年生 34 名に対して中国語・中国語学習、および英語・英語学習につい
て 5件法で回答を求めた 17項目について 1点～5点（strongly disagree～strongly agree）
を与え得点化した。表 6-1、表 6-2 は 3 年生の心的態度調査の得点結果である。 
 
表 6-1 3 年生の中国語の EV に対する心的態度（高得点順） 
項目内容（日本語訳） 
3 年生中国語 
平均 SD 
中国語を深く理解したい 4.69 0.58 
中国語学習は家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要 4.58 0.84 
中国語学習は友達とのコミュニケーションにおいて重要 4.58 0.84 
中国語で学んでいる時に中華系民族だと感じる 4.44 0.88 
中国語学習は自分のルーツを学ぶことでもある 4.39 0.84 
中国はとても興味深い国なので中国語を学んでいる 4.28 1.21 
中国語は大人社会で有用である 4.22 0.96 
中国語学習は将来の就職に役立つ 4.14 1.13 
中国語の知識の獲得をしたい 4.11 1.04 
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中国語学習が自らの価値を高める 4.06 0.98 
中国語が話せると賢く見える 4.03 0.91 
中国語を勉強して中国語圏（外国）に行きたい 3.89 1.12 
中国語で友達に手紙が書けたら満足である 3.83 0.97 
中国語の知識により周囲の尊敬を受ける 3.47 1.16 
中国語学習は自己選択（希望）によるものだ 3.44 1.50 
中国語は他のどの言語よりも大切な言語である 3.28 1.52 
中国語は日常生活で必要なため学ぶ意味がある 2.97 1.25 
 
表 6-2 3 年生の英語の EV に対する心的態度（高得点順） 
項目内容（日本語訳） 
3 年生英語 
平均 SD 
英語を深く理解したい 4.72 0.45 
英語の知識の獲得をしたい 4.58 0.55 
英語学習は友達とのコミュニケーションにおいて重要 4.50 0.70 
英語学習は将来の就職に役立つ 4.50 0.74 
英語は大人社会で有用である 4.47 0.74 
英語で学んでいる時にカナダ人だと感じる 4.36 0.87 
カナダはとても興味深い国なので英語を学んでいる 4.25 0.97 
英語を勉強して英語圏（外国）に行きたい 4.11 0.82 
英語は他のどの言語より大切な言語である 3.94 1.15 
英語で友達に手紙が書けたら満足である 3.89 0.98 
英語が話せると賢く見える 3.83 1.13 
英語の知識により周囲の尊敬を受ける 3.64 1.18 
英語は日常生活で必要なため学ぶ意味がある 3.58 1.40 
英語学習は家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要 3.50 1.18 
英語学習が自らの価値を高める 3.42 1.25 
英語学習は自己選択（希望）によるものだ 3.33 1.33 
英語学習は自分のルーツを学ぶことでもある 3.00 1.55 
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表 6-1、表 6-2 における網掛けの部分は、中国語／英語で異なる部分を示している。平
均点の高い得点順に並べたものであるが、3 年生の中国語と英語に対する心的態度が異な
った構造であることがわかる。どのように構造が異なっているかの詳細については、6 年
生の得点結果のあと、次節で述べる。 
 表 6-3、表 6-4 は 6 年生の心的態度調査の得点結果である。 
 
表 6-3 6 年生の中国語の EV に対する心的態度（高得点順） 
項目内容（日本語訳） 
6 年生中国語 
平均 SD 
中国語を深く理解したい 4.65 0.60 
中国語学習は家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要 4.35 0.85 
中国語学習は自分のルーツを学ぶことでもある 4.26 0.90 
中国語は大人社会で有用である 4.26 0.86 
中国語学習は将来の就職に役立つ 4.24 1.02 
中国語の知識の獲得をしたい 4.09 0.79 
中国はとても興味深い国なので中国語を学んでいる 4.06 0.98 
中国語で学んでいる時に中華系民族だと感じる 4.06 0.81 
中国語を勉強して中国語圏（外国）に行きたい 3.88 1.04 
中国語は他のどの言語よりも大切な言語である 3.79 1.07 
中国語は日常生活で必要なため学ぶ意味がある 3.76 1.02 
中国語学習は自己選択（希望）によるものだ 3.53 1.21 
中国語学習が自らの価値を高める 3.50 1.05 
中国語の知識により周囲の尊敬を受ける 3.50 1.19 
中国語学習は友達とのコミュニケーションにおいて重要 3.47 1.11 
中国語が話せると賢く見える 3.35 1.04 
中国語で友達に手紙が書けたら満足である 3.35 1.07 
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表 6-4 6 年生の英語の EV に対する心的態度（高得点順） 
項目内容（日本語訳） 
6 年生英語 
平均 SD 
英語を深く理解したい 4.65 0.69 
英語は大人社会で有用である 4.65 0.69 
英語学習は将来の就職に役立つ 4.62 0.55 
英語の知識の獲得をしたい 4.56 0.61 
カナダはとても興味深い国なので英語を学んでいる 4.41 0.78 
英語学習は友達とのコミュニケーションにおいて重要 4.24 0.99 
英語を勉強して英語圏（外国）に行きたい 4.21 0.91 
英語で友達に手紙が書けたら満足である 4.09 1.11 
英語は他のどの言語より大切な言語である 4.03 0.94 
英語で学んでいる時にカナダ人だと感じる 4.00 1.18 
英語学習が自らの価値を高める 3.76 0.92 
英語は日常生活で必要なため学ぶ意味がある 3.76 1.13 
英語の知識により周囲の尊敬を受ける 3.71 1.12 
英語が話せると賢く見える 3.71 1.17 
英語学習は家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要 3.68 1.17 
英語学習は自己選択（希望）によるものだ 3.65 1.28 
英語学習は自分のルーツを学ぶことでもある 2.79 1.23 
 
6 年生の中国語と英語に対する心的態度についても、中国語と英語の二言語間でも異な
りが見られ、また 3 年生と 6 年生でも異なりが見受けられる。次節では、どのように構造
が異なっているかを見ていく。 
 
6.1.2.1. 中国語・英語の EV に対する理解・態度の比較分析 
本調査で用いた質問紙は 17 項目からなる 5 件法による順序尺度である。そこで、ウィ
ルコクソン符号付順位和検定を用いて CBP 児童の中国語・英語の EV に対する理解・態
度にどのような違いがあるかを調べた。まずは 3 年生の分析結果から見ていきたい。表 6-5
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は 17 項目のうち、3 年生の「中国語 EV が強く、英語 EV が弱い（中国語＞英語）」で有
意になった項目である。 
 
表 6-5 3 年生の EV 理解・態度における中国語高位項目 
3 年生 
中国語 英語 Wilcoxon 検定統計量 
平均 SD 平均 SD z 
漸近
有意
確率 
効果量 
r 
自らの価値を高める 4.06 0.98 3.42 1.25 －2.98 0.003 －0.50 
自分のルーツを学ぶことでもある 4.39 0.84 3.00 1.55 －3.45 0.001 －0.58 
家族祖父母とのコミュニケーションにおいて
重要 
4.58 0.84 3.50 1.18 －3.41 0.001 －0.57 
 
検定の結果、「自らの価値を高める（z=－2.98 p<.01）」「自分のルーツを学ぶことでもあ
る（z=－3.45 p<.01）」「家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要（z=－3.41 p<.01）」
の 3 項目において、中国語により強い EV を持っていることが明らかになった。中国語は
どの項目も平均が 4 点を超えており標準偏差は 1 点以内に収まっているが、英語は平均が
3.5 点以下となっており、標準偏差を見るとばらつきが大きい。 
6 年生はどうであろうか。表 6-6 は質問紙 17 項目のうち、6 年生の「中国語 EV が強く、
英語 EV が弱い（中国語＞英語）」で有意になった項目である。 
 
表 6-6 6 年生の EV 理解・態度における中国語高位項目 
6 年生 
中国語 英語 Wilcoxon 検定統計量 
平均 SD 平均 SD z 
漸近 
有意確
率 
効果量 
r 
自分のルーツを学ぶことでもある 4.26 0.90 2.79 1.23 －4.07 0.00 －0.70 
家族祖父母とのコミュニケーションにおいて 
重要 
4.35 0.85 3.68 1.17 －2.52 0.012 －0.43 
 
検定の結果、「自分のルーツを学ぶことでもある（z=－4.07 p<.01）」と「家族祖父母と
のコミュニケーションにおいて重要（z=－2.52 p<.05）」の 2 項目において中国語により強
い EV を持っていることが明らかになった。 
3 年生と 6 年生の中国語高位項目（有意）を効果量 r で比較すると以下の表 6-7 のよう
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になる。 
 
 
 
 
 
3 年生の中国語で有意となった「自らの価値を高める」という自身の誇りに関係する項
目は有意ではなく、6 年生はルーツや家族に関係するものだけが有意となっている。 
「自らの価値を高める」の得点を表 6-5 で見ると、3 年生は中国語 4.06(0.98)、英語
3.42(1.25)に対し、6 年生は中国語 3.50(1.05)、英語 3.76(0.92)である。つまり、3 年生は
中国語の得点が高く標準偏差が小さい、そして有意であることから、自らを高める言語と
して中国語が強く意識されているものといえる。しかし、6 年生は中国語より英語の得点
が高い傾向にあり、標準偏差も 3 年生と比べて小さい。高学年段階では中国語を自分の価
値づけ言語としてあまり意識しない児童がいる一方で、低学年に比べ英語を自分の価値づ
け言語として意識するようになった児童が多く存在しているのではないかと考えられる。  
「自分のルーツを学ぶことでもある」の項目は、「家族祖父母とのコミュニケーション
において重要」のような実際のコミュニケーション場面を想定した実利的な側面が強い項
目に対し、アイデンティティに関わる自己認識・理解の側面が強い。「自分のルーツを学ぶ
ことでもある」の効果量を見ると、6 年生は r=－.70 で突出して高く、3 年生でも有意項
目の中で最も高い値となっている。この結果は、子どもたちの心理的レベルにおいて中国
語学習がルーツの理解に深く関わっているものと考察することができる。また、中島（2010）
の提唱する「バイリンガルのルーツモデル（本稿 p.44, 図 3-10）」の根の部分にあたるも
のであり、CBP 児童の二言語の習得や学力の伸長を支えるものと考えられよう。 
次の表 6-8 は、「英語 EV が強く、中国語 EV が弱い（英語＞中国語）」で有意になった
項目である。 
 
 
 
 
 
３年生（中国語） 効果量r ６年生（中国語） 効果量r
自分のルーツを学ぶことでもある .58 自分のルーツを学ぶことでもある .70
家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要 .57 家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要 .43
自らの価値を高める .50 自らの価値を高める n.s.
表 6-7 中国語高位項目（有意）の効果量の比較 
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表 6-8 3 年生の EV 理解・態度における英語高位項目 
3 年生 
英語 中国語 Wilcoxon 検定統計量 
平均 SD 平均 SD z 
漸近 
有意確
率 
効果量 
r 
他のどの言語よりも大切な言語である 3.94 1.15 3.28 1.52 －2.19 0.028 －0.37 
知識の獲得をしたい 4.58 0.56 4.11 1.04 －2.11 0.035 －0.35 
友達とのコミュニケーションにおいて重要 4.50 0.70 3.78 1.07 －3.11 0.002 －0.52 
日常生活で必要なため学ぶ意味がある 3.58 1.40 2.97 1.25 －2.45 0.014 －0.41 
 
検定の結果、「他のどの言語よりも大切な言語である（z=－2.19. p<.05）」「知識の獲得
をしたい（z=－2.11 p<.05）」「友達とのコミュニケーションにおいて重要（z=－2.11 p<.05）」
「日常生活で必要なため学ぶ意味がある（z=－2.45 p<.05）」の 4 項目において、英語によ
り強い EV を持っていることがわかった。 
 表 6-9 は 17 項目のうち、6 年生の「英語 EV が強く、中国語 EV が弱い（英語＞中国語）」
で有意になった項目である。 
 
表 6-9 6 年生の EV 理解・態度における英語高位項目 
6 年生 
英語 中国語 Wilcoxon 検定統計量 
平均 SD 平均 SD z 
漸近 
有意確
率 
効果量 
r 
知識の獲得をしたい 4.56 0.61 4.09 0.79 －3.41 0.001 －0.58 
友達とのコミュニケーションにおいて
重要 
4.24 0.99 3.47 1.11 －3.24 0.001 －0.56 
友達に手紙が書けたら満足である 4.09 1.11 3.35 1.07 －3.11 0.002 －0.53 
将来の就職に役立つ 4.62 0.55 4.24 1.02 －2.22 0.026 －0.38 
大人社会で有用である 4.65 0.69 4.26 0.86 －2.37 0.018 －0.41 
 
検定の結果、「知識の獲得したい（z=－3.41 p<.01）」「友達とのコミュニケーションにお
いて重要（z=－3.24 p<.01）」、「友達に手紙が書けたら満足である（z=－3.11 p<.01）」「将
来就職に役立つ（z=－2.22 p<.05）」「大人社会で有用である（z=－2.37 p<.05）」の 5 項目
において、中国語と比べて英語により強い EV を持っていることがわかる。 
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3 年生と 6 年生の英語高位項目（有意）を効果量 r で比較すると次項の表 6-10 ように
なる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
3 年生も 6 年生も「友達とのコミュニケーションにおいて重要」の項目は効果量の値が
高く、英語が友達との関係構築に深く関わるものと意識されていることがわかる。「知識の
獲得をしたい」という項目では、3 年生に比べ 6 年生の効果量が高い。また、「将来就職に
役立つ」「大人社会で有用である」などカナダ社会における有用性に関係する項目も 6 年
生では有意となっており、小学校節目の学年ともなると、英語がまずます社会と結びつけ
られ、低学年で必然的であった学びが、必要性を意識した学習になっているものと考えら
れる。3 年生段階で有意の 2 項目「他のどの言語よりも大切な言語である」「日常生活で必
要なため学ぶ意味がある」が 6 年生では有意でなくなっている。「他のどの言語よりも大
切な言語である」の項目の得点を表 6-1～表 6-4 で見ると、3 年生は中国語 3.28(1.52)、
英語 3.94(1.15)に対し、6 年生は中国語 3.79(1.07)、英語 4.03(0.94)となっている。英語に
大きな得点差は見られないが、6 年生の中国語の得点は 3 年生より高く標準偏差も小さい
ことから、高学年になり中国語の大切が理解されつつあるため、中国語と英語の差が有意
とならなかったものだと考えられよう。 
 
6.1.2.2. 中国語・英語の EV に対する理解・態度の内部構造 
中国語、英語の EV に対する理解・態度の内部構造を分析するため、質問紙調査の得点
をもとに IBM SPSS Statistics Version21 を用いて主因子法（プロマックス回転）による
因子分析を行った。その結果、3 年生の中国語で 3 因子、英語で 2 因子、6 年生では英語、
中国語ともに 2 つの因子が抽出された。 
まずは、3 年生の結果を表 6-11 に示す。 
３年生（英語） 効果量r ６年生（英語） 効果量r
友達とのコミュニケーションにおいて重要 .52 知識の獲得をしたい .58
日常生活で必要なため学ぶ意味がある .41 友達とのコミュニケーションにおいて重要 .56
他のどの言語よりも大切な言語である .37 友達に手紙が書けたら満足である .53
知識の獲得をしたい .35 大人社会で有用である .41
将来の就職に役立つ .38
他のどの言語よりも大切な言語である n.s.
日常生活で必要なため学ぶ意味がある n.s.
表 6-10 英語高位項目（有意）の効果量の比較 
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因子Ⅰは 5 項目からなり、「自らの価値を高める」「中国語の知識により周囲の尊敬を受
ける」「中国語を学んでいる時に中国系民族意識を感じる」「中国語が話せると賢く見える」
「中国語を勉強して中国語圏（外国）に行きたい」が負荷していることから、因子Ⅰには
「民族的誇り」と名付けた。 
因子Ⅱは 4 項目で、「中国語学習は将来の就職に役立つ」が非常に高い負荷となり、さ
らに「中国語は友達とのコミュニケーションにおいて重要」「中国語の知識を獲得したい」
「大人社会で有用である」が負荷している。そこで因子Ⅱには「有用性」と名付けた。  
因子Ⅲは 6 項目で、「中国語は他のどの言語よりも大切な言語である」「中国語学習は自
分のルーツを学ぶことでもある」が高く負荷し、さらに「中国語は日常生活で必要なため
学ぶ意味がある」「中国語は家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要」「中国語を
深く理解したい」「中国はとても興味深い国なので中国語を学んでいる」がそれぞれ負荷し
ている。そこで、因子Ⅲには「生活上の必要性」と名付けた。 
全分散の説明割合は 50.35%であり、したがって 3 年生の中国語の EV の内部構造は「因
子Ⅰ：民族的誇り」「因子Ⅱ：有用性」「因子Ⅲ：生活上の必要」の 3 つの因子で説明可能
である。 
ウィルコクソンの符号付順位和検定の 3 年生の中国語の有意項目「自分のルーツを学ぶ
因子Ⅰ 因子Ⅱ 因子Ⅲ 共通性（h2）
.91 -.27 -.20 .53
.88 -.12 -.33 .51
.82 -.19 .13 .64
.70 .09 .07 .63
.55 .21 .12 .59
-.33 .94 -.13 .60
.13 .64 .05 .55
.29 .59 -.18 .51
-.06 .48 -.01 .20
-.16 -.31 .87 .54
.14 .07 .74 .73
-.06 -.62 .62 .42
.05 .38 .61 .78
.04 .22 .52 .47
.36 .18 .44 .67
中国語学習は自己選択（希望）によるものだ -.23 -.08 .37 .10
中国語で友達に手紙が書けたら満足である .25 -.33 .06 .08
因子寄与 5.31 1.75 1.50 8.56
累積寄与率 31.211 41.53 50.35
項目内容（日本語訳）
中国語は友達とのコミュニケーションにおいて重要
中国語の知識の獲得をしたい
中国語は大人社会で有用である
中国語学習が自らの価値を高める
中国語の知識により周囲の尊敬を受ける
中国語で学んでいる時に中華系民族だと感じる
中国語が話せると賢く見える
中国語を勉強して中国語圏（外国）に行きたい
中国はとても興味深い国なので中国語を学んでいる
残
余
因子Ⅰ:民族的誇り　因子Ⅱ:有用性　因子Ⅲ:生活上の必要性
中国語は他のどの言語よりも大切な言語である
中国語学習は自分のルーツを学ぶことでもある
中国語は日常生活で必要なため学ぶ意味がある
中国語は家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要
中国語を深く理解したい
中国語学習は将来の就職に役立つ
表 6-11 3 年生の中国語の EV に対する心的態度の因子分析結果 
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ことでもある」「家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要」は共に因子Ⅲに寄与し
ている。 
 次に、3 年生の英語の結果を表 6-12 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 因子Ⅰは 12 項目からなり、「英語が話せると賢く見える」「英語学習が自らの価値を高
める」「カナダはとても興味深い国なので英語を学んでいる」「英語の知識により周囲の尊
敬を受ける」「英語学習は自分のルーツを学ぶことでもある」「英語を学んでいる時にカナ
ダ人だと感じる」の 6 項目は英語の学習がカナダ人としての誇りに関係しているものと考
えられる。また、「英語は大人社会で有用である」「英語は将来の就職に役立つ」「英語の深
く理解したい」「英語学習は家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要」「英語を勉
強して英語圏の外国に行きたい」「英語で友達に手紙が書けたら満足である」の 6 項目は
英語の有用性に関わるものだと考えられる。よって、因子Ⅰには「カナダ人の誇りと有用
性」と名付けた。 
 因子Ⅱは 3 項目からなり、「英語は日常生活で必要なため学ぶ意味がある」「英語は他の
どの言語よりも大切な言語である」「英語学習は自己選択（希望）によるものだ」に負荷し
表 6-12 3 年生の英語の EV に対する心的態度の因子分析結果 
因子Ⅰ 因子Ⅱ 共通性（h2）
.80 -.38 .76
.75 .02 .57
.72 .23 .58
.72 .02 .52
.64 -.17 .43
.63 -.24 .44
.59 -.11 .35
.57 .28 .41
.52 .01 .27
.50 .25 .33
.46 .20 .26
.43 .38 .34
-.05 .72 .52
.13 .68 .48
-.10 .65 .42
英語は友達とのコミュニケーションにおいて重要 .32 .17 .13
英語の知識を獲得したい .32 -.24 .15
因子寄与 4.88 2.10 6.98
累積寄与率 28.69 41.04
項目内容（日本語訳）
残
余
英語は日常生活で必要なため学ぶ意味がある
英語は他のどの言語よりも大切な言語である
英語学習は自己選択（希望）によるものだ
英語学習は自分のルーツを学ぶことでもある
英語で学んでいる時にカナダ人だと感じる
英語学習は家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要
英語を勉強して英語圏の外国に行きたい
英語で友達に手紙が書けたら満足である
英語は大人社会で有用である
英語学習は将来の就職に役立つ
カナダはとても興味深い国なので英語を学んでいる
英語の知識により周囲の尊敬を受ける
英語を深く理解したい
英語が話せると賢く見える
英語学習が自らの価値を高める
因子Ⅰ:カナダ人の誇りと有用性　因子Ⅱ: 必然性
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ていることから、因子Ⅱには「必然性」と名付けた。 
全分散の説明割合は 41.04%であり、したがって 3 年生の英語の EV の内部構造は「因
子Ⅰ：カナダ人の誇りと有用性」「因子Ⅱ：必然性」の 2 つの因子で説明できる。 
 しかしながら、因子分析の結果全体と見ると、因子Ⅱへの負荷項目が 3 項目しかない上
に、ウィルコクソンの符号付順位和検定における有意項目 4 項目中の 2 項目が残余として
因子に寄与しておらず、このことから 3 年生の英語の学びは、まだぼんやりとした意識の
中で行われているのではないかと考えられる。一方、中国語は英語と比べて因子構造には
っきりした傾向が見られるため、3 年生児童の中国語と英語に対する心理的な EV の構造
が異なることがわかる。 
 次に、6 年生の中国語の結果を見ていく。表 6-13 に結果を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 因子Ⅰは 8 項目からなり、「中国語学習が自らの価値を高める」「中国語の知識により周
囲の尊敬を受ける」「中国語学習は友達とのコミュニケーションにおいて重要」「中国語が
話せると賢く見える」「中国はとても興味深い国なので中国語を学んでいる」「中国語学習
は家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要」は民族的な誇りに関係するものだと
考えられ、また「中国語学習は将来の就職に役立つ」「中国語を勉強して中国語圏（外国）
表 6-13 6 年生の中国語に対する心的態度の因子分析結果 
因子Ⅰ 因子Ⅱ 因子Ⅲ 共通性（h2）
.81 .01 .00 .65
.72 .26 -.10 .68
.71 .05 -.03 .53
.68 -.17 .29 .55
.65 -.25 .28 .50
.56 .49 -.32 .70
.39 .32 .26 .48
.39 -.11 .12 .16
-.40 .88 .36 .94
-.26 .71 -.12 .43
.27 .70 -.10 .65
.25 .45 .27 .49
.20 .36 -.05 .21
.07 -.14 .80 .63
.08 -.02 .74 .56
.05 .32 .60 .58
.27 -.03 .35 .22
因子寄与 5.15 2.01 1.77 8.93
累積寄与率 30.32 42.16 52.59
中国語で友達に手紙が書けたら満足である
因子Ⅰ:民族的誇りと付加価値　因子Ⅱ:有用性　因子Ⅲ:ルーツの理解
中国語を深く理解したい
中国語学習は自分のルーツを学ぶことでもある
中国語の知識の獲得をしたい
中国語学習は自己選択（希望）によるものだ
中国語で学んでいる時に中華系民族だと感じる
中国語は他のどの言語よりも大切な言語である
中国語は日常生活で必要なため学ぶ意味がある
中国語は大人社会で有用である
中国語学習は将来の就職に役立つ
中国語を勉強して中国語圏（外国）に行きたい
中国語学習は家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要
中国語学習は友達とのコミュニケーションにおいて重要
中国語が話せると賢く見える
中国はとても興味深い国なので中国語を学んでいる
項目内容（日本語訳）
中国語学習が自らの価値を高める
中国語の知識により周囲の尊敬を受ける
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に行きたい」は継承語を学習することで得られる付加価値だと考えることができる。よっ
て、因子Ⅰには「民族的誇りと付加価値」と名付けた。 
 因子Ⅱは 5 項目からなり、「中国語は他のどの言語よりも大切な言語である」「中国語は
日常生活で必要なため学ぶ意味がある」「中国語は大人社会で有用である」「中国語の知識
を獲得したい」「中国語学習は自己選択（希望）によるものだ」に負荷していることから、
因子Ⅱには「有用性」と名付けた。 
 因子Ⅲは 4 項目で、「中国語を学んでいる時に中華系民族だと感じる」「中国語で友達に
手紙が書けたら満足である」「中国語を深く理解したい」「中国語学習は自分のルーツを学
ぶことでもある」に負荷している。友達に手紙を書くことや深く理解したいという中国語
学習に対する前向きな態度を示す項目に負荷していることから、因子Ⅲには「ルーツの理
解」と名付けた。 
 全分散の説明割合は 52.59%である。したがって、6 年生の中国語の EV の内部構造は、
「因子Ⅰ：民族的誇りと付加価値」「因子Ⅱ：有用性」「因子Ⅲ：ルーツの理解」の 3 つの
因子で説明できる。 
ウィルコクソンの符号付順位和検定の 6 年生の中国語の有意項目「家族祖父母とのコミ
ュニケーションにおいて重要」は因子Ⅰに寄与し、「自分のルーツを学ぶことでもある」は
因子Ⅲに寄与している。 
最後に 6 年生の英語の結果を見ていく。次項の表 6-14 に結果を示す。 
因子Ⅰは 9 項目からなり、「英語の知識により周囲の尊敬を受ける」「英語が話せると賢
く見える」「英語学習が自らの価値を高める」「カナダはとても興味深い国なので英語を学
んでいる」「英語で友達に手紙が書けたら満足である」「英語で学んでいる時にカナダ人だ
と感じる」「英語学習は自分のルーツを学ぶことでもある」の 7 項目はカナダ人としての
誇りに繋がるものだと考えられる。さらに「英語学習は友達とのコミュニケーションにお
いて重要」「英語学習は将来の就職に役立つ」は英語の有用性に関わるものと考えられる。
よって、因子Ⅰには「カナダ人の誇りと有用性」と名付けた。 
 因子Ⅱは、「英語を深く理解したい」「英語は日常生活で必要なため学ぶ意味がある」「英
語を勉強して英語圏の外国に行きたい」「英語は他のどの言語よりも大切な言語である」「英
語学習は家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要」「英語の知識を獲得したい」「英
語学習は自己選択（希望）によるものだ」「英語は大人社会で有用である」の 8 項目から
なり、どの項目も英語の必要性に関するものである。よって、因子Ⅱには「必要性」と名
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付けた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
全分散の説明割合は、42.72%であり、したがって 6 年生の中国語の EV の内部構造は、「因
子Ⅰ：カナダ人の誇りと有用性」「因子Ⅱ：必要性」の 2 つの因子で説明できる。 
ウィルコクソンの符号付き順位和検定の 6 年生の英語の有意項目は、5 項目中の 3 項目
が因子Ⅰに寄与し、残りの 2 項目が因子Ⅱに寄与している。6 年生の英語の因子構造は 3
年生と異なり、全項目が 2 つの因子のどちらかに寄与し、また偏りも見受けられないため、
カナダ人としての誇りと有用性、そして必要性が意識された学習となっているものだと考
えられる。一方、中国語も因子構造がはっきりしており、6 年生児童の中国語と英語の異
なる EV 構造を確認することができる。 
 
6.1.3. まとめと考察  
 表 6-15 は、両学年の中国語、英語の EV 構造についてウィルコクソンの符号付き順位
和検定と因子分析の結果をまとめたものである。表中の「検定有意」は、因子寄与項目の
中のウィルコクソン検定有意項目の数を示している。 
表 6-14 6 年生の英語に対する心的態度の因子分析結果 
因子Ⅰ 因子Ⅱ 共通性（h2）
.89 .01 .80
.83 .05 .73
.78 -.13 .53
.67 -.19 .35
.59 -.04 .33
.56 .00 .31
.55 -.03 .28
.49 .13 .32
.36 .24 .27
.00 .79 .63
-.26 .71 .39
.13 .69 .59
-.16 .59 .28
-.01 .59 .34
.26 .56 .54
-.01 .52 .27
.23 .41 .32
因子寄与 5.45 1.82 7.27
累積寄与率 32.04 42.72
英語の知識を獲得したい
因子Ⅰ:カナダ人の誇りと有用性　因子Ⅱ: 必要性
英語学習は自己選択（希望）によるものだ
英語は大人社会で有用である
英語を勉強して英語圏の外国に行きたい
英語は他のどの言語よりも大切な言語である
英語学習は家族祖父母とのコミュニケーションにおいて重要
英語学習は自分のルーツを学ぶことでもある
英語を深く理解したい
英語は日常生活で必要なため学ぶ意味がある
カナダはとても興味深い国なので英語を学んでいる
英語で友達に手紙が書けたら満足である
英語で学んでいる時にカナダ人だと感じる
英語学習が自らの価値を高める
英語学習は友達とのコミュニケーションにおいて重要
英語学習は将来の就職に役立つ
項目内容（日本語訳）
英語の知識により周囲の尊敬を受ける
英語が話せると賢く見える
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表 6-15 両学年の中国語、英語の EV 構造のまとめ 
 
 
 中国語に対する児童の EV 構造の特徴を見ると、ECBEA や学校が掲げる中国語教育
（継承語教育）の目的達成に向けた着実な歩みを見てとることができる。ウィルコクソン
の符号付き順位和検定で有意となった民族的誇りに関連する項目に加えて、6 年生でルー
ツの理解が 1 つの因子として抽出されたことを合わせて考察すると、エドモントン市の中
国語バイリンガルプログラムは言語的マイノリティの子どもたちのルーツやアイデンティ
ティを育てることに成功していると考えることができる。先にも述べたが、これは中島
（2010）の「バイリンガルのルーツモデル（本稿 p.44, 図 3-10）」の根の部分にあたり、
継承語である中国語の習得のみならず、英語の習得や学力の伸長を支えるのに必要な要因
であるため、バイリンガル教育を成功に導くためには欠かせないものだといえる。  
 一方、英語に対する児童の EV 構造の特徴を見ると、ウィルコクソンの符号付き順位和
検定の結果からは、3 年生の英語の学びは必然的である傾向が強く、因子分析では因子負
荷数に偏りが見られ、EV の構造がややぼんやりしたものであった。6 年生にはそういった
傾向がなく、カナダ人としての誇りやカナダ社会における英語の有用性が意識され、必然
性というより必要性を意識した学習になっているものと考えられる。バランスのとれたバ
イリンガルを育てるには、年少時期も限られた大切な時間であるため、英語学習を動機づ
ける明示的な教育支援が低学年の段階から必要だといえる。 
 どちらの学年においても、バイリンガル児童の中国語と英語の EV 構造は異なるもので
あり、言語的マイノリティ児童生徒教育を行う際に配慮すべき点を考える上で示唆に富む
ものだといえる。 
 
6.2. 「教育的サポート」に関する調査 
CBP 児童のバイリンガルスクーリング、および二言語学習・習得をどのように考えてい
学年・言語
因子
番号
因子名
負荷
数
検定
有意
学年・言語
因子
番号
因子名
負荷
数
検定
有意
Ⅰ 民族的誇り 5 1 Ⅰ 民族的誇りと付加価値 8 1
Ⅱ 有用性 4 0 Ⅱ 有用性 5 0
Ⅲ 必然性 6 2 Ⅲ ルーツの理解 4 1
Ⅰ
カナダ人としての誇り
有用性
12 0 Ⅰ
カナダ人としての誇り
有用性
9 3
Ⅱ 必然性 3 2 Ⅱ 必要性 8 2
6年生
中国語
6年生
英語
3年生
中国語
3年生
英語
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るかについて、学校長、英語担任教員、中国語担任教員、ECBEA 会長、ECBEA 名誉理
事に対して半構造化インタビュー（添付資料 7～10）を実施した。教育委員会のカリキュ
ラムディレクターに対しては自由回答形式でインタビューした。インタビューは全て IC
レコーダーで録音し、音声データをもとに、Ａ.中国語バイリンガルプログラムの教育的意
義に対する見解、Ｂ.学校現場における CBP 児童の支援の実際、Ｃ.教育行政者の中国語バ
イリンガル教育へのサポート、という観点から分析した。各論点は下の表 6-16 に記した
とおりである。また、協力が得られた保護者に対しては、家庭環境や子どもに対する親の
期待などについて調べるため、手紙形式でアンケート（添付資料 11）を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.2.1. A.中国語バイリンガルプログラムの教育的意義 
A①中国語バイリンガル教育の意義 
ECBEA（エスニック・コミュニティ兼保護者団体）の会長と名誉理事、そして D 校と
M 校の各学校長に対し「英語／中国語バイリンガル教育の意義は何か」という質問をし、
その回答を得た。 
 ECBEA にとっての中国語バイリンガル教育の意義は、第一に中国語背景を持つ家族に
とって親のルーツ、もしくはルーツに近い中国語（Mandarin）や中国文化を学校で子ど
もに学ばせることが可能なことである。保護者が子どもを中国語バイリンガルプログラム
① 中国語バイリンガル教育の意義
② 児童の英語力、中国語力への期待
① ECBEAによる学校現場への支援
② 授業中の英語・中国語の使用
③ 英語力・中国語力の個人差への対応
④ 児童の授業理解の確認
⑤ CBP児童の弱点と強み
⑥ 学期途中の転入児童への対応
⑦ 宿題に関する保護者からの声
⑧ 教員による家庭の使用言語に関するアドバイス
⑨ 中国語バイリンガルプログラムで経験した困難点、成功点
① 学校教育における第二言語教育の壁
② 児童生徒の言語能力の評価と社会的認知
③ 継承語プログラムから国際語プログラムへの推移
④ 簡体字とピンインの導入
⑤ カルガリー市教育委員会の中国語バイリンガルプログラム との比較
A.中国語バイリンガルプログラムの教育的意義に対する見解
B.学校現場におけるCBP児童の支援の実際
C.教育行政者の中国語バイリンガル教育に対するサポート
表 6-16 インタビュー内容の要点一覧 
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に入学させるにあたり、エドモントン市で中国人として孤立してしまったり、孤立したプ
ログラムの出身者というレッテルを張られてしまったりすることへの懸念を抱くこともあ
るというが、こういった保護者に対しては、中国語と中国文化を深く理解するカナダ市民
を育てるプログラムであることを ECBEA が保護者団体としてしっかりと説明を行ってい
る。また、通時的な側面から、1982 年に 33 名の児童で始まったプログラムが幼稚園から
高校３年まで拡張され、2000 人ほどの児童生徒が学ぶプログラムに発展したという点、お
よび卒業生の数が ECBEA の立ち上げたプログラムの存在意義を根拠づけている。 
また、名誉理事の実体験として、1960 年代に自身がエドモントン市の学校に通い始めた
頃は中華系市民が極めて少なく、実兄が小学校に入学する際に英語力不足で入学を拒否さ
れたことや、自身が英語を身につけるために通わされた入学前プレスクールで民族的ない
じめを受けたことなどの差別があったことに言及し、中国語バイリンガルプログラムが存
在すること自体が子どもにとっての教育的な意義だということを強調していた。ランチタ
イムに外気温がたとえマイナス 30 度であっても自宅に徒歩で戻り、昼休憩をとることが
心のブレイクタイムだったという具体的な経験談を耳にし、自分自身の言語文化が学校や
社会において尊重されない、場合によって迫害さえされてしまう言語的マイノリティの子
どもの心情を垣間見ることができた。 
 学校長の見解は、校長自身が中華系背景であるかどうかによって異なる。中華系背景の
ない D 校校長は、管理者として学校全体を俯瞰し、校内で中国語バイリンガルプログラム
が他プログラムと併存すること自体を意義のあるものと考えている。その理由を 2 つ挙げ
ており、1 つは中国語バイリンガルプログラムが存在することによって、CBP 児童だけで
なく、ERP 児童も含めた全校児童の異文化接触を生み出すことができるということである。
獅子舞や中国舞踊などの文化的なクラブ活動には ERP 児童も参加することが可能であり、
また中国旧正月の祝賀イベントには ERP 児童の参加なしでは完成しないような教育的配
慮をしているそうだ。もう 1 つは、中国本土の公立小学校と提携し、インターネットを用
いて教師間、児童間の国際交流を行っており、これは国際語バイリンガルプログラムを持
たない学校では不可能なことだということである。CBP 児童と ERP 児童の双方向に有意
味になるように学校管理者としてプログラムの併存を活用する構えを持っていると考える
ことが出来よう。一方、中国語背景を持つ M 校校長は、自身が ECBEA のメンバーでもあ
るため、中国語バイリンガルプログラムは中華系エスニック・コミュニティのものである
としながらも、コミュニティ（学校区）のためのものでもあるということをプログラムの
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存在意義として強調する。希望する全ての中華系児童（継承語学習者）がカナダの公立学
校の中で英語と中国語を学習することができ、中国語に堪能なカナダ市民になれるという
こと、また、プログラムは全てのカナダ人に門戸を開いているため、地域住民に中国語の
学習機会を提供することで、学びの幅を広げるものだと考えている。中華系背景を持つ学
校管理者として、継承語学習者への教育的配慮に加え、学校の所在する地域への配慮につ
いて言及している点が D 校校長と異なるところである。 
 
A②児童の英語力、中国語力への期待 
 A①と同様に ECBEA 会長、名誉理事、D 校 M 校の学校長の計 4 名に対し、「CBP 児童
にとって英語と中国語はどの程度重要だと考えるか」と質問をし、その回答を得た。 
保護者たちが児童生徒の英語、中国語の習得に大きな期待を寄せるのは当然のことであ
るが、ECBEA の見解として特徴的なのは、パーシャル・イマ―ジョン方式というバイリ
ンガル教育の方法について言及していることである。中華学校のように全日中国語使用を
基本とするのではなく、英語と中国語を 50/50（%）の比率で学ぶ方式を望むと強調し、
また児童募集活動の砕身について触れ、英語と中国語の半日ずつの学習を実現することで
親の賛同が得られ、多くの入学者数が見込めるのだという。ECBEA にとって入学者の確
保はプログラムの死活問題に関わる重大事であり、また親の立場から考えれば、親のこと
ばも学んで欲しいが「英語は大事である」という想いが根強いものだといえる。現地語で
ある英語の圧倒的な力とマイノリティ言語である中国語の力の格差を読み取ることができ
る。 
 学校長も ECBEA 理事と同じように、まずは中国語バイリンガルプログラムが半日パー
シャル・イマ―ジョン方式である点に言及し、英語と中国語の両方の習得が在籍児童にと
って意味があるということを強調した。個別に学校長の見解を整理すると、M 校校長は自
身が中国語話者であり、親でもあるため、CBP 児童の言語習得に対しより具体的な考えを
持っていた。子どもたちはほとんどの時間を英語環境で過ごすため、英語の発達の方が早
くなり英語力がより高度になる一方、中国語はよりゆっくりとした発達となり流暢度も低
くなりがちであることから、リテラシーを育てる授業の中で中国語をしっかりと伸ばす必
要があると指摘している。また、D 校校長は学校の特色としてリテラシー強化を掲げてい
る点について言及し、読解力育成を目的としたバランス・リテラシープログラムについて
説明した。A～Z、1～6 のレベルに分けられた図書があり、児童は自分のレベルに合った
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本を読むことで読解力を早く伸ばすことができるのだという。このレベル化は英語
（Language Arts）で始まったものであるが、中国語（Language Arts）も同様に 1～10
のレベルに図書を分け、児童が容易に選べるように仕分け作業が進行中であった。レベル
分けは実際に教えている中国語教員が本を見て、これはレベル 1、これはやや複雑な内容
なのでレベル 3 というように仕分けをしていくのだという。EPSB 管轄の学校で国際語（D
校では中国語）のバランス・リテラシープログラム用の図書仕分けを行っている学校は D
校が初めてであると語気を強めたが、その責任を中国語担当教員だけに負わせている実状
も否めなかった。 
 
6.2.2. B.学校現場における CBP 児童の支援の実際 
 本節では現場で教育活動にあたる教員へのインタビューを分析する。まず、D 校、M 校
の 3 年生、6 年生で担任を務める教員のプロフィールを以下に示す。 
 
表 6-17 英語教員プロフィール 
勤務校 担当学年 言語 特記事項 
D 校 3 年 英語 第二言語習得の修士号 
D 校 6 年 英語 副校長を兼任 
M 校 3 年 英語 バイリンガルプログラムの教師歴 7 年 
M 校 6 年 英語 バイリンガルプログラムの教師歴 12 年 
 
表 6-18 中国語教員プロフィール 
勤務校 
担当 
学年 言語 出身地 
中国での 
教師歴 
教員免許 
取得機関 特記事項 
D 校 3 年 中国語 
ハル 
ビン 有 
アルバータ大
学大学院 
大学では英語を専攻。大学院
留学のためエドモントン留学 
D 校 6 年 中国語 香港 有 
アルバータ大
学大学院 
アルバータ州教員組合 第二
言語/多文化教育部会会長 
M 校 3 年 中国語 中国 無 
アルバータ大
学教育学部 
バイリンガルプログラムの 
教師歴 20 年 
M 校 6 年 中国語 北京 
有 
（大学） 
アルバータ大
学大学院 
バイリンガルプログラムの 
教師歴 16 年 
 
B①ECBEA による学校現場への支援について 
 ECBEA（保護者団体）の学校支援を現場の教員がどのように受け止めているのかを調
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べるため、D 校、M 校の学校長、3 年と 6 年の担任教員（英語・中国語 1 名ずつ計 4 名）
に対して「中国語バイリンガルプログラム運営校の校長／教員として ECBEA の支援をど
のように感じるか」と質問し、得られた回答の概要はつぎのようである。 
まず両校の学校長は、質の高い中国語バイリンガル教育を実現するためには ECBEA の
支援が必要不可欠であると考えている。校長の声をまとめると「学校教育現場への財政支
援」「児童生徒への直接的奨学支援」「イベント主催などの社会貢献」「プロモーション活動」
「教育機関へのフィードバック」の 5 点に整理することができる。第 1 の「学校教育現場
への財政支援」は、本、コンピュータ機器など教育リソースの寄付や財源を集め学校に投
資するということである。第 2 の「児童生徒への直接的奨学支援」は、児童に奨学金や賞
を授与するという児童への直接的な支援についてである。第 3 の「イベント主催などの社
会貢献」は、中国旧正月（Chinese New Year）祝賀イベントなど、地域で行われる社会的・
文化的なイベントに児童が参加することで中国語の学習価値を高め、文化理解につながる
ということ。またそれは地域の活性にもつながるため、イベントの企画・実行などによる
社会貢献が大きいというものである。第 4 の「プロモーション活動」は、プログラムを維
持・継続していくために重要な児童募集、およびプログラムの社会的認知度を高めるため
のプロモーション活動についてである。そして第 5 の「教育機関へのフィードバック」は、
重要な決定を行わなければならない際、保護者の意見を迅速に集約し、教育機関（教育委
員会・学校）にフィードバックとして提供することである。このように、ECBEA の活動
は総じて学校長および教員に高く評価されていることがわかる。 
 担任教員たちの回答では英語教員と中国語教員で温度差が見受けられた。D 校 3 年、6
年の英語教員は ECBEA による作文コンクールの実施やニュースレターの発行、財政支援、
文化活動（イベント主催）の実行などについて声が多かったのに対し、M 校の英語教員は
3 年、6 年の担任ともに ECBEA の支援は中国語サイドのことであり、自分たちにはあま
り関係がないという冷ややかな回答であった。M 校の校長が中華系出身者であることが強
く影響している様子で、英語教員と中国語教育支援の摩擦が見受けられた。その一方で、
中国語教員は、学校への財政支援、児童募集プロモーション活動、文化活動の実行、そし
て教師の企画に対して全面的なサポートが得られることや教師研修のスポンサーであるこ
となどから、ECBEA がバイリンガル教育に必要不可欠な存在であるという認識を一様に
示していた。 
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B②授業中の英語・中国語の使用 
 「授業中に児童が英語と中国語のどちらも使用することを認めているか」という学校に
おける二言語使用方針に関する質問に対して、D 校 M 校の 3 年と 6 年の担任教員（英語・
中国語 1 名ずつ計 4 名）から得られた回答は次のようである。 
英語教員 4 名は、児童の中国語使用について「気にしない」という回答が 2 名、「英語
を推奨する」という回答が 1 名、「中国語の使用は一切認めていない」という回答が 1 名
であった。中国語教員は 3 年の教員 2 名が、児童の中国語力が弱いため英語を使わざるを
得ない時があると答えている。特に算数については、いくらかの用語は英語で教えておか
ないと問題が理解できず解答を得ることができないため、教師が説明に英語を使用するこ
とがあるようであった。一方、6 年の中国語教員 2 名は、英語を使わないよう指導し、中
国語を使うことを奨励するという。5、6 年生になりカナダ滞在が長くなると、家庭で両親
も英語を使うようになり、どんな児童にとっても英語の方が楽な言語になりがちであるた
め、学校で中国語を使わなければ中国語で考えることが難しくなることから、出来る限り
中国語を使うように指導しているようであった。 
 
B③英語力・中国語力の個人差への対応 
 「英語／中国語力の個人差を感じるか。その個人差に対して教える時にどんな配慮をす
るか」という言語能力の個人差への対応に関する質問に対して、D 校 M 校の 3 年と 6 年
の担任教員（英語・中国語 1 名ずつ計 4 名）から得られた回答は次のようである。 
英語教員の対応は 4 つに分類することができる。第一に、英語学習に困難を来たしてい
る児童は英語レギュラープログラムでも同じであり、受け持ちクラスのニーズに見合う授
業を組み立てるという、基本的に特別な配慮はしないという方針である。ただし、中国語
プログラムには英語が全くわからない児童が転入することがあるため、どうしても必要な
場合のみ特別な手当てを考えるという説明を付け加えている。第二は、クラス全体への指
導は最小限にとどめ、グループ活動を多くするという方針である。児童のレベルに見合っ
たグループで学習をさせることができ、時間はかかるが効果的であるという。第三は、助
手の活用である。クラス内で、言語能力に問題があり教科内容が理解できない児童の横に
サポーターをつける、いわゆる日本の入り込み授業のような形態である。入り込みが必要
となるような児童に対してはゆっくりとしたプロセスで英語学習ができるように配慮して
いるという。最後は、ESL プログラム（取り出し授業）による対応である。ESL（取り出
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し）プログラムの対象となる児童は 1 対 1 で週 30 分間の取り出し授業を受けることがで
きる。ただし、M 校では ESL 対象児童も可能な限り取り出しはせず、所属学級で極力学
習させる方針のようであった。 
中国語教師が挙げた児童の中国語力の個人差への配慮において、作文タスクの具体例に
次のようなものがある。中国語が強い児童に対してはより多くの情報を加えて内容を豊富
にし、まとまりのある文章になるよう指導する。中国語力が CBP 児童の中で平均的な児
童については、文章を自力で完成させることを目標にする。そして、中国語力が低い児童
に対しては、あらかじめ平易な表現を与え、そこから文章を膨らませたり、絵を描き、そ
れに文を加えて説明させるなど具体的な活動を行わせる。同じタスクではあるが、個人の
言語能力に応じた指導例である。作文タスク以外では、中国語力が低い児童をセンタ （ー教
室の一部）に集め助手をつけて指導する、クラスメイトからの手助けが受けやすい環境を
作る、また、読解練習においては 1～3 年レベルの難易度の低い課題を与えることで達成
感を味わわせ自信を喪失させないようにするという対応も見受けられた。これらのことか
らわかるように、児童一人一人に合わせた指導が試みられてはいるものの、各教員の裁量
によるところが大きいというのが実情だと考えられる。 
 
B④児童の授業理解の確認 
「英語力／中国語力が問題で授業があまりわからない児童がいる場合、どのようにそう
いった児童の理解を確認するか」という授業理解の確認に関する質問に対して、D 校 M 校
の 3 年と 6 年の担任教員（英語・中国語 1 名ずつ計 4 名）から得られた回答は次のようで
ある。 
英語教員の回答で特徴的なのは「理解している児童を活用し、分からない児童に中国語
で説明をさせて理解を確認する」という方法である。これと同様の方法は中国語教員の回
答には見受けられなかった。この確認法の問題点を英語教員は認識しており、教師の絵や
写真などによる説明を聞かず、中国語だけを待つようになってしまうため、悪い習慣にな
らないように注意が必要であると説明を加えている。しかし、児童同士による教科内容の
通訳は最終的な手段としながらも、実際に行われているのが現実である。また、どのよう
に説明したら理解しやすいか他の児童に尋ね、児童レベルの英語で説明を聞かせることで
理解を促すという方法も見られた。 
 中国語教員からは、児童は分からなければ自ら質問してくるというのがあるが、6 年の
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教員が悩んでいたのは、児童が英語で質問をしてくることがあるという問題である。コミ
ュニケーションの中身が大切ではあるというものの、児童が中国語力を伸長させるために
は学校で極力中国語を使うべきなので中国語教師にとっては悩ましいことであるのは理解
に苦しくない。また、児童が理解できた時には親指を上げたり、動作で示したり、シンプ
ルでわかりやすい方法をとる教員もいた。最後に英語教員と中国語教員で共通して見られ
た回答は「児童の顔の表情から判断できる」というものである。教師を職業とする者が全
般的に持ち合わせている能力といえるのかもしれない。 
 
B⑤CBP 児童の弱点と強み 
「CBP 児童を ERP 児童と比べた時に、弱点と強みは何か」という CBP 児童の弱点に
関する質問に対して、D 校 M 校の 3 年と 6 年の英語担任教員（全 4 名）から得た回答は
次のようである。ERP 児童の特徴と比較が必要のため英語教員のみが対象である。 
弱点は 3 点に整理できる。第 1 は文法で、特に時制（テンス）の弱さである。しかし、
児童は文法をきちんと判断できる英語の知識を持っていると考えられ、音読するなど自己
モニターを活用すれば間違いに気がつく力はあるという。第 2 は語彙である。ERP 児童は
日々の生活の中で習得している語彙が CBP 児童は抜け落ちており、また、同じ事物に対
する複数の表現を知らないという点を指摘している。そして抽象語彙の不足も見受けられ
るという。第 3 は、比喩や口語表現を知らないということである。英語特有の表現などを
継承語学習者は両親から学べないことがあるので、どうしても弱くなるようであった。 
一方、強みは音読する力（発音）、一生懸命取り組む姿勢、自分への厳しさ、自分に対
して誇りを持つこと、自発的な学び、新しいことへの挑戦、数学的な知識などが挙げられ
た。音読する力については、主に音声面に着眼したものであり、児童は教師の発話の意味
がわからなくてもきれいに復唱することができるという。そして、CBP 児童の学習態度に
ついては ERP 児童と比較して総じて評価が高かった。 
英語学習者（ELL 児童）の語彙や表現の弱さは Roessingh（2012）が指摘しており、ま
た発音の良さは Krashen et.al（1979）が指摘していることから、バイリンガル児童も一
般的な英語学習者（ELL 児童）と同じ弱点、強みを持つ傾向があると考えることができる。 
 
B⑥学期途中の転入児童への対応 
「学期途中で転入してきた児童に対し、どのように対応しているか」という学期途中の
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転入児童への対応に関する質問に対して、D 校 M 校の 3 年と 6 年の担任教員（英語・中
国語 1 名ずつ計 4 名）から得られた回答は次のようである。 
英語教員は児童の学習がどこまで進んでいるかをチェックして、何を学ぶ必要があるか
計画を立てることが大事だと指摘する。転入生がどこから来たかによって対応を変えてい
る。児童が地元の学校から来た場合はレポートカード（通知表、連絡表）を参考にするた
め大きな問題はなく、また、カナダのアルバータ州外から来た児童で英語の授業を受けた
ことがある場合には、簡単な読みのテストなどによって何が出来るのか観察してから、そ
れを参考に学習をスタートさせることができるという。一方、カナダ国外からの編入児童
に対しては、語彙テストなどを行って言語能力をさらに詳細に見る必要性を指摘している。
ただここで共通している問題は、対応が担任教員の判断に委ねられている点である。 
 クラスに英語が全くわからない児童が転入してきた時には、1 日中何が起こっているの
かわからないという状況を避けクラスで快適に過ごしてもらうために、中国語や広東語が
流暢に話せる児童の近くに座らせて必要に応じて通訳として転入生を助けてもらう、また、
世話好きな児童の近くに座らせるなどという対応がある。その一方で、英語力があまり高
くない児童の近くに座らせてしまうと、コミュニケーション自体が上手く取れずにより困
難な状況を作ってしまうといった配慮から、英語力が高い児童の近くに座らせて、児童同
士でコミュニケーションができるようにするという英語でのコミュニケーションを徹底す
る考えを持つ教員もいる。さらに、問題となる児童のほとんどは授業態度に原因があり、
何をやっているかわからないため授業態度の悪化につながることから、細やかなサポート
をするために前列に座らせるという教員もおり、対応方法は様々である。 
中国語教員の場合は英語と異なる。中国語バイリンガルプログラムに幼稚園、小学 1 年
以外の途中入学が許可される場合、その前提として中国語の簡易テストと家庭環境の聞き
取りを受けている。つまり、途中入学が許可される転入生は中国語背景を持っており、簡
易テストの結果から教師は必要に応じて転入児童の中国語力をある程度把握することがで
きる。さらに必要に応じて教員が独自のテストを行い、どのぐらい読み書きができるのか、
何が既習で、何が未習か把握するように努め、指導につなげるという。中国語の基盤がし
っかりしている児童に対しては、英語学習に集中するようにアドバイスし、中国語のクラ
スでは他の児童を手助けすることで自信をつけさせるのだという。クラスメイトが良きロ
ールモデルになるため、中国語が強く学習習慣や学習態度の良い児童の横に転入生を座ら
せ、新しい環境に早く慣れてもらえるようにクラスの児童にも協力を呼びかけるというク
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ラス全体で転入生を支える環境づくりをする教員もいた。 
 
B⑦宿題に関する保護者からの声 
「宿題の量について保護者から意見されたことがあるか」という宿題（家庭学習）への
保護者からの指摘に関する質問に対して、D 校 M 校の 3 年と 6 年の担任教員（英語・中
国語 1 名ずつ計 4 名）から得られた回答は次のようである。 
英語教員は 4 人とも意見された経験はなかったが、CBP 児童の保護者たちは異口同音に、
より多くの宿題を希望する傾向があると答えた。 
 中国語教員は、4 名中の 1 名が 1 度だけ意見されたことがあるといい、児童の祖父が教
師のところへ来て宿題を増やすように要求したそうである。中国語教員は全体として、ク
ラスでやり残したものだけを宿題にする傾向が見られたが、中国旧正月（Chinese New 
Year）などの文化行事の際には宿題は出さないという教員が多かった。自律学習の習慣づ
くりが大切だと保護者にアドバイスをすることが大切だと指摘している。英語教員、中国
語教員の回答を見ると、CBP 児童の保護者たちの子どもの教育に対する極めて熱心な姿
勢・態度が窺い知れる。 
 
B⑧教員による家庭の使用言語に関するアドバイス 
 「保護者に対し家庭での使用言語について今までにアドバイスを行ったことがあるか」
という家庭での使用言語に関するアドバイスについての質問に対して、D 校 M 校の 3 年と
6 年の担任教員（英語・中国語 1 名ずつ計 4 名）から得られた回答は次のようである。 
保護者が子どもに TV 視聴を認めない家庭で、親が英語をほとんど話せない場合、英語
の TV 番組を見せるように提案したという例や、レポートカード（連絡帳）の中で家庭に
おける使用言語についてアドバイスをする場合は、家庭内でもっと英語を話すようにとい
う提案の仕方ではなく、「子どもの英語力を改善するためにはレベルにあった英語の本をも
っと読ませた方がよい」、「黙読ではなく声に出して音読させる」、「親が家にいるのであれ
ば、英語がわからなくても、ただ音読を聞いてあげるだけで良い」など、保護者が実行可
能なアドバイスが多かった。また、家庭内で英語だけを使いたいと考えている保護者に対
しては、子どもたちが学校にいるほとんどの時間は英語を使っているということを認識さ
せ、家庭では中国語に接触させる必要があるというアドバイスをした教員もいる。 
中国語教員 4 名中の 2 名は、家庭内の自然な言語使用を尊重するため言語使用について
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アドバイスをしたことはないという。一方、中国語（Mandarin）と広東語（Cantonese）
の両方を話せる両親の場合に、父親と広東語（Cantonese）で話すのであれば、母親とは
中国語（Mandarin）で話すようにという具体的な助言をレポートカード（成績連絡帳）
に書いた教員もいた。家庭で中国語（Mandarin）を使える人がいるのであれば、児童は
学校で習う中国語（Mandarin）の練習が必要であるから、保護者はそれをサポートすべ
きだという考えがその根底にあるのではないかと推察できる。 
 
B⑨中国語バイリンガルプログラムにおいて教授上経験した困難点、成功点 
「これまでに困難だったことや達成感を感じたことなどを自由回答」というインタビュー
のまとめとしての質問に対して、D 校 M 校の 3 年と 6 年の担任教員（英語・中国語 1 名
ずつ計 4 名）から得られた回答は次のようである。 
 英語教員からは大きく 3 つの困難点が挙げられている。第 1 は、児童全員が英語学習者
（English Language Learner）であり、教える側も常にチャレンジであるということ。第
2 は、英語学習に使える時間が半日しかないため、時間的制約が厳しいということ。第 3
は、1 教員が言及したことであるが、教師の採点に中国系の保護者が意見するというもの
である。この教員によると英語プログラムではそのような経験は一度もないという。充足
感を感じたことは、全く英語を話せなかった児童が、自分を含めて多くの人とコミュニケ
ーションをする姿を見ることや、全く英語で読み書きができなかった児童が学年相応まで
成長した時などが挙げられた。また、バイリンガルプログラムの保護者の協力と丁寧な対
応に敬意を表し、保護者が教師に対して好意的であることは、子どもたちを成功に導くた
めの教師の原動力になると指摘した教員もいる。 
 中国語教員からは 5 つの困難点が挙げられている。第 1 は、中国で教師経験がある教員
が指摘したことであるが、規律正しい中国の児童に対して CBP 児童は授業態度が異なり、
その対応が困難であるということ。第 2 は、中国語力がばらばらであるため注意深くケア
しなければならないこと、そして習ったことを児童が応用して実際に使ってみる環境がな
いこと。第 3 は、時間的制約が厳しく中国語で学習できる時間が半日しかないこと。第 4
は、中国語教員に対して英語レギュラープログラムの保護者から冷遇されることがあると
いうこと。第 5 は、学校運営・管理の問題である。学校管理者の中にはバイリンガルプロ
グラムに協力的でない管理者もおり、例えば、図書室に所蔵する本を買う場合、中国語教
員が中国語の本を買うように要請しても、管理者によっては快諾しない場合があるという。
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そういった場合、児童は何年もの間同じ本を読み続けなければならないので、学校管理者
の協力・支援がなければ CBP 児童の中国語学習を成功させることは困難だと指摘してい
る。 
 最も達成感を感じる点として一様に挙げられたのは、カナダという英語環境の中で、児
童がたくさんのことを中国語で話したり書いたりすることができるようになっていること
である。 
 
6.2.3. C.カリキュラムディレクター（EPSB のバイリンガルプログラム責任者）による中
国語バイリンガル教育に対する教育的サポート 
筆者が最初に EPSB を訪れた 2006 年、W 氏は EPSB のバイリンガルプログラム担当の
カリキュラムディレクターで、当時は EPSB の所属であった。その後、定年退職し、現在
はエドモントン孔子学院の理事をしている。カリキュラムディレクターW 氏のインタビュ
ーは、中国語バイリンガルプログラムに限らず、エドモントン市における言語教育、バイ
リンガル教育の発展の経緯など、より幅広く様々な課題に対する意見を収集するために自
由回答形式をとった。以下、インタビューで得られた内容を論点ごとに記す。 
 
6.2.3.1. EPSB カリキュラムディレクターとしての赴任 
 1997 年に W 氏がカリキュラムディレクターとして赴任した際、EPSB は言語教育プロ
グラム開発に定評がありながら、プログラムが減少するという深刻な問題に直面していた。
1992 年から 1997 年までの 5 年間でフレンチ・イマ―ジョンプログラムへの入学者、およ
び第二言語教科としてのフランス語プログラムの希望者は約 35%減少していたという。 
また継承後教育に関して、W 氏が赴任した当初、最もショックを受けたのは、幼稚園か
ら高校 3 年生までのバイリンガルプログラムのカリキュラムがたった 4 枚の紙に書かれた
短いものだったことである。移住者は、カナダに移民した後、2 世、3 世、4 世と世代が進
むと、継承語に興味を持たなくなっていき、継承語プログラムとしてのバイリンガルプロ
グラムは孤立して入学者が減少の一途を辿っていたそうだ。 
この当時、フレンチ・イマ―ジョン、第二言語プログラム、継承語バイリンガルプログ
ラムなど、EPSB の言語プログラムには問題が山積していたようだ。こうした状況からの
脱却を目指し、W 氏は手始めに 1999 年から 2000 年にかけてフランス語プログラムの大
規模な実態調査をEPSBとして行っている。フランス語プログラムを足がかりにしたのは、
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フランス語プログラムで問題となっていたことが、他の言語プログラムでも同様に問題と
なっていると考えたからだという。 
 この大規模調査の結果で明らかになった実態をふまえて、プログラム統括機関、学校に
向けて「Characteristics of successful second language programming（第二言語プログ
ラムの成功への条件）」というタイトルで 14 項目の提言（添付資料 14-1, 2）を行っている。 
 
C①学校教育における第二言語教育の壁 
 まず、学校教育における第二言語教育の壁として、教育行政機関による指針が存在せず、
加えて学校のサポートがなかったことを指摘している。そのため、EPSB では指針、規則、
ガイドラインの策定から取りかかったという。 
 次に、学校長が大きな問題であったと指摘する。W 氏は今日に至っても北米全土に渡っ
てこの問題は解決されぬままだと考えているようだ。校長の多くは、児童生徒が運用可能
になるレベルの第二言語を学校教育だけでは習得できないと考えており、W 氏が学校を訪
問して第二言語プログラムについて話をすると、「言語を学習することは大変良いことだと
思うが、周知のように学校で言語を学習してもそれは機能しない（運用レベルに到達しな
い）。子どもたちはいろんな言語を話しているので言語を習得する力はあるが、学校での学
習では運用レベルまで達することはできない。持っている言語を使うのが一番だ。」という
ような消極的な意見が多いという。学校長（トップ）が言語を上手に学習し学校の中で習
得可能であると考えていないため、校長が第二言語教育の大きな壁（big barrier）になり
得ると指摘する。こういった背景から W 氏らの取り組みにより、現在 EPSB ではバイリ
ンガルプログラムを運営する学校の校長に対し、バイリンガルプログラムがどのようであ
るべきか、どのように運営したらよいかなどについて研修を受けるシステムになっている。 
 さらに、保護者も第二言語教育の壁になると指摘する。保護者自身が語学教育を受けた
にもかかわらず、どの言語も使うことができないため、子どもが将来社会で運用可能なレ
ベルの言語を学校で習得できると信じられないのだという。W 氏によれば「言語学習は良
いことだけれど、公教育だけではおそらく運用可能レベルまで到達することはできないだ
ろう」と考えるそうだ。 
 最後は教員の問題である。EPSB が調査を行ったところ、フランス語を教える教員でフ
ランス語が話せない者がおり、例えばフランス語の大学コースを修了してはいるものの、
20 年前のことで忘れてしまった、などという教員の存在である。大規模調査によりフラン
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ス語教員のフランス語力が大きな問題だということが明らかになったが、これは教員のせ
いでなく、また教員が罰を受けることではないという。この大規模調査後、校長が第二言
語教科担当教員に対して行う指導力の確認の手順を教育委員会の規定の中に定め、これに
より、全ての教員が Language Proficiency Assessment と呼ばれるテストを受けねばなら
なくなり、言語を教えるためには、当該言語の会話力、読む力、書く力で最低限必要な標
準レベルをクリアしなくてはならなくなった。既に教えている教員が基準を満たせない場
合は、コースを受講せねばならず、コース受講後にもう一度テストを受け、言語能力が改
善されないと職場復帰できないようになっている。 
 
C②児童生徒の言語能力の評価と社会的認知 
 W 氏はカリキュラムディレクターとして、児童生徒の言語能力をどのように社会に認め
てもらうかということ、つまり社会的有用性を持たせることを最も重要視した人物だとい
える。 
 アルバータ州の場合、学校でどんな言語を受講したとしても、英語とフランス語を除き
州の統一テストは受けられない。つまり、ドイツ語、スペイン語、中国語や日本語は州の
統一テストでは役に立たない。フランス語でさえカナダ国内においてはテスト言語として
役に立つものの、児童生徒のフランス語力は世界標準の基準で評価されたものではない。
W 氏は「身につけた能力であるならば国際的に評価されるべきだ」という強い信念を持ち、
EPSB のチームでフランスへ出向き、フランス教育省認可のフランス語能力試験 DELF を
入手し、これを児童生徒向けに使えるようにするため、異なるレベル、異なる年齢のサン
プルを集めたのだという。DELF テストのタスクは、レストランの場面や航空会社のスタ
ッフとの問答など機能的な言語活動が必要で、本質的なインターアクションが要求される。
W 氏は文法の正確度を重視する評価の仕方は、子どもの言語学習の方法と合わないため、
従来式の評価方法を排除する必要があったという点に触れ、現在の新しい評価は DELF が
ヒントになっていると説明している。CEFR（ヨーロッパ言語共通参照枠）に準拠する
DELFのどのレベルがEPSBの児童生徒のどの学年に対応するかについてパイロットテス
トを行い、A1 レベルを 4 年生、5 年生、A2 レベルを中学 1 年生、2 年生、B1 レベルを中
学 3 年生、高校 1 年生、B2/C1 レベルを高校 2 年生、3 年生と対応を示している。パイロ
ットテストにより、EPSB のフレンチ・イマ―ジョンを卒業する多くの児童が高校卒業ま
でにフランスで大学に入学を許可されるレベルの B2 レベルまで身につけていることが明
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らかになった。このように、EPSB 管轄のフレンチ・イマ―ジョン、、3 年生、6 年生、9
年生（中学 3 年生）の第二言語プログラムの全ての児童を対象に国際的に通用するフラン
ス語の新しい評価基準を使用するという大改革が達成されたのである。 
 バイリンガルプログラムについては、フレンチ・イマ―ジョンと同様の手順で行い、ド
イツ語は Deutsche Sprachdiplom、スペイン語は DELE、中国語は HSK というように世
界的に認められる言語能力試験の評価を活用している。しかし、中国語の HSK には問題
があり、それは HSK が CEFR に準拠していなかったことだという。W 氏はエドモントン
孔子学院のメンバーを連れて北京へ出向き、HSK を主管する Hanban 協会に対し、HSK
を CEFR に準拠させなかったのはミスだと意見したという。しかし、HSK の監修委員は
語学教育に対して伝統的な考え方であり、文法を基本とした言語学習を変えようとはしな
かったと過去を振り返った。カナダへ帰国後、W 氏はエドモントン市の子どもたちを使っ
て「Yes, I speak Mandarin.」という DVD を作成し、さらに、エドモントン市で独自に
HSK と CEFR の対応レベルを構成したという。W 氏はこれらを持ってもう一度中国へ行
き、Hanban 協会の執行部長に作成した DVD を見せ、この執行部長が中国の政府機関に
いる専門家にエドモントン市の子どもたちの DVD を見せたという。これがきっかけとな
り、中国政府機関の専門委員は W 氏に対し、会議で意見表明をするプレゼンテーションの
機会を与え、実際この会議には北京大学、南京大学、南京言語文化大学、HSK テストの開
発課全ての人間が集まったという。その後、中国国内で非常に大きな討論になった結果、
2008 年 12 月に新 HSK が発表され、これが CEFR に準拠したものになっていたそうであ
る。中国語バイリンガルプログラムの児童生徒の中国語力を国際的に価値あるものにする
ために EPSB の並々ならぬ努力があったことが窺い知れる。次項の図 6-1 は各言語の言語
能力テスト（CEFR 準拠）と学年レベルの対応表である。EPSB カリキュラムディレクタ
ーの W 氏によって作成されたもので、E メールによって取得した。 
 現在、W 氏がアルバータ州で進めているのは、企業が人材採用の際に CEFR に基づく
児童生徒の言語能力を参照することができるデータベースの作成である。その目的は、児
童生徒の言語能力に経済的価値を加えるためだという。HSK を例に挙げると、児童生徒の
氏名と HSK のレベルがこのデータベースに掲載されることによって、中国語のバイリン
ガル人材を求める企業はデータベースの情報を活用し、適材を探して雇用することができ
るというものである。このデータベース作成と活用のプロジェクトには、既にアルバータ
州のホテル業界、ツアーガイド業界が参加を開始しており、2011 年の夏休みには高校生が
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言語能力を活かし観光地でアルバイトとして働く見込みだという。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
C③継承語バイリンガルプログラムから国際語バイリンガルプログラムへの推移 
公教育においてバイリンガルプログラムを維持していくためには、世間一般を説得する
ことが最も大切であり、そのためには言語に経済的な価値を付与する必要がある。なぜな
ら、世間が言語に経済的な価値を見出すと学習者数が増え、公的資金を投入できるからで
ある。例えば、ウクライナ語のような言語は完全なる継承語だといえ、教育行政の力で経
済的な価値を示すことが非常に困難な言語であり、こういった言語のバイリンガルプログ
ラムが生き残るためには、言語的マイノリティだけを対象とした継承語プログラムではな
く、一般のカナダ人児童生徒を対象とする国際語プログラム（international language 
program）として世間に認識されるように努力する必要がある。 
 W 氏は国際語バイリンガルプログラムの中でも、ヘブライ語、アラビア語、ウクライナ
語は学校のあり方、児童数の確保、質の高い教員の雇用などの多くの課題を抱えていると
いう。ヘブライ語のコミュニティは極めて小さく、アラビア語のコミュニティは大きくな
りすぎており、またウクライナ語のコミュニティはその特徴に大きな変化があるようだ。  
ヘブライ語バイリンガルプログラムは現在、国際語プログラムの 1 つであるが、エスニ
ック・コミュニティの意向により宗教プログラム（ユダヤ系民族学校）に変えるかどうか
を検討中だという。EPSB のシステムの中ではどちらの形態も可能なようであるが、コミ
ュニティの意見が二分しているそうである。 
アラビア語バイリンガルプログラムは、アラビア系の市民が急激に増えたのを背景に 1
校に 800 人の在籍児童がいる。そして現在は英語レギュラープログラムと併存しないアラ
K 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
K
A1 A2 B1 B2/C1
K  Bilingual
A1 A2 B1 B2/C1
4
A1 　A2 B1
7
A1 A2
10
A2
フランス語：DELF/DALF,TCF, TEF, TFI（それぞれ主催者が異なる）
 French Immersion
 9-Year Language and Culture
 6-Year Language and Culture
 3 Year Language and Culture
ウクライナ語：Ukranian Language Exam
スペイン語：DELE
中国語：HSK, YCT（子ども対象）
ドイツ語：Deutsche sprachdiplom
日本語：Japanese Language Exam
図 6-1 EPSB による言語能力テスト（CEFR 準拠）と学年レベルの対応表 
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ビア語バイリンガルプログラムだけの学校になってしまったのだという。保護者は全員ア
ラビア系市民で、何が起きても地域社会から全て民族的な問題にされてしまうため、この
点について EPSB として検討が急務だと指摘する。 
 ウクライナ語バイリンガルプログラムは、EPSB 管轄の国際語バイリンガルプログラム
の元祖でありながら、現在は深刻な問題に直面している。入学希望者が急激に減少し、5
年後に現在運営している 3 つの学校が継続されているか保障できないという強い懸念を示
していた。学校の現場でも学年を統合するなどして運営しているのが現状で、過去にはウ
クライナ語プログラムの児童が学業成績において全プログラムの中で最も高い傾向があっ
たが、現在はその傾向は見られない。この原因は宗教的な問題が絡むようである。もとも
と、カナダに移民してきたウクライナ系市民のほとんどはカソリック色が薄く、むしろカ
ソリックをあまり好まなかったため、このようなウクライナ系カナダ人は EPSB 管轄のウ
クライナ語バイリンガルプログラムに子どもを入学させた。しかし、過去 30 年の経過の
中で宗教のあり方に大きな変化があり、ウクライナ系移民の多くの親がカソリックを信仰
するようになったことで Edmonton Catholic School（カソリック系教育委員会）管轄のウ
クライナ語プログラムに子どもを入学させるようになったという。このような宗教的な背
景により、EPSB のウクライナ語バイリンガルプログラムは児童数の確保が極めて困難な
状況に陥っている。 
世間一般のニーズがあまりない言語プログラムの場合、このような状況を克服していく
ことが大きな課題となる。そして教員の質の維持が重要だという。中国語、ドイツ語、ス
ペイン語はエドモントン市にかなり多くの母語話者が存在することから、人材確保に大き
な問題は起こりにくいが、ヘブライ語、アラビア語、ウクライナ語は今後ますます深刻と
なる問題だと指摘する。W 氏は現在最も上手く行っているプログラムはドイツ語と中国語
で、スペイン語も良いところまで来てはいるもののまだ全学年開講が完了していないため、
さらなる経験の蓄積が必要だと説明している。 
 
C④簡体字とピンインの導入 
W 氏によると、30 年ほど前の中国系移民は当時イギリス領の香港、そしてシンガポー
ル、台湾の出身者がほとんどであり、中国語プログラムが立ち上げられた時、台湾出身の
2 名の熱心な教員がプログラムの中で繁体字と注音符号を用いることを強く主張したため、
それがEPSBのバイリンガルプログラムに繁体字と注音符号を導入するきっかけとなった
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という。 
30 年前の中国は現在と比べて経済的にも文化的にも全く異なる国であったが、今日に至
っては、中国語で書かれている文書の 99%が中国本土で用いられる簡体字で書かれており、
加えてピンインは注音符号に比べ、英語使用者にとってはるかに習得が楽なシステムであ
る。これまで注音符号を用いてきた台湾台北市の道路標識のほとんどが 2 年ほど前からピ
ンインに変わり、台湾でさえ注音符号からピンインに移行する傾向が見られるようになっ
ている。こういった動向を見ると、中国語バイリンガルプログラムを維持していく上で繁
体字と注音符号を使用したリソースを今後確保していくことが困難になるだろうと懸念を
抱くようになったという。 
ただ、簡体字とピンインを導入することに対し、ECBEA 全体を説得することは容易で
はなく、徐々に保護者の賛同を得ながら段階的な導入を実施している。まず、約 6 年前に
高校と中学に簡体字を導入し、そして約 3 年前にピンインを学習する時期を 4 年生まで引
き下げた。そして HSK と YCT のテストの導入に際して、テストで簡体字とピンインが用
いられていることから、全面導入への大きな前進になったという。このようなステップを
踏み、2009 年に教育指針を改正し、2010 年 9 月から小学校のバイリンガルプログラムで
簡体字とピンインを用いることになった。ただ、簡体字だけにするのではなく、300 字は
簡体字に加えて繁体字も学ばせることとし、ハイブリットの形式にしたそうである。児童
が簡体字で読んだり書いたりできるようになり、繁体字は見て何となくわかるというレベ
ルを目指したことで、保護者に受け入れられたのだという。 
 
C⑤カルガリー市教育委員会の中国語バイリンガルプログラムとの比較 
 アルバータ州のカルガリー市教育委員会も中国語バイリンガルプログラムを運営してい
ることは 2.2.4.で述べた。そこで、EPSB の国際語バイリンガルプログラムと長く関わり、
また現在では孔子学院の理事としてカルガリー市の中国語バイリンガルプログラムとも関
わる W 氏に EPSB のバイリンガルプログラムの特徴をより浮き彫りにするため、2 市の教
育委員会が運営するプログラムを比較してもらった。 
 まず、カルガリー市で中国語バイリンガルプログラムが開始された時、学校の立地が良
くなかったことを指摘している。W 氏は国際語バイリンガルプログラムのようなプログラ
ムを設置する際には、地域や学校の特性をふまえて設置場所の見極めが重要であることを
強調する。カルガリー市のプログラムは 2010 年現在、中国語プログラムのある学校が移
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転しその規模が 2 倍になっているというが、本インタビューを行った翌年度から英語プロ
グラムと併存しない、中国語プログラムのみの学校になるという。これは先に述べたエド
モントン市のアラビア語バイリンガルプログラムと同様に望ましいことではないと問題視
しているという。 
 カルガリー教育委員会で用いられている 1 人の教員が英語、中国語両方で教科を教える
という統合アプローチ（integrated approach）という教授スタイルについて質問してみる
と、これには反対だと主張する。1 人の教員が英語ともう一つの言語で教えると、例えば
中国語では、中国語で教科を教えていても児童はより楽な言語の英語で質問するからだと
いう。これが弱い方のことばを伸長する妨げになると W 氏は考えている。ただ、統合アプ
ローチではないものの、現在エドモントン市でも 1 人の教員が英語、中国語の両方の教科
を担当することがあるそうだ。これは入学者数に起因する事情のようであるが、これが原
因となりさらに入学者の減少が起こるのではないかと懸念を抱いていた。なぜなら、保護
者が自宅のある学区域を超えて従来の 1 人 1 言語型の他校を選ぶ可能性があるからだとい
う。高学年の児童はともかく、幼稚園、1 年、2 年の低学年の保護者は転校を希望する可
能性もあるため、当該学校の校長と議論する必要があるという。 
 
6.2.4. 保護者 
保護者アンケートは D 校の学校長の協力により承諾の得られた 6 名の保護者（3 年生児
童の保護者 3 名、6 年生児童の保護者 3 名）から回収した。6 名のうち 5 名は母親が回答、
残りの 1 名については回答者情報が未記入であった。以下、アンケートの内容の分析結果
である。 
 まず、中国語圏に永住する意思があるかどうか、そして児童が中国語圏に住む親戚や友
達などに電話やスカイプなどで中国語を使う機会があるかどうかの回答である。 
 
表 6-19 ホーム国とのつながり 
  ある ない 
中国語圏に住む親戚や友達などに電話、スカイプ、 
手紙などで中国語を使う機会があるか 
4 2 
中国語圏に永住する意思があるか 2 4 
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中国語圏に住む人とのコミュニケーションでは、4 名があると回答している。CBP 児童
が学校以外で中国語を使用できる機会は電話やスカイプであっても貴重な中国語接触時間
となるものと考えられる。次に中国語圏（中国、香港、台湾など）への帰国意思について
は、2 名があると回答している。本調査ではいつのタイミングでの帰国を考えているのか
については定かではないが、帰国意思のある家庭の子どもも在籍しているということが明
らかになった。 
 次に、保護者自身の英語と中国語のレベルについて「高度な読み書き力（full fluency）」
「ある程度の読み書き力（moderate literacy）」「日常的な会話力・書字力（ for 
communication spoken and written）」の 3 択で回答してもらった。結果は表 6-20 のと
おりである。 
 
表 6-20 保護者自身の言語能力レベル（自己評価） 
自身の英語・中国語レベル 
高度な 
読み書き力 
ある程度の 
読み書き力 
日常的な 
会話力・書字力 無記入 
英語 0 0 4 2 
中国語 3 1 2 0 
 
英語は未記入の保護者を除き全ての保護者が「日常的な会話力・書字力」と回答してい
る。一方で、中国語は「高度な読み書き力」と回答している保護者が多く、今回アンケー
トに回答した家庭の母親のほとんどは中国語母語話者であると推察される。 
保護者が子どもに対してどのぐらいの英語と中国語の習得を望んでいるのか、「高度な
読み書き力（full fluency）」「ある程度の読み書き力（moderate literacy）」「日常的な会話
力・書字力（for communication spoken and written）」の 3 択で回答してもらった。結果
は表 6-21 のとおりである。 
 
表 6-21 英語・中国語の習得に対する保護者の期待 
子どもにどのくらいの 
英語と中国語の習得を望んでいるか 
高度な 
読み書き力 
ある程度の 
読み書き力 
日常的な 
会話力・書字力 
無記入 
英語 5 0 0 1 
中国語 1 2 2 1 
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表 6-20 で見た保護者自身の英語能力とは反対に、無記入を除き全ての保護者が子ども
の英語に対しては「高度な読み書き力」が望ましいと考えていた。これはカナダ社会で子
どもたちが生きていかなければならない現状を如実に示している。一方で、中国語に対し
ては保護者により期待度がばらばらで、「高度な読み書き力」が望ましいと考える親もいれ
ば、「日常的な会話力・書字力」が習得できれば良いと考える保護者もいた。英語には一様
に高い期待度を持ち、中国語については保護者によって期待度が異なることがわかる。 
 次に、子どものバイリンガルプログラム入学前の使用言語について質問をした。結果は
表 6-22 に示す。 
 
表 6-22 バイリンガルプログラム入学前の子どもの使用言語  
 
バイリンガルプログラム入学前の使用言語はほとんどが方言を含む中国語で、1 名のみ
英語との併用が見られた。 
 次に、家庭内での子どもの言語使用について質問をした。結果は表 6-23 のとおりであ
る。 
 
表 6-23 保護者の観察による家庭内での子どもの言語使用 
家族に子どもが 
何語で話すか 
中国語 広東語 英語 
英語と 
中国語 
英語と 
広東語 
無記入 
父 3 1 1 0 0 1 
母 2 0 1 1 1 1 
祖父母 2 1 0 0 0 3 
 
兄弟姉妹間については兄弟姉妹を持たない家庭もあることから無記入が多くはっきり
しないため、割愛した。祖父母とは無記入を除き全てが中国語（広東語含む）使用である。
両親とのコミュニケーションにおいても全体的に中国語（方言含む）が使用されているこ
とがわかる。これは 5.3.で児童を対象に行った言語背景調査の結果と同じ結果である。 
バイリンガルプログラム入学前に 
子どもが何語で話したか 
中国語 広東語 
中国語
と英語 
英語  
4 1 1  0 
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 子どもを中国語バイリンガルプログラムに入学させた理由について聞いたところ、「両親
が中国系だから」「親の母語・母文化を子どもに学び、理解し、使用して欲しい」「よりよ
い選択肢として（英語・中国語の両方を身につけて欲しい）」といった回答が見られた。さ
らに、英語レギュラープログラムと比較し、中国語バイリンガルプログラムを選んだ決定
的な理由は何かという一歩踏み込んだ質問をしてみると、「子どもに自分たちの母語、母文
化を学ぶ機会を持たせたいのは当然のことである」「親がどこから来たのか子どもにきちん
と理解してほしい」「中国語バイリンガルプログラムが利用可能であり、そのアドバンテー
ジを利用しない手はない」「ニューカマーであり、子どもは両言語に慣れる必要がある」「よ
りよい選択肢として（二言語で学習することができるから）」といった回答が見られた。親
が子どもに継承語・継承文化を学ばせたいという気持ちとバイリンガルに育てることの付
加価値という将来的有用性、また移住者としての必然性を意識した考えが表れている。 
 これまでにバイリンガルプログラムに在籍することで得られた恩恵は何だと思うかとい
う質問に対しては、「子どもが英語を上手く話せない祖母とコミュニケーションをとること
ができる」「中国語を学習するだけでなく、プログラムを通して多様な中国文化を学んでい
る」「中国に旅行に行く際に子どもは自分自身でコミュニケーションができる」「バイリン
ガルになることで、将来のキャリアとして役に立つ」という回答が得られた。祖母とのコ
ミュニケーションがとれるという回答は、外国語学習にはない継承語学習者だからこその
メリットを鮮明に表している。 
 中国語習得、中国文化への接触という観点から、バイリンガルプログラムに欠けている
ものは何かという質問に回答した保護者は 1 名のみであり、「中国語や中国文化に実際に
肌で触れることに欠けるが、カナダに住んでいる以上は仕方がないことだと理解している」
と答えた。 
 バイリンガルプログラムに期待するもの、また子どもがバイリンガルプログラムを卒業
するまでに期待していることは何かという質問には、「読む、書く、話すを特にしっかり教
えて欲しい」「学校外の学習の場や実践の場をもっと提供して欲しい」「子どもが高校卒業
後には中国語で読む、書く、話す、聞くに支障がなく自由に使えるようになって欲しい」
「両言語で四技能に堪能になって欲しい」などが挙げられた。 
 最後に、バイリンガル子育てにおいて経験した困難などについて自由に書いてもらった。
困難点として挙げられた回答は、「どうして（お母さんは）私に中国語を勉強させたのかと
聞かれる時」「中国語が難しくておもしろくないと言われる時」「先生の教え方が生き生き
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としていないと言われる時」「子どもが二言語を混ぜて使ったり、混乱したりしているとき」
「コミュニケーション上の困難が生じる時」「中国語を書かせること」であり、バイリンガ
ル子育て特有の保護者の苦しみがにじみ出ている。 
 
6.3. まとめと考察 
 Landry & Allard（1992）の巨視的バイリンガル育成モデルに基づき、第 5 章の社会的
要因、CBP 児童の二言語使用状況、対人関係に加え、本章は児童の英語、中国語への意識・
態度と教育的サポートについて分析した。本節では、巨視的バイリンガル育成モデルの心
理的レベルにあたる児童の心的態度についてまとめ、そして社会心理的レベルにあたる教
育的サポートについて教育委員会、学校、エスニック・コミュニティ、保護者に分けて整
理し考察する。 
CBP 児童は継承語の中国語を学びながら民族的誇りを持ち、また社会における中国語の
価値を理解することによって継承語に有用性を見出している。こういった傾向は 3 年生よ
り 6 年生で顕著に見られ、高学年になると、中国語と自分自身のルーツの理解の関係がよ
りはっきりしたものになることがわかった。英語に対する意識は因子分析の結果のまとめ
（p.130）で示したように、低学年では学校や社会で起こっていることを理解するための
日常生活で避けて通れない必然的なものという、ぼんやりとしたものであるが、高学年に
なると英語習得がカナダ人としての誇りにつながり、また英語の有用性を理解し、そして
カナダ社会で生きていくための必要性をはっきりと意識したものになっている。先にも述
べたが、中島（2010）が「バイリンガルのルーツモデル」で提唱しているように、二言語
の習得や学習成功にはルーツの理解は欠かせないのである。そして、これを支えているの
が、学校教育機関、ECBEA（エスニック・コミュニティ）、教育委員会による教育的サポ
ートである。社会における英語が圧倒的に優勢な環境の中で、児童は中国語学習の意味を
理解し、中国語使用が促進される状況、つまりアディティブ・バイリンガルを育てる環境
が学校生活やコミュニティ行事を中心に実現されていることが明らかになった。 
教育委員会は、中国語バイリンガルプログラムの設置校全体の運営管理やカリキュラム
改訂などプログラムを統括する上で大きな役割を担っていることが分かった。中国語バイ
リンガルプログラムは開設以来、繁体字と注音符号を用いて中国語を教えてきたが、2011
年度以降は簡体字とピンインを全面的に導入した。これに賛同しない保護者との話し合い
は難航したが、将来的なリソース不足の懸念や世界の動向を見極めて、くり返し保護者に
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説明会を行い、段階的に導入に踏み切っている。また、児童募集活動の一環として、バイ
リンガルプログラムの教育的効果について保護者向けに分かりやすく解説したパンフレッ
トの作成や、中国語の作文評価ツールの作成、中国語とその他言語も含めた国際語の担当
教員の研修開催など多岐に渡る支援をしていた。とりわけ、エドモントン教育委員会のカ
リキュラムディレクターの功績は大きく、バイリンガルプログラムに CEFR 準拠の言語能
力試験を導入して、児童生徒の言語能力が国際的に評価されるようにカリキュラムを編成
し、さらに地元経済界と協力して継承語と経済的有用性を結びつけることで、学習価値を
高めていた。 
 学校現場では、学校長をはじめとする学校管理者がエスニック・コミュニティや地域の
コミュニティとの関係を調整しながら、中国語プログラムと英語プログラムが併存するこ
とで得られる利点を活用していることが分かった。教員は英語担任も中国語担任も半日と
いう時間的制約と闘いながら、バイリンガル児童の言語習得の促進と学力の向上をめざし
た授業方法の工夫をしていた。しかし、半日で教員が変わり、指導方法や内容が変わって
しまうため、学習内容の連繋が希薄になる傾向がある。これは半日パーシャル・イマ―ジ
ョンという形態と深く関係する問題であるが、EPSB は長年のバイリンガルプログラム運
営実績があるにも関わらず、英語と中国語の担任教員の連繋のあり方や指導内容の調整を
担う教員が存在しないということが大きな課題といえる。今後、児童の二言語の到達度を
上げるためにも、学力の向上のためにも、英語の教科学習と中国語の教科学習が独立した
プログラムにならないように、コーディネーターの存在が必要不可欠といえる。また、児
童の家庭における言語使用状況や学期途中の転入児童など、言語能力のばらつきはクラス
全体での指導を難化させる要因である。しかし、教室における実際の支援や対応について
は担当教員の判断に任されており、教員の力量に依る部分が大きいことが分かった。より
適切で効果的な教育支援を偏りなく提供するためには、過去の事例や対策などを記録して
経験を蓄積し、問題を抱える教員がそれをいつでも参照できるようなシステムが構築され
るべきであろう。今後の教育改善により児童の言語能力と学力のさらなる向上をめざすこ
とが可能だといえる。 
 5.3.1 の表 5-8（p.90）で示したように、中国語バイリンガルプログラム在籍児童の全て
の保護者が ECBEA に所属することになる。そのため、保護者の考えはエスニック・コミ
ュニティの支援活動と表裏を成している。保護者アンケート（p.150）で明らかになった
ように、保護者の多くは自分自身の英語力とは裏腹に、子どもたちの英語習得に強い期待
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を寄せていた。英語習得に大きな期待を寄せる親の立場から考えれば、児童募集の観点か
ら ECBEA が中国語への接触時間が長くなるトータル・イマ―ジョンの形態よりも半日パ
ーシャル・イマージョンの形態にこだわる所以が窺い知れる。一方、中国語習得に対する
親の期待の大きさは英語と比べると極めて低いことが分かった。とはいえ、子どもが中国
語を実際に使ってみる機会が少ないことを問題意識として持ち、継承語の習得に大きな期
待を寄せる保護者も存在していた。6.2.2（p.141）で触れたように、実践する機会の少な
さは中国語担任教員が同様に懸念する課題でもある。ECBEA はこれを補完する役割を担
い、イベントの企画・催行など、子どもたちが継承語を学校外で使うことができる貴重な
場を提供している。さらに、学校長や教員のインタビューから、ECBEA は学校への財政
支援、児童生徒への奨学金支援、教員研修への財的補助、児童募集のプロモーション活動、
また保護者を統括し、教育委員会にエスニック・グループとしてのフィードバックを提供
することなど、さまざまな支援を行っており、公教育で質の高い中国語教育を提供するた
めには学校にとってなくてはならない存在であることが分かった。 
また、ECBEA 名誉理事によると中国語バイリンガルプログラムは言語、文化に関わる
民族的迫害や社会でマイノリティに向けられる暗黙の圧力から言語的マイノリティの子ど
もたちを保護することができる場所であるという。しかし、現場教員のインタビューから、
保護された場所であるべき学校内で暗黙の圧力が働いていると推測されるマイナスの要因
と見られる事例も明らかになった。例えば、中国語担当教員が挙げた図書室の司書の対応
で見られるような学校管理者の中国語プログラムへの非協力的な姿勢である。中国語の本
よりも英語の本が優先されるというように、新しい中国語の図書を入手するプロセスに壁
があっては、教員の指導上、また児童の学習にとっても障害であり、中国語プログラムに
向けられる英語優性の圧力といえるであろう。また、英語教員の中国語プログラムに対す
る消極的な考え方や英語レギュラープログラムの保護者が中国語担当教員を冷遇するとい
うような事例も見られた。Hamers and Blanc（1982, 1989, 2000）の社会認知モデルが提
唱しているように、子どもは置かれた環境との交わりの中で言語行動を形成し、その中で
言語能力が発達していくため、アディティブ・バイリンガルを育てるには、社会が二重メ
ンバーシップを容認し、とりわけマイノリティの言語や文化を排他的に扱わないことが要
となる。つまり、学校内でアディティブ・バイリンガルを育てる環境にするためには、学
校現場に内在する中国語教育、中国語学習への不平等を改善することが必要不可欠だとい
える。 
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 最後に、Landry & Allard の理論を踏まえて、本研究における児童の心的態度と教育的
サポートの分析を通して見えてきたことは、図 6-2 に示すように、学校とそれを支える教
育委員会、エスニック・コミュニティの三位一体の運営体制である。つまり、この三位一
体となった運営が実現できなければ、英語が圧倒的に優勢な環境の中で、アディティブ・
バイリンガルを育てる環境を作ることは不可能であり、同時に児童の学習成功の根幹にな
るルーツをしっかり育てることもできないということである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
国境を越える人の往来が激しい現代のボーダレス社会において、言語的マイノリティ児
童生徒に対する公教育の役割はますます大きくなっている。子どもが持つ言語・文化を学
校が抹消しないためにも、また国の言語資源、人材資源開発につなげるためにも、地域の
教育委員会とエスニック・コミュニティに支えられた三位一体の運営体制による公教育機
関の中での継承語教育は、国際社会で検討されるべき形態の 1 つだといえるのではないだ
ろうか。 
 
 
 
 
 
学校
エスニック・
コミュニティ
教育委員会
図 6-2 三位一体の運営体制 
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第7章 バイリンガル児童の二言語作文力と学力 
7.1. 二言語作文力の測定 
7.1.1. 作文課題の選定 
 本研究における作文調査の目的は、Landry and Allard（1992）の巨視的モデルにおけ
るバイリンガルのタイプについて児童の作文力から考察すること、そしてバイリンガル児
童の二言語の関係、とりわけ教科学習言語力（ALP）に関わる二言語の共有面を考察しよ
うとするものである。そのため、学校のカリキュラムに沿った内容かつ児童が慣れている
形式が適切だと考え、州統一の学力テストであるアルバータ州統一テスト（Alberta 
Provincial Achievement Test）の英語（LA）における Wiring（作文）の過去問題を参考
にし、類似課題を作成した。 
 形式は、3 年生、6 年生ともに narrative writing（物語作文）であり、絵を見てそのス
トーリーを考えて書くというものである。3 年生の課題の場面は、海の中でやや困った顔
をしているカメと空を飛んでいるカモメが話をしているシーンである。また、6 年生の課
題は、ベースメント（住居の地下部屋）で少年と少女が宝箱らしきものを目の当たりにし
何かを始めようとしているシーンである。 
 課題の絵を選定するにあたり考慮した点は、3 年生ではシーンからストーリーが膨らま
せやすく、また登場人物（動物）の表情から話の展開が創造しやすいこと、また絵そのも
のはシンプルであること。そして 6 年生では、シーンからストーリーは膨らませやすいが、
登場人物に表情はなく、3 年生より高次元での創造の展開と文章構造の整理が必要となる
ことである。 
 回答時間は学年によって異なり、3 年生は 10 分間のプランニングと 30 分の解答時間で
最大 20 分の延長を可能とした。6 年生は 10 分間のプランニングと 50 分の回答時間で最
大 20 分の延長を可能とした。 
 
7.1.2. データの収集方法 
7.1.2.1. バイリンガルプログラム在籍児童［以下、CBP 児童］ 
 CBP 児童の調査は、D 小学校、M 小学校にて筆者が立会い 2010 年 2 月～3 月の間に行
った。どちらの言語で先に作文を書くかについては各校のクラス担任と話し合い、時間割
の都合も勘案した上で、両校とも英語を先に書き、あとに中国語で書くこととした。1 回
目の実施と 2 回目の実施の間には 1～2 週間の期間を挟んだ。 
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 作文テストは授業時間内に行い、所要時間は言語、学年によりばらつきがあった。3 年
生、6 年生ともに英語作文は制限時間いっぱい書く児童が多かったが、中国語では 3 年生
児童が早めに切り上げる傾向が見られた。 
 
7.1.2.2. 英語レギュラークラス在籍児童［以下、ERP 児童］ 
CBP 児童の英語作文と比較をするため統制群として ERP 児童の作文サンプルも収集し
た。ERP 児童の調査は、D 小学校、M 小学校にて筆者が立会い 2010 年 2 月～3 月の間に
行った。CBP 児童に比べて統制群の児童数が少ないのは、英語レギュラークラスの数が少
ないのに加え、保護者の承諾が得られなかった児童のサンプルを除外しているためである。 
 作文テストは授業時間内に行い、所要時間は CBP 児童より短い傾向が見られた。 
 
7.1.2.3. 台湾の新北市蘆州小学校在籍児童［以下、TW 児童］ 
 CBP 児童の中国語作文と比較をするため統制群として TW 児童の作文サンプルも収集
した。統制群に台湾を選んだのは、エドモントン市の中国語バイリンガルプログラムが繁体字
と注音符号（Zhu Yin Fu Hao）を使用しており、そのため台湾の検定教科書を輸入し使用して
いることから比較対象としてより適切だと考えたためである。TW 児童の調査は、2010 年 11
月に行った。ここでは筆者が立ち会うことができなかったため、台湾の大学教員であり、
作文評価者の 1 人である台湾人の知人に作文課題を送付し、Skype（インターネットテレ
ビ電話）を通してやり方を伝え、それを担任の教員に伝えてもらった。また、担任教員に
はお願い状に添えてテスト方法を記した用紙を添付した。 
 後日、台湾を訪問した際に担任の教員に聞いたところ、ほとんどの児童が制限時間いっ
ぱい作文を書いたということであった。 
 
7.1.3. 作文テストの評価法 
7.1.3.1. 英語作文テスト 
 アルバータ州統一テスト「英語（LA）」の Writing Rubric（作文評価ルーブリック）を
用いて評価を行った。ルーブリックは「内容の豊富さ（Content）」「全体構成（Organization）」
「段落・文のつながり（Sentence Structure）」「語彙（Vocabulary）」「正確度（表記・文
法）（Conventions）」の 5 観点（criteria）から成る観点別評価で、6 段階（0～5）からな
る。また、作文全体の総合評価「総合点」も観点別と同様に 6 段階（0～5）評価である。
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評価の基準として、5 点は Excellent（優）、4 点は Proficient（良）、3 点は Satisfactory
（可）、2 点は Limited（やや不十分）、1 点は Poor（不十分）、0 点は Insufficient（採点
不可）となっており、アルバータ州では 3 点以上が標準点（合格点）となっている。 
 評価者は 2 名で、両者ともアルバータ州の教員免許を持ち、教職を定年退職した英語母
語話者にお願いをした。2 評価者間で採点基準にずれが生じないようアルバータ教育省が
示す評価サンプルを用いて採点前に確認を行った。 
 採点後、2 評価者間の一致率を見るため IBM SPSS Statistics version 21 を用いて k 係
数を算出し、3 年生 k =.66、6 年生 k= .65 で統計的に実質上の一致が認められた。 
 
7.1.3.2. 中国語作文テスト 
 英語作文テストの内容と比較して分析を行うことを考慮し、アルバータ州統一テスト「英
語（LA）」の Writing Criteria（作文評価ルーブリック）を中国語版に編集して評価を行
った。ルーブリックは「内容の豊富さ（Content）」「全体構成（Organization）」「段落・
文のつながり（Sentence Structure）」「語彙（Vocabulary）」「正確度（表記・文法）
（Conventions）」の 5 観点（criteria）から成る観点別評価で、6 段階（0～5）からなる。
また、作文全体の総合評価「総合点」も観点別と同様に 6 段階（0～5）評価である。評価
の基準は英語作文テストと同じく 5 点は Excellent（優）、4 点は Proficient（良）、3 点は
Satisfactory（可）、2 点は Limited（やや不十分）、1 点は Poor（不十分）、0 点は Insufficient
（採点不可）となっており、3 点以上が 1 つの標準点である。ルーブリックの編集にあた
っては、中国語バイリンガルプログラムの教員チームが作成し、エドモントン市教育委員
会編として発行された中国語作文評価表「 Evaluating Chinese Writing（HLAT: 
Mandarin）」（添付資料 6）を参考にした。 
 評価者は 2 名で、台湾の大学で日本語を教える教員 1 名（修士：日本語教育）と愛知県
の N 大学大学院博士課程で言語学を専攻する院生 1 名の 2 名で行った。2 評価者間で採点
基準にずれが生じないようエドモントン市教育委員会が示す評価サンプルを用いて採点前
に確認を行った。 
 採点後、2 評価者間の一致率を見るため IBM SPSS Statistics version 21 を用いてカッ
パ係数を算出し、3 年生 k=.62、6 年生 k=.61 で統計的に実質上の一致が認められた。 
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7.1.3.3. 作文評価ルーブリックの評価基準 
 作文評価の 5 観点におけるそれぞれの評価の基準は次項の表 7-1 に示すとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Alberta Education（2010）, 筆者日本語訳 
 
7.2. 二言語作文テストの結果 
7.2.1. バイリンガルとモノリンガルの比較 
3 年生の英語作文テストの結果を CBP 児童と ERP 児童で比較してみていく。表 7-2 は
CBP 児童と ERP 児童の全体の得点と平均の比較である。また、二群間の比較を図 7-1 に
示す。 
 
表 7-2 3 年生英語作文の得点と平均の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) 場面設定（events）、登場人物の行為（actions）から文脈（状況）を上手く作り出せているか
(2) 具体的なストーリーを描写しているか
(3) 書き手として読み手を意識（配慮）できているか
(1) 導入部分が明確であるか
(2) 作文全体を通して場面設定、登場人物の性格や行為に一貫性がある構成ができているか
(3) むすび部分でまとめあげられているか
(1) 文と文のつながりをコントロールできているか
(2) 多様な文構造と長文・短文を適宜用いることができているか
(3) 文の書き出しにバラエティがあるか
(1) 適切に語を用いているか
(2） 効果的な表現ができているか
(3) 語と表現が作文をより良く導いているか
(1) スペリング、表記
(2) 文法、語法の正確度
内容の豊富さ
全体構成
段落・
文のつながり
語彙
正確度
（表記・文法）
表 7-1 作文評価ルーブリックの評価基準（英語・中国語共通） 
3年生（英語） 児童数 総合点
内容
の豊富さ
全体構成
段落・文の
つながり
語彙
正確度
（表記・文法）
CBP児童 36 平均 2.88 2.86 2.71 2.85 2.85 3.17
標準偏差 0.65 0.67 0.65 0.85 0.65 0.77
ERP児童 16 平均 2.44 2.50 2.38 2.28 2.38 2.44
標準偏差 1.33 1.35 1.30 1.34 1.22 1.31
t値 t=1.61 t=1.29 t=1.24 t=1.84 t=1.82 t=2.52
n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. p<.05
CBP/ERP児童の比較
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CBP 児童：n = 36 
ERP 児童：n = 16 
 
 
CBP 児童と ERP 児童の英語作文力を比較するため、総合点および 5 観点で t 検定を行
ったところ正確度（表記・文法）において有意差が認められた（t(50)=2.52, p<.05）。これ
は CBP 児童の方が正確度（表記・文法）においてより能力が高いということを示してい
る。しかしながら、ERP 児童の標準偏差を見ると、どの観点においても CBP 児童に比べ
て得点のばらつきが大きいことがわかる。採点結果を詳細に見ると、ERP 児童 16 名のう
ち 3 名が採点不可（0 点）と評価されており、一方で、CBP 児童で採点不可（0 点）とな
った児童はいないため、それが原因だと考えられる。つまり、統制群である ERP 児童の英
語作文得点が妥当な比較対象といえない可能性がある。そのため、実験群（CBP 児童）に
対してより妥当かつ厳しい条件で統制群（ERP 児童）と比較するため、0 点（外れ値）の
ERP 児童を除き 13 名で平均をとると、表 7-3 で示す結果のようになった。二群間の比較
は図 7-2 である。 
 
表 7-3 3 年生英語作文の得点と平均の比較（ERP の 0 点児童 3 名除外） 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-1 3 年生英語作文テスト得点比較 
3年生（英語） 児童数 総合点
内容
の豊富さ
全体構成
段落・文の
つながり
語彙
正確度
（表記・文法）
CBP児童 36 平均 2.88 2.86 2.71 2.85 2.85 3.17
標準偏差 0.65 0.67 0.65 0.85 0.65 0.77
ERP児童 13 平均 3.00 3.08 2.92 2.81 2.92 3.00
標準偏差 0.61 0.61 0.61 0.80 0.34 0.58
t値 t=0.61 t=-1.02 t=-1.04 t=0.15 t=-0.40 t=0.71
n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. n.s.
CBP/ERP児童の比較
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CBP 児童：n = 36 
ERP 児童：n = 13 
 
 
統制群（ERP 児童）の得点が、総合点（3.0 点）、内容の豊富さ（3.1.点）、全体構成（2.9
点）、段落・文のつながり（2.8 点）、語彙（2.9 点）、正確度（表記・文法）（3.0 点）とな
り、3 年生における英語作文平均は両群とも、どの観点においても 3 点前後の得点になり、
二群間に大きな差は見受けられなくなった。CBP 児童 36 名と ERP 児童 13 名の英語作文力
の比較をするため、総合点および 5 観点で t 検定を行ったところどの観点においても有意
な差は認められなかった（総合点：t(47)=0.61, ns / 内容の豊富さ：t(47)=-1.02, ns / 全体構
成：t(47)=-1.04, ns / 段落・文のつながり：t(47)=0.15, ns / 語彙：t(47)=-0.40, ns / 正確度（表
記・文法）：t(47)=-0.71, ns）。つまり、3 年生の英語作文において、CBP 児童と ERP 児童に
差はないといえる。ただし、観点別にとりわけ語彙を見ると、CBP 児童の標準偏差 0.65
に対し、ERP 児童は 0.34 となっており、バイリンガル児童の語彙習得度にばらつきが大
きいようである。 
 また、CBP 児童、ERP 児童に関わらず得点全体を見るとアルバータ州のテストで標準
値とされる 3 点を超えられている観点は少なく、3 年生の段階では英語作文力が限定的で
あることがわかる。 
次に、3年生の中国語作文テストの結果を CBP児童と TW児童で比較してみると、表 7-4
に示すとおりである。二群間の比較は図 7-3 に示す。 
 
 
 
 
 
図 7-2 3 年生英語作文テスト得点比較（ERP の 0 点児童 3 名除外） 
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CBP 児童：n = 36 
       TW 児童：n = 29 
 
 
CBP 児童は総合点を含め、全ての観点において標準点の 3 点を超えられていない。特に
語彙や段落・文のつながりでは得点が低い上に標準偏差が小さく、バイリンガル児童が共
通して苦戦を強いられたことがわかる。一方、TW 児童においては全ての観点で 3 点以上
となっているものの、CBP 児童と同じように段落・文のつながりと語彙が他観点よりやや
低い得点かつ標準偏差が小さくなっており、3 年生段階での語彙力が極めて限定的であり、
漢字という中国語の言語体系を考慮すれば、語彙力不足の結果、段落や文のつながり上手
くコントロールできていないと考えられる。CBP 児童と TW 児童の中国語作文力の比較の
ため t 検定を行ったところ結果は全観点において有意であった（総合点： t(63)=4.62, 
p<.001/ 内容の豊富さ：t(63)=4.27, p<.001/ 全体構成：t(63)=4.08, p<.001 / 段落・文の
つながり：t(63)=4.82, p<.001 / 語彙：t(63)=5.42, p<.001 / 正確度（表記・文法）：t(63)=4.89, 
p<.001）。したがって、3 年生の中国語作文においては、CBP 児童の作文力が TW 児童よ
り有意に低いということになる。 
では次に、6 年生の英語作文テストの結果を CBP 児童と ERP 児童で比較する。各児童
の総合点および観点別得点は次の表 7-5 に示すとおりである。二群間の比較は図 7-4 であ
る。 
3年生（中国語） 児童数 総合点
内容
の豊富さ
全体構成
段落・文の
つながり
語彙
正確度
（表記・文法）
CBP児童 36 平均 2.49 2.58 2.74 2.32 2.13 2.69
標準偏差 0.95 1.05 1.04 0.81 0.81 0.98
TW児童 29 平均 3.59 3.71 3.79 3.33 3.24 3.88
標準偏差 0.96 1.06 1.04 0.87 0.85 0.96
t値 t=-4.62 t=-4.27 t=-4.08 t=-4.82 t=-5.42 t=-4.89
p<.001 p<.001 p<.001 p<.001 p<.001 p<.001
CBP/TW児童の比較
表 7-4 3 年生中国語作文の得点と平均の比較 
図 7-3  3 年生中国語作文テスト得点比較 
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       CBP 児童：n = 34 
       ERP 児童：n = 24 
 
 
6 年生の観点別評価において、CBP 児童は全体構成、語彙、正確度（表記・文法）でア
ルバータ標準点の 3 点を超えられていない。CBP 児童と ERP 児童の英語作文力を比較す
るため、総合点および 5 観点で t 検定を行ったところどの観点においても有意な差は認め
られなかった（総合点：t(56)=7.57, ns / 内容の豊富さ：t(56)=2.33, ns / 全体構成：
t(56)=3.11, ns / 段落・文のつながり：t(56)=1.22, ns / 語彙：t(56)=1.78, ns/ 正確度（表
記・文法）：t(56)=1.27, ns）。つまり、6 年生の英語作文はバイリンガル児童の全体構成、
語彙、正確度（表記・文法）が低位傾向にあるものの、CBP 児童と ERP 児童に有意な差
はないといえる。 
標準偏差をみると、ERP 児童と比べて CBP 児童の得点にばらつきが大きいことが明ら
かである。採点結果の詳細をみると、CBP 児童の中に台湾から移住して 3 ヶ月未満という
児童とカナダ生まれの児童 1 名が採点不可（0 点）と評価されていた。バイリンガルプロ
グラムの成果をより正確に考察するため、3 ヶ月未満の児童を除外して再分析を行ったが
t 検定の結果は変わらなかった。表 7-6 は上述の 1 名を除いた得点結果である。バイリン
ガルプログラムに入学して間もない児童を除くことによって CBP 児童の総合点は平均 3
点を超えたため、6 年生の CBP 児童のほとんどが標準点並みの作文が書けているものとい
6年生（英語） 児童数 総合点
内容
の豊富さ
全体構成
段落・文の
つながり
語彙
正確度
（表記・文法）
CBP児童 34 平均 2.97 3.06 2.88 3.00 2.78 2.72
標準偏差 1.08 1.17 1.07 1.19 1.09 1.19
ERP児童 24 平均 3.17 3.13 2.96 3.33 3.23 3.10
標準偏差 0.79 0.89 0.62 0.73 0.69 1.04
t値 t=-0.76 t=-0.23 t=-0.31 t=-1.22 t=-1.78 t=-1.27
n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. n.s.
CBP/ERP児童の比較
表 7-5 6 年生英語作文の得点と平均の比較 
図 7-4 6 年生英語作文テスト得点比較 
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える。 
 
 
 
 
 
 
 
次に、6 年生の中国語作文テストの結果を CBP 児童と ERP 児童で比較すると、表 7-7
に示すとおりである。二群間の比較は図 7-5 である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       CBP 児童：n = 34 
        TW 児童：n = 32 
 
 
 TW 児童がどの観点においても 4 点を超えているのに対し、CBP 児童は内容の豊富さと
正確度（表記・文法）を除き標準点の 3 点を超えられていない。とりわけ語彙、そして段
落・文のつながりも低い得点となっている。同様の傾向が 3 年生でも見られ、バイリンガ
ル児童にとって中国語の作文で段落・文のつながりを形成することは極めて負担が大きい
6年生（英語） 児童数 総合点
内容
の豊富さ
全体構成
段落・文の
つながり
語彙
正確度
（表記・文法）
CBP児童 33 平均 3.06 3.15 2.97 3.09 2.86 2.80
標準偏差 0.96 1.06 0.96 1.08 0.99 1.11
ERP児童 24 平均 3.17 3.13 2.96 3.33 3.23 3.10
標準偏差 0.79 0.89 0.62 0.73 0.69 1.04
t値 t=-0.44 t=0.10 t=0.05 t=-0.95 t=-1.56 t=-1.04
n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. n.s.
CBP/ERP児童の比較
6年生（中国語） 児童数 総合点
内容
の豊富さ
全体構成
段落・文の
つながり
語彙
正確度
（表記・文法）
CBP児童 34 平均 2.87 3.01 2.99 2.68 2.49 3.04
標準偏差 0.95 0.94 1.03 0.83 0.86 0.96
TW児童 32 平均 4.30 4.28 4.23 4.31 4.19 4.61
標準偏差 0.66 0.74 0.72 0.72 0.63 0.52
t値 t=-7.07 t=-6.05 t=-5.70 t=8.53 t=-9.14 t=-8.14
p<.001 p<.001 p<.001 p<.001 p<.001 p<.001
CBP/TW児童の比較
表 7-6 6 年生英語作文の得点と平均の比較（入国後 1 ヶ月未満の児童 1 名除外） 
表 7-7 6 年生中国語作文の得点と平均の比較 
図 7-5 6 年生中国語作文テスト得点比較 
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言語活動だと見なすことができる。漢語と漢語のつながりで文を形成する中国語の言語体
系を考えれば、語彙不足と並行する言語能力的側面の課題だといえる。 
6 年生における CBP 児童と TW 児童の中国語作文力を比較するため t 検定を行うと、総
合点を含む全ての観点で有意な差が認められた（総合点：t(64)=7.07, p<.001 / 内容の豊
富さ：t(64)=6.05, p<.001 / 全体構成：t(64)=5.70, p<.001 / 段落・文のつながり：t(64)=8.53, 
p<.001 / 語彙：t(64)=9.14, p<.001 / 正確度（表記・文法）：t(64)=8.14, p<.001）。台湾の
児童と比べるとバイリンガル児童の中国語作文力は一様に低く、書くという言語活動にお
いては、バイリンガル児童の中国語力は極めて限定的であるため、改善に向けた指導法の
確立が今後の検討課題だといえる。 
 
7.2.2. バイリンガルの二言語作文力の関係 
7.2.2.1. 二言語作文力の質的分析 
CBP 児童の英語作文と中国語作文の関係を質的に分析するため、二言語作文の観点別評
価得点を用いて相関分析を行った。3 年生 36 名、6 年生 34 名の合計 70 名のデータを対象
に分析を行ったが、どの観点においても有意な相関は認められなかったため、英語、中国
語のいずれかの言語で 0 点（外れ値）を取った児童 3 名（3 年生 1 名、6 年生 2 名）を除
外し、対象を 67 名に絞って再度分析を行った。結果は表 7-8 に示すとおりである。 
 
表 7-8 CBP 児童の二言語相関 
n=67 
Pearson's 
r 
内容の豊富さ .26*       
全体構成 .20 
段落・文のつながり .04 
語彙 .09 
正確度（表記・文法） .03 
*p<.05 
 
 分析の結果、「内容の豊富さ」で低位ながら有意の相関が見られる（r=.26. p<.05）。英
語、中国語の能力に大きな個人差がある CBP 児童の作文ではあるが、全体的な傾向とし
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て「内容の豊富さ」には二言語間で共有されている力があるのではないかと考えられる。 
 学年別に相関分析をしたところどちらの学年においても有意の相関は認められなかった
ため、CBP 児童の作文得点の詳細分析を行った。結果、一方の言語の得点が高く、もう一
方の得点が低い（「英語＞中国語」「中国語＞英語」）という極端に得点の偏った児童が見受
けられた。そこで二言語間の関係をさらに細かく分析するため、児童を得点ごとに 3 つの
グループに分類した。英語と中国語の全体平均点（3 年生英語：2.88 点、中国語：2.49 点
／6 年生英語：2.97、中国語：2.87 点）を基準に総合得点の 2 点未満を Low (L)、4 点未
満を Middle (M)、4 点以上を High (H)とそれぞれ分類し、表 7-9 のようにグループ化を
行った。表に示す E は英語、C は中国語を意味している（例：EMCM とは英語 M レベル、
中国語 M レベルの児童）。 
 
表 7-9  CBP 児童の二言語作文の得点別グループ 
3 年生 6 年生 
英語＝中国語 EMCM 23 64% 
英語＝中国語 
EHCH 2 6% 
英語＞中国語 
EHCM 4 11% EMCM 18 53% 
EMCL 6 17% 
英語＞中国語 
EHCM 6 18% 
中国語＞英語 EMCH 3 8% EHCL 1 3% 
  合計 36 名   EMCL 1 3% 
  
  
  
中国語＞英語 
EMCH 4 12% 
  
  
  ELCH 1 3% 
  
  
  ELCM 1 3% 
          合計 34 名   
 
3 年生は「英語＝中国語」が 23 名、「英語＞中国語」が 10 名、「中国語＞英語」が 3 名
であった。6 年生は「英語＝中国語」が 20 名、「英語＞中国語」が 8 名、「中国語＞英語」
が 6 名であった。3 年生、6 年生ともに、英語、中国語の両方が Low(L)、つまり ELCL と
分類できる両言語低迷という児童は 1 名もいなかった。一方、3 年生には存在しなかった
が、6 年生で EHCH、つまり両言語高度型の児童が 2 名いた。 
両言語高度型の 2 人の家庭での言語使用を見てみると、いくつかの共通点がある。カナ
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ダ生まれであること、家庭で両親や兄弟姉妹と英語、中国語（広東語含む）の両方の使用
があること、読書や TV 視聴においても英語、中国語の両方を使用し両言語にかなりの接
触があること、香港や中国本土への渡航を何度も経験し、1 ヶ月以上の長期滞在も経験し
ていること、これらの点が共通していた。 
 3 年生の二言語作文の得点別グループごとに観点別評価の平均点と標準偏差を表 7-10
に示す。 
 
表 7-10 3 年生二言語作文の得点別グループ平均点と標準偏差  
英語＝中国語（n=23） 英語 中国語 
評価観点 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
内容の豊富さ 2.70 .49 2.65 .63 
全体構成 2.48 .55 2.85 .59 
段落・文のつながり 2.54 .62 2.37 .53 
語彙 2.67 .42 2.15 .51 
正確度（表記・文法） 2.94 .53 2.74 .67 
英語＞中国語（n=10） 英語 中国語 
評価観点 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
内容の豊富さ 3.30 .89 1.85 1.20 
全体構成 3.20 .67 1.90 1.10 
段落・文のつながり 3.65 .85 1.75 .86 
語彙 3.40 .77 1.60 .88 
正確度（表記・文法） 3.80 .92 2.05 1.01 
中国語＞英語（n=3） 英語 中国語 
評価観点 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
内容の豊富さ 2.67 .58 4.50 .50 
全体構成 2.83 .29 4.67 .58 
段落・文のつながり 2.5 .87 3.83 .29 
語彙 2.33 .76 3.67 .29 
正確度（表記・文法） 2.83 .76 4.50 .50 
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「英語＞中国語」グループを見ると、他と比べて標準偏差の値が大きい。これについて
分析してみると、児童 10 名の内、1 名が中国語作文で 0 点（外れ値）となっていた。中国
語作文で 0 点となった児童の言語背景を見ると、英系カナダ人の父親と中華系背景を持つ
母親との国際結婚家庭の子どもであった。言語背景調査の結果を見ると、母親は中華系背
景を持ってはいるが、家庭では全く中国語を話さない家庭であった。 
次に、6 年生の二言語作文の得点別グループごとに平均点と標準偏差を表 7-11 に示す。 
 
表 7-11 6 年生二言語作文の得点別グループ平均点と標準偏差 
英語＝中国語（n=20） 英語 中国語 
評価観点 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
内容の豊富さ 2.93 .78 2.95 .76 
全体構成 2.73 .66 2.88 .90 
段落・文のつながり 2.78 .77 2.60 .75 
語彙 2.58 .59 2.35 .69 
正確度（表記・文法） 2.43 .67 2.83 .67 
英語＞中国語（n=8） 英語 中国語 
評価観点 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
内容の豊富さ 4.19 .80 2.38 .74 
全体構成 3.94 .68 2.50 .85 
段落・文のつながり 4.25 .60 2.19 .59 
語彙 4.06 .42 2.13 .69 
正確度（表記・文法） 4.19 .65 2.63 .95 
中国語＞英語（n=6） 英語 中国語 
評価観点 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
内容の豊富さ 2.00 1.55 4.08 .92 
全体構成 2.00 1.58 4.00 1.10 
段落・文のつながり 2.08 1.69 3.58 .74 
語彙 1.75 1.47 3.42 1.02 
正確度（表記・文法） 1.75 1.47 4.33 .82 
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 「中国語＞英語」グループを見ると、他と比べて標準偏差の値が大きい。詳細を見ると、
児童 6 名の内、2 名が英語作文で 0 点（外れ値）となっている。2 名の児童について言語
背景を見ると、1 名はカナダに入国後 3 ヶ月以内の児童であり、調査を行った段階では英
語で作文が十分に書けないことを理解し得る。ただ、もう 1 名は両親ともに中華系背景を
持つカナダ生まれの児童であった。言語背景調査の結果によると、家庭内では主に中国語
を話している。ところが、親は子どもを英中バイリンガル幼稚園ではなく、英語プログラ
ムの幼稚園に通わせている。子どもの言語習得について親の考えがはっきりしていない可
能性が疑われるが、今回の調査では 0 点の原因についてこれ以上の詳細を見出すことはで
きなかった。ただ、児童は ECBEA のイベントに毎回参加するなど中国語・中国文化との
接触については前向きな回答であったことから、中国語での学習が児童の学びを支えてい
るものと考えられる。 
 では、二言語間の関係について分析する。グループ内の人数が最も多く、3 つのグルー
プの中で二言語のバランスが最もとれた「英語＝中国語」グループを取り上げ、3 年生児
童 23 名、6 年生児童 20 名の二言語間の相関分析を行った結果を表 7-12 に示す。 
 
表 7-12 学年別（EHCH、EMCM グループ）二言語相関 
 
3 年生（n=23） 6 年生（n=20） 
 
Pearson's Pearson's 
  r r 
内容の豊富さ .38 .66**          
全体構成 .20 .63**          
段落・文のつながり .30 .43 
語彙 .30 .48*           
正確度（表記・文法） .72**         .23 
**p<.01, *p<.05 
 
3 年生は「正確度（表記・文法）」に高い相関（r=.72. p<.01）がある一方で、6 年生は
「内容の豊富さ（r=.66. p<.01）」「全体構成（r=.63. p<.01）」に高い相関、「語彙（r=.48. 
p<.05）」に中位の相関がある。 
3 年生の正確度（表記・文法）に着眼すると、まず 3 年生の中国語学習は漢字を覚えて
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書く、句読点をしっかり打つなどという表現技法に関することが明示的に指導され、また
それができることが要求される学年である。英語でも表現技法について明示的に指導され
る学年であり、両言語で意識づけがあること、そして漢字学習があることなどが正確に書
こうとする姿勢として「正確度（表記・文法）」で共有されたのではないかと考えられる。
Nakajima（forthcoming）の日英バイリンガル児童の作文研究で「漢字」の役割について
分析した調査でも、英語で漢字は使われないが、日本語の漢字能力が英語のスペリングや
文法などの正確度に影響すると結論づけられており、アルファベット言語と漢字圏言語を
またぐ言語運用におけるストラテジーの共有があると考えられる。 
一方、6 年生は「内容の豊富さ」「全体構成」に高い相関がある。そして、「語彙」にも
中位の相関（r=.48. p<.05）がある。「内容の豊富さ」「全体構成」は 5 観点の中でも作文
全体を統制する力が必要とされる観点であり、認知力必要度が高い教科学習言語力（ALP）
に該当する力だといえる。この 2 観点の両方で英語・中国語間に高い相関があることは、
深層面（認知・学力）が共有されるという Cummins（1984）の共有基底能力モデル（CUP）
や二言語の認知面での移行（cognitive transfer）に関わる Cummins（1979）の二言語相
互依存説を支持する結果だと考えられる。語彙については、認知的というより言語的要素
が強いとはいえ、カミンズ（2011）は語彙習得のストラテジーは二言語間で転移が見られ
るとしている。内容を豊富にしたり、全体を構成するには多くの語が必要になるため、抽
象語彙を知っていることや、語を言い換えたり、使い分けたりする力は二言語にまたがる
力だと考えることができる。 
 
7.2.3. まとめと考察 
 英語作文力は t 検定の結果から 3 年生、6 年生ともにバイリンガル児童はモノリンガル
児童と比べて遜色がないものだといえる。これはイマ―ジョン教育一般に共通する結果で
ある（Cummins and Swain 1986）。 
 3 年生 CBP 児童の英語作文力を詳細に見ていくと、全体的にアルバータ標準点（合格ラ
イン）を下回る得点であるが、ERP 児童もぎりぎりアルバータ標準点を超えているという
のが実状であり、低学年の段階では語彙も限られていて、まだまだ書く力が十分に育って
いない。6 年生 CBP 児童は全体として見るとアルバータ標準点を超えているが、ERP 児
童と比べて「語彙」と「正確度（表記・文法）」の得点が低い。また、先にも述べたように
入国 3 ヶ月未満の児童と、他にカナダ生まれの児童が 0 点になっていた。表 7-6 に示した
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ように、3 ヶ月未満の児童のみを除外しても「内容の豊富さ」「全体構成」の得点は CBP
児童が ERP 児童をやや上回っているが、0 点（外れ値）を 2 名とも除外すると t 検定で有
意とはならないが、それが顕著になる。つまり、「内容の豊富さ」と「全体構成」は CBP
児童の方が ERP 児童より全体的に良くできる傾向があるといえる。 
中国語作文力は 3 年生、6 年生ともに TW 児童と比べるとかなり低いが、両学年合わせ
て 70 名のうち 0 点だったのは 1 名のみであった。ほぼ全員の児童が継承語で採点可能な
レベルの作文を書いている。どちらの学年においても最も得点が低く困難が見られるのは
「語彙」であり、バイリンガル児童の二言語学習において語彙が大きな課題であることは
明白である。Sales and Graves（2007b）は、ESL クラスの語彙研究でバイリンガル児童
の語彙が弱点になっていることを指摘しており、パーシャル・イマ―ジョン方式のバイリ
ンガル教育においても同様の傾向があるといえる。 
 6 年生の中国語作文における「内容の豊富さ」「全体構成」に着眼すると、アルバータ標
準点にほぼ到達している（内容の豊富さ：平均 3.01 点、全体構成：平均 2.99 点）。英語作
文においてこの 2 観点は CBP 児童の得点が ERP 児童より高く、加えて、相関分析の結果
を表 7-12 でも見たように「内容の豊富さ」「全体構成」には高位の相関がある。この 2 観
点は作文全体を統制する力が必要とされる観点であり、認知力必要度が高い教科学習言語
力（ALP）に該当する力だといえる。これらの結果から、CBP 児童の二言語間の関係を考
察すると、Cummins（1984）の共有基底能力モデル（CUP）や Cummins（1979）の二
言語相互依存説を支持するものだといえ、「内容の豊富さ」や「全体構成」を司る力は二言
語の共有面だと考えられる。 
3.1.4 でも述べたが、カミンズ（2011）はこれまでの実証的研究でわかってきた二言語
間の転移する領域についてまとめている。その中でメタ言語ストラテジーの転移、とりわ
け視覚やグラフィック・オーガナイザーの使用というものがある。これに関連して、授業
観察における一例ではあるが、筆者の記憶に強く残ったユニークな作文授業がある。それ
は D 校 3 年生の英語担任教員［以下、J 教諭］による「書く力」を強化するための作文授
業で、児童が独力で書けることを目標とした指導が明示的に行われていた。 
内容は、バレンタインデーが近かったため、日常生活上のイベントに密着させる形で、
まずジップロック（袋）に数種類のチョコレートを入れたものを児童に配布する。初めは
ジップロックからチョコレートを出すことを許可せず、「大きい」「小さい」や「四角い」
「星形」など視覚的にわかることを発表させ、それを黒板に書いてクラス全体でアイデア
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を共有する。それが終わると開封を許可し、今度は嗅覚を使ってわかることを発表させる。
「甘い」「ミントの香り」など、児童のコメントを基にして、黒板上でグラフィック・オー
ガナイザーを用いて内容に広がりを持たせていく。ようやく子どもたち待望の試食タイム
が訪れ、味覚を使ってわかること「苦い」「甘い」「ミルク味」などを共有する。これだけ
でも、かなりの情報がクラスで共有されたことになる。さらに自分でアイデアを紙面にま
とめた上で、いよいよ作文を書き始める。 
 いったん書き始めると児童はどんどん書き進め、初稿が書き上がると児童は原稿を持っ
て廊下に出て、一人一人が個人で音読をするのである。それによって自己モニタリングが
なされ、変だと気づいた部分は自分で手直しをするという推敲作業が自然と行われていた。
第一弾の推敲が終わった児童は原稿を持って J 教諭のところへ行き、教師の前で音読する。
教師は 1 対 1 で対話しながら文脈の流れが悪いところやスペリングの誤り、語選択などを
児童にアドバイスする。こういった作文指導法はプロセス・アプローチと呼ばれ（堀江 
1991）、日本で行われることはまれである。日本では出来上がった作文に朱色で訂正を入
れるという指導方法が主流であり、これはプロダクト・アプローチと呼ばれる。いわゆる
「赤ペン先生」というやり方で、この方法では作文の内容を膨らませながら、推敲して考
えを練り上げていくという力が育ちにくい。英語でこのような授業が行われている一方で、
中国語の作文授業の観察では、日本の指導法に近い方法がとられていた。 
 作文を書く時のストラテジーに関して聞き取り調査は行っていないが、J 教諭の授業を
受けている児童のプリライティング（Pre-Writing）12を観察してみると、中国語作文を書
く時にもグラフィック・オーガナイザーを使うなど英語作文を書く時と同様の傾向が見ら
れた。6 年生は多くの児童がプリライティングのページを有効活用していたが、3 年生は J
教諭のクラスの児童を除きあまり使用されていなかった。プリライティングページの使用
状況について次項の表 7-13 にまとめる。 
 
 
 
                                                   
12 プリライティング（Pre-Writing）は作文を書き始める前の下準備のことであり、本調
査においてもアルバータ州統一テストの形式と同様に白紙スペースを作り、これにあてる
ための時間を 10 分間設けた。低学年児童は絵で書いたり、学年が上がるにつれグラフィ
ック・オーガナイザーを用いたりして、アイデアを創出し、それを自分自身がわかりやす
いように整理する。日本の作文で行われる一般的な「下書き」とは特徴が異なる。  
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表 7-13 作文テスト時のプリライティングページの使用状況 
学年 学校 プログラム 中国語 英語 
3 年生 
D 校 
CBP（n=17） 17 17 
ERP（n=9） - 9（絵 4 名） 
M 校 
CBP（n=19） 10 2 
ERP（n=7） - 5（絵 2 名） 
台湾 （n=29） 16 - 
6 年生 
D 校 
CBP（n=19） 18 18 
ERP（n=11） 10 10 
M 校 
CBP（n=16） 16 16 
ERP（n=13） - 5 
台湾 （n=32） 31 - 
 
プリライティングページの使用状況に顕著に差が見られるのは 3 年生である。M 校の 3
年生 CBP 児童は中国語作文においてプリライティングを書いていない児童が約半数の 10
名であり、また英語では 2 名の児童しかプリライティングを行っていなかった。2 名のプ
リライティングの内容を見ると、一人は「fantastic」と一語だけ記述し、またもう一人は
「turtle and seagull went playing in the waterpark」と一文のみ記述しており、中身の
ある下準備だと見なすには程遠い。中国語においては、次項の図 7-6 に示すようにプリラ
イティングを書いた児童 10 名のほとんどが 5W1H、またはその一部のみをリスト化して
書く形式をとっており、グラフィック・オーガナイザーのような形式は見られない。中国
語の担当教師が 5W1H リスト化形式での書き方を指導しているのかもしれないが、この
5W1Hのリスト化形式を英語作文のプリライティングに転用した児童は 1人も見られなか
った。 
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M 校児童 A 
 
 
 
 
    M 校児童 B 
 
 
 
 
 
 
 
 
M 校児童 C 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一方で、D 校 3 年生の CBP 児童は先に述べた J 教諭のクラスにあたるが、英語のみな
らず中国語でも全員がプリライティングページを使用している。J 教諭はプリライティン
グの大切さを明示的に指導すると筆者に話しており、その効果が表れているものと推察さ
図 7-6 M 校 3 年生のプリライティング例 
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れる。プリライティングページを見てみると、英語、中国語で類似した形式のプリライテ
ィングを行っている児童が多く見受けられた。その実例を図 7-7 に 2 つ示す。 
 
 D 校児童 A     D 校児童 B 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 D 校児童 A、児童 B の両方がグラフィック・オーガナイザーを用いて、英語、中国語の
作文を書き上げるためのアイデア創出、登場人物（動物）の整理などを行っている。D 校
3 年生児童のプリライティングは英語、中国語を問わず全体的に同様の傾向が見られた。 
 6 年生は 3 年生と異なり、D 校、M 校に関係なく英語・中国語のどちらの作文において
も全児童がプリライティングを行っていた。内容を見ると、多くの児童が英語・中国語で
同様の形式のプリライティングを行う傾向が見られ、作文タスクを遂行する上でストラテ
図 7-7 D 校 J 教諭クラス 3 年生プリライティング例 
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ジーの共有が顕著に表れている。図 7-8 に実例を 2 つ示す。 
D 校 6 年生児童 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 M 校 6 年生児童 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 7-8 6 年生プリライティング例 
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図 7-8 を見ると、6 年生児童がプリライティングの時間を有効活用している様子が窺い
知れる。J 教諭のクラスの児童のように低学年の段階からストラテジーの転用が見られる
ことを考えると、Cummins（2009）が「転移」を促進する指導が重要であると指摘して
いるように、「書く力」の育成においても英語担当教員と中国語担当教員で指導方法を全く
別にするのではなく、限られた時間の中で言語能力の転移を有効に活用できる教授アプロ
ーチを教員間で連携して行っていく必要がある。低迷する中国語作文力や伸び悩む英語作
文力を改善するためにも、J 教諭のように「転移」を促進するような指導法を考えていく
ことが今後の課題だといえる。 
 
7.3. 学力 
7.3.1. アルバータ州統一学力テスト 
アルバータ州では、3 年生、6 年生、9 年生（中学 3 年生）時に統一学力テスト（Alberta 
Provincial Achievement Test）が行われている。毎年 1 学年あたり 4 万人近い児童がテス
トを受けている。このテストは到達度テストであり、該当学年までの学習目標が達成でき
ているかを測り、その後の教育支援に役立てる目的で実施されているものである。3 年生
は英語（LA）もしくはフランス語（LA）と算数の 2 科目、6 年生は英語（LA）もしくは
フランス語（LA）と算数、理科、社会の 4 科目、9 年生（中学 3 年生）も 6 年生と同様に
英語（LA）もしくはフランス語（LA）と算数、理科、社会の 4 科目で州統一テストが行
われる。 
5.3.2 の表 5-9（p.91）バイリンガルプログラムの概要説明で ECBEA が示した州統一テ
ストの結果は、2001 年～2004 年の 3 年生児童 516 名と 2004 年～2007 年の 6 年生児童
518 名（追跡調査）のテストの結果を EPSB がまとめたものである。そこには、CBP 児童
が ERP 児童に比べて学力で優位であると結論づけられている。しかしながら、この結果
は州統一テストの総合点のみで比較したにとどまり、教科別の詳細が明らかでない。 
そこで、本研究では CBP 児童が、英語で行われる州の学力テストでどの程度の成績を
修めているのか、D 校の学校長の許可が得られた 3 年生 17 名、6 年生 16 名のテスト結果
をもとに教科別に分析を行う。 
 
7.3.2. 結果 
州統一テストの結果は年度ごとに定められる成績基準に従って、「標準点以下（below of 
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standard）」「標準点達成（acceptable standard）」「優秀点達成（standard of excellence）」
の 3 つの到達度で評価が行われる。保護者向けに開示された 2007 年度の成績基準を表 
7-14 に示す。 
英語（LA）は、総合点に加え、Reading（読解）と Writing（作文）の観点別に評価が
行われる。総合点を算出する際には ReadingもWritingも同じ比重で計算するとしている。 
算数、理科、社会は総合点に加え、実際には knowledge（知識）、skills（技能）の 2 つ
の種別で評価が行われるが、本研究では学校長より総合点のみ情報供与を認められたため、
knowledge（知識）、skills（技能）については省略した。 
表 7-14 アルバータ州統一テストの成績評価基準 
学
年 
教科 観点（満点） 
標準点達成 
(acceptable standard) 
優秀点達成 
(standard of excellence) 
3
年
生 
英語
（LA） 
総合点（100） 50～80 81～100 
Reading（40） 19～32 33～40 
Writing（35） 18～27 28～35 
算数 総合点（43) 20～37 38～43 
6
年
生 
英語
（LA） 
総合点(100） 50～78 79～100 
Reading（50） 24～38 39～50 
Writing（55) 28～43 44～55 
算数 総合点（54） 24～46 47～54 
理科 総合点（50） 24～39 40～50 
社会 総合点（50） 24～41 42～50 
Alberta Education ウェブサイトより取得（2012.7.10）（筆者日本語訳） 
 
それでは実際に D 校の CBP 児童のテスト結果を学年別に表 7-15 に示す。 
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表 7-15 D 校 CBP 児童の 2010 年度州統一テスト結果 
学年 教科 種別（満点） 平均 標準偏差 100 点換算 
3 年生 
（n=17） 
英語（LA） 
総合点（100） 64.76 8.93 65 
Reading（40） 27.18 5.43 68 
Writing（35） 21.47 2.7 61 
算数 総合点（43) 33.53 6.55 78 
6 年生 
(n=16) 
英語（LA） 
総合点(100） 64.75 12.74 65 
Reading（50） 33.81 7.56 68 
Writing（55) 33.94 6.74 62 
算数 総合点（54） 43.31 8.26 80 
理科 総合点（50） 38.75. 6.58 78 
社会 総合点（50） 新カリキュラム試用年度のため詳細非公開 
学校長より電子メールで直接取得（2011.11.26） 
 
6 年生の社会科は新カリキュラムの試用年度のため非公開ということで詳細を入手する
ことができなかったが、3 年生、6 年生ともに社会科以外は総合点で見ても、種別ごとに
見ても全て「標準点達成」に届いていた。これは CBP 児童が全体的に学力においては州
の定める学習到達目標に到達できていることを意味している。6 年生の算数や理科につい
ては、あと数点で「優秀点達成」に届く得点であり、CBP 児童全体が高得点傾向にあるこ
とがわかる。 
 次に、学校長より情報提供を受けたCBP児童と同年度のアルバータ州平均群（provincial 
census group）との比較を見ていくことにする。表 7-16、および図 7-9 は 3 年生の英語
（LA）と算数の成績基準別到達人数の割合を州平均群と比較したものである。 
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表 7-16 3 年生のアルバータ州統一テスト成績基準別比較 
教科 成績評価 
州平均群
（%） 
CBP 児童 
平均（%） 
州平均群 
との差(%) 
英語（LA） 優秀点達成 24.3 11.1 -13.2 
  標準点達成 91.5 100 +8.5 
  標準点以下 8.5 0 -8.5 
算数 優秀点達成 26.9 27.8 +0.9 
  標準点達成 87.8 94.4 +6.6 
  標準点以下 12.2 5.6 -6.6 
 
 
 
 
 
 
        CBP 児童：n=17 
 
 
 
英語（LA）は、州平均群で「標準点達成」に未到達の児童が 8.5%存在するのに対し、
CBP 児童は全員（100%）が標準点に届いている。しかしながら「優秀点達成」では、州
平均群が 24.3%であるのに対し、CBP 児童は 11.1%しか到達できておらず、13.2%の差が
ある。これは、CBP 児童の教科としての英語（LA）力は学習到達目標には届いているも
のの、優秀には至らない力であるということを意味している。 
一方、算数は 5.6%の CBP 児童が「標準点達成」に届いていないものの、「標準点達成」
で 6.6%、「優秀点達成」で 0.9%、CBP 児童は州平均群より到達割合が高く、CBP 児童の
ほとんどが標準以上の成績を取っていることがわかる。 
 では、6 年生の基準ごとの成績基準別到達人数の割合を平均群との比較で見ていきたい。
表 7-17、および図 7-10 は文科系科目の結果である。 
図 7-9 3 年生アルバータ州統一テスト結果（英語 LA、算数） 
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表 7-17 6 年生のアルバータ州統一テスト成績基準別比較（文系科目） 
教科 成績評価 
州平均群 
（%） 
CBP 児童 
平均（%） 
州平均群 
との差 
英語（LA） 優秀点達成 21 16.7 -4.3 
  標準点達成 90.5 88.9 -1.6 
  標準点以下 9.5 11.1 +1.6 
社会 優秀点達成 35.2 50.0 +14.8 
  標準点達成 86.6 94.4 +7.8 
  標準点以下 13.4 5.6 -7.8 
 
 
 
 
 
 
 
        CBP 児童：n=16 
 
 
英語（LA）は、CBP 児童の 11.1%が「標準点達成」に届いていないのに加え、「標準 
点達成」で 1.6%、「優秀点達成」で 4.3%、CBP 児童は州平均群より到達割合が低く、6
年生 CBP 児童の英語（LA）テストにおける苦戦が考察できる。 
 社会科は新カリキュラムの試用年度ではあるものの、「標準点達成」で 7.8%、「優秀点達
成」で 14.8%も州平均群よりも到達割合が高く、6 年生 CBP 児童が社会科で全体的に良い
成績を取っていることがわかる。CBP 児童の半数にあたる 50%が「優秀点達成」に届い
ていることは特筆すべきであろう。しかし、多くの児童が良い成績を取っている社会科で
あっても、「標準点達成」に届いていない児童が 5.6%いるのも事実である。 
次に、表 7-18、および図 7-11 に理科系科目の結果を示す。 
 
図 7-10 3 年生 アルバータ州統一テスト結果（英語 LA・社会） 
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表 7-18 6 年生のアルバータ州統一テスト成績基準別比較（理系科目） 
教科 成績評価 
州平均群 
（%） 
CBP 児童 
平均（%） 
州平均群 
との差 
理科 優秀点達成 17.3 27.8 +10.5 
  標準点達成 80.6 88.9 +8.3 
  標準点以下 19.4 11.1 -8.3 
算数 優秀点達成 25 31.6 +6.6 
  標準点達成 89.4 89.5 +0.1 
  標準点以下 10.6 10.5 -0.1 
 
 
 
 
 
 
 
 
CBP 児童：n=16 
 
 
 理科も社会科と同様に、「標準点達成」で 8.3%、「優秀点達成」で 10.5%、CBP 児童は
州平均群よりも到達割合が高く、6 年生児童が理科で良い成績を取っていることがわかる。
ただし、「標準点達成」に届いていない児童も 11.1%存在している。 
 最後に算数であるが、3 年生は州平均群と大差はなかったが、6 年生では「優秀点達成」
に届いた CBP 児童の割合は州平均群より 6.6%上回り、中国語で授業を受けている教科で
ありながら児童は高い成績を取っていることが明らかになった。しかしながら、「標準点達
成」に届いていない児童も 10.5%存在し、授業の内容を理解していない児童がいないとい
うわけではない。 
 
図 7-11 6 年生州統一テスト結果（理科・算数） 
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7.3.3. まとめと考察 
学力テストの結果を総括すると、3 年生 CBP 児童の英語（LA）の成績は標準的なレベ
ルであり、優秀点に到達するほどのレベルには至らない。一方算数は、州平均群と比べ CBP
児童の成績は良好であり、標準合格レベルに至らない児童の割合も少ない。6 年生 CBP 児
童の英語（LA）の成績は全体的に苦戦している傾向が見受けられる。標準合格レベルに至
らない児童の割合が州平均群より多いため、合格レベルに到達できない児童の数がバイリ
ンガルプログラムで多いことになる。加えて、優秀点に到達する児童の割合も州平均群よ
り少ないため、全体的に成績が低位傾向であるものと考えることができる。一方で、英語
（LA）以外の成績基準別の到達人数の割合を見ると、州平均群と比べ CBP 児童は、社会
科と理科は極めて良好、算数は良好な成績である傾向が見られた。特に算数は中国語で行
われる教科であり、3 年生と 6 年生の州統一テストの結果から児童は中国語で行われる算
数の授業をおおむね理解しているものと見なすことができる。アルバータ州統一テストの
算数の問題は、全て指示文を読んで答えなければならない問題であり、日本の計算ドリル
にあるような単純な計算問題はない。この点から考えれば、少なくとも継承語の中国語が
学習言語として一定の役割を果たしているものといえる。 
 中島（2012）はイマ―ジョン教育で行われたこれまでの研究をまとめているが、エドモ
ントン市の中国語バイリンガルプログラムで学ぶ児童は、半日中国語（継承語）で学習し
ていても学力一般に遜色はないといえ、本研究の結果もそれらに近似したものだと考える
ことができる。Cummins（1978）のしきい説と関連づけて考えるならば、CBP 児童は中
国語力が弱いため、小学校の 6 年間では上のしきいを超えて認知的にプラスの影響を受け
られるレベルには到達できていないものの、少なくともマイナスの影響は受けていない。
Macnab and Wachowicz（2009）はエドモントン市の国際語バイリンガルプログラム（中
国語、ドイツ語、ウクライナ語）の児童 343 名とフレンチ・イマ―ジョンプログラムの児
童 229 名の合計 572 名を対象とし、アルバータ州統一テストの英語（LA）の成績で縦断
調査を行っており、中学 3 年生までに州平均群をはるかに超える高成績を取るようになる
と結論づけている。本研究で得られた結果と Macnab and Wachowicz（2009）の研究を合
わせて総括すると、言語的マイノリティ児童が現地語と継承語のパーシャル・イマ―ジョ
ン方式で半日ずつの言語接触量で学習を行っても、学力テストの結果に悪影響を及ぼすよ
うな認知的にマイナスの影響を受けることはないが、小学校の 6 年間では、しきい説の上
のしきいを超えるほど恩恵を受けるにまでは至らないと考えることができる。 
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第8章 バイリンガル児童の EV、作文力、学力の関係 
8.1. 児童の EV に対する理解・態度と作文力の関係 
8.1.1. 分析方法 
英語作文力、中国語作文力と児童の英語、中国語の EV に対する理解・態度の関係を考
察するため、二言語作文テストの総合点と EV に対する理解・態度に関する因子分析で抽
出された因子を用いてその関係を総合的に分析する。 
 3 年生の英語作文総合点、中国語作文総合点と因子分析で抽出された中国語 3 因子「因
子Ⅰ：民族的誇り」「因子Ⅱ：有用性」「因子Ⅲ：生活上の必要性」、および英語 2 因子「因
子Ⅰ：カナダ人の誇りと有用性」「因子Ⅱ：必然性」と相関分析を行った。 
 6 年生も同様に英語作文総合点、中国語作文総合点と因子分析で抽出された中国語 3 因
子「因子Ⅰ：民族的誇りと付加価値」「因子Ⅱ：有用性」「因子Ⅲ：ルーツの理解」、および
英語 2 因子「因子Ⅰ：カナダ人の誇りと有用性」「因子Ⅱ：必要性」と相関分析を行った。 
 
8.1.2. 結果と考察 
 まずは 3 年生の結果から見ていく。3 年生の二言語の作文力と英語、中国語の EV 因子
の相関分析の結果は表 8-1 に示すとおりである。 
 
表 8-1 3 年生の作文力と EV 因子の相関 
n=36 
EV に対する理解・態度 
中国語 
因子Ⅰ 
中国語 
因子Ⅱ 
中国語 
因子Ⅲ 
英語 
因子Ⅰ 
英語 
因子Ⅱ 
作文 
テスト 
英語作文力 -.14 .24 .50 -.10 .02 
中国語作文力 .17 .29 -.02 .00 .02 
 
英語作文力、中国語作文力いずれも EV に対する理解・態度の因子とは有意な相関は得
られなかった。3 年生の段階では書く力が十分に発達しておらず、英語作文力、中国語作
文力のどちらも弱いため、言語能力が各因子との関係の分析に必要なレベルに至っていな
いという要因が考えられる。 
 一方で、6 年生はどうであろうか。二言語の作文力と英語、中国語の EV 因子の相関分
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析の結果を表 8-2 に示すとおりである。 
 
表 8-2 6 年生の作文力と EV 因子の相関 
n=34 
EV に対する理解・態度 
中国語 
因子Ⅰ 
中国語 
因子Ⅱ 
中国語 
因子Ⅲ 
英語 
因子Ⅰ 
英語 
因子Ⅱ 
作文 
テスト 
英語作文力 .07 .30 .11 -.05 .33 
中国語作文力 .34* .30 .24 -.05 .19 
*p<.05 
 
6年生では、中国語因子Ⅰと中国語作文力で低位の相関が認められている（r=.34 p<.05）。
中国語因子Ⅰは、中国語に繋がる民族的誇りと付加価値についての要因であることから、
中国語（継承語）を自分の誇りと感じ、さらに中国語学習から得られる付加価値について
理解している児童ほど中国語の力が高い傾向があるといえる。 
上述のように中国語作文力と中国語 EV との間に有意な相関が見られたものの、本研究
は言語能力について作文力のみを扱ったため、EV に対する理解・態度（心理的要因）と
言語能力の関係の一片を分析するにとどまっている。継承語、現地語に対する理解・態度
と言語能力の関係をより詳細に分析し教育活動に活かすためには、会話力や読み能力を含
めた包括的な言語能力との分析が今後必要だと考えられる。 
 
8.2. 学力と作文力の関係 
8.2.1. 分析方法 
 英語、中国語の学習言語力と学力の関係を分析するため、D 校の学校長よりデータ使用
許可を受けた 3 年生 17 名、6 年生 16 名のアルバータ州統一テストにおける各教科の得点
結果と、本研究で行った英語と中国語の作文テスト結果を用いて相関分析を行った。なお、
アルバータ州統一テストの英語（LA）の結果は、総合点に加え Writing（作文）と Reading
（読解）のセクション別得点結果データも得られたため、言語能力と学力の関係をより詳
細に分析するためにそれぞれ分析に用いた。また、総合的な学力と言語能力の関係を包括
的に考察するため、3 年生は英語（LA）総合点と算数の 2 科目合計得点、6 年生は英語（LA）
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総合点と算数、理科の 3 科目合計得点を「学力総合点」とする 1 つの変数を作成した。 
 
8.2.2. 結果と考察 
 D 校 3 年生全体（17 名）の相関分析の結果を表 8-3 に示す。 
 
表 8-3 3 年生の作文力と学力テストの相関 
n=17 
アルバータ州統一テスト 
英語（LA） 
総合点 
英語（LA） 
Writing 
英語（LA） 
Reading 
算数 
学力 
総合点 
作文 
テスト 
英語作文力 .28 .01 .38 .08 .07 
中国語作文力 .62**    .58*     .47 .09 .33 
学力 
テスト 
英語（LA） 
Writing 
.68**    ― .31 .34 .54*     
英語（LA）
Reading 
.91**    .31 ― .37 .66**    
***p<.001, **p<.01, *p<.05 
 
 3 年生全体で見ると、英語作文力と学力テストの間に相関は見られなかった。州統一テ
ストと類似した課題を州テストと同様の方法で実施し、妥当と考えられる評価者（アルバ
ータ州の教員を定年退職者）が同じ評価ルーブリックを使用して評価したにも関わらず、
本研究の英語作文力と州統一テストの英語（LA）総合点および英語（LA）Writing と相
関がない。これには、本研究における英語作文の評価の信頼性を疑ったが、同じ評価者、
方法で評価を行った 6 年生は州統一テストの英語（LA）総合点および英語（LA）Writing
と相関が認められている（表 8-4, p.188）。このことから考えると、本研究における評価
者や評価方法の問題ではなく、特に 3 年生段階では英語母語話者（ERP 児童）とバイリン
ガル児童（CBP 児童）の作文の質が異なるため、州統一テストの評価者による採点にずれ
が生じた可能性が疑われる。また、CBP 児童の州統一テストにおける英語（LA）がスコ
ア可能なレベルでなかった可能性も考え得る。中国語作文力は英語（LA）総合点と中高位
の相関（r=.62 p<.01）あり、セクション別に見ると Writing と中位の有意相関がある（r=.58 
p<.05）。つまり、州統一テストでの英語（LA）の得点が、中国語作文と同様に低いものだ
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と考えられる。 
 一方で、学力テスト間の英語（LA）Writing、Reading と学力総合点の関係を見ると、
Writing と中位相関（r=.54 p<.05）、Reading と中高位の相関（r=.66 p<.01）がある。つ
まり、英語（LA）Reading で高得点をとっている児童ほど、学力テストの総合的な結果が
良いということがいえるため、3 年生段階においては英語の読解力が学力テストで成功す
るための 1 つの大きな要因となることがわかる。 
 では次に、D 校 6 年生全体（16 名）の相関分析の結果を表 8-4 に示す。4.2.1.で示した
D 校 6 年生の調査協力者は 18 名であるが、2 名は分析から除外している。理由は、1 名は
筆者が作文テストを行った後から州統一テストまでの間に転校をしてしまったからであり、
もう 1 名は入国間もない児童であることから学力テストの受験対象とならなかったためで
ある。 
 
表 8-4 6 年生の作文力と学力テストの相関 
n=16 
アルバータ州統一（学力）テスト 
英語（LA） 
総合点 
英語（LA） 
Writing 
英語（LA） 
Reading 
算数 理科 
学力 
総合点 
作文 
テスト 
英語作文力 .70**     .70**    .62*     .28 .41 .51*    
中国語作文力 .24 .41 .07 -.35 -.01 -.07 
学力 
テスト 
英語（LA） 
Writing 
.92***   ― .76**    .42 .41 .66**     
英語（LA）
Reading 
.95***   .76**    ― .67**   .78**    .90**  
***p<.001, **p<.01, *p<.05 
  
6 年生全体で見ると、英語作文力と英語（LA）で高い相関があり、セクション別では
Writing が高位の相関（r=.70 p<.01）、Reading は中高位の相関（r=.62 p<.05）となって
いる。加えて、英語作文力と学力総合点の間においても中位の相関（r=.51 p<.05）がある。
また、学力テスト間で見ても、英語（LA）Writing と Reading で高位の相関（r=.76 p<.01）、
そして英語（LA）Writing と学力総合点で中位の相関（r=.66 p<.01）となっている。しか
しながら、3 年生と異なり中国語作文力と学力テスト間では相関が得られていない。特に
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中国語作文力と英語（LA）総合点、Writing、Reading のいずれとも相関がない結果を見
ると、英語の力が中国語作文力ほど低位なものでないと考えられる。 
さらに、学力テスト間で英語（LA）Writing、Reading と学力総合点の関係を見ると、
Reading で非常に高い相関があり（r=.90 p<.01）、Writing とは中高位の相関である（r=.66 
p<.01）。加えて、Readingと各教科の関係を見ると、Writingと中高位の相関（r=.76 p<.01）、
算数とも中高位の相関（r=.67 p<.01）、理科とは高位の相関（r=.78 p<.01）がある。つま
り、6 年生の学力テストにおいても 3 年生と同様に英語の Reading（読解）の力が高い成
績を残すために必要不可欠となっていると考えられる。算数の学力テストは全て文章題で
あり、英語を読み解く力がまず必要だといえる。州統一テストが英語でしか実施されてい
ないことを考えると、現実的な結果だといえる。 
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第9章 総括的考察と結論、および今後の課題 
9.1. 研究課題 1 の総括 
 研究課題 1 では、Landry and Allard（1991, 1992）の巨視的バイリンガル育成モデル
を援用し、エドモントン市の国際語バイリンガルプログラム（英語・中国語）についての
実態を明らかにするため 4 つの課題を立てた。本節では、この課題に立ち返り、1 つ 1 つ
の分析で明らかになったことを整理し総括する。 
 
課題(1) エドモントン地域の中国語系グループの活力と児童生徒の二言語接触状況 
エドモントン社会（人口約 80 万人）における中国語話者人口の割合は、カナダ統計局
の人口動態データによると公用語を除く言語的マイノリティグループの中で最も大きい。
中国語（広東語を含む）を母語とする人口は 4%を占めており、テレビ局、ラジオ局、新
聞社などの中国語メディアも多数存在する。ECBEA の幼稚園運営から始まったプログラ
ムが、中国語バイリンガルプログラムとして公立学校に移管され、その数が今も増加して
いること、エドモントン市立の小中高等学校がバイリンガルプログラムをきっかけに中国
の公立学校と姉妹校関係を結んで人的・文化的交流を行うようになったこと、中国語教育
に対し現地企業より多くの寄付金を受けるなど地域社会を巻き込んでいることなど、
ECBEA の社会的貢献は大である。アルバータ州の中華系団体の中核組織である彼らを中
心にエドモントン市の中国系カナダ人の活力は高く、政治的、経済的、文化的に強い活力
を持つグループとして地域社会に入り込んでいるものとみなすことができる。 
そして、実際の学校教育現場では、在籍児童の 8 割以上がカナダ生まれであるにもかか
わらず、ほとんどの家庭で中国語が使用されている。英語母語話者のカナダ人のみならず、
ベトナム人やフィリピン人との国際結婚家庭もあり、親子間の言語使用は様々であるが、
一般的傾向としては、兄弟姉妹間は英語、祖父母とは中国語であった。また、家庭で使わ
れている中国語は Mandarin（標準中国語）よりも Cantonese（広東語）を含む方言の方
が多かった。在籍児童のプロフィールは、中国系背景のない児童もいないわけではない（約
5%）、大半が中国系の 1 世、準 1 世、2 世、3 世以降の子どもである。日常的な活動につ
いては、英語を使用する児童が多く見られたが、3 年生に比べ 6 年生は英語での読書に加
えて中国語でも本を読む児童も少なくなかった。また、ECBEA の催事などを通して多く
の児童が在籍学校外の友達と交流する機会を持ち、家庭・学校・社会において二言語に接
触する、いわゆるバイリンガル環境で過ごしている。中国語バイリンガルプログラムはカ
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ナダ人全てに門戸の開かれた「国際語バイリンガルプログラム」の 1 つであるが、実際は
カナダの州教育予算（税金）の枠組み内で行われている中華系子弟対象の継承語教育の一
形態と位置づけることができる。 
 
課題(2) 児童の二言語学習に対する心的態度と児童を取り巻く教育的サポート環境 
児童の EV に対する心的態度が言語によって異なる構造を持つことが明らかになった。
中国語は民族的誇りにつながる意識がベースにあり、学年が上がるにつれてそれがより明
確化され、ルーツの理解としても認識されるようになる。また、生活場面や将来を意識し
た中国語の有用性に対する認識も見られた。一方で、英語は 3 年生では必要に迫られる必
然的な学習である傾向が強く、EV 構造がややぼんやりしたものであった。6 年生にはそう
いった傾向は見られず、カナダ人としての誇りやカナダ社会における英語の有用性が意識
され、必然的でなく、必要性を認識した学習になっているものと考えられた。 
児童の英語・中国語への心的態度を方向づけるバイリンガルプログラムを取り巻く教育
的サポートは、「教育委員会（行政）、学校、エスニック・コミュニティ」の三位一体の運
営体制で、児童の継承語を維持・伸長させながら現地語の英語を育て、ことばを通した学
習、文化理解の促進を支援するものであった。教育者、支援者のインタビューの分析から
見えたことは、学校長、担任教員、ECBEA 理事と名誉会長、および保護者はそれぞれ立
場が異なるため視点は違うものの、子どもたちに異文化理解ができる人間になって欲しい
ということ、そしてカナダに定住している中国人ではなく、中国語のできるカナダ市民に
なって欲しいという共通の期待、希求である。つまり、カナダ社会の未来（人材資源、経
済的資源、文化的資源）に繋がることを目標にバイリンガルプログラムという形態を通し
た教育支援活動が行われているといえる。しかしながら、インタビュー全体を俯瞰して分
析すると、バイリンガル児童の英語、中国語の言語能力に対する期待については、考え方
に大きなばらつきが見られた。全体的特徴としていえることは英語に高い期待を寄せる一
方で、中国語に対する期待が極めて低いということである。Hamers and Blanc（1982, 2000）
の社会認知的モデルが提唱されているように、子どもの場合は置かれた社会環境との交わ
りの中で言語行動が形成され、言語能力が発達していく。児童の教育、支援に関わる大人
の期待は、家庭や学校、地域での日々の活動を通して子どもたちに伝わる。過度の期待は
禁物としても、言語能力の伸び悩みを解消するためにも、教育者、支援者は英語・中国語
の両方に高い期待を持って児童を励ましていくことが重要だといえる。 
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子どもと日々を共にする現場の教員は、英語担任、中国語担任に関わらず、半日という
時間的な制約と闘いながら、バイリンガル児童の持つ特有の弱点をふまえて出来る限り
個々のレベルに対応する指導を行っていた。しかし、英語担任と中国語担任の連携という
観点から見ると、教員それぞれの独立した教育活動である傾向が見られ、連携は極めて希
薄であった。 
ここで注目すべきことは、カリキュラムディレクターの貢献である。国際的に認知度の
高い言語能力テストの導入、言語学習カリキュラムへの CEFR の導入、簡体字・ピンイン
の導入、国際語（継承語）への経済的有用性の付加、そして教育現場の改善（校長の意識
改革、教員の質の向上、地域環境の改善）に取り組み、国際性に富むカナダ市民の育成を
めざした最大限にサポートしていた。これらのカリキュラムディレクターの取り組みは、
子どもたちが学校に持ち込む言語資源を有効に活用した人材育成を実現している。 
 
課題(3) 年齢グループ別中国語作文力と英語作文力の実態と学力レベル。 
 まず、英語作文力においては 3 年生、6 年生ともにバイリンガル児童とモノリンガル児
童に有意な差はなかった。3 年生はバイリンガル児童もモノリンガル児童もアルバータ州
が定める標準レベルにぎりぎり到達というのが実状であり、語彙も限られているため書く
力が十分に育っていなかった。一方、バイリンガル児童の 6 年生は、語彙と正確度（表記・
文法）において低位傾向が見られたものの、内容の豊富さや全体構成ではモノリンガル児
童よりも高得点傾向にあった。 
中国語作文力は 3年生、6年生ともにモノリンガル児童と比べるとかなり低めであるが、
両学年合わせて 70 名のうち 0 点は 1 名のみであった。ほぼ全員の児童が採点可能なレベ
ルの作文を継承語の中国語で書くという状況である。どちらの年齢グループにおいても最
も得点が低く困難が見られるのは「語彙」であり、バイリンガル児童の二言語学習におい
て語彙が大きな課題であることは明白である（Sales and Graves 2007b, 中島 2013, 生田 
2002）。 
学力については、学力テストの結果を総括すると、児童は半日間中国語（継承語）で学
習していても州の平均的な児童と比べて学力では遜色がなく、英語（LA）は州平均に比べ
やや低位傾向が見られたが、算数・理科・社会は州平均より高位傾向にあった。作文テス
トの結果で見ると児童の中国語力は限定的だといえるものの、中国語で授業が行われてい
る算数に関しても学力テストで一定の結果が得られていることから、少なからず中国語が
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学習言語として機能していると考えることができる。 
 
課題(4) 児童の二言語（EV）に対する心的態度と作文力の関係、および作文力と学力の関
係。 
英語作文力、中国語作文力と EV に対する理解・態度の因子との相関を分析すると、6
年生の中国語因子Ⅰと中国語作文力で低位の相関が認められた（r=.34 p<.05）。中国語因
子Ⅰは、中国語に繋がる民族的誇りと付加価値についての因子であることから、継承語の
中国語を誇りに思い、中国語学習によって得られる付加価値について理解している児童ほ
ど中国語の力が高い傾向にあるといえる。 
作文力と学力との関係では、6 年生の英語作文力と学力テスト総合点（3 年生 2 科目、6
年生 4 科目）で有意な相関が認められた（r=.51 p.<05）。一方で、中国語作文力と学力テ
スト総合点には相関が認められなかった。中国語力が全体的に低く、学力との相関が得ら
れるレベルに至っていないものと考えられる。学力テストの結果を詳細に見ると、英語
Writing の得点よりも、とりわけ英語 Reading の得点が他教科の学力テストの結果と深い
関係にあった。つまり、英語の Reading（読解）の力が学力テストで高い成績を残すため
に必須であるものといえる。州統一テストが英語でしか行われないため、現実的な結果で
あろう。 
 
9.2. 研究課題 2：公立学校正課型のバイリンガルプログラムの利点と問題点の考察 
 本節は研究課題 2 に従い、研究課題 1 で明らかになった実態調査の結果と考察を踏まえ
て、継承語教育の一形態である「公立学校正課型のバイリンガルプログラム」の利点と問
題点を考察する。 
 
9.2.1. 公立学校正課型のバイリンガルプログラムの利点 
①エスニック・コミュニティのコミットメントが必要不可欠であること。 
 5.3.4.1 の ECBEA 名誉理事のインタビューで明らかなように、エドモントン市立の公立
学校で国際語バイリンガルプログラムが提供されるためには、まずエスニック・コミュニ
ティの運営で幼稚園を設営し、子どもの通学手段の手配や広報活動による安定的な入学者
数の確保などが出来ることを証明する必要があり、それが教育委員会によって評価される
と小学校段階から運営が教育委員会に移管される。つまり、行政からの働きかけでプログ
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ラムが始まるのではなく、エスニック・コミュニティが自分たちの意志で言語文化を子ど
もたちに継承していく環境を創り出し、それがある程度軌道に乗った段階で公教育化する
という制度なのである。公教育化するためには、リーダーシップをとることができる人材
とコミュニティの強い団結力、また献身的努力が必要となり、エスニック・コミュニティ
の EV が高くなければ実現不可能である。 
 Landry and Allrd（1992）のカウンター・バランスモデルに重ねて考えると、言語的マ
イノリティ児童の場合は以下の図 9-1 の状況であり、メインストリームの社会環境の重圧
に押しつぶされないようにアディティブ・バイリンガリズムの環境を作り出すためには、
家庭と学校でしっかりと継承語を強める必要がある。エドモントン市の国際語バイリンガ
ルプログラムの場合は、エスニック・コミュニティが中心となって創り出した継承語教育
環境（学校環境）を公教育レベルまで押し上げているのである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Landry & Allard, 1991 p.228: 中島 1998 p.45 より引用） 
 
しかし、3.1.8 でも述べたように、家庭で継承語を使うように親が心がけ、他方では学校
に行かせて継承語を学習させていればアディティブ・バイリンガルが育つかというとそう
ではない。Landry and Allard がカナダの大西洋四州でフランス系高校生を対象に行った
調査の結果からも裏づけされるように、家庭環境と学校環境を整えるだけでは不十分であ
り、アディティブ・バイリンガリズムの環境を作り出すためには、そこにエスニック・コ
ミュニティの活力が必要不可欠なのである。こういった点から考えれば、エドモントン式
の公立学校正課型の国際語バイリンガルプログラムは、プログラムの実現、実行がエスニ
ック・コミュニティのコミットメントと表裏一体になっているため、エドモントン市の制
度のあり方そのものがアディティブ・バイリンガリズムの環境を作り出す大切な役割を担
図 9-1 カウンター・バランスモデル（L1 の活力が低い場合） 
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っているものといえる。 
 
②幼稚園から高校まで長期的に二言語による教育支援が可能であり、継承語学習が課外活
動ではないこと 
 アルバータ州では公立学校教育委員会に国際語バイリンガルプログラムの運営がいった
ん移管されると、高校まで継続的にプログラムが提供されることが原則となっている。第
7 章における作文テストの結果からも明らかなように、バイリンガル児童の学習は各言語
半日という限られた時間の中で行われるため、継承語が伸び悩む。小学校 6 年間では両言
語の十分な発達に接触時間が圧倒的に足りないため、幼稚園も合わせて 13年間（K‐G12）
継続的にプログラムが提供され、二言語学習が支援されることは非常に重要な意味を持つ。
また言語習得の見地からも、12 年、もしくは幼稚園を含めた 13 年間の長期的計画で児童
生徒の二言語育成を考えることができるということは、Cummins（2000）が 5 年から 7
年かかると指摘する教科学習言語能力（ALP）を高度に育てるためにも重要なことである。 
さらに、現在世界各地で行われている継承語教育の大半がエスニック・コミュニティ運
営の週末継承語学校で行われていることを考えれば、公立学校教育（カナダの教育予算の
枠組み内）の中で長期的に行われることは非常に恵まれた継承語学習環境だといえる。な
ぜならば、課外活動ではないため子どもの学習モチベーションが維持しやすく、また学校
卒業時には卒業資格が得られ、メインストリームの子どもと同様に高等教育機関へ入学す
ることができるからである。さらには、中島（2003）、鈴木（2006）が指摘する、コミュ
ニティ運営の週末継承語学校に見られる「（財政的、時間的に）ないないづくしの教育環境」
とは異なり、一般の公立学校教育の一環として同等に扱われるため、カナダの教育予算が
充当されることによって最低限の教育環境が保障されるからである。4.1 で示した
Churchill（1986）の言語的マイノリティ児童生徒対策の 6 段階と照らし合わせれば、母
語を学習言語として使用し学校の教科を教えるという段階 5 にあたり、継承語教育の分野
においては極めて希少な恵まれた教育支援の形態だといえる。 
 
③学力一般は、半日継承語（中国語）で教科学習してもモノリンガル児童と比べて遜色が
ないこと。 
 第 7 章のアルバータ州統一テストの結果で明らかになったことは、バイリンガル児童が
半日継承語（中国語）で学習をしても、3 年生、6 年生ともに学力はモノリンガル児童と
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比べて遜色がないということである。これは、Stern （1972）をはじめとするイマ―ジョ
ン教育に関する研究を支持する結果になっている。 
教育実践の現場でバイリンガル教育の指針になる Cummins（1978）のしきい説（図 9-2）
と関連づけて考察すれば、州統一テストの結果から知的発達へのマイナスの影響が見られ
ないことから、少なくとも英語・中国語のどちらかが学習言語として教科を理解するため
の役割を果たしており、下の閾はおおよその児童が超えられていると考えることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（Cummins, 1978a p.403 中島 1998a p.8 より引用） 
 
また、バイリンガル児童は算数、理科、社会の英語（LA）以外の教科において州平均群
より高い成績をとる傾向も見られ、さらに作文テストで英語・中国語の両方で高い評価を
得た児童もおり、児童の一部は学年を経て上の閾を超えられるレベルに近づきつつあると
考えられる。 
 
④継承語を学校で維持、伸長が可能であるため、親子のコミュニケーション言語、および
ルーツを失わずに済むこと。 
 第 6 章で明らかになったことは、児童の多くはカナダ生まれであるものの、多くの家庭
で継承語（中国語）が使われており、ほとんどの子どもにとって中国語が生きたことばだ
ということである。保護者のインタビューでは、学校での継承語学習により、子どもが英
語の苦手な祖父母とコミュニケーションをとることができるというメリットが挙げられた。
図 9-2 しきい説 
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親の言語を使うことにより、親子間、祖父母を含めた家族間で質の高いコミュニケーショ
ンが可能となり、それは言語的マイノリティ児童の言語発達において非常に重要である（中
島 1998）。継承語の維持、伸張は子どものアイデンティティ形成においても大きな意味が
あり（Genesee et al. 1978, 桶谷 1999）、また中島（2012）のルーツモデルが示すように、
子どもが自らのルーツに対して理解を深めることが学力や二言語の発達にとって大きな基
盤となるのである。 
 
⑤児童が学校に持ち込む言語・文化（ルーツ）の維持・伸長は、国・地域・コミュニティ
にとって効率の良い言語資源開発に繋がること。 
 Ruiz（1984）、Lo Bianco（2000）、カミンズ・ダネシ（2005）の言語資源の理念に基づ
いて考えれば、子どもが学校に持ち込む言語・文化を継続して伸ばすことは国の人材資源
開発において効率が良いものであり、国際人の育成に直結している。 
また言語習得上、家庭やコミュニティでの継承語使用やバックアップがあれば、通常の
外国語教育と比べて、機能的、実用的な言語能力を育てるという点において効果的である
ことは推察するに難しくない。 
さらに、第 6 章で扱った学校長のインタビューで分かるように、公立学校教育であるこ
とから、全カナダ人に門戸が開かれたプログラムであるため、継承語学習者のみならず、
地域の全てのカナダ人児童生徒に国際語（第二言語）の学習の場を与えることに貢献して
いる。 
継承語学習者も、非継承語学習者もカナダの多言語・多文化に貢献する人的資源になる
のである。 
 
9.2.2. 公立学校正課型のバイリンガルプログラムの問題点と改善点 
①家庭の中国語使用、ルーツ意識の高揚にもかかわらず、継承語が伸び悩み、バランス・
バイリンガルが育ちにくいこと。 
 第 5 章、第 6 章、第 7 章で明らかになったように、地域、学校で児童の中国語学習に対
する教育的サポートが十分にあり、中国語への価値づけも高く、週末継承語学校と比べて
継承語（中国語）への接触時間がはるかに多い状況下においても、週末継承語学校の児童
と同様に中国語力には大きな伸び悩みが見られた。研究課題 1 の結果から考えられる原因
は以下の 3 点である。 
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第 1 に、パーシャル・イマ―ジョン方式による教育体制の問題である。半日パーシャル・
イマージョン方式は言語の使用率を 50/50(%)に近づけやすいが、半日で教員が変わり、指
導方法や内容も変わることによって学習内容の連繋が希薄となってしまう傾向があるとい
うことである。言語使用率の観点からみれば、50/50(%)の比率を維持しやすいため、カリ
キュラムの構築や授業運営上メリットがある。また、ECBEA 理事のインタビュー回答に
見られたように、世間一般向けにバイリンガルプログラム入学児童を募集しやすくするも
のだといえる。しかしながら、言語切替と連動して教員が変わり、指導方法が変わること
は、二言語の共有面を効果的に活用するという点から考えると、1 つの言語で獲得した知
識を活性化して、もう 1 つの言語での学習に活かすという言語間をまたいだ学習内容の関
連づけが行いにくい。本研究のフィールド調査では、構造的な授業観察を調査の一部に入
れていなかったが、授業見学は英中担任教員のクラスを各 1 回以上、その他の学年も含め
て 20 時間程度行った。たとえば、作文の授業において英語、中国語の授業間で共通した
指導方針や意図的な関連づけは見られなかった。また、教員のインタビューにおいても英
語担任と中国語担任の連携についてコメントした教員はいなかった。限られた時間を効率
よく活用し、児童の中国語力を高め、学習言語をより高度に育てていくためには、Cummins
（2009）が提案するような転移を促す指導（teaching for transfer）をめざして、今後英
語担任と中国語担任の授業の緊密な連携を検討するべきであろう。 
第 2 は半日パーシャル・イマージョン方式における使用言語と教科の関係から生じる問
題である。EPSB の中国語バイリンガルプログラムにおいては、中国語を学習言語として
行う教科は中国語（LA）、算数、体育、保健、美術、音楽であり、科学的な概念を学ぶ理
科や言語文化や歴史などを学ぶ社会科が英語で行われている。つまり、中国語で行われる
教科が体育、美術、音楽など実技科目に偏っている。中国語力の底上げをし、学習言語力
をいっそう高めるためには、認知力必要度が高い理科や社会科を中国語で行うなど、使用
言語と教科の再検討が必要である。 
 最後は、本バイリンガルプログラムが継承語プログラムではなく国際語プログラムであ
るために、学習者のプロフィールが非常に多様であり、教育支援方法を絞り込むことが難
しいということである。公立学校に設置されるプログラムであることから、継承語学習者
に加え、国際結婚家庭の子ども、非継承語学習者などが入学し、現場の教員は随時個別的
配慮や支援が必要とされる。また、継承語学習者においても準 1 世、2 世、3 世以降など、
入学時点で児童が学校に持ち込む継承語力には大きなばらつきがある。このように多様な
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児童への対応は現場の教員に任されているのが現状であり、中国語の伸び悩みの一因にな
っている可能性が高い。多様な背景の児童をプログラムの中でどのように扱って 2 つの言
語能力をどう育てていくかということを、これまでの教育経験をもとに今後のカリキュラ
ム改善の中で明記し、学習者の言語文化背景に配慮した教育支援方法を教員が共有できる
ようにするべきであろう。 
 
②公立学校正課のバイリンガルプログラムであるにもかかわらず、州統一学力テストにお
ける使用言語も含め社会的に英語の圧力が極めて大きいこと。 
Cummins（2001）は、社会的力関係はアイデンティティの交渉のプロセスを通して教
室の中に現れると述べている。6.2.3 でカリキュラムディレクターが指摘している州統一学
力テストを英語、フランス語の公用語でしか受験することができないことや、6.2.2 の中国
語教員のインタビュー回答で見られた「学校図書は英語の本が優先される」という中国語
教育支援に対する格差、また 6.2.4 で明らかになった親たちによる英語習得へのより大き
な期待、そして第 8 章で明らかになった英語の力と学力テスト得点の有意相関など、極め
て強い優位な英語習得への圧力が中国語の伸び悩みの要因の 1 つと考えられる。アルバー
タ州の言語教育政策で英仏語以外の言語を授業言語として認めている以上、国際語の中国
語でも主要な学力テストが受けられるようにするなどの州レベルの改善が望まれるところ
である。 
行政レベルで教育システムを変えることは容易ではないが、Cummins（2009b）は「変
革的マルチリテラシーズ教育学（Transformative Multiliteracies Pedagogy）」を提唱して
おり、こういった状況を計画的に変えていくためには教師の熱意と信念が重要だと述べて
いる。変革的マルチリテラシーズ教育学の教育方針にしたがって、学校独自の言語政策や
リテラシー政策を具体化する際に、学校全体で教育実践を共同点検する上で 4 つの問いか
けが役に立つとしている（カミンズ 2011）。第 1 に学校が児童生徒と地域社会のエンパワ
ーメントの場になることがどこまで可能かという「学校全体のアイデンティティ」である。
第 2 に児童生徒が学校、家庭、コミュニティで多様な生活、多様な言語のテキストを解釈
し創作することをどこまで学校が奨励し、その機会を与えるかという「マルチリテラシー
ズの促進」である。第 3 にどこまで児童生徒が批判的リテラシーと関わるために必要な認
知的、言語的、心的態度を伸ばしているかという「児童生徒の学び」の質である。第 4 に
どの程度まで、教師が児童生徒のエンパワーメントとリテラシー（深い学び）との関わり
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度を高めるような学びを可能にしているかという「教師の指導」である。Cummins は第 1
の「学校全体のアイデンティティ」の説明において、学校のリーダーたちが、言語とリテ
ラシーの伸びに関する信念（ビリーフ）、および目標達成の方向を明確に示した言語政策を
学校内で実現するためのプロセスに、着手できるかどうかが教育システムを変えていく上
で重要だという点を指摘している。児童の中国語力をさらに高めていくためには、学校の
管理職を含めた教師のバイリンガル教育、特に中国語教育に対する信念（ビリーフ）のあ
り方が、エドモントン市、およびアルバータ州の現状の教育システムを変えていく上で重
要だといえる。 
 
③転入生・編入生の受け入れ体制に一貫性がないということ 
 6.2.2 で明らかになったように、移住後すぐという英語が全くわからない児童が転入して
きた場合においても、バイリンガルプログラム全体で一貫した受け入れ体制が整備されて
いない。半日パーシャル・イマージョン方式であるために、半日英語がわからなくとも、
半日は中国語で学習ができるため理解が可能であり、徐々に英語力は追いついてくるとい
うような安心感のようなものが見受けられた。そういった児童は受け持ちの英語担任の裁
量で対応が行われるのが実状であった。転入・編入児童が一刻も早く新しい学習環境に適
応するためにも、バイリンガルプログラムで共通するプレースメントテストや言語文化背
景の聞き取り調査など、一貫性のある受け入れ体制が整備されるべきだといえる。 
 
9.3. 結論と言語的マイノリティ児童教育への提言 
言語的マイノリティ児童にとって「継承語」は、親子のコミュニケーション、アイデン
ティティの形成とルーツの理解、教科学習の成功において必要不可欠なことばである。し
かし、継承語は現地社会のマイノリティ言語のため、その有用性の認識と価値づけが低く
なり、教育的手当てによって継承語を維持、伸長しなければ 3 世代のうちに消えてしまう
（中島 2003）。世界各地でこれまで行われてきたコミュニティ運営の継承語学校を含め、
継承語を課外学習で周辺的に扱うだけでは、世代を超えた維持は難しく、また日常生活や
仕事で使える実行力・即戦力を持った継承語力のレベルには至らない。 
アルバータ州のように、言語政策の中でマイノリティ言語の教育を位置づけ、エドモン
トン型プログラムのような三位一体の体制を作って公立学校正課内で二言語を育てる継承
語教育の形態は他に例を見ず、非常に恵まれた環境だといえる。しかしながら、このよう
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な恵まれた環境にありながらも、週末校の児童と同様に継承語は伸び悩む傾向が見られた。
このため、各教科における使用言語の再検討や二言語間の転移を促進する教育アプローチ、
多様な言語能力を持つ児童への指導・支援のあり方など、パーシャル・イマ―ジョン方式
のデメリットをふまえた教育方法論の見直しが必要である。また、同時にバイリンガルプ
ログラムに携わる教育者が熱意と信念を持ち、一丸となってマジョリティ社会と向き合い、
子どもたちがマイノリティ言語に付加価値が見出せるような教育システムに変革していく
必要もあろう。 
カナダにとってエドモントン市のプログラムの貢献は、子どもたちが学校へ持ち込む言
語的、文化的資産を抹消することなく、それを有効に活かした人材育成を行い、多文化主
義の中で移民が持ち込む多様な言語文化を国の資源として扱うことでカナダの「言語資源」
の理念を実現していることである。しかし、アルバータ州を含む中西部三州の一部の子ど
もたちを除いては、このようなプログラムの恩恵を受けられていないのが現状である。ア
ジアからの玄関口であるブリティッシュ・コロンビア州、そして政治・経済の中心地であ
るオンタリオ州など、とりわけ新たな移民の多い地域においてこそ、言語的マイノリティ
の子どもたちが公教育の中で、このような恩恵を受けられるべきである。したがって、国
家的な言語資源開発によるグローバル人材の育成をめざして、今一度、継承語教育のあり
方を見直す必要がある。 
我が国日本においても、1990 年の出入国管理及び難民認定法改正以降、出稼ぎ労働者が
急増し、移住者子弟のことばの問題、とりわけ公立小中学校における日本語習得や母語（中
国語、ポルトガル語、スペイン語、タガログ語など）の問題が大きく取り上げられるよう
になった。筆者の在住する愛知県にはトヨタ自動車の本社・工場を有する豊田市があり、
同市の公立小中学校においては非日本語母語話者児童（主にブラジル系児童）の割合が半
数を占める学校もある（豊田市教育委員会学校教育課 2013）。2012 年度の文部科学省の
調査によれば、日本の公立学校に在籍している外国人児童生徒は 71,545 人であり、また
日本語指導を必要とする児童生徒は 27,013 人であったが、これだけ外国人児童生徒が占
める割合が大きいにも関わらず、日本語指導は体系的に行われていない。また児童生徒の
母語を維持・伸長するための継承語教育は全く行われていない。こういった現状から、日
本では公立学校に通う多くの子どもがダブルリミテッドの問題を抱えている（中島  2007）。
さらに、日本は深刻な少子高齢化を迎えており、社会・経済を支える人材不足がすでに現
実化している。ボーダレス社会であり、また生まれてくる子どもが少ない今だからこそ、
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国内の外国人児童生徒や海外で学齢期を過ごす日本人・日系人児童生徒は大切な国の資源
である。したがって、日本政府はこれらの子どもを視野に含めたグローバル人材育成の国
家的戦略を立てる必要があろう。そのためには、抜本的な言語政策の見直しが必要不可欠
である。カナダの取り組みから得られた知見や経験をどのように日本の現状に役立ててい
くことができるのか、その検討が今後の課題といえる。 
グローバル時代の地球市民育成をめざして、世界中の言語的マイノリティ児童生徒に対
し、そして国内においては日本人児童生徒、外国人児童生徒、また海外在住の日本人児童
生徒に対しても、親や子どもが希望する場合には、エドモントン型のバイリンガル育成を
モデルとした取り組み、すなわち L1 と L2 の学習言語を学校環境の中で同時に育てる教育
を、国の教育予算により提供すべきであろう。 
 
9.4. 今後の課題 
本研究における問題点と今後の課題は以下のとおりである。 
 
（１） 読解力および会話力の一部は作文力と同様に ALP（教科学習言語力）に深く関わ
る言語技能であるが、今回の調査においては作文力のみを扱ったため、バイリンガ
ル児童の会話力や読解力については明らかでない。また、英語、中国語それぞれに
おける会話力、読解力、作文力の関係、そして言語技能ごとの二言語間の関係、さ
らには会話力が作文力に影響するというような二言語間の複数技能間の関係など、
本プログラムに在籍するバイリンガル児童の言語能力について包括的に検証するに
は至っていない。先にも述べたように、公立学校正課型プログラムの形態は恵まれ
た継承語教育の環境であり、ボーダレス社会のモデルとなり得るため、さらなる実
態と成果の詳細を明らかにするためにも、児童の会話力、読解力の調査、および言
語能力の多角的な分析が必要だといえる。 
 
（２） エドモントン市滞在時には、調査対象年齢グループの英語・中国語の担任教員の
授業を各 1 回以上、そして 3、6 年生以外の学年や幼稚園プログラム合わせて 20 時
間程度の授業観察をしたが、構造的な授業観察（classroom observation）を実施す
ることができなかった。そのため、授業中の教師の言語使用、内容理解を促すスキ
ャフォールディングの方法など教授法に関することや、バイリンガル児童の授業中
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の「学び」について詳細を分析することができなかった。調査で明らかになった児
童の限定的な言語能力の原因を究明するためには、構造的な授業観察研究が必要だ
といえる。二言語の転移関係を効果的に利用し、より高度なバイリンガルを育成す
るためにも、授業観察を基にした二言語による授業のあり方や教授法の検討が必要
であろう。 
 
（３） エドモントン市のプログラムは、一般的なパーシャル・イマージョンプログラム
と同様に幼稚園もしくは小学 1 年生段階の入学が原則である。ただし、小学校へ就
学する前に二言語で授業を受けるレディネスを作る上でも、また現場の教師の声か
ら推察しても、幼稚園の段階からバイリンガルプログラムに在籍する意味は大きい
と考えられる。さらに、エスニック・コミュニティによる幼稚園設営が本プログラ
ムの始まりでもあり、ルーツを育てる上でも幼稚園プログラムの役割は大きい。し
かしながら、本研究では幼稚園プログラムの実態、および幼稚園プログラムから小
学校プログラムに入学する連携の効果は明らかにできていない。さらに、バイリン
ガル児童にとって十分な二言語の伸長を図るには、小学校 6 年間では時間が足りな
いということが本研究の結果で明らかであり、6 年間のパーシャル・イマージョン
プログラムを修了した後、最も成果が現れるべき中等教育レベル（中学校、高校）
について扱えていない。これまで世界各地で行われてきた継承語教育はほとんどが
小学生対象であり、幼稚園から中学、高校レベルまで 13 年間継続的に行われる継
承語プログラムは他例を見ない。それゆえ、本プログラムの長期的な効果について
実態を把握し、さらなるプログラムの改善を検討するため、また幼稚園および中学、
高校レベルの継承語教育の役割を明らかにするために、就学前と中等教育段階を合
わせた縦断的な研究が必要だといえる。 
 
（４） 2 校の小学校から研究協力を得たが、最終的に分析対象となったのは 2 校合わせ
て 3 年生 36 名、6 年生 34 名であった。また、作文サンプルのみを収集した英語レ
ギュラープログラムの分析対象児童数はさらに少なく、台湾の小学校の分析対象児
童数もバイリンガル児童と同程度で大きなデータにはなり得なかった。加えて、3
年生と 6 年生の 2 学年を横断的に調査したため、児童の二言語の学習言語の発達過
程や学業成績の変化、および英語、中国語に対する心的態度の形成過程については
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考察できていない。より信頼性の高い結果を得るには、分析対象者数を増やした大
規模な調査の実施、および児童生徒の発達過程について分析が行えるように縦断的
研究が必要だといえる。 
 
 以上のような問題点と今後の課題が残されているが、継承語教育の基礎研究として本研
究が果たす役割は大きい。子どもの発達過程の適切な時期に、より効果的な言語教育を公
教育の学校現場で行うためにも、さらなる研究が望まれるところである。 
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